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は じ め に

自動車や鉄道輸送などにおける安全性の確保、地域環境の改善、地球温暖化対応等の

諸問題は、将来に向けての継続的な取り組みが求められる極めて重要な社会的課題です。

独立行政法人交通安全環境研究所は、この重要な陸上交通分野の安全、環境、エネル

ギーに係る研究等を実施しています。研究活動を通じ、行政の施策への支援を目的とし

て、安全・環境に関する基準の策定と国際調和活動に貢献するほか、自動車等の型式審

査を通じて、安全と環境基準への適合性の確認、ならびにリコールに関する技術検証機

能の強化にも取り組んでいます。

本フォーラムでは、その研究成果をご紹介する予定としており、今回のフォーラムの

開催が、今後、市民、行政、産業界等が一体となって利便性・経済性の観点も含めた交

通社会全体のあり方を探求していく上で、一つのきっかけとなればと考えております。

また、来場された皆様から忌憚のないご意見をいただくことにより、今後の当研究所

の活動をさらに充実し、当研究所に対する社会的な信頼と期待に的確かつタイムリーに

応える所存でございます。

今後とも、皆様のご理解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成２４年１１月

独立行政法人　交通安全環境研究所

理事長　飯　村　　　修
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環境研究領域における研究の概要と方向性 
 

環境研究領域長   ※後藤 雄一 

 

１．はじめに 

世界的に注目される環境問題とエネルギー問題の

両問題は今後の重要課題である。自動車の環境保全

といった自動車利用者や国民の立場に立つ研究や審

査、自動車による大気汚染等の環境基準達成１）、二

酸化炭素排出削減目標達成といった国の目標に直結

する業務の実施が当研究所の環境分野の使命である。 

環境研究領域は自動車の環境に係る技術基準案の

策定等を中心として、平成23年度から自動車に関わ

る地球温暖化の防止等分野、自動車地域環境対策分

野、分野横断的課題分野及び測定評価技術の高度化

を重点的分野としている。 

これら分野に対し基準策定等の国の環境対策に資

する目的の研究に限定し、〈1〉大気汚染等の実態の把

握及び分析、〈2〉環境・エネルギー対策の評価手法の

開発及び効果の予測、〈3〉技術基準案の策定、国際基

準調和活動、〈4〉環境・エネルギー対策実施後の効果

の評価、並びに〈5〉新技術の開発及び普及促進にお

ける産学官連携の中核的役割、という〈1〉から〈5〉

のサイクルによる研究目的の重点化を進めている。 

２．研究の概要 

 環境研究領域の研究は、特別研究、経常研究、国受

託研究、競争的資金、民間受託研究に分かれる。主な

テーマを以下に挙げる。下線は新規課題を示す。 

２．１．特別研究、経常研究（H24年度） 

特別・経常研究は７件に重点化を進めた。 

○ HEV, EV を含む次世代自動車に対する排出ガ

ス・燃費試験方法に関する研究（特別研究） 

○ 自動車起源 VOC 排出実態の把握と新たな試験

手順の策定 

○ 低燃費車に対応した燃費試験法の高度化研究 

○ 石油代替しうる次世代燃料の重量車への車両

適用性とGHG排出量の評価に関する調査研究 

○ 電動車認証試験法の高度化に関する研究 

○ LCAによる電気自動車の環境負荷評価方法に関

する研究 

○ 音・IT技術を活用した歩車間通信の研究 

２．２．国から委託された試験調査（H23年度実績） 

「横断的プロジェクト」として、 

○ 次世代低公害車開発・実用化促進事業 

主な試験調査として 

○ ポスト新長期規制適合車におけるオフサイ

クル試験時の排出ガス実態調査 

○ 騒音規制国際基準調和のための規制値及び

導入影響調査 

○ 新たな試験サイクル有効性確認調査(WLTP) 

○ 自動車から排出されるN2Oに関する調査 

○ OBDを活用した検査の高度化に関する調査 

○ 大型ハイブリッド車試験サイクルの課題明

確化と対応方針立案のための試験研究 

○ ハイブリッド車等の静音性に関する対策の

基準化に向けた調査 

○ 電気自動車バッテリ性能劣化に関する調査 

○ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 

○ 粒子状物質の粒子数測定法確立の調査 

○ 新燃料の安全性・低公害性評価事業 

２．３．競争的資金による研究（H23年度実績） 

○ ディーゼル車の環境性能に与えるバイオマ

ス燃料の影響実態把握と評価(IEA） 

○ 超高感度分光法によるニトロ化合物リアル

タイム検出器の開発（環境省） 

３．研究の方向性 

３．１．自動車に関わる地球温暖化の防止等分野  

地球温暖化対策は喫緊の課題として非常に重要な

課題であり、現在の環境研究領域の重要課題と考え

る。大幅な CO2排出量低減のためには、将来的なエネ

ルギーミックスの動向を見ながら電気動力を加えた

車の大量導入が必要と考えられる。重要な部品である

蓄電装置についてLCA評価やその劣化による車両性能

への影響を知るために一充電走行距離や電力量消費

率の変化等からその評価法を求める必要がある。 

エネルギーの有効活用の観点からエネルギー利用

の高効率化と再生エネルギーを利用した多様化が一

層重要になる。とくに、福島原子力発電所の事故によ

り原子力エネルギーの見直しから従来燃料における

地道な燃費低減と再生エネルギーを含めたクリーン

な石油代替燃料の利用の観点が今後重要である。特

に、カーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料
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適用性とGHG排出量の評価に関する調査研究 

○ 電動車認証試験法の高度化に関する研究 

○ LCAによる電気自動車の環境負荷評価方法に関

する研究 

○ 音・IT技術を活用した歩車間通信の研究 

２．２．国から委託された試験調査（H23年度実績） 

「横断的プロジェクト」として、 

○ 次世代低公害車開発・実用化促進事業 

主な試験調査として 

○ ポスト新長期規制適合車におけるオフサイ

クル試験時の排出ガス実態調査 

○ 騒音規制国際基準調和のための規制値及び

導入影響調査 

○ 新たな試験サイクル有効性確認調査(WLTP) 

○ 自動車から排出されるN2Oに関する調査 

○ OBDを活用した検査の高度化に関する調査 

○ 大型ハイブリッド車試験サイクルの課題明

確化と対応方針立案のための試験研究 

○ ハイブリッド車等の静音性に関する対策の

基準化に向けた調査 

○ 電気自動車バッテリ性能劣化に関する調査 

○ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 

○ 粒子状物質の粒子数測定法確立の調査 

○ 新燃料の安全性・低公害性評価事業 

２．３．競争的資金による研究（H23年度実績） 

○ ディーゼル車の環境性能に与えるバイオマ

ス燃料の影響実態把握と評価(IEA） 

○ 超高感度分光法によるニトロ化合物リアル

タイム検出器の開発（環境省） 

３．研究の方向性 

３．１．自動車に関わる地球温暖化の防止等分野  

地球温暖化対策は喫緊の課題として非常に重要な

課題であり、現在の環境研究領域の重要課題と考え

る。大幅な CO2排出量低減のためには、将来的なエネ

ルギーミックスの動向を見ながら電気動力を加えた

車の大量導入が必要と考えられる。重要な部品である

蓄電装置についてLCA評価やその劣化による車両性能

への影響を知るために一充電走行距離や電力量消費

率の変化等からその評価法を求める必要がある。 

エネルギーの有効活用の観点からエネルギー利用

の高効率化と再生エネルギーを利用した多様化が一

層重要になる。とくに、福島原子力発電所の事故によ

り原子力エネルギーの見直しから従来燃料における

地道な燃費低減と再生エネルギーを含めたクリーン

な石油代替燃料の利用の観点が今後重要である。特

に、カーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料
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１．は じ め に 
自動車のユーザーへの情報提供および CO2 低減の

観点からも、10-15 モードあるいは JC08 モードの燃

料消費率審査値（燃費値）の重要性は従来に増して高

まっている。とりわけ近年では、環境意識の高まりな

どから、燃費値がアピールポイントになり、電気ハイ

ブリッド車等低燃費車の急速な普及が進んでいる。し

かしながら、燃費値が大幅な向上を続ける一方で、実

際にユーザーが当該車両を運用するときの燃費(実燃

費）が、燃費値と大きく乖離しているという指摘は多

い。実燃費は、運用状況に大きく依存することから、

様々な使用方法によりばらつきが生ずることは当然

想定されるものの、「乖離がある」とされる場合には、

ほぼ確実に燃費値よりも悪い側に変動している。燃費

評価に用いられる JC08 モード、10-15 モードは、い

ずれも当時の走行実態をベースに代表的なものとし

て採用されており、燃費測定時に現実に即した走行を

しているにも関わらず、そのような事象が生ずる原因

はどこにあるのだろうか。 
この差が生ずる原因をみていくにあたり 
・気象など環境の違い 
・走行状態の違い 
・エアコン使用 

などユーザーが直接経験する要素を中心に、燃費への

影響を実証および考察した。この他の燃費の評価法に

関する原因について第 2 報で扱うこととする。 
 

２．実燃費と燃費値の乖離はどの程度か 
燃費値は国が公表しているが、実燃費は同様の形で

公表されたものはない。ここでは、実燃費の例として

「e 燃費」のデータを用いることにした。e 燃費は満タ

ン法ベースの燃費をユーザより得ているものである。

協力しているユーザーは燃費に関心の高い人が多い

と予想され、全体をどれだけ代表できているか、とい

う課題はあるものの、1 ヶ月あたり数万件のデータが

あり、一定の代表性はあるものと判断した。 

図 1 は、e 燃費（2010 年版）からユーザーデータ

のとくに多い代表的な車種において平均燃費値と実

燃費を比較したものである。「平均燃費値」とは当該

車種で年式や排気量等により、異なる燃費値があるも

のについてはそれらを平均したものである。この図よ

り、実燃費は平均燃費値のざっと 25％程度低い値と

なっているが、ハイブリッド車では 30％を超える乖

離がみられる一方、燃費 10km/L 程度の車両では差が

小さい傾向にある。つまり、モード燃費向上を目的と

した改善策が実燃費に十分反映されていない。したが

って、乖離原因を解明することは、モード燃費向上を

実燃費向上、さらには日本の CO2 低減に直接的につ

なげるためにも重要である。 
ちなみに、米国では同種の問題は比較的小さいとさ

れている。その理由として、米国では実燃費を意識し

た「ラベル燃費」が公表されていることが大きいとみ

られる。ラベル燃費では、高速急加速サイクル（US06
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についてLCA（ライフサイクルアセスメント）評価を

行いつつその利用を進める必要がある。 

バイオマス燃料によるディーゼルエンジンの研究

は、低公害を維持しつつ CO2排出量増大を実効上緩和

する方策であり今後更に重要性が増すと考える。特に

日本では利用されている廃食用油バイオ燃料（BDF, 

FAME）の現状・課題を明らかにするとともに、対策と

してHVO(水素化バイオ燃料)やBTL（バイオ合成軽油）

の可能性調査を進める必要がある。 

また、地球温暖化物質として CO2以外に N2O やメタ

ンにも以前から注目しており、ディーゼル車後処理装

置から出る N2O 排出量は燃費低減による CO2排出量と

比べ無視できないためハイブリッド化やポスト新長

期対応による変化等について継続的に調査している。 

次世代低公害車開発･実用化促進プロジェクトは多

様な新燃料や新動力の利用により将来のエネルギー

問題に対応するため、低環境負荷車両の開発･普及を

目指している。IPSハイブリッドバスだけではなく、

物流分野での大幅な CO2排出量低減を目指して電気・

プラグインハイブリッドトラック、高効率ハイブリッ

ドトラック、次世代バイオディーゼルエンジンの開発

を行う。公共交通と物流の CO2排出量低減の両面から

近未来の重要な地球温暖化対策の一つと考える。多様

なエネルギー源を追求する中で、LCAの観点から将来

の自動車エネルギーを検討する必要がある。 

３．２．自動車地域環境対策分野 

渋滞交差点等の局所的な環境基準未達成地域を中

心とした地域環境課題の解決、高度・複雑化する環境

規制や環境技術への対応、試験法の国際化等の観点か

ら基準・試験方法の改善等を通して自動車による環境

汚染の防止に貢献している。ディーゼル重量車の排出

ガス低減対策の中でNOx後処理装置の耐久性・信頼性

確保やオフサイクルにおける排出ガス低減対策が求

められている。特にエンジンの電子制御化によりJE05

モードで排出ガス許容限度以下としつつ、実走行を含

む JE05 モード外で燃費を改善する半面、排出ガスを

増大させる車両例が昨年認められた 1）。このような制

御をディフィートストラテジーとして定義し、その有

無の検証や再発防止のための技術的対策について行

政に迅速な具体的提案を行い、社会への影響を最小限

に抑えることに貢献した。今後はフォローアップと後

処理装置のレイアウト位置による温度変化により排

出ガスへの影響等の課題解決を進める必要がある。 

乗用車等の排出ガス低減対策では、世界統一試験法

WLTPの検討に合わせ、現行JC08モードを見直し日本

提案のWLTC導入検討を加速する研究が必要である。 

ほとんど環境基準が未達成のオキシダントについ

ては、原因物質として VOC、NOx が関与していると考

えられ、生成機構を考慮した対策が必要である。 

一方、微量未規制物質等は未だその実態は明らかで

ない。すなわち、粒子状物質の量的低減に加え粒子数

や粒子組成等の質的改善へ、自動車からのVOC排出量

評価等、微量未規制物質中の有害物質低減による改善

へと今後は「量」から「質」に課題が移ると考える。 

騒音対策についても、現行の加速走行騒音試験法で

は試験時アクセル操作に対して加速が遅れる車両が

現れたため、環境省の第二次答申を踏まえた新たな加

速走行騒音試験法が必要である。ハイブリッド車等の

静音性対策については世界に先駆けたガイドライン

の策定に引き続き技術基準化を進めつつある。 

３．３．分野横断的課題分野 

地域交通の持続可能なネットワーク化のために、ま

ちづくり等のインフラ設計と連携した次世代交通シ

ステム（超小型車両、BRT,LRT等）による低炭素交通

システムの持続可能なネットワーク化の効果評価や

技術基準整備のための基礎調査が必要である。 

ハイブリッド車等の静音性対策の発展として音・情

報通信技術による情報伝達等、交通弱者の安全・安心

な移動環境づくりのための研究を進める必要がある。 

３．４．測定評価技術の高度化 

 3.1 から 3.3 に応えるために測定対象の時間的･空

間的･量的･質的（有害な分子選択等）分解能の向上が

不可欠である。今後は量だけでなく時間的・空間的・

質的分解能向上が必要と考える。排出ガス関連では粒

子状物質や微量未規制物質の高分解能測定技術の開

発が必要である。 

４．まとめ 

環境研究領域における研究の概要について述べ、今

後の方向性について示した。今後重要度を増す地球温

暖化対策やエネルギー資源の節約及び多様化への重

点化を進めてゆく必要がある。また残された自動車地

域環境対策への対応も必要である。基盤技術として測

定評価技術の高度化が不可欠である。 

５．参考文献 
１）中央環境審議会、今後の自動車排出ガス低減対策
のあり方について(第11次答申)平成24年8月 10日 
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料消費率審査値（燃費値）の重要性は従来に増して高

まっている。とりわけ近年では、環境意識の高まりな

どから、燃費値がアピールポイントになり、電気ハイ

ブリッド車等低燃費車の急速な普及が進んでいる。し

かしながら、燃費値が大幅な向上を続ける一方で、実

際にユーザーが当該車両を運用するときの燃費(実燃

費）が、燃費値と大きく乖離しているという指摘は多

い。実燃費は、運用状況に大きく依存することから、

様々な使用方法によりばらつきが生ずることは当然

想定されるものの、「乖離がある」とされる場合には、

ほぼ確実に燃費値よりも悪い側に変動している。燃費

評価に用いられる JC08 モード、10-15 モードは、い

ずれも当時の走行実態をベースに代表的なものとし

て採用されており、燃費測定時に現実に即した走行を

しているにも関わらず、そのような事象が生ずる原因

はどこにあるのだろうか。 
この差が生ずる原因をみていくにあたり 
・気象など環境の違い 
・走行状態の違い 
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影響を実証および考察した。この他の燃費の評価法に

関する原因について第 2 報で扱うこととする。 
 

２．実燃費と燃費値の乖離はどの程度か 
燃費値は国が公表しているが、実燃費は同様の形で

公表されたものはない。ここでは、実燃費の例として

「e 燃費」のデータを用いることにした。e 燃費は満タ

ン法ベースの燃費をユーザより得ているものである。

協力しているユーザーは燃費に関心の高い人が多い

と予想され、全体をどれだけ代表できているか、とい

う課題はあるものの、1 ヶ月あたり数万件のデータが

あり、一定の代表性はあるものと判断した。 

図 1 は、e 燃費（2010 年版）からユーザーデータ

のとくに多い代表的な車種において平均燃費値と実

燃費を比較したものである。「平均燃費値」とは当該

車種で年式や排気量等により、異なる燃費値があるも

のについてはそれらを平均したものである。この図よ

り、実燃費は平均燃費値のざっと 25％程度低い値と

なっているが、ハイブリッド車では 30％を超える乖

離がみられる一方、燃費 10km/L 程度の車両では差が

小さい傾向にある。つまり、モード燃費向上を目的と

した改善策が実燃費に十分反映されていない。したが

って、乖離原因を解明することは、モード燃費向上を

実燃費向上、さらには日本の CO2 低減に直接的につ

なげるためにも重要である。 
ちなみに、米国では同種の問題は比較的小さいとさ

れている。その理由として、米国では実燃費を意識し

た「ラベル燃費」が公表されていることが大きいとみ
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についてLCA（ライフサイクルアセスメント）評価を

行いつつその利用を進める必要がある。 

バイオマス燃料によるディーゼルエンジンの研究

は、低公害を維持しつつ CO2排出量増大を実効上緩和

する方策であり今後更に重要性が増すと考える。特に

日本では利用されている廃食用油バイオ燃料（BDF, 

FAME）の現状・課題を明らかにするとともに、対策と

してHVO(水素化バイオ燃料)やBTL（バイオ合成軽油）

の可能性調査を進める必要がある。 

また、地球温暖化物質として CO2以外に N2O やメタ

ンにも以前から注目しており、ディーゼル車後処理装

置から出る N2O 排出量は燃費低減による CO2排出量と

比べ無視できないためハイブリッド化やポスト新長

期対応による変化等について継続的に調査している。 

次世代低公害車開発･実用化促進プロジェクトは多

様な新燃料や新動力の利用により将来のエネルギー

問題に対応するため、低環境負荷車両の開発･普及を

目指している。IPSハイブリッドバスだけではなく、

物流分野での大幅な CO2排出量低減を目指して電気・

プラグインハイブリッドトラック、高効率ハイブリッ

ドトラック、次世代バイオディーゼルエンジンの開発

を行う。公共交通と物流の CO2排出量低減の両面から

近未来の重要な地球温暖化対策の一つと考える。多様

なエネルギー源を追求する中で、LCAの観点から将来

の自動車エネルギーを検討する必要がある。 

３．２．自動車地域環境対策分野 

渋滞交差点等の局所的な環境基準未達成地域を中

心とした地域環境課題の解決、高度・複雑化する環境

規制や環境技術への対応、試験法の国際化等の観点か

ら基準・試験方法の改善等を通して自動車による環境

汚染の防止に貢献している。ディーゼル重量車の排出

ガス低減対策の中でNOx後処理装置の耐久性・信頼性

確保やオフサイクルにおける排出ガス低減対策が求

められている。特にエンジンの電子制御化によりJE05

モードで排出ガス許容限度以下としつつ、実走行を含

む JE05 モード外で燃費を改善する半面、排出ガスを

増大させる車両例が昨年認められた 1）。このような制

御をディフィートストラテジーとして定義し、その有

無の検証や再発防止のための技術的対策について行

政に迅速な具体的提案を行い、社会への影響を最小限

に抑えることに貢献した。今後はフォローアップと後

処理装置のレイアウト位置による温度変化により排

出ガスへの影響等の課題解決を進める必要がある。 

乗用車等の排出ガス低減対策では、世界統一試験法

WLTPの検討に合わせ、現行JC08モードを見直し日本

提案のWLTC導入検討を加速する研究が必要である。 

ほとんど環境基準が未達成のオキシダントについ

ては、原因物質として VOC、NOx が関与していると考

えられ、生成機構を考慮した対策が必要である。 

一方、微量未規制物質等は未だその実態は明らかで

ない。すなわち、粒子状物質の量的低減に加え粒子数

や粒子組成等の質的改善へ、自動車からのVOC排出量

評価等、微量未規制物質中の有害物質低減による改善

へと今後は「量」から「質」に課題が移ると考える。 

騒音対策についても、現行の加速走行騒音試験法で

は試験時アクセル操作に対して加速が遅れる車両が

現れたため、環境省の第二次答申を踏まえた新たな加

速走行騒音試験法が必要である。ハイブリッド車等の

静音性対策については世界に先駆けたガイドライン

の策定に引き続き技術基準化を進めつつある。 

３．３．分野横断的課題分野 

地域交通の持続可能なネットワーク化のために、ま

ちづくり等のインフラ設計と連携した次世代交通シ

ステム（超小型車両、BRT,LRT等）による低炭素交通

システムの持続可能なネットワーク化の効果評価や

技術基準整備のための基礎調査が必要である。 

ハイブリッド車等の静音性対策の発展として音・情

報通信技術による情報伝達等、交通弱者の安全・安心

な移動環境づくりのための研究を進める必要がある。 

３．４．測定評価技術の高度化 

 3.1 から 3.3 に応えるために測定対象の時間的･空

間的･量的･質的（有害な分子選択等）分解能の向上が

不可欠である。今後は量だけでなく時間的・空間的・

質的分解能向上が必要と考える。排出ガス関連では粒

子状物質や微量未規制物質の高分解能測定技術の開

発が必要である。 

４．まとめ 

環境研究領域における研究の概要について述べ、今

後の方向性について示した。今後重要度を増す地球温

暖化対策やエネルギー資源の節約及び多様化への重

点化を進めてゆく必要がある。また残された自動車地

域環境対策への対応も必要である。基盤技術として測

定評価技術の高度化が不可欠である。 
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のあり方について(第11次答申)平成24年8月 10日 
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ンサイズの異なるものを選択した。なお、A、F、G、

H1 については、図１に含まれるユーザーの多い車種

であり、代表性を確保することに留意した。 

図 3 は、各車の JC08C、JC08H、ハイウェーの各

モード燃費を、図 4 は JC08H を基準としたときの他

2 モードの比率を示す。図 4 より、ハイブリッド車以

外では、JC08C では JC08H から 2 割程度の悪化、ハ

イウェーモードでは逆に 2～4 割ほど値がよくなる傾

向は共通しており、車種間の差は比較的小さい。一方、

H1、H2 車では、JC08C で JC08H から 2 割以上も

燃費悪化しており他の車種よりも悪化幅が大きい。一

般にハイブリッド車では、エネルギー回生が行えるた

め、減速頻度の高い都市内走行に向くと考えられる

が、冷機状態からの短距離走行では、絶対値的には依

然としてよい値であるものの、優位さは小さくなる。

これが、表 1 でハイブリッド車では JC08 モード燃費

値が 10-15 モード燃費値と比較して減少割合が大き

いことの主な理由といえる。高速走行燃費は、ハイブ

リッド車でもH1車とH2車で大きな傾向の違いが生

じた。H2 車では他の車両と類似の傾向であるのに対

し、H1 では逆に JC08H よりも 2 割ほど悪化する結

果となった。H1 車の欧州での燃費値は、25.6km/L
で国内と大きく異なる。これは欧州モードでは暖機後

の都市内走行を表現する JC08H に相当する走行が含

まれないため値が伸びないことが、この結果から理解

できる。だからといって H2 車では高速走行で燃費が

良くなっており、高速走行における H1 車の燃費悪化

がハイブリッド固有のものともいえない。その違いを

生む理由をみていくこととする。 

図 5 は、ハイウェーモードにおける H1 車とH2 車

のエンジン回転数履歴を比較したものである。大排気

量のエンジンで走行燃費向上を図る方策の一つとし

て、ダウンスピーディングが挙げられる。変速機との

適合で、エンジン効率のよい低速回転高負荷を使用す

ることで燃費改善を図るものである。ただし H1 車に

おいては、無段変速機の制御等により巡航状態ではむ

しろ通常の自動変速機をもつH2車よりも低速エンジ

ン回転を使用しており、そこで H2 車に有利さは見い

だせない。 
むしろ両者の最大の違いはエンジン作動頻度とい

える。H1 車ではモード時間の約 92%でエンジンが作

動するのに対し、H2 車では約 53％に止まる。図中黄

色のハッチングした部分は、H1 車ではエンジン作動

させている状況ながら、H2 車でエンジン停止してい

る状態が 5 秒以上継続した部分を示している。そこで

は概ね巡航状態で走行しており、H2 車ではモーター

単独で走行しているのに対し、H1 車ではエンジンを

作動させて走行していることになる。しかし、諸元上

のモーター出力は H1 車が上回っており、その違いが

モーターの能力的余裕によるものとはいえず、エンジ

0

5

10

15

20

25

30

35

40

A B C D E F G H H1 H2

系列1

系列2

系列3

JC08C
JC08H
ﾊｲｳｪｰ燃

費
km

/L

車両ID

図 3 各車の JC08C、JC08H、ハイウェーモード 
の燃費比較 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

A B C D E F G H H1 H2

系列1

系列2
JC08C
ﾊｲｳｪｰ

JC
08
H
を
基
準

と
し
た
燃

費
の

比
率

車両ID

図 4 各車の JC08C、ハイウェーモード燃費の

JC08H を基準としたときの割合 

モード時間 秒

エ
ン
ジ
ン
回
転

数
rp
m

車速 km/h

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 100 200 300 400 500 600 700 800

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

H2 H1 車速

図 5 H1 車と H2 車のハイウェーモードにおける 
エンジン回転数履歴比較 

 

 

モード）やエアコン使用サイクル（SC03 モード）等

を含む様々な走行での燃費を、複雑な補正や重み付け

等の計算をして実燃費を表現しうるものとしている。 
 

３．差を生む原因の定量的影響 
３．１．環境の違いによる燃費への影響 
気象などの影響は、ユーザーの努力で改善できる裁

量の余地が小さいことから、あまり着目されにくい

が、その影響は小さくない。 
まず気温に着目する。認証試験では、標準状態とし

て気温 20℃での走行抵抗が設定される。気温の違い

は走行抵抗に大きく影響し、試験法の補正に基づく

と、1℃で 1％近く変化する。夏と冬では大きな気温

差があり、当然実燃費に影響する。 

図 2 は、図 1 と同じ車種を対象に、2010 年の奇数

月におけるe燃費データによる月平均燃費の通年平均

に対する割合と、国内 10 都市の月平均気温を示した

ものである。この図から、平均気温と燃費に相関があ

ることがわかる。1 月と 5 月を比較すると、平均気温

が 14℃ほど高くなる結果、燃費も 7～13％ほどよく

なっている。気温の上昇による暖機時間の短縮や、走

行抵抗の減少が少なからず寄与していると予想され

る。この関係からいけば 7 月にはさらに 3～4%程度

改善してしかるべきだが、返って悪化する。この理由

の多くは後述するエアコン使用によると推察される。

つまり、標準状態とされている気温 20℃はエアコン

を必要としない範囲で最も高い水準であることがポ

イントとなる。本来であれば気温 20℃を超える、標

準状態よりも燃費に有利な状況は少なからず存在す

るものの、そこではエアコン使用がほぼ必須となるた

め、ユーザーが燃費値を実感しにくい結果につながっ

ている。 
次に、天候の違いとして降雨を挙げる。雨天時には、

晴天時と比較して路面、およびタイヤ温度が大幅に低

下し、走行抵抗が増加する。過去に交通研で測定した

例１）では、気温 25℃程度のやや濡れた路面で走行抵

抗を測定したところ、同等気温で曇天時の乾いた路面

の時よりタイヤ表面温度が 16℃低下するなどして、

15%転がり抵抗が増加する結果が得られた。その燃費

影響は、当該試験を実施した後述表１の D 車におけ

る 10-15 モード燃費で 4％以上に及んだ。路面が冠水

あるいは積雪状態であれば、その差はさらに広がると

推測される。これも、燃費試験法では考慮されない実

燃費低下原因の一つといえる。 
 
３．２．走行状態による燃費の違い 
2011 年より燃費評価に用いられることとなった

JC08 モード燃費では、冷機状態から始める試験

（JC08C モード）と暖機後から始める試験（JC08H
モード）それぞれの燃費を、1:3 で加重調和平均した

値が燃費値として採用される。暖機前の状態は暖機後

よりも燃費が悪いことから、暖機後のみで行われる

10-15 モード燃費よりも低い値となることが多い。 
そこで走行状態のうち、短距離走行時の燃費を考慮

するには、モード全体の燃費値よりも JC08C モード

のみの燃費をみていくことが有効といえる。 
その対局ともいうべき高速走行を代表するものと

して、米国のハイウェーモード（平均車速 77.7km/h、
最高車速 96.4km/h）を用いて、走行状態の違いによ

る各車の燃費をみていくこととする。以後について

は、シャシダイナモ試験の結果が中心となる。 
表１に試験に使用した車両の諸元を示す。通常のガ

ソリン車である A～H は排気量と重量の小さいもの

順としている。H1、H2 はハイブリッド車で、エンジ
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表 1 試験車両諸元 

記号 A B C D E
登録年 H20 H15 H23 H20 H24
排気量　　L 1.0 1.4 1.5 1.8 1.8
車両重量　kg 990 1060 1090 1260 1320
変速機 CVT 4AT CVT CVT CVT
車体形状 2box 2box 2box 2box セダン
10-15燃費値 22.0 16.4 18.2 16.8 17.0
JC08燃費値 － － － － 15.8
その他特徴 ｱｲﾄﾞﾙｽﾄｯﾌﾟ

記号 F G H H1 H2
登録年 H22 H22 H19 H22 H24
排気量　　L 2.0 2.4 3.0 1.8 3.5
車両重量　kg 1610 1850 1890 1310 1860
変速機 CVT CVT 5AT CVT 7AT
車体形状 ミニバン ミニバン ミニバン ハッチバック セダン
10-15燃費値 13.2 11.6 9.8 38.0 19.0
JC08燃費値 12.0 11.2 9.0 32.6 15.6
その他特徴 可変気筒 ハイブリッド ハイブリッド
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量のエンジンで走行燃費向上を図る方策の一つとし
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ることで燃費改善を図るものである。ただし H1 車に

おいては、無段変速機の制御等により巡航状態ではむ

しろ通常の自動変速機をもつH2車よりも低速エンジ

ン回転を使用しており、そこで H2 車に有利さは見い

だせない。 
むしろ両者の最大の違いはエンジン作動頻度とい

える。H1 車ではモード時間の約 92%でエンジンが作

動するのに対し、H2 車では約 53％に止まる。図中黄

色のハッチングした部分は、H1 車ではエンジン作動

させている状況ながら、H2 車でエンジン停止してい

る状態が 5 秒以上継続した部分を示している。そこで

は概ね巡航状態で走行しており、H2 車ではモーター

単独で走行しているのに対し、H1 車ではエンジンを

作動させて走行していることになる。しかし、諸元上
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モード）やエアコン使用サイクル（SC03 モード）等

を含む様々な走行での燃費を、複雑な補正や重み付け

等の計算をして実燃費を表現しうるものとしている。 
 

３．差を生む原因の定量的影響 
３．１．環境の違いによる燃費への影響 
気象などの影響は、ユーザーの努力で改善できる裁

量の余地が小さいことから、あまり着目されにくい

が、その影響は小さくない。 
まず気温に着目する。認証試験では、標準状態とし

て気温 20℃での走行抵抗が設定される。気温の違い

は走行抵抗に大きく影響し、試験法の補正に基づく

と、1℃で 1％近く変化する。夏と冬では大きな気温

差があり、当然実燃費に影響する。 

図 2 は、図 1 と同じ車種を対象に、2010 年の奇数

月におけるe燃費データによる月平均燃費の通年平均

に対する割合と、国内 10 都市の月平均気温を示した

ものである。この図から、平均気温と燃費に相関があ

ることがわかる。1 月と 5 月を比較すると、平均気温

が 14℃ほど高くなる結果、燃費も 7～13％ほどよく

なっている。気温の上昇による暖機時間の短縮や、走

行抵抗の減少が少なからず寄与していると予想され

る。この関係からいけば 7 月にはさらに 3～4%程度

改善してしかるべきだが、返って悪化する。この理由

の多くは後述するエアコン使用によると推察される。

つまり、標準状態とされている気温 20℃はエアコン

を必要としない範囲で最も高い水準であることがポ

イントとなる。本来であれば気温 20℃を超える、標

準状態よりも燃費に有利な状況は少なからず存在す

るものの、そこではエアコン使用がほぼ必須となるた

め、ユーザーが燃費値を実感しにくい結果につながっ

ている。 
次に、天候の違いとして降雨を挙げる。雨天時には、

晴天時と比較して路面、およびタイヤ温度が大幅に低

下し、走行抵抗が増加する。過去に交通研で測定した

例１）では、気温 25℃程度のやや濡れた路面で走行抵

抗を測定したところ、同等気温で曇天時の乾いた路面

の時よりタイヤ表面温度が 16℃低下するなどして、

15%転がり抵抗が増加する結果が得られた。その燃費

影響は、当該試験を実施した後述表１の D 車におけ

る 10-15 モード燃費で 4％以上に及んだ。路面が冠水

あるいは積雪状態であれば、その差はさらに広がると

推測される。これも、燃費試験法では考慮されない実

燃費低下原因の一つといえる。 
 
３．２．走行状態による燃費の違い 
2011 年より燃費評価に用いられることとなった

JC08 モード燃費では、冷機状態から始める試験

（JC08C モード）と暖機後から始める試験（JC08H
モード）それぞれの燃費を、1:3 で加重調和平均した

値が燃費値として採用される。暖機前の状態は暖機後

よりも燃費が悪いことから、暖機後のみで行われる

10-15 モード燃費よりも低い値となることが多い。 
そこで走行状態のうち、短距離走行時の燃費を考慮

するには、モード全体の燃費値よりも JC08C モード

のみの燃費をみていくことが有効といえる。 
その対局ともいうべき高速走行を代表するものと

して、米国のハイウェーモード（平均車速 77.7km/h、
最高車速 96.4km/h）を用いて、走行状態の違いによ

る各車の燃費をみていくこととする。以後について

は、シャシダイナモ試験の結果が中心となる。 
表１に試験に使用した車両の諸元を示す。通常のガ

ソリン車である A～H は排気量と重量の小さいもの

順としている。H1、H2 はハイブリッド車で、エンジ
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表 1 試験車両諸元 

記号 A B C D E
登録年 H20 H15 H23 H20 H24
排気量　　L 1.0 1.4 1.5 1.8 1.8
車両重量　kg 990 1060 1090 1260 1320
変速機 CVT 4AT CVT CVT CVT
車体形状 2box 2box 2box 2box セダン
10-15燃費値 22.0 16.4 18.2 16.8 17.0
JC08燃費値 － － － － 15.8
その他特徴 ｱｲﾄﾞﾙｽﾄｯﾌﾟ

記号 F G H H1 H2
登録年 H22 H22 H19 H22 H24
排気量　　L 2.0 2.4 3.0 1.8 3.5
車両重量　kg 1610 1850 1890 1310 1860
変速機 CVT CVT 5AT CVT 7AT
車体形状 ミニバン ミニバン ミニバン ハッチバック セダン
10-15燃費値 13.2 11.6 9.8 38.0 19.0
JC08燃費値 12.0 11.2 9.0 32.6 15.6
その他特徴 可変気筒 ハイブリッド ハイブリッド
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３．４．複合的な影響がみられる場合の燃費 
これまでエアコン、冷機時などについてそれぞれ燃

費影響をみてきた。だが、それらが単独で作用する場

合では、依然として燃費値と実燃費の差を十分説明で

きているとはいえない。これは現実には、それらが同

時に作用することが少なくないためと考えられる。そ

こで、いくつかの車種につき、不利な要素が重なる環

境下で燃費評価を行った。 
図 8 は、各車様々な条件下で JC08C モードを行っ

た時の燃費を示す。一部の試験は設備の関係で限られ

た車両のみで実施している。-5 および 35℃でエアコ

ンありの冷機状態では、当然ながら燃費は標準よりも

大幅に悪化し、H1 車でも 20km/L を下回るなど、実

燃費の平均的水準をも下回るものとなる。-5℃時のデ

ータは H1 車のみだが、「エアコン」とは暖房を意味

しており、冷房時のようなコンプレッサーを作動させ

るものでないことから、エアコン有無の燃費差は小さ

い（-5℃条件の JC08H で約 4%）。にもかかわらず、

25℃時よりも 30％以上も悪化しており、気温の低下

による走行抵抗増加分から推定されるよりも悪化幅

は大きい。これは、タイヤやオイル等の温度が上昇し

にくいなど暖機に時間がかかるためと考えられる。図

に記載したとおり、e 燃費データで 1 月の北海道で

H1 車は約 15km/L の平均燃費となっている。この値

は、本試験結果に降積雪や路面凍結等の影響を考慮す

れば十分想定される水準で、試験結果にそれらを加味

した補正を行うことで実燃費を推測しうることを示

している。また、日射あり条件ではエアコン負荷が増

加するものの、燃費悪化はみられない。これは既述の

ように冷房量と燃費悪化が比例しない場合があるこ

とに加え、日射により各部温度が上昇し車両自体の燃

費が向上したためで、無視しても影響は小さい。この

ような複合要因で燃費が大幅に悪化した状態を考慮

しながら、他の条件を組み合わせることで、実燃費に

近い代表燃費値を把握できる可能性がある。 
３．５．試験データから求める代表燃費値 
これまでの試験結果から、実燃費を意識した代表燃

費値を試算、予測する手法を検討することとする。前

項では、不利な要素が重なる環境下での燃費を示した

が、実走行では、条件的にこれより有利な状況も少な

くない一方で、雨天や渋滞、勾配などカバーされてい

ない不利な要素もある。全体として、それらを過小で

も過大でもなく入れ込むことが必要となる。 
基本として、JC08C、JC08H、ハイウェーモード

燃費を加重調和平均することとし、それぞれ実際に使

用される状況を考慮したいくつかの仮定を設定する。 
まず JC08C については、夏季を表現するものとし

て試験室 35℃時にエアコン 25℃設定で使用したとき

の値を用いることとする。冬季には冷機時の影響が大

きいが、それをカバーする各車のデータがないこと

と、本評価では高速走行も含む反面「チョイ乗り」を

カバーしないことから、通常の JC08 モード燃費を求

める際と異なり、重み係数を全体の半分に高めること

として対応する。 
次に JC08H では、認証試験と同様の試験室 25℃で

エアコンなしの値を用いることとするが、冬季の走行

抵抗が 20％程も増加した場合に想定される燃費変化

として、0.9 を乗ずる補正を行う。 
ハイウェーモードでは、重み係数を 1/10 とし、試

験室 25℃でエアコンあり（25℃設定）の値を用いる。

これは、高速走行時には、エアコンを止めて窓を開け

ても、空気抵抗のみならず騒音も大きくなるため、季

節によらずエアコンを使用することが一般的と考え

られるためである。 
そして最後に、試験法でカバーされない雨天や渋

滞、勾配、さらには補機類のエネルギー消費などの影

響を反映させるために、0.92 を乗ずることとする。 
代表燃費 F とした場合、上記は下式で表される。 
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図 8 複合影響がある場合の各車燃費（JC08C） 

F = 
10 x 0.92

5/F    + 4/(F    x 0.9) + 1/F 
FC : 試験室35℃エアコン25℃設定でのJC08C燃費

FH : 認証試験と同条件でのJC08H燃費

FHW : 試験室25℃エアコン25℃設定での米国ハイ

ウェーモード燃費

C H HW

 

 

ンとの統合制御上の理由である。つまり排気量の大き

い H2 車では、高速走行時に走行と充電を同時にでき

る余裕のあることが、それを可能にしたと考えられ

る。近年燃費向上方策の一つとして「ダウンサイジン

グ」が取り上げられる。ダウンサイジングでは、走行

状態でのエンジン平均有効圧（排気量あたりのトルク

に相当）を高めることで効率向上を図っているが、ハ

イブリッド車では相対的に大きな排気量で、高速走行

時にエンジンの制御自由度を拡大する余裕が高速燃

費向上につながっており、ダウンサイジングが必ずし

もいいとは限らない。H1 車において、2009 年モデル

にて排気量を拡大した技術的な背景を示すデータと

いえる。 
 
３．３．エアコン使用による影響 
エアコンの使用による燃費悪化は、多くのユーザー

に認識されている。デンソー資料２）によると、日本全

国の自動車が消費する燃料の約 1 割がエアコンによ

るとされている。これは、運輸分野の自動車以外の鉄

道・海運・航空 3 部門合計のエネルギー消費に近い非

常に大きなものであるが、現在そこに評価のメスは入

っておらず、今後の改善に向けて評価法を考慮してい

くことが望まれる。まず、エアコン使用による燃費影

響がどれほどかみていくこととする。 

図 6 は、試験室温度 25℃および 35℃環境で、車内

25℃設定でエアコンを使用したときの、エアコン不使

用時に対する燃費悪化率を示したものである。試験室

25℃では、概ね 8～20％の燃費悪化がみられる。同

35℃では当然ながらそれよりも悪化するが、僅差の場

合もあれば 2 倍以上も異なる車両もあり、25℃時との

相関は低い。つまり、一つの状態で示される結果を用

いて、他を類推することが困難であるため、エアコン

使用時の客観的な燃費評価は容易でない。そのような

ことから、ユーザーが悪化幅をイメージしにくい状況

となっている。 

図 7 は C 車と H1 車において、25℃および 35℃の

試験室でオートエアコンの設定温度を変化させたと

きの車室内温度と CO2 増加量の関係を比較したもの

である。C 車では試験室 35℃、H1 車では同 25℃の

条件では、設定温度を下げて冷房を強めた場合に CO2

増加量が減少、すなわち燃費が良くなっていることが

わかる。自動車用エアコンでは、温度差が小さい状態

で車室内温度を精度よく制御しようとする場合、冷気

と暖気を混合して送風するケースがあり、設定温度が

高い場合に送風ブロアーの作動負荷がかえって高ま

ることがある。そのために、家庭用エアコンとは異な

り、自動車用エアコンでは設定温度と燃料消費に相関

がみられないケースが少なくない。その結果、省燃費

を意図して、「高い設定温度で我慢」してもそれが報

われないケースが多いとみられ、ユーザーの不満を高

めている可能性がある。 

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

Vi
tz
 （
先

代
）

Col
t 
plu

s

Gal
an

t

Se
re
na

Al
ph

ar
d

Pr
ius

Fu
ga

HE
V

25℃

35℃

25℃

35℃

試験室
温度

25℃

35℃

試験室
温度

エアコン設定は25℃

エ
ア

コ
ン

使
用

に
よ

る
燃

費
悪

化
率

A C E F G H1 H2

JC08Hモード

※マニュアルエアコンのA車では25℃になるよう手動で調整
※ミニバンのF,G車では前席側エアコンのみ作動

図 6 エアコン使用による燃費悪化率（JC08H） 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

10 20 30 40

35℃

25℃

0

5

10

15

20

25

30

35

40

10 20 30 40

35℃

25℃

エアコンなし

エアコンなし

車室内温度 ℃

車室内温度 ℃

C
O
2排

出
増

加
量

g/
km

C
O
2排

出
増

加
量

g/
km

C車

H1車

試験室
温度

試験室
温度温度を下げると

燃費悪化（35℃）

温度を下げると
燃費改善（35℃）

温度を下げると
燃費悪化（25℃）

温度を下げ
ると燃費改
善（25℃）

JC08Hモード

JC08Hモード

図 7 エアコン設定温度を変化させたときの車室内

温度とCO2排出増加（＝燃費悪化）量の関係 



－ 7－

３．４．複合的な影響がみられる場合の燃費

これまでエアコン、冷機時などについてそれぞれ燃

費影響をみてきた。だが、それらが単独で作用する場

合では、依然として燃費値と実燃費の差を十分説明で

きているとはいえない。これは現実には、それらが同

時に作用することが少なくないためと考えられる。そ

こで、いくつかの車種につき、不利な要素が重なる環

境下で燃費評価を行った。

図 8は、各車様々な条件下で JC08Cモードを行っ

た時の燃費を示す。一部の試験は設備の関係で限られ

た車両のみで実施している。-5 および 35℃でエアコ

ンありの冷機状態では、当然ながら燃費は標準よりも

大幅に悪化し、H1車でも 20km/Lを下回るなど、実

燃費の平均的水準をも下回るものとなる。-5℃時のデ

ータは H1 車のみだが、「エアコン」とは暖房を意味

しており、冷房時のようなコンプレッサーを作動させ

るものでないことから、エアコン有無の燃費差は小さ

い（-5℃条件の JC08Hで約 4%）。にもかかわらず、

25℃時よりも 30％以上も悪化しており、気温の低下

による走行抵抗増加分から推定されるよりも悪化幅

は大きい。これは、タイヤやオイル等の温度が上昇し

にくいなど暖機に時間がかかるためと考えられる。図

に記載したとおり、e 燃費データで 1 月の北海道で

H1車は約 15km/Lの平均燃費となっている。この値

は、本試験結果に降積雪や路面凍結等の影響を考慮す

れば十分想定される水準で、試験結果にそれらを加味

した補正を行うことで実燃費を推測しうることを示

している。また、日射あり条件ではエアコン負荷が増

加するものの、燃費悪化はみられない。これは既述の

ように冷房量と燃費悪化が比例しない場合があるこ

とに加え、日射により各部温度が上昇し車両自体の燃

費が向上したためで、無視しても影響は小さい。この

ような複合要因で燃費が大幅に悪化した状態を考慮

しながら、他の条件を組み合わせることで、実燃費に

近い代表燃費値を把握できる可能性がある。

３．５．試験データから求める代表燃費値

これまでの試験結果から、実燃費を意識した代表燃

費値を試算、予測する手法を検討することとする。前

項では、不利な要素が重なる環境下での燃費を示した

が、実走行では、条件的にこれより有利な状況も少な

くない一方で、雨天や渋滞、勾配などカバーされてい

ない不利な要素もある。全体として、それらを過小で

も過大でもなく入れ込むことが必要となる。

基本として、JC08C、JC08H、ハイウェーモード

燃費を加重調和平均することとし、それぞれ実際に使

用される状況を考慮したいくつかの仮定を設定する。

まず JC08Cについては、夏季を表現するものとし

て試験室 35℃時にエアコン 25℃設定で使用したとき

の値を用いることとする。冬季には冷機時の影響が大

きいが、それをカバーする各車のデータがないこと

と、本評価では高速走行も含む反面「チョイ乗り」を

カバーしないことから、通常の JC08モード燃費を求

める際と異なり、重み係数を全体の半分に高めること

として対応する。

次に JC08Hでは、認証試験と同様の試験室 25℃で

エアコンなしの値を用いることとするが、冬季の走行

抵抗が 20％程も増加した場合に想定される燃費変化

として、0.9を乗ずる補正を行う。

ハイウェーモードでは、重み係数を 1/10 とし、試

験室 25℃でエアコンあり（25℃設定）の値を用いる。

これは、高速走行時には、エアコンを止めて窓を開け

ても、空気抵抗のみならず騒音も大きくなるため、季

節によらずエアコンを使用することが一般的と考え

られるためである。

そして最後に、試験法でカバーされない雨天や渋

滞、勾配、さらには補機類のエネルギー消費などの影

響を反映させるために、0.92を乗ずることとする。

代表燃費Fとした場合、上記は下式で表される。
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図 8 複合影響がある場合の各車燃費（JC08C）

F =
10 x 0.92

5/F + 4/(F x 0.9) + 1/F

FC : 試験室35℃エアコン25℃設定でのJC08C燃費

FH : 認証試験と同条件でのJC08H燃費

FHW : 試験室25℃エアコン25℃設定での米国ハイ

ウェーモード燃費

C H HW

 

 

ンとの統合制御上の理由である。つまり排気量の大き

い H2 車では、高速走行時に走行と充電を同時にでき

る余裕のあることが、それを可能にしたと考えられ

る。近年燃費向上方策の一つとして「ダウンサイジン

グ」が取り上げられる。ダウンサイジングでは、走行

状態でのエンジン平均有効圧（排気量あたりのトルク

に相当）を高めることで効率向上を図っているが、ハ

イブリッド車では相対的に大きな排気量で、高速走行

時にエンジンの制御自由度を拡大する余裕が高速燃

費向上につながっており、ダウンサイジングが必ずし

もいいとは限らない。H1 車において、2009 年モデル

にて排気量を拡大した技術的な背景を示すデータと

いえる。 
 
３．３．エアコン使用による影響 
エアコンの使用による燃費悪化は、多くのユーザー

に認識されている。デンソー資料２）によると、日本全

国の自動車が消費する燃料の約 1 割がエアコンによ

るとされている。これは、運輸分野の自動車以外の鉄

道・海運・航空 3 部門合計のエネルギー消費に近い非

常に大きなものであるが、現在そこに評価のメスは入

っておらず、今後の改善に向けて評価法を考慮してい

くことが望まれる。まず、エアコン使用による燃費影

響がどれほどかみていくこととする。 

図 6 は、試験室温度 25℃および 35℃環境で、車内

25℃設定でエアコンを使用したときの、エアコン不使

用時に対する燃費悪化率を示したものである。試験室

25℃では、概ね 8～20％の燃費悪化がみられる。同

35℃では当然ながらそれよりも悪化するが、僅差の場

合もあれば 2 倍以上も異なる車両もあり、25℃時との

相関は低い。つまり、一つの状態で示される結果を用

いて、他を類推することが困難であるため、エアコン

使用時の客観的な燃費評価は容易でない。そのような

ことから、ユーザーが悪化幅をイメージしにくい状況

となっている。 

図 7 は C 車と H1 車において、25℃および 35℃の

試験室でオートエアコンの設定温度を変化させたと

きの車室内温度と CO2 増加量の関係を比較したもの

である。C 車では試験室 35℃、H1 車では同 25℃の

条件では、設定温度を下げて冷房を強めた場合に CO2

増加量が減少、すなわち燃費が良くなっていることが

わかる。自動車用エアコンでは、温度差が小さい状態

で車室内温度を精度よく制御しようとする場合、冷気

と暖気を混合して送風するケースがあり、設定温度が

高い場合に送風ブロアーの作動負荷がかえって高ま

ることがある。そのために、家庭用エアコンとは異な

り、自動車用エアコンでは設定温度と燃料消費に相関

がみられないケースが少なくない。その結果、省燃費

を意図して、「高い設定温度で我慢」してもそれが報

われないケースが多いとみられ、ユーザーの不満を高

めている可能性がある。 
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図 6 エアコン使用による燃費悪化率（JC08H） 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

10 20 30 40

35℃

25℃

0

5

10

15

20

25

30

35

40

10 20 30 40

35℃

25℃

エアコンなし

エアコンなし

車室内温度 ℃

車室内温度 ℃

C
O
2排

出
増

加
量

g/
km

C
O
2排

出
増

加
量

g/
km

C車

H1車

試験室
温度

試験室
温度温度を下げると

燃費悪化（35℃）

温度を下げると
燃費改善（35℃）

温度を下げると
燃費悪化（25℃）

温度を下げ
ると燃費改
善（25℃）

JC08Hモード

JC08Hモード

図 7 エアコン設定温度を変化させたときの車室内

温度とCO2排出増加（＝燃費悪化）量の関係 



－ 8－

 

 

三元触媒
空燃比制御 リーンバーン

直噴エンジン
可変バルブ

排気再循環
(EGR)

複合渦流調整燃焼
(CVCC)

昭和48年度規制

昭和53年度規制
CO：2.10 g/km
HC：0.25 g/km
NOx：0.25 g/km

平成12年規制
CO：0.67 g/km
HC：0.08 g/km
NOx：0.08 g/km

新長期規制
CO：1.15 g/km
NMHC：0.05 g/km
NOx：0.05 g/km

 
 

２．電気自動車の環境性能とその試験法の課題について 
 

 
環境研究領域   ※新国 哲也 奥井 伸宜 小鹿 健一郎 
審査部      小林 一樹 室岡 絢司 鈴木 延昌 

 
 

１．はじめに 
これまで自動車における環境対策は、主に排出ガス

の浄化に重点が置かれてきた。図1にはガソリンエン

ジン車に対する排出ガスの規制値の推移と様々な排

出ガス浄化技術の例を示したが、昭和 48 年度の排出

ガス規制のスタート以来、燃焼の改善と後処理技術の

向上が続けられてきた。一方で電気自動車は燃料を使

用する内燃機関を搭載した自動車とは異なり、直接的

な排出ガスを出さない自動車であり、従来の自動車が

抱えてきた課題に対し根本的な対策を打ったという

点で画期的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ガソリンエンジンにおける排出ガス規制と 

対応技術（１） 

 

また地球温暖化対策の観点では、自動車の排出する

温暖化に寄与するCO2等のGreen House Gas(GHG)の低

減に関する技術が注目されている。自動車単独の取組

みとして減速時の運動エネルギーを回生電力として

回収する技術など電力消費を抑制し、効率を高める方

策がとられている。また電気自動車自体は CO2を排出

しないが、充電に必要な電力を供給する発電所には

CO2 を排出する火力発電所が含まれている。したがっ

て電源構成に占める火力発電所の比率を下げること

と併せて電気自動車を普及させれば、CO2 排出量削減

という効果も期待できる。 

このように従来の内燃機関自動車に置き換わる形

で電気自動車が普及すれば、自動車による環境負荷の

低減が期待されるが、電気自動車の普及には幾つかの

課題があると思われる。本稿では課題の一つと考えら

れる電気自動車の性能評価に関する試験法について

解説し、それに関連する課題の整理と対応策の検討に

ついてまとめる。 

 

２．電気自動車の性能表示 

２．１．一充電走行距離 
電気自動車の主要な性能として、一充電走行距離と

電力量消費率の2つがある。 

一充電走行距離は自動車に搭載される二次電池の

容量に依存する。二次電池は、ガソリン等の従来燃料

に比べてエネルギー密度が低いことに加え、コストな

どの問題により搭載可能な容量には限りがあるため、

内燃機関自動車が一回の給油で走行できる距離と比

べると電気自動車の一充電走行距離は極端に短いの

が現状である。ユーザーにはドライブ中に充電電力が

なくなることに対する不安感があると考えられ、特に

一充電走行距離に関心が集まると思われる。 

図2には、日本における普通乗用車のユーザーアン

ケート（２）による一日当たりの走行距離の頻度分布を

示した。ちなみに図2の統計データはプラグインハイ

ブリッド車の複合燃料消費率を計算するためのユー

ティリティ・ファクターの元データである（３）。図 2

から平日、休日共に一日あたり100km程度までの頻度

が高いことが分かる。この図に現在発売中および今後

発売予定の電気自動車の一充電走行距離を重ねて示

した。一充電走行距離に対しては日常のデイリートリ

ップをカバーする程度の距離を確保する方向と、休日

などにみられる長距離移動についてもある程度カバ

ーしようとする方向の2つの方向性が見られる。ユー

ザーが各自の用途に合わせて電気自動車を選択する

際に、一充電走行距離はより所となると考えられる。 

 

 

この式を用いて、図 8 でデータを取得した 4 車種に

ついて代表燃費値を算出し、様々な燃費と比較するこ

ととした。 
図 9は、試算した代表燃費値が、10-15モード、JC08

モードおよびｅ燃費データ（'11 年版）による実燃費

に対して、どれだけの割合となったかを示したもので

ある。各モード燃費値との比較の際、C 車は JC08 モ

ード燃費値が公表されていないため、実測値とした。

代表燃費値は車種によりモード燃費値に対する比率

は異なり、モード燃費値に単に定数を乗じたのとは大

きく異なる値である。しかし、実燃費データとはほぼ

等しく、高い相関を示した。最も差が生じたのは実燃

費より 1.5％ほど良く出た H1 車であるが、試験車が

ラインナップ中燃費の最も良いものであったことを

考慮すると、むしろ妥当な結果といえる。 
この計算のために採用した重み係数や補正係数な

どは、結果に合わせた部分があり、妥当性の十分な検

証はできていない。とりわけ補機損失等を含めて一定

値とした補正係数は、今後の燃費改善を促すために

は、電装品等補機や車室内断熱等も含めたエネルギー

消費を抑制することが重要で、それが反映されるもの

としていくべき、などの改善すべき点がある。しかし、

4 車種とはいえ、コンパクトカー、ミニバン、2 種の

ハイブリッド車という異なる車種で、同一手法にて高

い相関が得られたことも事実で、実燃費を推測してい

くためには、これらの条件を考慮していくことの有効

性は示されたと考えられる。 
 

４．ま と め 
実際に車を運用する際の「実燃費」が燃費の審査値

と乖離がみられる点について以下にまとめる。 
（1）気温や天候などは、燃費を 10％以上も変化させ

うる因子であるが、燃費審査の際の標準状態は（公

平性や再現性確保の観点から結果的に）燃費に有利

な条件で行われているため、ユーザーが燃費審査値

を実感しにくい一因となっている。 
（2）エアコン（冷房）使用時の燃費影響は、車室内外

の気温差が小さい状態では 8～20％程度だが、気温

差の大きい場合の悪化幅は車種により異なり、一部

の結果で全体を類推できない。また、冷房設定温度

を下げると燃費が良くなるケースが存在し、ユーザ

ーにその影響がわかりにくい状態にある。 
（3）実燃費が公表燃費値よりも大幅に低いケースで

は、気象、未暖機、エアコン使用などの悪化要素が

複数影響している可能性が高く、実燃費を把握する

ためには、そのような観点の評価が有効となる。 
（4）そこでJC08C（35℃試験室エアコンあり）、JC08H
（試験法通り）、ハイウェー（25℃試験室エアコンあ

り）各モード燃費の加重調和平均に、天候等を加味

した補正を行い、代表燃費値を試算した。その結果、

異なる 4 車種で実燃費と高い相関がみられ、なお検

証、改善は必要ながら試験的な実燃費把握の可能性

を示すことができた。 
（5）ハイブリッド車では、冷機状態での燃費が相対的

に悪く「チョイ乗り」に向かない。高速走行では

JC08 モードよりも燃費が悪化したものがある一

方、大排気量のものでは逆に改善するなど、組合せ

や制御方法等で異なる特性が示された。 
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図 1 ガソリンエンジンにおける排出ガス規制と 

対応技術（１） 

 

また地球温暖化対策の観点では、自動車の排出する

温暖化に寄与するCO2等のGreen House Gas(GHG)の低

減に関する技術が注目されている。自動車単独の取組

みとして減速時の運動エネルギーを回生電力として

回収する技術など電力消費を抑制し、効率を高める方

策がとられている。また電気自動車自体は CO2を排出

しないが、充電に必要な電力を供給する発電所には

CO2 を排出する火力発電所が含まれている。したがっ

て電源構成に占める火力発電所の比率を下げること

と併せて電気自動車を普及させれば、CO2 排出量削減

という効果も期待できる。 

このように従来の内燃機関自動車に置き換わる形

で電気自動車が普及すれば、自動車による環境負荷の

低減が期待されるが、電気自動車の普及には幾つかの

課題があると思われる。本稿では課題の一つと考えら

れる電気自動車の性能評価に関する試験法について

解説し、それに関連する課題の整理と対応策の検討に

ついてまとめる。 

 

２．電気自動車の性能表示 

２．１．一充電走行距離 
電気自動車の主要な性能として、一充電走行距離と

電力量消費率の2つがある。 

一充電走行距離は自動車に搭載される二次電池の

容量に依存する。二次電池は、ガソリン等の従来燃料

に比べてエネルギー密度が低いことに加え、コストな

どの問題により搭載可能な容量には限りがあるため、

内燃機関自動車が一回の給油で走行できる距離と比

べると電気自動車の一充電走行距離は極端に短いの

が現状である。ユーザーにはドライブ中に充電電力が

なくなることに対する不安感があると考えられ、特に

一充電走行距離に関心が集まると思われる。 

図2には、日本における普通乗用車のユーザーアン

ケート（２）による一日当たりの走行距離の頻度分布を

示した。ちなみに図2の統計データはプラグインハイ

ブリッド車の複合燃料消費率を計算するためのユー

ティリティ・ファクターの元データである（３）。図 2

から平日、休日共に一日あたり100km程度までの頻度

が高いことが分かる。この図に現在発売中および今後

発売予定の電気自動車の一充電走行距離を重ねて示

した。一充電走行距離に対しては日常のデイリートリ

ップをカバーする程度の距離を確保する方向と、休日

などにみられる長距離移動についてもある程度カバ

ーしようとする方向の2つの方向性が見られる。ユー

ザーが各自の用途に合わせて電気自動車を選択する

際に、一充電走行距離はより所となると考えられる。 

 

 

この式を用いて、図 8 でデータを取得した 4 車種に

ついて代表燃費値を算出し、様々な燃費と比較するこ

ととした。 
図 9は、試算した代表燃費値が、10-15モード、JC08

モードおよびｅ燃費データ（'11 年版）による実燃費

に対して、どれだけの割合となったかを示したもので

ある。各モード燃費値との比較の際、C 車は JC08 モ

ード燃費値が公表されていないため、実測値とした。

代表燃費値は車種によりモード燃費値に対する比率

は異なり、モード燃費値に単に定数を乗じたのとは大

きく異なる値である。しかし、実燃費データとはほぼ

等しく、高い相関を示した。最も差が生じたのは実燃

費より 1.5％ほど良く出た H1 車であるが、試験車が

ラインナップ中燃費の最も良いものであったことを

考慮すると、むしろ妥当な結果といえる。 
この計算のために採用した重み係数や補正係数な

どは、結果に合わせた部分があり、妥当性の十分な検

証はできていない。とりわけ補機損失等を含めて一定

値とした補正係数は、今後の燃費改善を促すために

は、電装品等補機や車室内断熱等も含めたエネルギー

消費を抑制することが重要で、それが反映されるもの

としていくべき、などの改善すべき点がある。しかし、

4 車種とはいえ、コンパクトカー、ミニバン、2 種の

ハイブリッド車という異なる車種で、同一手法にて高

い相関が得られたことも事実で、実燃費を推測してい

くためには、これらの条件を考慮していくことの有効

性は示されたと考えられる。 
 

４．ま と め 
実際に車を運用する際の「実燃費」が燃費の審査値

と乖離がみられる点について以下にまとめる。 
（1）気温や天候などは、燃費を 10％以上も変化させ

うる因子であるが、燃費審査の際の標準状態は（公

平性や再現性確保の観点から結果的に）燃費に有利

な条件で行われているため、ユーザーが燃費審査値

を実感しにくい一因となっている。 
（2）エアコン（冷房）使用時の燃費影響は、車室内外

の気温差が小さい状態では 8～20％程度だが、気温

差の大きい場合の悪化幅は車種により異なり、一部

の結果で全体を類推できない。また、冷房設定温度

を下げると燃費が良くなるケースが存在し、ユーザ

ーにその影響がわかりにくい状態にある。 
（3）実燃費が公表燃費値よりも大幅に低いケースで

は、気象、未暖機、エアコン使用などの悪化要素が

複数影響している可能性が高く、実燃費を把握する

ためには、そのような観点の評価が有効となる。 
（4）そこでJC08C（35℃試験室エアコンあり）、JC08H
（試験法通り）、ハイウェー（25℃試験室エアコンあ

り）各モード燃費の加重調和平均に、天候等を加味

した補正を行い、代表燃費値を試算した。その結果、

異なる 4 車種で実燃費と高い相関がみられ、なお検

証、改善は必要ながら試験的な実燃費把握の可能性

を示すことができた。 
（5）ハイブリッド車では、冷機状態での燃費が相対的

に悪く「チョイ乗り」に向かない。高速走行では

JC08 モードよりも燃費が悪化したものがある一

方、大排気量のものでは逆に改善するなど、組合せ

や制御方法等で異なる特性が示された。 
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３．２．審査試験上の課題 

一充電走行距離を計測する際には、電気自動車を満

充電にした後に JC08 の車速パターンを繰り返し、完

全放電するまで走行する。JC08の車速パターンで走行

した際に使用される電力量は、電気自動車の二次電池

の容量に比べて小さいため、試験で二次電池を放電す

るのにかかる時間は相当に長くなる。JC08の車速パタ

ーンでは一回走行の距離は約8.2kmであり、走行の時

間はおよそ20分である。例えばJC08の車速パターン

で計測した一充電走行距離が160kmの電気自動車の場

合、繰り返し走行の回数は 20 回ほどになり、走行時

間では約7時間となる。実際の試験では、繰り返し走

行の間に計測器調整などの時間が必要となるため、実

際には7時間以上になる。 

また長時間にわたり車速パターンを正確にトレー

スして走行し続けることは困難である。TRIASの規定

では JC08 の車速パターンと走行速度の差は±2km/h

以内、追従時間については±1秒以内としている。た

だしこれらの許容範囲を逸脱して電気自動車を運転

してしまった場合でも、1回のJC08モード走行の中で

4秒以内の逸脱が1回以内であれば許容としている。

審査においてはロボットを使用することは除外して

いないが、実際には使用されていない。設定の難しさ

などの課題があるためと考えられる。現状では人間が

数人で交代しながら走行し続ける状況となっている。 

7時間に渡り、JC08の速度パターンで160km走行すれ

ば発進・停止の繰り返し回数が220回となり、エラー

無く走行することは実行上非常に難しい。 

以上のような課題は、今後電気自動車の技術開発が

進み、更に一充電走行距離が延伸すると一層顕在化す

ると考えられる。 

 

４．試験時間短縮方法とその課題 

試験の効率化を図るために、より試験時間を短縮す

る方法を検討することが重要である。試験時間の短縮

化については、実車走行により計測を行う現行の方法

において物理的に放電にかかる時間を短くする手法

や、二次電池のみを対象にして容量から推定する手法

などが考えられる。図5にはこれらの手法に関する時

間短縮効果のイメージを表した。実車走行による方法

では、計測手法は従来通りであり、現行の方法から移

行しやすいメリットがある。例えばSAEでは高速モー

ドを取り入れた高負荷パターンを試験時間短縮のオ

プションとして示している（５）。一方二次電池のみの

場合は、従来とは異なる計測手法や計測結果から一充

電走行距離を推定することが必要で、現行の方法から

の移行には多くの課題があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 試験時間の短縮化の方法 

 

試験時間を短くする上記の中から走行パターンを

時間短縮する方法と二次電池の容量から推定する方

法について内容と予想される課題について述べる。 

＜走行パターンを時間短縮する方法＞ 

まず実車走行による計測として、現行法とかい離の

少ない JC08 の車速パターンを短縮化する方法につい

て検討する。JC08の車速パターンでは、走行はもちろ

んであるが、停車についても市場のデータを基に定め

られている。走行と停車の両方で市場の走行条件を反

映した速度パターンとなっている。内燃機関の自動車

であれば停車中はエンジンのアイドリングが行われ

ている。アイドリング時は一般に内燃機関の出力とし

ては低い。排出ガスの浄化のための触媒装置において

は、適正に触媒反応が進行する温度よりも下がり、排

出ガスの浄化性能が低下して排出ガスの悪化が起こ

る可能性がある。停車時間を置くことは排出ガスの浄

化性能を確認する上で重要な条件となる。しかし電気

自動車の場合はこのような装置は存在しないことか

ら、停車中の電力量消費が走行時に比べ小さく無視で

きる場合に限り停車時間を圧縮して車速パターンを

短縮する方法が考えられる。図6には停車時間を圧縮

した JC08 の車速パターンを示した。この場合は 1/4

程度の時間が短縮される。 

圧縮したJC08車速パターンによる試験の問題点は、

停車中の電気自動車の補機類による電力消費が考慮

されないという点であり、この影響度合いについて検

討する必要がある。また停車中は二次電池の充放電電

力が低く発熱量が小さいため温度が低下することも

考えられる。この影響についても検討が必要である。 
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 図 2 日本でのトリップ長の分布と各電気自動車の

一充電走行距離 

 

 

２．２．電力量消費率（電費） 

電力量消費率は電気自動車の環境性能を評価する

指標であり、内燃機関自動車の燃費に対応する指標で

ある。内燃機関自動車においては、燃費の公表目的は

「自動車の燃費性能に関する評価を実施し、その結果

を公表することにより、自動車の燃費性能に対する一

般消費者の関心と理解を深め、もって一般消費者の選

択を通じ燃費性能の高い自動車の普及を促進するこ

と」（４）にある。電気自動車における電費の公表につ

いても同じ効果を期待できると考えられる。電費は走

行コストに係わるため一般消費者（ユーザー）にとっ

て関心の高い指標となるが、環境負荷低減の政策的観

点からも重要な数値となる。 

 

３．試験方法の実際 
３．１．電気自動車の試験方法 
電気自動車の一充電走行距離と電費の測定におけ

る試験条件は日本の市場で平均的な走行を反映して

いることが前提となっており、満充電状態から完全放

電状態に至るまでに走行できる距離を一充電走行距

離としている。また電費は、完全放電状態から満充電

状態にするのに必要な交流電源からの充電電力量を

測定し、一充電走行距離で除した値としている。 

日本の市場で平均的な走行は、乗用車の場合はJC08

の車速パターンで代表することになっているため、こ

れを使用して満充電状態から JC08 の車速パターンで

繰り返し走行を行い、電欠で走行不能になるまで走行

した時のシャシーダイナモでの走行距離を一充電走

行距離とする。試験の走行は図 3 に示した JC08 のコ

ールド条件で走行し、JC08ホットで規定されているプ

リコンディショニングとしての高速走行は除外して

走行する。 

 

 

 

 

 

 

図 3 JC08コールドの車速パターン 

 

例として交通安全環境研究所で実験車として使用

している電気自動車（表1）の一充電走行距離の測定

結果について示す。この実験車は現在約 10,000km の

走行をしており、一充電走行距離は120km程度となっ

ている。図4には距離に対する、二次電池からの積算

放電電力量の実測結果を示す。実測では JC08 の車速

パターンで14回走行し、15回目の途中で停止した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図4 走行距離に対する積算放電電力量 

 
電費は、図4に示した走行による完全放電後に商用電

源からの充電電力量を計測し、その値を一充電走行距

離で除した値となる。充電は AC200V で行い、充電電

力は交流電力計（日置電気製パワーハイテスタ3332）

を用いて計測を行った。実験車の 3 年間の使用、

10,000km の総走行距離での一充電走行距離および電

費は表1に示す通りである。 

 

 表1 実験車の一充電走行距離および電費 

 諸元値 測定値※ 

一充電走行距離 km 160（10・15モード） 122（JC08モード） 

電費 Wh/km 125（AC100V充電） 120.5（AC200V充電）

※ただし、3 年間使用、10,000km 走行での状態 

市販および今後市販予定の 

電気自動車 

（各車の一充電走行距離は、カタログやプレス 

リリース等の公表資料を参考とした） 
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３．２．審査試験上の課題 

一充電走行距離を計測する際には、電気自動車を満

充電にした後に JC08 の車速パターンを繰り返し、完

全放電するまで走行する。JC08の車速パターンで走行

した際に使用される電力量は、電気自動車の二次電池

の容量に比べて小さいため、試験で二次電池を放電す

るのにかかる時間は相当に長くなる。JC08の車速パタ

ーンでは一回走行の距離は約8.2kmであり、走行の時

間はおよそ20分である。例えばJC08の車速パターン

で計測した一充電走行距離が160kmの電気自動車の場

合、繰り返し走行の回数は 20 回ほどになり、走行時

間では約7時間となる。実際の試験では、繰り返し走

行の間に計測器調整などの時間が必要となるため、実

際には7時間以上になる。 

また長時間にわたり車速パターンを正確にトレー

スして走行し続けることは困難である。TRIASの規定

では JC08 の車速パターンと走行速度の差は±2km/h

以内、追従時間については±1秒以内としている。た

だしこれらの許容範囲を逸脱して電気自動車を運転

してしまった場合でも、1回のJC08モード走行の中で

4秒以内の逸脱が1回以内であれば許容としている。

審査においてはロボットを使用することは除外して

いないが、実際には使用されていない。設定の難しさ

などの課題があるためと考えられる。現状では人間が

数人で交代しながら走行し続ける状況となっている。 

7時間に渡り、JC08の速度パターンで160km走行すれ

ば発進・停止の繰り返し回数が220回となり、エラー

無く走行することは実行上非常に難しい。 

以上のような課題は、今後電気自動車の技術開発が

進み、更に一充電走行距離が延伸すると一層顕在化す

ると考えられる。 

 

４．試験時間短縮方法とその課題 

試験の効率化を図るために、より試験時間を短縮す

る方法を検討することが重要である。試験時間の短縮

化については、実車走行により計測を行う現行の方法

において物理的に放電にかかる時間を短くする手法

や、二次電池のみを対象にして容量から推定する手法

などが考えられる。図5にはこれらの手法に関する時

間短縮効果のイメージを表した。実車走行による方法

では、計測手法は従来通りであり、現行の方法から移

行しやすいメリットがある。例えばSAEでは高速モー

ドを取り入れた高負荷パターンを試験時間短縮のオ

プションとして示している（５）。一方二次電池のみの

場合は、従来とは異なる計測手法や計測結果から一充

電走行距離を推定することが必要で、現行の方法から

の移行には多くの課題があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 試験時間の短縮化の方法 

 

試験時間を短くする上記の中から走行パターンを

時間短縮する方法と二次電池の容量から推定する方

法について内容と予想される課題について述べる。 

＜走行パターンを時間短縮する方法＞ 

まず実車走行による計測として、現行法とかい離の

少ない JC08 の車速パターンを短縮化する方法につい

て検討する。JC08の車速パターンでは、走行はもちろ

んであるが、停車についても市場のデータを基に定め

られている。走行と停車の両方で市場の走行条件を反

映した速度パターンとなっている。内燃機関の自動車

であれば停車中はエンジンのアイドリングが行われ

ている。アイドリング時は一般に内燃機関の出力とし

ては低い。排出ガスの浄化のための触媒装置において

は、適正に触媒反応が進行する温度よりも下がり、排

出ガスの浄化性能が低下して排出ガスの悪化が起こ

る可能性がある。停車時間を置くことは排出ガスの浄

化性能を確認する上で重要な条件となる。しかし電気

自動車の場合はこのような装置は存在しないことか

ら、停車中の電力量消費が走行時に比べ小さく無視で

きる場合に限り停車時間を圧縮して車速パターンを

短縮する方法が考えられる。図6には停車時間を圧縮

した JC08 の車速パターンを示した。この場合は 1/4

程度の時間が短縮される。 

圧縮したJC08車速パターンによる試験の問題点は、

停車中の電気自動車の補機類による電力消費が考慮

されないという点であり、この影響度合いについて検

討する必要がある。また停車中は二次電池の充放電電

力が低く発熱量が小さいため温度が低下することも

考えられる。この影響についても検討が必要である。 
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 図 2 日本でのトリップ長の分布と各電気自動車の

一充電走行距離 

 

 

２．２．電力量消費率（電費） 

電力量消費率は電気自動車の環境性能を評価する

指標であり、内燃機関自動車の燃費に対応する指標で

ある。内燃機関自動車においては、燃費の公表目的は

「自動車の燃費性能に関する評価を実施し、その結果

を公表することにより、自動車の燃費性能に対する一

般消費者の関心と理解を深め、もって一般消費者の選

択を通じ燃費性能の高い自動車の普及を促進するこ

と」（４）にある。電気自動車における電費の公表につ

いても同じ効果を期待できると考えられる。電費は走

行コストに係わるため一般消費者（ユーザー）にとっ

て関心の高い指標となるが、環境負荷低減の政策的観

点からも重要な数値となる。 

 

３．試験方法の実際 
３．１．電気自動車の試験方法 
電気自動車の一充電走行距離と電費の測定におけ

る試験条件は日本の市場で平均的な走行を反映して

いることが前提となっており、満充電状態から完全放

電状態に至るまでに走行できる距離を一充電走行距

離としている。また電費は、完全放電状態から満充電

状態にするのに必要な交流電源からの充電電力量を

測定し、一充電走行距離で除した値としている。 

日本の市場で平均的な走行は、乗用車の場合はJC08

の車速パターンで代表することになっているため、こ

れを使用して満充電状態から JC08 の車速パターンで

繰り返し走行を行い、電欠で走行不能になるまで走行

した時のシャシーダイナモでの走行距離を一充電走

行距離とする。試験の走行は図 3 に示した JC08 のコ

ールド条件で走行し、JC08ホットで規定されているプ

リコンディショニングとしての高速走行は除外して

走行する。 

 

 

 

 

 

 

図 3 JC08コールドの車速パターン 

 

例として交通安全環境研究所で実験車として使用

している電気自動車（表1）の一充電走行距離の測定

結果について示す。この実験車は現在約 10,000km の

走行をしており、一充電走行距離は120km程度となっ

ている。図4には距離に対する、二次電池からの積算

放電電力量の実測結果を示す。実測では JC08 の車速

パターンで14回走行し、15回目の途中で停止した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図4 走行距離に対する積算放電電力量 

 
電費は、図4に示した走行による完全放電後に商用電

源からの充電電力量を計測し、その値を一充電走行距

離で除した値となる。充電は AC200V で行い、充電電

力は交流電力計（日置電気製パワーハイテスタ3332）

を用いて計測を行った。実験車の 3 年間の使用、

10,000km の総走行距離での一充電走行距離および電

費は表1に示す通りである。 

 

 表1 実験車の一充電走行距離および電費 

 諸元値 測定値※ 

一充電走行距離 km 160（10・15モード） 122（JC08モード） 

電費 Wh/km 125（AC100V充電） 120.5（AC200V充電）

※ただし、3 年間使用、10,000km 走行での状態 

市販および今後市販予定の 

電気自動車 

（各車の一充電走行距離は、カタログやプレス 

リリース等の公表資料を参考とした） 
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３．超小型車の導入に向けた課題とその解決への提案 

 
環境研究領域       ※水嶋 教文  新国 哲也 
交通システム研究領域    工藤  希  大野 寛之 

 
１．超小型車の導入に向けた課題 

日本国内における乗用車の平均乗車人数は 1.3 人と

少なく、公共交通機関と比較してエネルギー効率が極

めて低い。運輸部門における温室効果ガス排出量を削

減するためには、ユーザは公共交通機関の積極的な利

用に加え、低炭素な移動手段を選択しなければならな

い。しかしながら公共交通が十分に整備されていない

地域において、自家用乗用車は移動手段として不可欠

である。特に少子高齢化社会を迎える日本では、高齢

者にやさしいモビリティ(1)の確保が急務である。 
国土交通省は平成 24 年 5 月に超小型車の認定制度

を導入する計画を発表した。超小型車とは、道路運送

車両法で定める軽自動車と第一種原動機付自転車(4
輪)(以下、ミニカー)の間に位置付けられ、図 1 に示す

2 人乗り程度の小型の車両のことをいう。このような

超小型車を導入した場合、誰もが容易に想像できるの

が安全性の問題である。図 2 に、既存の軽自動車とミ

ニカーについて、対乗用車の衝突事故データから人的

被害の割合を分析した一例を示す(2)。本データより、

ミニカーにおいては軽自動車の場合よりも衝突事故

時における死亡・重傷の割合が高いことが一目瞭然で

ある。ミニカーについては軽自動車や普通車とは異な

り衝突安全基準が設けられておらず、かつ車両が軽量

であるためにこのような状況となっていることが推

測される。 
以上より、超小型車の導入に際しても同様の問題が

想定され、安全性の確保については重要な課題として

あげられる。ただし、軽自動車のように安全性を確保

するために車両を強固に設計すると、車両重量が増大 
 
 
 
 
 
 
 
 

するため、本来有する超小型車の利点が損なわれてし

まう。ここでは、従来の軽自動車とは異なる考え方の

安全基準を適用することが求められる。 
 

２．被害軽減のための最高速度の抑制 
衝突時における運動エネルギーを軽減できれば同

時に被害も軽減できるため、本検討では、超小型車の

安全性確保の手段として最高速度の抑制に着目した。

衝突時の速度の低下による人的被害の軽減について

は図 2 からも明らかである。一方で、速度の遅い車両

が従来の交通環境下を走行することで、交通流を阻害

し、他の車両の利便性の低下、渋滞による燃費の悪化、

同時に、交通環境全体でのCO2排出量の増大等が懸念

される。そこで本報では、新たに自動車の燃料消費量、

CO2 排出量等の詳細な計算方法を反映した交通流シ

ミュレーションを用いることで、超小型車に設けられ

た最高速度制限が、従来の交通環境下における交通流

に及ぼす影響を解析した。さらに、これに伴う平均速

度、旅行時間、燃料消費量、および CO2 排出量への

影響を評価することで、超小型車に対する最高速度抑

制の可能性について考察した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1 超小型車の例 (東京モーターショー2011 より) 図 2 対乗用車の衝突事故における人的被害の割合
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図 6 圧縮したJC08車速パターンのイメージ 

 

＜二次電池の容量から推定する方法＞ 

2つ目は二次電池の容量から一充電走行距離を算出

する方法である。 

例えば電気自動車を JC08 で 1 回走行し、その際に

使用した電力量を測定し、二次電池容量を JC08 の 1

回の走行で使用する電力量で除した値に JC08 一回走

行での走行距離8.2kmをかけて一充電走行距離を求め

ることが考えられる。これは JC08 一回の走行で済む

ため大幅な試験時間の短縮となるが、この場合には二

次電池容量の定義の仕方が課題となる。一般的に二次

電池の容量は一定電流で放電した際に取り出せる電

力量で表示される。二次電池の特性として、放電電流

を変化させると、取り出せる電力量（容量）は変化す

る。したがって、二次電池の一般的な手法としての一

定放電電流により計測した容量と、JC08の走行により

放電した時の容量では異なる可能性が考えられる。二

次電池容量から一充電走行距離を計算する場合には、

二次電池の容量の定義を検討する必要がある。 

 また若干ではあるが、電気自動車であってもコール

ドスタートの影響があり、コールドスタートで試験を

行うと使用電力量の若干の増加が見られる。具体的に

当研究所で所有する表1の電気自動車では、１日程度

のソーク後に JC08 を１回走行した時に二次電池から

放電される電力量と、JC08 を繰り返し走行した後に

JC08 を１回走行した時の二次電池から放電される電

力量とでは、前者の方が2％程度高くなる傾向がある。

どのような状態で JC08 走行分の使用電力量を計測す

るかという定義も必要である。 

 

５．電動大型車の試験法の課題 

以上では乗用車の電気自動車を中心に説明してき

たが、今後は路線バスなど比較的短い距離を走行する

大型車において電動化が進むことが考えられる。しか

し、電動大型車の一充電走行距離と電費の計測方法は

公式には決まっておらず、今後検討していく必要があ

る。参考として、交通安全環境研究所でも「次世代大

型低公害車の新技術を活用した車両開発」の取組みと

して高電圧を使用した電気バス（外観を図7に示す）

の開発とその試験法の検討に携わっているが、この車

両については暫定的に TRIAS に規定されている JE05

モード（６）を用いて計測し、一充電走行距離は 30km

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 実証試験中の電気路線バス 

（三菱重工業株式会社様提供の写真） 

 

６．まとめ 
電気自動車の一充電走行距離や電費などの性能評

価法について現状を解説し、課題の整理とその改善方

法について述べた。今後は、電気自動車の特性を踏ま

え、実車の実験を行いながら、効率的かつ合理的な試

験法の提案を行う。 
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１．超小型車の導入に向けた課題 

日本国内における乗用車の平均乗車人数は 1.3 人と

少なく、公共交通機関と比較してエネルギー効率が極

めて低い。運輸部門における温室効果ガス排出量を削

減するためには、ユーザは公共交通機関の積極的な利

用に加え、低炭素な移動手段を選択しなければならな

い。しかしながら公共交通が十分に整備されていない

地域において、自家用乗用車は移動手段として不可欠

である。特に少子高齢化社会を迎える日本では、高齢

者にやさしいモビリティ(1)の確保が急務である。 
国土交通省は平成 24 年 5 月に超小型車の認定制度

を導入する計画を発表した。超小型車とは、道路運送

車両法で定める軽自動車と第一種原動機付自転車(4
輪)(以下、ミニカー)の間に位置付けられ、図 1 に示す

2 人乗り程度の小型の車両のことをいう。このような

超小型車を導入した場合、誰もが容易に想像できるの

が安全性の問題である。図 2 に、既存の軽自動車とミ

ニカーについて、対乗用車の衝突事故データから人的

被害の割合を分析した一例を示す(2)。本データより、

ミニカーにおいては軽自動車の場合よりも衝突事故

時における死亡・重傷の割合が高いことが一目瞭然で

ある。ミニカーについては軽自動車や普通車とは異な

り衝突安全基準が設けられておらず、かつ車両が軽量

であるためにこのような状況となっていることが推

測される。 
以上より、超小型車の導入に際しても同様の問題が

想定され、安全性の確保については重要な課題として

あげられる。ただし、軽自動車のように安全性を確保

するために車両を強固に設計すると、車両重量が増大 
 
 
 
 
 
 
 
 

するため、本来有する超小型車の利点が損なわれてし

まう。ここでは、従来の軽自動車とは異なる考え方の

安全基準を適用することが求められる。 
 

２．被害軽減のための最高速度の抑制 
衝突時における運動エネルギーを軽減できれば同

時に被害も軽減できるため、本検討では、超小型車の

安全性確保の手段として最高速度の抑制に着目した。

衝突時の速度の低下による人的被害の軽減について

は図 2 からも明らかである。一方で、速度の遅い車両

が従来の交通環境下を走行することで、交通流を阻害

し、他の車両の利便性の低下、渋滞による燃費の悪化、

同時に、交通環境全体でのCO2排出量の増大等が懸念

される。そこで本報では、新たに自動車の燃料消費量、

CO2 排出量等の詳細な計算方法を反映した交通流シ

ミュレーションを用いることで、超小型車に設けられ

た最高速度制限が、従来の交通環境下における交通流

に及ぼす影響を解析した。さらに、これに伴う平均速

度、旅行時間、燃料消費量、および CO2 排出量への

影響を評価することで、超小型車に対する最高速度抑

制の可能性について考察した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1 超小型車の例 (東京モーターショー2011 より) 図 2 対乗用車の衝突事故における人的被害の割合
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図 6 圧縮したJC08車速パターンのイメージ 

 

＜二次電池の容量から推定する方法＞ 

2つ目は二次電池の容量から一充電走行距離を算出

する方法である。 

例えば電気自動車を JC08 で 1 回走行し、その際に

使用した電力量を測定し、二次電池容量を JC08 の 1

回の走行で使用する電力量で除した値に JC08 一回走

行での走行距離8.2kmをかけて一充電走行距離を求め

ることが考えられる。これは JC08 一回の走行で済む

ため大幅な試験時間の短縮となるが、この場合には二

次電池容量の定義の仕方が課題となる。一般的に二次

電池の容量は一定電流で放電した際に取り出せる電

力量で表示される。二次電池の特性として、放電電流

を変化させると、取り出せる電力量（容量）は変化す

る。したがって、二次電池の一般的な手法としての一

定放電電流により計測した容量と、JC08の走行により

放電した時の容量では異なる可能性が考えられる。二

次電池容量から一充電走行距離を計算する場合には、

二次電池の容量の定義を検討する必要がある。 

 また若干ではあるが、電気自動車であってもコール

ドスタートの影響があり、コールドスタートで試験を

行うと使用電力量の若干の増加が見られる。具体的に

当研究所で所有する表1の電気自動車では、１日程度

のソーク後に JC08 を１回走行した時に二次電池から

放電される電力量と、JC08 を繰り返し走行した後に

JC08 を１回走行した時の二次電池から放電される電

力量とでは、前者の方が2％程度高くなる傾向がある。

どのような状態で JC08 走行分の使用電力量を計測す

るかという定義も必要である。 

 

５．電動大型車の試験法の課題 

以上では乗用車の電気自動車を中心に説明してき

たが、今後は路線バスなど比較的短い距離を走行する

大型車において電動化が進むことが考えられる。しか

し、電動大型車の一充電走行距離と電費の計測方法は

公式には決まっておらず、今後検討していく必要があ

る。参考として、交通安全環境研究所でも「次世代大

型低公害車の新技術を活用した車両開発」の取組みと

して高電圧を使用した電気バス（外観を図7に示す）

の開発とその試験法の検討に携わっているが、この車

両については暫定的に TRIAS に規定されている JE05

モード（６）を用いて計測し、一充電走行距離は 30km

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 実証試験中の電気路線バス 

（三菱重工業株式会社様提供の写真） 

 

６．まとめ 
電気自動車の一充電走行距離や電費などの性能評

価法について現状を解説し、課題の整理とその改善方

法について述べた。今後は、電気自動車の特性を踏ま

え、実車の実験を行いながら、効率的かつ合理的な試

験法の提案を行う。 
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燃料消費量または瞬時電力消費量のテーブルを参照

し、それを時間で積分することで、燃料あるいは電力

の消費量を計算する方法とした。 
 さらに、上記の方法で算出したガソリン、軽油、電

力消費量に対して、CO2 排出係数を乗ずることでCO2 
排出量を算出した。本検討においては、環境省が定め

るCO2 排出係数
(6)
を使用し、以下のように定めた。た

だし、電力については平成24年1月に公表された平成

22年度の値であり、総合エネルギー統計における外部

用発電と自家用発電を合計した排出係数の直近5ヵ年

平均を算出した代替値を使用した。 
ガソリン： 2.322 kg/L 
軽油：   2.624 kg/L 
電力：   0.559 kg/kWh (平成22年度代替値) 

 
３．２．シミュレーション条件 
 超小型車の利活用場面の一つに観光地の周遊が想

定されているため、京都市を対象にシミュレーション

を実施した。対象地域と道路の制限速度を図4に示す

(破線内)。本地域は、南北に走る堀川通(片側2～4車線)
と烏丸通(片側2～3車線)、および北部エリアを東西に

走る今出川通(片側2車線)を中心とした領域である。  
 設定した交通量データは、今出川通、堀川通および

烏丸通近辺の交通量調査データと、平成17年度交通セ

ンサスデータに基づいて決定した。いずれのデータと

も平日の通勤ラッシュ時を対象としている。 
 表1には本シミュレーションで設定した車種の仕様

を示す。超小型車に対してはガソリンエンジンの場合

と電気自動車の場合の両方を想定し、普通車からの転 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

換率を0%、1%、5%、10%、20%、50%とすることで

台数を決定した。超小型車の最高速度は20 km/h、30 
km/h、40 km/h、50 km/h、60 km/hの5ケースでシミュ

レーションを実施した。各車両の速度および加速度

は、自車の速度、前方車両の速度、前方車両との車間

距離に応じて計算する追従モデルを導入しているた

め、速度の遅い超小型車が前方を走行している場合

は、後続車両の速度および加速度にも影響を及ぼすこ

とになる。 
図5に、各車両の仕様に基づいて算出した瞬時燃料

あるいは電力消費量を示す。 

 
車両区分 超小型車 

普通車 
(乗用車) 

大型車 
(貨物車) バス 

原動機区分 ガソリン 電気 ガソリン ディーゼル ディーゼル

全長 [m] 2.500 2.500 4.610 6.510 10.510 
全幅 [m] 1.300 1.300 1.695 2.185 2.490 
重量 [kg] 470 470 1345 4660 10290 

乗員(55 kg) [人] 2 2 2 1 38 
エンジン排気量 250  1997 4009 7545 

モータ 
最高出力 [kW] 

／最大トルク [kW]
 12／57    

動力伝達装置 CVT  CVT MT MT 
ギア比 

1 速 
2 速 
3 速 
4 速 
5 速 
6 速 

   

 
5.979 
3.434 
1.862 
1.297 
1.000 
0.759 

 
3.487 
1.864 
1.409 
1.000 
0.750 
0.652 

最終減速比 － 13.4 － 4.1 6.166 
タイヤ直径 [m] － 0.466 － 0.726 0.9655 
転がり抵抗係数 0.01 0.01 0.01 0.00886 0.00655 
空気抵抗係数 0.362 0.362 0.362 0.6146 0.4205 
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図 4 シミュレーションの対象地域詳細(京都市)

表 1 各種車両の仕様 
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図5 交通流シミュレーションで使用した瞬時燃料消費
量および瞬時電力消費量 

 

 

３．交通流シミュレーションの方法 
本検討においては、旅客輸送の一部を従来の乗用車

から超小型車に置き換えた際の交通流への影響を評

価する目的から、交通安全環境研究所が開発した都市

交通シミュレータ(3)を活用し、車両一台一台の挙動を

模擬するミクロシミュレーション(離散モデル)にて取

り扱った。以下に、今回新たに導入した燃料消費量、

CO2排出量等の計算方法、および計算条件を示す。 
 
３．１．燃料(電力)消費量・ＣＯ２排出量の計算方法 

 燃料消費量は、自動車のタイヤが路面になす仕事率

を、原動機効率 および駆動系動力伝達効率で除する

ことで得ることが可能である。 
自動車のタイヤが路面になす仕事率P [kW]は、以下

に示す式(1)で説明される。 
 
 
 
ここで、F は走行に必要な駆動力[N]、dx は距離の

変化量[m]、dt は時間の変化量[s]である。 
走行に必要な駆動力F [N]は、以下に示す運動方程式

(2)で表される。 
 
 
ただし、Rr は転がり抵抗[N]、Rl は空気抵抗[N]、Rs は
登坂抵抗[N]、Ra は加速抵抗[N]であり、以下の式によ

り算出される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここで、 r は転がり抵抗係数、m は車両重量[kg]、
g は重力加速度[m/s2]、 は道路勾配[rad]、 は空

気密度[kg/m3]、Cd は空気抵抗係数、A は車両前面

投影面積[m2]、m は回転部分相当重量[kg]である。 
つまり、道路勾配を0 rad (平坦路)と仮定すると、仕事

率P [kW]は速度V [m/s]と加速度 [m/s2]の関数となる。

これに対して式(7)を用いることで、速度V、加速度 
に対する瞬時燃料消費率fcV [L/s]、あるいは瞬時電力

消費量ecV [kWh/s]を算出することが可能である。 
  
         、 
 

 ここで、dは駆動系伝達効率、thはエンジン熱効

率、dfe は燃料エネルギー密度[kJ/L]、mi はモータイ

ンバータ効率である。

原動機の効率を算出するためには原動機の回転数

およびトルクに対する運転領域を選定し、運転領域に

応じた効率を与えなければならない。運転領域の選定

には、タイヤ径および動力伝達装置のギア比を考慮す

る必要がある。特に、原動機がエンジンの場合は変速

機を用いているため、運転条件に応じたギア位置を選

定する必要がある。変速機に無段変速機(CVT)を用い

ている車両に対してはギア比を自在に選定できるも

のと仮定し、同一出力条件でエンジン熱効率が最大と

なるエンジン運転領域とした。有段変速機(MT、AT、
AMT)を用いている車両に対しては、各ギア位置にお

ける駆動力余裕率( = 最大駆動力／必要駆動力)を算

出し、文献(4)と同様の方法でギア位置を選定した。 

図3に、本計算に用いた各種原動機の効率を示す。詳

細については、既報
(5)
を参照のこと。 

本交通流シミュレーションでは、車種ごとに上述の

計算式により算出した速度と加速度に対応する瞬時 
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図 3 瞬時燃料・電力消費量の算出に使用した各種原動機の効率データ 
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燃料消費量または瞬時電力消費量のテーブルを参照

し、それを時間で積分することで、燃料あるいは電力

の消費量を計算する方法とした。 
 さらに、上記の方法で算出したガソリン、軽油、電

力消費量に対して、CO2 排出係数を乗ずることでCO2 
排出量を算出した。本検討においては、環境省が定め

るCO2 排出係数
(6)
を使用し、以下のように定めた。た

だし、電力については平成24年1月に公表された平成

22年度の値であり、総合エネルギー統計における外部

用発電と自家用発電を合計した排出係数の直近5ヵ年

平均を算出した代替値を使用した。 
ガソリン： 2.322 kg/L 
軽油：   2.624 kg/L 
電力：   0.559 kg/kWh (平成22年度代替値) 

 
３．２．シミュレーション条件 
 超小型車の利活用場面の一つに観光地の周遊が想

定されているため、京都市を対象にシミュレーション

を実施した。対象地域と道路の制限速度を図4に示す

(破線内)。本地域は、南北に走る堀川通(片側2～4車線)
と烏丸通(片側2～3車線)、および北部エリアを東西に

走る今出川通(片側2車線)を中心とした領域である。  
 設定した交通量データは、今出川通、堀川通および

烏丸通近辺の交通量調査データと、平成17年度交通セ

ンサスデータに基づいて決定した。いずれのデータと

も平日の通勤ラッシュ時を対象としている。 
 表1には本シミュレーションで設定した車種の仕様

を示す。超小型車に対してはガソリンエンジンの場合

と電気自動車の場合の両方を想定し、普通車からの転 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

換率を0%、1%、5%、10%、20%、50%とすることで

台数を決定した。超小型車の最高速度は20 km/h、30 
km/h、40 km/h、50 km/h、60 km/hの5ケースでシミュ

レーションを実施した。各車両の速度および加速度

は、自車の速度、前方車両の速度、前方車両との車間

距離に応じて計算する追従モデルを導入しているた

め、速度の遅い超小型車が前方を走行している場合

は、後続車両の速度および加速度にも影響を及ぼすこ

とになる。 
図5に、各車両の仕様に基づいて算出した瞬時燃料

あるいは電力消費量を示す。 

 
車両区分 超小型車 

普通車 
(乗用車) 

大型車 
(貨物車) バス 

原動機区分 ガソリン 電気 ガソリン ディーゼル ディーゼル

全長 [m] 2.500 2.500 4.610 6.510 10.510 
全幅 [m] 1.300 1.300 1.695 2.185 2.490 
重量 [kg] 470 470 1345 4660 10290 

乗員(55 kg) [人] 2 2 2 1 38 
エンジン排気量 250  1997 4009 7545 

モータ 
最高出力 [kW] 

／最大トルク [kW]
 12／57    

動力伝達装置 CVT  CVT MT MT 
ギア比 

1 速 
2 速 
3 速 
4 速 
5 速 
6 速 

   

 
5.979 
3.434 
1.862 
1.297 
1.000 
0.759 

 
3.487 
1.864 
1.409 
1.000 
0.750 
0.652 

最終減速比 － 13.4 － 4.1 6.166 
タイヤ直径 [m] － 0.466 － 0.726 0.9655 
転がり抵抗係数 0.01 0.01 0.01 0.00886 0.00655 
空気抵抗係数 0.362 0.362 0.362 0.6146 0.4205 
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JR京都駅
by Google

京福電鉄北野白梅町駅

堀川通
烏丸通

今出川通

制限速度

50 km/h
40 km/h
30 km/h

図 4 シミュレーションの対象地域詳細(京都市)

表 1 各種車両の仕様 
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図5 交通流シミュレーションで使用した瞬時燃料消費
量および瞬時電力消費量 

 

 

３．交通流シミュレーションの方法 
本検討においては、旅客輸送の一部を従来の乗用車

から超小型車に置き換えた際の交通流への影響を評

価する目的から、交通安全環境研究所が開発した都市

交通シミュレータ(3)を活用し、車両一台一台の挙動を

模擬するミクロシミュレーション(離散モデル)にて取

り扱った。以下に、今回新たに導入した燃料消費量、

CO2排出量等の計算方法、および計算条件を示す。 
 
３．１．燃料(電力)消費量・ＣＯ２排出量の計算方法 

 燃料消費量は、自動車のタイヤが路面になす仕事率

を、原動機効率 および駆動系動力伝達効率で除する

ことで得ることが可能である。 
自動車のタイヤが路面になす仕事率P [kW]は、以下

に示す式(1)で説明される。 
 
 
 
ここで、F は走行に必要な駆動力[N]、dx は距離の

変化量[m]、dt は時間の変化量[s]である。 
走行に必要な駆動力F [N]は、以下に示す運動方程式

(2)で表される。 
 
 
ただし、Rr は転がり抵抗[N]、Rl は空気抵抗[N]、Rs は
登坂抵抗[N]、Ra は加速抵抗[N]であり、以下の式によ

り算出される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここで、 r は転がり抵抗係数、m は車両重量[kg]、
g は重力加速度[m/s2]、 は道路勾配[rad]、 は空

気密度[kg/m3]、Cd は空気抵抗係数、A は車両前面

投影面積[m2]、m は回転部分相当重量[kg]である。 
つまり、道路勾配を0 rad (平坦路)と仮定すると、仕事

率P [kW]は速度V [m/s]と加速度 [m/s2]の関数となる。

これに対して式(7)を用いることで、速度V、加速度 
に対する瞬時燃料消費率fcV [L/s]、あるいは瞬時電力

消費量ecV [kWh/s]を算出することが可能である。 
  
         、 
 

 ここで、dは駆動系伝達効率、thはエンジン熱効

率、dfe は燃料エネルギー密度[kJ/L]、mi はモータイ

ンバータ効率である。

原動機の効率を算出するためには原動機の回転数

およびトルクに対する運転領域を選定し、運転領域に

応じた効率を与えなければならない。運転領域の選定

には、タイヤ径および動力伝達装置のギア比を考慮す

る必要がある。特に、原動機がエンジンの場合は変速

機を用いているため、運転条件に応じたギア位置を選

定する必要がある。変速機に無段変速機(CVT)を用い

ている車両に対してはギア比を自在に選定できるも

のと仮定し、同一出力条件でエンジン熱効率が最大と

なるエンジン運転領域とした。有段変速機(MT、AT、
AMT)を用いている車両に対しては、各ギア位置にお

ける駆動力余裕率( = 最大駆動力／必要駆動力)を算

出し、文献(4)と同様の方法でギア位置を選定した。 

図3に、本計算に用いた各種原動機の効率を示す。詳

細については、既報
(5)
を参照のこと。 

本交通流シミュレーションでは、車種ごとに上述の

計算式により算出した速度と加速度に対応する瞬時 
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図 3 瞬時燃料・電力消費量の算出に使用した各種原動機の効率データ 
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定した場合の各車種の平均燃費の結果を図8に示す。 
 超小型車については最高速度が低くなるほど燃費

性能が向上する結果が得られた。これは、走行速度の

低い方が走行に必要なエネルギーを抑制できるため

である。また、最高速度20 km/h～40 km/hの場合は導

入率の増加によりわずかに燃費性能が改善できてい

る。これは、道路占有面積が減少し(渋滞が短くなり)、
よりアイドル運転が減少したためと推測される。 
普通車(乗用車)の平均燃費においては、超小型車の

最高速度が20 km/hで大幅な悪化に繋がっている。周

囲に速度の遅い超小型車が走行している場合、普通車

も平均速度が低下する。ガソリン自動車においては、

速度の低い条件でエンジンの効率が悪化するため、燃

費の悪化を招いてしまう。また、自車の経路上に超小

型車が出現、消滅を繰り返すと、無駄な加減速が発生

するため、エネルギー消費量が増大する。これらの要

因により、最高速度が20 km/hの超小型車が導入され

た場合には、普通車(乗用車)の燃費が著しく悪化した

ものと考えられる。一方、超小型車の最高速度が30 
km/hおよび40 km/hにおいては燃費の優れた速度で安

定して走行することが可能となり、超小型車の導入率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の増加により燃費が改善したものと考えられる。 
大型車(貨物車)においては、最高速度20 km/h～40 

km/hの超小型車を導入した場合、導入率の増大ととも

に平均燃費が改善する結果となった。これらの理由は

普通車(乗用車)の場合と同様であると考えられる。た

だし、ディーゼル自動車の場合は、エンジンの運転領

域が低負荷域の場合でもガソリンエンジンほどの効

率の悪化はないため、超小型車の最高速度が20 km/h
の場合においても導入率の増大とともに平均燃費が

改善する結果となった。 
 
（２）超小型車が電気自動車の場合 

超小型車が電気自動車の場合の電力消費量(電費)を
図9に示す。交通流、平均速度、平均旅行時間および

他の車種の平均燃費等への影響は前項と同様のため、

ここでは超小型車の電費の解析結果のみを示す。 
 図8に示したガソリン自動車の場合と同様に、超小

型車の最高速度の低下とともに平均電費が向上する

結果となった。これは、走行速度が低い条件では走行

に必要なエネルギーを抑制できるためである。また、

超小型車の導入率の違いによる電費への影響はガソ

リン自動車の場合と比較して小さい。これは、電気自

動車の場合、車両の停止時にモータも停止するため無

駄なエネルギー消費がないことと、原動機であるモー

タの効率は運転領域の違いによる影響がガソリンエ

ンジンと比較して小さいことに起因する。 
 
４．４．ＣＯ２排出量の評価 
 図10にガソリン自動車の場合、電気自動車の場合の

それぞれにおける超小型車のCO2 排出量の解析結果

を示す。ただし、電気自動車の場合は実際には走行時

にCO2 排出されないが、消費した電力量に応じてCO2 
を排出したものと見なした。 
 同図より、電気自動車はガソリン自動車と比較して

全体的に低いCO2 排出量となっていることがわかる。 
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図 8 超小型車を導入した際の各車種平均燃費の変化
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変化 

 

 

４．交通流シミュレーション結果および考察 
４．１．超小型車の導入が平均速度へ及ぼす影響 
 最高速度が異なる超小型車を導入率1%、5%、10%、

20%、50%の各ケースで導入した際の各車種の平均速

度の解析結果を図6に示す。 
本対象地域においては、道路の制限速度が最大で50 

km/hであるため、超小型車の最高速度が50 km/hの場

合と60 km/hの場合ではほぼ同一の結果が得られた。

超小型車の平均速度は最高速度が低下するほど低下

し、導入率の違いによる影響は最高速度20 km/hの場

合を除き、大きくはない。最高速度20 km/hにおいて

は、導入率の増加とともに平均速度が低下する結果と

なった。また、超小型車の最高速度が20 km/hおよび

30 km/hの場合、最高速度の低下とともに普通車(乗用

車)と大型車(貨物車)の平均速度は低下し、超小型車の

導入率が高い条件ほどその傾向は顕著に現れた。最高

速度が道路の制限速度のみに依存している普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においては、周囲の走行車

両によって速度が変化する。このため、最高速度が20 
km/hおよび30 km/hの超小型車が導入された場合は導

入率が高いほど平均速度も低下する結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．２．超小型車の導入が平均旅行時間へ及ぼす影響 
前節で解析した平均速度を元に、京都駅～金閣寺間

8.8 kmのルートを走行したと仮定した際の平均旅行

時間を算出した結果を図7に示す。 
 超小型車の平均旅行時間については、最高速度20 
km/hおよび30 km/hで旅行時間が悪化していることが

明らかである。特に最高速度20 km/hにおいては基本

条件での平均速度の約1.5倍に増加した。最高速度30 
km/hにおいては基本条件での平均速度の1.2倍程度と

なった。このような速度の遅い超小型車が多く導入さ

れることで、普通車(乗用車)および大型車(貨物車)の
交通流も阻害される。超小型車の最高速度が20 km/h
および30 km/hの場合、導入率の上昇に伴い普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においても旅行時間が増

大することが確認された。超小型車の最高速度が40 
km/h以上の場合、いずれに車種に対しても導入率の増

大よる旅行時間の悪化は確認されなかった。 
 
４．３．燃料消費量および電力消費量の評価 
（１）超小型車がガソリン自動車の場合 

超小型車の原動機がガソリンエンジンであると仮 
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定した場合の各車種の平均燃費の結果を図8に示す。 
 超小型車については最高速度が低くなるほど燃費

性能が向上する結果が得られた。これは、走行速度の

低い方が走行に必要なエネルギーを抑制できるため

である。また、最高速度20 km/h～40 km/hの場合は導

入率の増加によりわずかに燃費性能が改善できてい

る。これは、道路占有面積が減少し(渋滞が短くなり)、
よりアイドル運転が減少したためと推測される。 
普通車(乗用車)の平均燃費においては、超小型車の

最高速度が20 km/hで大幅な悪化に繋がっている。周

囲に速度の遅い超小型車が走行している場合、普通車

も平均速度が低下する。ガソリン自動車においては、

速度の低い条件でエンジンの効率が悪化するため、燃

費の悪化を招いてしまう。また、自車の経路上に超小

型車が出現、消滅を繰り返すと、無駄な加減速が発生

するため、エネルギー消費量が増大する。これらの要

因により、最高速度が20 km/hの超小型車が導入され

た場合には、普通車(乗用車)の燃費が著しく悪化した

ものと考えられる。一方、超小型車の最高速度が30 
km/hおよび40 km/hにおいては燃費の優れた速度で安

定して走行することが可能となり、超小型車の導入率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の増加により燃費が改善したものと考えられる。 
大型車(貨物車)においては、最高速度20 km/h～40 

km/hの超小型車を導入した場合、導入率の増大ととも

に平均燃費が改善する結果となった。これらの理由は

普通車(乗用車)の場合と同様であると考えられる。た

だし、ディーゼル自動車の場合は、エンジンの運転領

域が低負荷域の場合でもガソリンエンジンほどの効

率の悪化はないため、超小型車の最高速度が20 km/h
の場合においても導入率の増大とともに平均燃費が

改善する結果となった。 
 
（２）超小型車が電気自動車の場合 

超小型車が電気自動車の場合の電力消費量(電費)を
図9に示す。交通流、平均速度、平均旅行時間および

他の車種の平均燃費等への影響は前項と同様のため、

ここでは超小型車の電費の解析結果のみを示す。 
 図8に示したガソリン自動車の場合と同様に、超小

型車の最高速度の低下とともに平均電費が向上する

結果となった。これは、走行速度が低い条件では走行

に必要なエネルギーを抑制できるためである。また、

超小型車の導入率の違いによる電費への影響はガソ

リン自動車の場合と比較して小さい。これは、電気自

動車の場合、車両の停止時にモータも停止するため無

駄なエネルギー消費がないことと、原動機であるモー

タの効率は運転領域の違いによる影響がガソリンエ

ンジンと比較して小さいことに起因する。 
 
４．４．ＣＯ２排出量の評価 
 図10にガソリン自動車の場合、電気自動車の場合の

それぞれにおける超小型車のCO2 排出量の解析結果

を示す。ただし、電気自動車の場合は実際には走行時

にCO2 排出されないが、消費した電力量に応じてCO2 
を排出したものと見なした。 
 同図より、電気自動車はガソリン自動車と比較して

全体的に低いCO2 排出量となっていることがわかる。 
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４．交通流シミュレーション結果および考察 
４．１．超小型車の導入が平均速度へ及ぼす影響 
 最高速度が異なる超小型車を導入率1%、5%、10%、

20%、50%の各ケースで導入した際の各車種の平均速

度の解析結果を図6に示す。 
本対象地域においては、道路の制限速度が最大で50 

km/hであるため、超小型車の最高速度が50 km/hの場

合と60 km/hの場合ではほぼ同一の結果が得られた。

超小型車の平均速度は最高速度が低下するほど低下

し、導入率の違いによる影響は最高速度20 km/hの場

合を除き、大きくはない。最高速度20 km/hにおいて

は、導入率の増加とともに平均速度が低下する結果と

なった。また、超小型車の最高速度が20 km/hおよび

30 km/hの場合、最高速度の低下とともに普通車(乗用

車)と大型車(貨物車)の平均速度は低下し、超小型車の

導入率が高い条件ほどその傾向は顕著に現れた。最高

速度が道路の制限速度のみに依存している普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においては、周囲の走行車

両によって速度が変化する。このため、最高速度が20 
km/hおよび30 km/hの超小型車が導入された場合は導

入率が高いほど平均速度も低下する結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．２．超小型車の導入が平均旅行時間へ及ぼす影響 
前節で解析した平均速度を元に、京都駅～金閣寺間

8.8 kmのルートを走行したと仮定した際の平均旅行

時間を算出した結果を図7に示す。 
 超小型車の平均旅行時間については、最高速度20 
km/hおよび30 km/hで旅行時間が悪化していることが

明らかである。特に最高速度20 km/hにおいては基本

条件での平均速度の約1.5倍に増加した。最高速度30 
km/hにおいては基本条件での平均速度の1.2倍程度と

なった。このような速度の遅い超小型車が多く導入さ

れることで、普通車(乗用車)および大型車(貨物車)の
交通流も阻害される。超小型車の最高速度が20 km/h
および30 km/hの場合、導入率の上昇に伴い普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においても旅行時間が増

大することが確認された。超小型車の最高速度が40 
km/h以上の場合、いずれに車種に対しても導入率の増

大よる旅行時間の悪化は確認されなかった。 
 
４．３．燃料消費量および電力消費量の評価 
（１）超小型車がガソリン自動車の場合 

超小型車の原動機がガソリンエンジンであると仮 
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寺間平均旅行時間の変化 



－ 18－

 

 

 
４．重量車用バイオマス燃料導入に向けた交通研の取り組み 

 
環境研究領域  ※石井  素  水嶋 教文  川野 大輔  佐藤 由雄  阪本 高志  後藤 雄一 

 
１．はじめに 

温室効果ガス排出量の削減およびエネルギーの確

保を狙いとして、バイオディーゼル燃料、特に脂肪酸

メチルエステル(Fatty Acid Methyl Ester、以下 FAME)
の利用が世界的に加速しつつある。IEA によると 2009
年の FAME 世界年間生産量は石油換算で 1290 万 t で
あり、2005 年の 291 万 t に対して 4 年間で 4 倍以上も

生産量が増大している。例えば欧米諸国では、広大な

農地を利用して菜種、大豆等を栽培し、搾取したバー

ジンオイルから FAME を大量に生産している。 
日本国内においては、地方自治体や事業者により回

収された廃食用油が FAME に転換され、利用されてい

る。(株)富士経済の調査(1)によると、国内の FAME 製

造事業者は 400～500 社あり、2009 年における年間総

生産量は約 14000 kL である。国内の年間軽油消費量

約 4000 万 kL と比べるとその普及量はわずかである。

一方、国内の廃食用油の発生量は推計で年間約 40～50
万 kL 程度といわれており、その約半分は既に工業用

や飼料用に再利用されている。このため、FAME に利

用可能な廃食用油の潜在量は約 20 万 kL 程度である。

利用可能な廃食用油 20 万 kL 全てを FAME として利

用した場合、軽油の年間消費量に対してわずか 0.5%
を代替することになる。 
 以上のように、国内の FAME は生産量が少ないもの

の多くの事業者が参入しているため、環境負荷の観点

から適正な使用を推進する必要がある。交通安全環境

研究所では、環境省公害防止等試験研究費による委託

事業「ディーゼル車の環境性能に与えるバイオマス燃

料の影響実態把握とその評価に関する研究」(平成 20
年度～平成 23 年度)を中心として、FAME をディーゼ

ル重量車に適用した際の排出ガス性能、およびバイオ

ディーゼル燃料の今後の可能性について、調査、検討

を実施したのでその成果を報告する。 
 

２．国内におけるＦＡＭＥ使用実態の調査 
平成 21 年 2 月に施行された改正揮発油品確法によ

ると、軽油に FAME を混合する場合、軽油への FAME
混合割合が 5 mass%以下に規制されている。一方、軽

油に混合せずに FAME100%(ニート)として走行する

ことも可能である。交通安全環境研究所では自動車検

査証備考欄に「廃食用油燃料併用」等が記載された車

両の使用者(4651 件)に対し、アンケート調査票を郵送

し、FAME 使用実態を調査した。この結果、図 1 に示

すとおり軽油と混合せず FAME100%で使用している

ケースがほとんどであり、軽油と混合している例は極

めて少なかった。 
 

３．ＦＡＭＥ使用時の排出ガス性能の実態 
３．１．シャシダイナモ試験概要 
 新短期排出ガス規制、新長期排出ガス規制、ポスト

新長期排出ガス規制に適合した各種重量車に廃食用

油から製造した FAME を使用した際の排出ガス性能

への影響を、シャシダイナモ試験により評価した。試

験条件は JE05 排出ガス試験モードである。 
試験車両の諸元を表 1 に示す。車両 A および B は

後処理装置に酸化触媒(DOC)のみを搭載した新短期

規制適合車である。また、車両 C、D および E は後処

理装置に DOC とディーゼルパティキュレートフィル

タ(DPF)を搭載した新長期規制適合車であり、車両 F
は同じく新長期規制適合であるが、DPF を搭載せずに

尿素 SCR システムを搭載している。車両 F は後処理

装置に DOC と DPF を搭載し、NOx 低減対策として二

段過給との併用による大量排気再循環(EGR)を導入し

たポスト新長期規制適合車である。 
 
３．２．シャシダイナモ試験結果 
 新短期規制適合車における NOx および PM の排出

量を図 2 に、新長期およびポスト新長規制適合車にお 
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これは、個々の車両にエンジンを搭載するよりも、国

内の電源構成により得られる電力を使用した方がCO2 
排出量が低減できることを意味している。最高速度の

違いに対するCO2 排出量への影響は、燃費あるいは電

費の結果からも明らかであり、最高速度が低くなるに

つれてより走行抵抗の少ない条件で走行可能となる

ためにCO2 排出量も低減した。 
 これらの超小型車を導入した際の全車両のCO2 排

出量削減効果を図11に示す。なお、ここでは超小型車

を導入していない基本条件におけるCO2 排出量を

100%としている。同図より、超小型車の最高速度が

いずれの場合においても、超小型車の導入率の上昇に

伴いCO2 排出量削減効果が得られる結果となった。そ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の効果は、超小型車が電気自動車の場合の方が、ガソ

リン自動車の場合よりもわずかに大きい。例えば、超

小型車導入率20%では、ガソリン自動車の場合、約10%
前後、電気自動車の場合、約15%前後のCO2 排出量削

減効果が見込める。これは、前述したとおり電力のCO2

排出係数が0.559 g/kWhでの結果であり、電源構成に占

める原子力発電の割合によって変化する。概算として

は、CO2排出係数0.8 g/kWh程度でガソリン自動車の場

合と同程度のCO2削減効果となることが予想される。 
 

５．超小型車の最高速度抑制の可能性 
交通流シミュレーションにより、超小型車の最高速

度を40 km/h程度とすることで、他の車両の交通流(平
均速度、旅行時間)および燃費の悪化を抑制しつつ、

CO2 排出量を抑制可能であることが示された。ただ

し、本交通流シミュレーションではドライバの個々の

運転特性や車両性能の違いを考慮できていない。これ

らの因子による交通流への影響、例えば、前方車両に

対するあおりやそれに伴う無駄な加減速等により、渋

滞や燃費悪化を引き起こすことも考えられる。 
以上より、本検討結果は定性的な結果として捉える

必要があるものの、安全性の確保を狙いとした超小型

車の最高速度抑制については、一つの方策として検討

に値することを見出した。 
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図 10 超小型車の CO2 排出量解析結果 

図 11 全車両の CO2排出量削減効果(基本条件 = 100%)
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４．重量車用バイオマス燃料導入に向けた交通研の取り組み 

 
環境研究領域  ※石井  素  水嶋 教文  川野 大輔  佐藤 由雄  阪本 高志  後藤 雄一 

 
１．はじめに 

温室効果ガス排出量の削減およびエネルギーの確

保を狙いとして、バイオディーゼル燃料、特に脂肪酸

メチルエステル(Fatty Acid Methyl Ester、以下 FAME)
の利用が世界的に加速しつつある。IEA によると 2009
年の FAME 世界年間生産量は石油換算で 1290 万 t で
あり、2005 年の 291 万 t に対して 4 年間で 4 倍以上も

生産量が増大している。例えば欧米諸国では、広大な

農地を利用して菜種、大豆等を栽培し、搾取したバー

ジンオイルから FAME を大量に生産している。 
日本国内においては、地方自治体や事業者により回

収された廃食用油が FAME に転換され、利用されてい

る。(株)富士経済の調査(1)によると、国内の FAME 製

造事業者は 400～500 社あり、2009 年における年間総

生産量は約 14000 kL である。国内の年間軽油消費量

約 4000 万 kL と比べるとその普及量はわずかである。

一方、国内の廃食用油の発生量は推計で年間約 40～50
万 kL 程度といわれており、その約半分は既に工業用

や飼料用に再利用されている。このため、FAME に利

用可能な廃食用油の潜在量は約 20 万 kL 程度である。

利用可能な廃食用油 20 万 kL 全てを FAME として利

用した場合、軽油の年間消費量に対してわずか 0.5%
を代替することになる。 
 以上のように、国内の FAME は生産量が少ないもの

の多くの事業者が参入しているため、環境負荷の観点

から適正な使用を推進する必要がある。交通安全環境

研究所では、環境省公害防止等試験研究費による委託

事業「ディーゼル車の環境性能に与えるバイオマス燃

料の影響実態把握とその評価に関する研究」(平成 20
年度～平成 23 年度)を中心として、FAME をディーゼ

ル重量車に適用した際の排出ガス性能、およびバイオ

ディーゼル燃料の今後の可能性について、調査、検討

を実施したのでその成果を報告する。 
 

２．国内におけるＦＡＭＥ使用実態の調査 
平成 21 年 2 月に施行された改正揮発油品確法によ

ると、軽油に FAME を混合する場合、軽油への FAME
混合割合が 5 mass%以下に規制されている。一方、軽

油に混合せずに FAME100%(ニート)として走行する

ことも可能である。交通安全環境研究所では自動車検

査証備考欄に「廃食用油燃料併用」等が記載された車

両の使用者(4651 件)に対し、アンケート調査票を郵送

し、FAME 使用実態を調査した。この結果、図 1 に示

すとおり軽油と混合せず FAME100%で使用している

ケースがほとんどであり、軽油と混合している例は極

めて少なかった。 
 

３．ＦＡＭＥ使用時の排出ガス性能の実態 
３．１．シャシダイナモ試験概要 
 新短期排出ガス規制、新長期排出ガス規制、ポスト

新長期排出ガス規制に適合した各種重量車に廃食用

油から製造した FAME を使用した際の排出ガス性能

への影響を、シャシダイナモ試験により評価した。試

験条件は JE05 排出ガス試験モードである。 
試験車両の諸元を表 1 に示す。車両 A および B は

後処理装置に酸化触媒(DOC)のみを搭載した新短期

規制適合車である。また、車両 C、D および E は後処

理装置に DOC とディーゼルパティキュレートフィル

タ(DPF)を搭載した新長期規制適合車であり、車両 F
は同じく新長期規制適合であるが、DPF を搭載せずに

尿素 SCR システムを搭載している。車両 F は後処理

装置に DOC と DPF を搭載し、NOx 低減対策として二

段過給との併用による大量排気再循環(EGR)を導入し

たポスト新長期規制適合車である。 
 
３．２．シャシダイナモ試験結果 
 新短期規制適合車における NOx および PM の排出

量を図 2 に、新長期およびポスト新長規制適合車にお 
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これは、個々の車両にエンジンを搭載するよりも、国

内の電源構成により得られる電力を使用した方がCO2 
排出量が低減できることを意味している。最高速度の

違いに対するCO2 排出量への影響は、燃費あるいは電

費の結果からも明らかであり、最高速度が低くなるに

つれてより走行抵抗の少ない条件で走行可能となる

ためにCO2 排出量も低減した。 
 これらの超小型車を導入した際の全車両のCO2 排

出量削減効果を図11に示す。なお、ここでは超小型車

を導入していない基本条件におけるCO2 排出量を

100%としている。同図より、超小型車の最高速度が

いずれの場合においても、超小型車の導入率の上昇に

伴いCO2 排出量削減効果が得られる結果となった。そ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の効果は、超小型車が電気自動車の場合の方が、ガソ

リン自動車の場合よりもわずかに大きい。例えば、超

小型車導入率20%では、ガソリン自動車の場合、約10%
前後、電気自動車の場合、約15%前後のCO2 排出量削

減効果が見込める。これは、前述したとおり電力のCO2

排出係数が0.559 g/kWhでの結果であり、電源構成に占

める原子力発電の割合によって変化する。概算として

は、CO2排出係数0.8 g/kWh程度でガソリン自動車の場

合と同程度のCO2削減効果となることが予想される。 
 

５．超小型車の最高速度抑制の可能性 
交通流シミュレーションにより、超小型車の最高速

度を40 km/h程度とすることで、他の車両の交通流(平
均速度、旅行時間)および燃費の悪化を抑制しつつ、

CO2 排出量を抑制可能であることが示された。ただ

し、本交通流シミュレーションではドライバの個々の

運転特性や車両性能の違いを考慮できていない。これ

らの因子による交通流への影響、例えば、前方車両に

対するあおりやそれに伴う無駄な加減速等により、渋

滞や燃費悪化を引き起こすことも考えられる。 
以上より、本検討結果は定性的な結果として捉える

必要があるものの、安全性の確保を狙いとした超小型

車の最高速度抑制については、一つの方策として検討

に値することを見出した。 
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図 10 超小型車の CO2 排出量解析結果 

図 11 全車両の CO2排出量削減効果(基本条件 = 100%)
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４．ＦＡＭＥにおけるＮＯｘ増大要因 
４．１．尿素ＳＣＲ搭載車におけるＮＯｘ増大要因 
 前章で確認された尿素 SCR システム搭載車におけ

る NOx 増大の要因を詳細に把握するため、図 4 に示

す尿素 SCR システムを搭載したエンジン台上試験装

置により実験を実施した(2)。エンジンは連続再生式

DPF を装着した重量車用ターボインタークーラー付

き直列 4 気筒ディーゼルエンジンであり、総排気量

4009 cm3である。これに対して、交通安全環境研究所

において尿素 SCR システムを後付している。 
 本試験装置による JE05 モード排出ガス試験を実施

し、軽油に対する FAME 混合割合の違いが JE05 排出

ガス試験モードにおける NOx 排出量への影響を評価

した。その結果を図 5 に示す。同図には、尿素 SCR
触媒入口における NOx 排出量とテールパイプにおけ

るNOx排出量とから算出される尿素 SCR触媒におけ

る NOx 浄化率も同時に示している。本結果より、

FAME 混合割合の増加に伴い、NOx 浄化率が悪化して

いることが確認できる。 
この要因を解析した結果、FAME 混合割合の増加に

伴う SCR 触媒入口の NO2/NOx 比の低下があげられ

た。SCR 触媒における反応を総括反応式で表現すると

以下に示す式(1)で表され、NO と NO2の比率が 1：1、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

つまり NO2/NOx 比が 0.5 となることで、高い NOx 浄

化率が得られることが知られている。 
 
 
図 6 に、軽油運転時において、異なる酸化力の DOC
およびDPFを搭載することで JE05モード平均のSCR
入口NO2/NOx比を変化させた際のNOx浄化率の関係

を示す。同時に、本試験における FAME 運転時の結果

も重ねている。本結果より、FAME 混合割合の増加に

伴い、SCR 入口 NO2/NOx 比が低下し、NOx 浄化率が

悪化していることが確認できた。 
 FAME混合割合の増加に伴い SCR入口NO2/NOx比
が低下する要因については、SCR 入口(エンジンアウ

ト)NOx が増加すること、排気温度低下による DOC の

酸化力低下により SCR 入口 NO2 が低下すること、

FAME 使用時に増加する排気中の有機性可溶成分

(SOF)により DOC および DPF が被毒すること、など

様々な要因が考えられる。 
 以上より、尿素 SCR 触媒搭載車における NOx 排出

量の大幅な増大は、他の車両と同様にエンジンアウト

での NOx 増加に加えて、SCR 触媒における NOx 浄化

率の悪化が主要因であることを明らかにした。 
 
４．２．ＮＯｘ触媒非搭載車におけるＮＯｘ増大要因 
 尿素 SCR 触媒搭載車のみならず、その他の新長期・

ポスト新長期規制適合車においても FAME 混合割合

の増加に伴い NOx 排出量が増大したため、その要因

について述べる。 
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ける NOx および PM の排出量を図 3 に示す。いずれ

の図とも、FAME 混合割合とは軽油に対する FAME
の質量混合割合を示し、0%は軽油を、100%は FAME
である。 
 新短期規制適合車においては、NOx 排出量が 2 台と

も規制値以上となった。本来、新短期規制においては

エンジンダイナモで D13 モードといわれる定常試験

を実施する。本試験では、シャシダイナモにおいて過

渡条件である JE05 モード試験を実施したため、NOx
排出量が増大した。また、車両 B においては FAME
混合割合の増加に伴い NOx 排出量が増大する傾向を

示した。PM については規制値よりも十分に低く、か

つ FAME 混合割合の増加に伴っていずれの車両にお

いても減少した。これは、含酸素および芳香族非含有

といった FAME の特性によるものである。 
 新長期およびポスト新長期規制適合車においては、

いずれの車両とも FAME 混合割合の増加に伴い NOx
が増大した。軽油(FAME 混合割合 0%)に対する増加率

は新短期規制適合車の場合よりも高い。特に、尿素

SCR システムを搭載した車両 F では増加率が著しく

高い結果を示した。PM については、DPF を搭載して

いる車両の場合は FAME 混合割合に対して概ね一定

であり、規制値に対して十分に低い値を示した。DPF
を搭載していない車両 Fについては、新短期規制適合

車と同様に、FAME 混合割合の増加に伴い減少した。 
 次章以降において、本結果の要因を各種実験結果に

より解析するとともに、排出ガス悪化を抑制可能なバ

イオディーゼル燃料の方向性について検討した。 
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図 3 新長期・ポスト新長期規制適合車における JE05 モ
ード NOx および PM 排出量 
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４．ＦＡＭＥにおけるＮＯｘ増大要因 
４．１．尿素ＳＣＲ搭載車におけるＮＯｘ増大要因 
 前章で確認された尿素 SCR システム搭載車におけ

る NOx 増大の要因を詳細に把握するため、図 4 に示

す尿素 SCR システムを搭載したエンジン台上試験装

置により実験を実施した(2)。エンジンは連続再生式

DPF を装着した重量車用ターボインタークーラー付

き直列 4 気筒ディーゼルエンジンであり、総排気量

4009 cm3である。これに対して、交通安全環境研究所

において尿素 SCR システムを後付している。 
 本試験装置による JE05 モード排出ガス試験を実施

し、軽油に対する FAME 混合割合の違いが JE05 排出

ガス試験モードにおける NOx 排出量への影響を評価

した。その結果を図 5 に示す。同図には、尿素 SCR
触媒入口における NOx 排出量とテールパイプにおけ

るNOx排出量とから算出される尿素 SCR触媒におけ

る NOx 浄化率も同時に示している。本結果より、

FAME 混合割合の増加に伴い、NOx 浄化率が悪化して

いることが確認できる。 
この要因を解析した結果、FAME 混合割合の増加に

伴う SCR 触媒入口の NO2/NOx 比の低下があげられ

た。SCR 触媒における反応を総括反応式で表現すると

以下に示す式(1)で表され、NO と NO2の比率が 1：1、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

つまり NO2/NOx 比が 0.5 となることで、高い NOx 浄

化率が得られることが知られている。 
 
 
図 6 に、軽油運転時において、異なる酸化力の DOC
およびDPFを搭載することで JE05モード平均のSCR
入口NO2/NOx比を変化させた際のNOx浄化率の関係

を示す。同時に、本試験における FAME 運転時の結果

も重ねている。本結果より、FAME 混合割合の増加に

伴い、SCR 入口 NO2/NOx 比が低下し、NOx 浄化率が

悪化していることが確認できた。 
 FAME混合割合の増加に伴い SCR入口NO2/NOx比
が低下する要因については、SCR 入口(エンジンアウ

ト)NOx が増加すること、排気温度低下による DOC の

酸化力低下により SCR 入口 NO2 が低下すること、

FAME 使用時に増加する排気中の有機性可溶成分

(SOF)により DOC および DPF が被毒すること、など

様々な要因が考えられる。 
 以上より、尿素 SCR 触媒搭載車における NOx 排出

量の大幅な増大は、他の車両と同様にエンジンアウト

での NOx 増加に加えて、SCR 触媒における NOx 浄化

率の悪化が主要因であることを明らかにした。 
 
４．２．ＮＯｘ触媒非搭載車におけるＮＯｘ増大要因 
 尿素 SCR 触媒搭載車のみならず、その他の新長期・

ポスト新長期規制適合車においても FAME 混合割合

の増加に伴い NOx 排出量が増大したため、その要因

について述べる。 
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ける NOx および PM の排出量を図 3 に示す。いずれ

の図とも、FAME 混合割合とは軽油に対する FAME
の質量混合割合を示し、0%は軽油を、100%は FAME
である。 
 新短期規制適合車においては、NOx 排出量が 2 台と

も規制値以上となった。本来、新短期規制においては

エンジンダイナモで D13 モードといわれる定常試験

を実施する。本試験では、シャシダイナモにおいて過

渡条件である JE05 モード試験を実施したため、NOx
排出量が増大した。また、車両 B においては FAME
混合割合の増加に伴い NOx 排出量が増大する傾向を

示した。PM については規制値よりも十分に低く、か

つ FAME 混合割合の増加に伴っていずれの車両にお

いても減少した。これは、含酸素および芳香族非含有

といった FAME の特性によるものである。 
 新長期およびポスト新長期規制適合車においては、

いずれの車両とも FAME 混合割合の増加に伴い NOx
が増大した。軽油(FAME 混合割合 0%)に対する増加率

は新短期規制適合車の場合よりも高い。特に、尿素

SCR システムを搭載した車両 F では増加率が著しく

高い結果を示した。PM については、DPF を搭載して

いる車両の場合は FAME 混合割合に対して概ね一定

であり、規制値に対して十分に低い値を示した。DPF
を搭載していない車両 Fについては、新短期規制適合

車と同様に、FAME 混合割合の増加に伴い減少した。 
 次章以降において、本結果の要因を各種実験結果に

より解析するとともに、排出ガス悪化を抑制可能なバ

イオディーゼル燃料の方向性について検討した。 
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FAME混合割合 %

ポスト新長期規制
(平成22年)

DOC, DPF
6速MT

375 Nm
/ 1400-2800 rpm

110 kW
/ 2800 rpm

3.00 L

直噴ターボ
ディーゼル

2450 mm
2220 mm
6600 mm
6585 kg

3000 kg

トラック

G

新長期規制
(平成17年)

DOC, DPF
5速AT

761 Nm 
/ 1450-2200 rpm

191 kW 
/ 2400 rpm

7.79 L

直噴ターボ
ディーゼル

3180 mm
2490 mm
10290 mm
14410 kg

74人

バス

D

新長期規制
(平成17年)

DOC, 尿素SCR
5速AT

1324 Nm 
/ 1400 rpm

220 kW 
/ 2200 rpm

9.20 L

直噴ターボ
ディーゼル

2990 mm
2490 mm
10990 mm
15545 kg

75人

バス

F

新長期規制
(平成17年)

DOC, DPF
6速MT

392 Nm 
/ 1600 rpm

100 kW 
/ 2500 rpm

4.01 L

直噴ターボ
ディーゼル

3045 mm
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6510 mm
6260 kg

3000 kg

トラック

E

新長期規制
(平成17年)

新短期規制
(平成16年)

新短期規制
(平成15年)

排出ガス規
制

DOC, DPFDOCDOC後処理装置

4速AT5速AT4速AT変速機

441 Nm 
/ 1600 rpm

745 Nm 
/ 1400 rpm

412 Nm 
/ 1600 rpm最大トルク

110 kW 
/ 2700 rpm

191 kW 
/ 2700 rpm

103 kW 
/ 2700 rpm最大出力

4.89 L7.79 L4.89 L総排気量

直噴ターボ
ディーゼル

直噴ターボ
ディーゼル

直噴ターボ
ディーゼル

エンジン
タイプ

2310 mm2930 mm2290 mm全高

1840 mm2500 mm1850 mm全幅

4310 mm10920 mm5340 mm全長

6445 kg14360 kg6365 kg車両総重量

2000 kg78人2000 kg最大積載量
or 乗車定員

塵芥車バス塵芥車

車両タイプ

CBA車両
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直噴ターボ
ディーゼル

2450 mm
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6600 mm
6585 kg
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トラック

G

新長期規制
(平成17年)

DOC, DPF
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761 Nm 
/ 1450-2200 rpm

191 kW 
/ 2400 rpm

7.79 L

直噴ターボ
ディーゼル

3180 mm
2490 mm
10290 mm
14410 kg

74人

バス

D

新長期規制
(平成17年)

DOC, 尿素SCR
5速AT

1324 Nm 
/ 1400 rpm

220 kW 
/ 2200 rpm

9.20 L

直噴ターボ
ディーゼル

2990 mm
2490 mm
10990 mm
15545 kg

75人

バス

F

新長期規制
(平成17年)

DOC, DPF
6速MT

392 Nm 
/ 1600 rpm

100 kW 
/ 2500 rpm

4.01 L

直噴ターボ
ディーゼル

3045 mm
2185 mm
6510 mm
6260 kg

3000 kg

トラック

E

新長期規制
(平成17年)

新短期規制
(平成16年)

新短期規制
(平成15年)

排出ガス規
制

DOC, DPFDOCDOC後処理装置

4速AT5速AT4速AT変速機

441 Nm 
/ 1600 rpm

745 Nm 
/ 1400 rpm

412 Nm 
/ 1600 rpm最大トルク

110 kW 
/ 2700 rpm

191 kW 
/ 2700 rpm

103 kW 
/ 2700 rpm最大出力

4.89 L7.79 L4.89 L総排気量

直噴ターボ
ディーゼル

直噴ターボ
ディーゼル

直噴ターボ
ディーゼル

エンジン
タイプ

2310 mm2930 mm2290 mm全高

1840 mm2500 mm1850 mm全幅

4310 mm10920 mm5340 mm全長

6445 kg14360 kg6365 kg車両総重量

2000 kg78人2000 kg最大積載量
or 乗車定員

塵芥車バス塵芥車

車両タイプ

CBA車両

表 2 試験車両諸元 

図 2 新短期規制適合車における JE05 モード NOx およ
び PM 排出量

図 3 新長期・ポスト新長期規制適合車における JE05 モ
ード NOx および PM 排出量 
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とおり含酸素燃料であるため、軽油や一般的な炭化水

素燃料と比較して低位発熱量[kJ/kg]が低い。これに起

因して単位体積当たりの低位発熱量[kJ/cm3]も低くな

るため、トルク一定運転条件の下では同図上段に示す

ように燃料噴射体積が増大する。一般的なディーゼル

エンジンは、燃料噴射体積に応じて燃焼制御状態を定

めているため、燃料噴射体積が増大すると同図下段に

示すように EGR 率や燃料噴射圧力が変化する。FAME
の場合はトルク一定条件下において燃料噴射体積が

増大することから、低 EGR 率および高燃料噴射圧力

となる。これは、NOx がより生成されやすい燃焼制御

状態であることが知られており、FAME 使用時におけ

る NOx 増大のもう一つの要因である。 
 
５．ＮＯｘ増大を抑制可能なバイオディーゼル燃料 
 FAME 使用時における NOx 増大を抑制するために

は二通りの方法が考えられる。一つは、燃料側で対策

することで、エンジンの設計変更や改造を伴わずに

NOx 増大を抑制する方法、もう一つは FAME の性状

に適したエンジンの設計や燃焼制御を導入すること

で NOx 増大を抑制する方法である。しかしながら、

前述したとおり日本国内における FAME の市場は極

めて小さいため、軽油との併用が想定される。このた

め、後者は適切な方法とは言い難く、前者の燃料側で

の対策が重要となる。 
 前章で述べたとおり、FAME 使用時におけるエンジ

ンからの NOx 排出量が増大する要因は、FAME が含

酸素燃料であることに起因している。したがって、非

含酸素燃料とすることで、NOx 排出量が増大するとい

った問題を避けられるものと推測される。 
 昨今、非含酸素燃料のバイオディーゼル燃料として

は以下の二つが将来的に有望視されている。動植物油

を原料として水素化、脱酸素、異性化処理により得ら

れる水素化バイオ軽油(Hydrotreated Vegetable Oil、以下 
HVO)と、あらゆるバイオマス資源からガス化・FT 合

成により得られる Biomass to Liquid (以下 BTL)であ

る。いずれも、非含酸素のパラフィン系炭化水素燃料

であり、高セタン価、優れた低温流動性といった特徴

を有している。HVO については、過去に交通安全環

境研究所が中核的研究機関として行った国土交通省

の次世代低公害車開発・実用化促進事業において、ト

ヨタ自動車他と東京都環境局および交通局の協力の

下で実証運行試験を実施し(5)、現在は IEA-AMF 協定

の枠組みで実路走行条件における排出ガスの評価を

実施している(6)。 
 
５．１．ＨＶＯの排出ガス特性 
 図 10 で示したエンジン台上実験装置において、

FAME、HVO、および軽油を使用して JE05 モード排

出ガス試験を実施し、エンジン出口において NOx 排

出量を計測した。結果を図 12 に示す。FAME につい

ては大豆油由来のものとパーム油由来のものを用い

た。両者は着火性および燃料中の H/C 比の異なる燃料

である。軽油と HVO については同じ炭化水素燃料で

はあるが、HVO はパラフィンを主成分としているた

め着火性が高く、燃料中の H/C 比も軽油と比べて高

い。同図は、FAME および炭化水素燃料それぞれにお

いて、着火性および H/C 比の違いによる影響を明確化

するため、大豆油由来の FAME にはパーム油由来の

FAME と同等の着火性となるよう、また、軽油には

HVO と同等の着火性となるよう、着火性向上剤

Di-tert-butyl Peroxide (C8H18O2)を 0.8 vol.%添加した結

果も示している。この結果、HVO について、以下の

NOx 排出特性を明らかにした。 
 
1) 非含酸素燃料であるため、FAME のような NOx

排出量の増大は確認されず、軽油運転時と同等の

NOx 排出量が得られる。 
2) HVO と同等の着火性にした軽油においては、従

来の軽油と比較して若干の NOx 排出量の増加が

確認されたにもかかわらず、HVO では NOx 排出

量増大を抑制できる。 
3) 2)の要因としては HVO が高 H/C 比であることが

考えられる。高 H/C 比の場合、燃焼生成ガス中に

おける水分の割合が高くなるために火炎温度が 
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図 12 BDF(FAME)、軽油との比較による BDF(HVO)の
NOx 排出特性 

 

 

 FAME 使用時におけるエンジンからの NOx 排出量

が増大する要因は、大きく二つが考えられる。一つは

燃料噴霧中における局所空気過剰率(実空燃比／理論

空燃比)の変化、もう一つは EGR 率、燃料噴射圧力等

のエンジン燃焼制御状態の変化である。両者とも、

FAME が含酸素燃料であることに起因して生じる現

象である。 
図 7 および図 8 に、燃料噴霧中における空気過剰率

を推計するために実施した(3)噴霧観察実験の装置およ

び観察結果を示す。さらに、これらの結果に基づいて

推計した燃料噴霧中における局所空気過剰率の結果

を図 9 に示す。図 9 より、FAME においては噴霧中に

おける空気過剰率が全般的に高く、軽油の場合と比べ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

て両論混合比(空気過剰率 1)に近い値となっているこ

とが確認できた。これは、FAME が含酸素燃料である

ため、理論空燃比が軽油の場合と比較して低いことが

原因である。このような空気過剰率の変化は、一般的

に NOx 増大を招く混合条件への変化であるため、

FAME 使用時の NOx 増大要因の一つと考えられる。 
もう一つの要因である、エンジン燃料制御状態の変

化を確認するためにエンジン台上実験を実施した(4)。

図 10 に使用した量産エンジンの外観を示す。エンジ

ンは、総排気量 4009 cm3の重量車用ターボインターク

ーラー付き直列 4 気筒ディーゼルエンジンである。本

エンジンに対して FAME を使用した際のエンジン燃

焼制御状態の変化を図 11 に示す。なお、比較のため、

同図には軽油およびパラフィン系炭化水素燃料を使

用した際の結果についても示した。FAME は前述した 
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図 7 噴霧観察実験装置 

図 8 軽油および BDF(FAME)の噴霧観察画像

図 9 噴霧中における空気過剰率の推計結果

図 10 エンジン台上実験装置 

図 11 燃料の違いによるエンジン燃焼制御状態の変化
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とおり含酸素燃料であるため、軽油や一般的な炭化水

素燃料と比較して低位発熱量[kJ/kg]が低い。これに起

因して単位体積当たりの低位発熱量[kJ/cm3]も低くな

るため、トルク一定運転条件の下では同図上段に示す

ように燃料噴射体積が増大する。一般的なディーゼル

エンジンは、燃料噴射体積に応じて燃焼制御状態を定

めているため、燃料噴射体積が増大すると同図下段に

示すように EGR 率や燃料噴射圧力が変化する。FAME
の場合はトルク一定条件下において燃料噴射体積が

増大することから、低 EGR 率および高燃料噴射圧力

となる。これは、NOx がより生成されやすい燃焼制御

状態であることが知られており、FAME 使用時におけ

る NOx 増大のもう一つの要因である。 
 
５．ＮＯｘ増大を抑制可能なバイオディーゼル燃料 
 FAME 使用時における NOx 増大を抑制するために

は二通りの方法が考えられる。一つは、燃料側で対策

することで、エンジンの設計変更や改造を伴わずに

NOx 増大を抑制する方法、もう一つは FAME の性状

に適したエンジンの設計や燃焼制御を導入すること

で NOx 増大を抑制する方法である。しかしながら、

前述したとおり日本国内における FAME の市場は極

めて小さいため、軽油との併用が想定される。このた

め、後者は適切な方法とは言い難く、前者の燃料側で

の対策が重要となる。 
 前章で述べたとおり、FAME 使用時におけるエンジ

ンからの NOx 排出量が増大する要因は、FAME が含

酸素燃料であることに起因している。したがって、非

含酸素燃料とすることで、NOx 排出量が増大するとい

った問題を避けられるものと推測される。 
 昨今、非含酸素燃料のバイオディーゼル燃料として

は以下の二つが将来的に有望視されている。動植物油

を原料として水素化、脱酸素、異性化処理により得ら

れる水素化バイオ軽油(Hydrotreated Vegetable Oil、以下 
HVO)と、あらゆるバイオマス資源からガス化・FT 合

成により得られる Biomass to Liquid (以下 BTL)であ

る。いずれも、非含酸素のパラフィン系炭化水素燃料

であり、高セタン価、優れた低温流動性といった特徴

を有している。HVO については、過去に交通安全環

境研究所が中核的研究機関として行った国土交通省

の次世代低公害車開発・実用化促進事業において、ト

ヨタ自動車他と東京都環境局および交通局の協力の

下で実証運行試験を実施し(5)、現在は IEA-AMF 協定

の枠組みで実路走行条件における排出ガスの評価を

実施している(6)。 
 
５．１．ＨＶＯの排出ガス特性 
 図 10 で示したエンジン台上実験装置において、

FAME、HVO、および軽油を使用して JE05 モード排

出ガス試験を実施し、エンジン出口において NOx 排

出量を計測した。結果を図 12 に示す。FAME につい

ては大豆油由来のものとパーム油由来のものを用い

た。両者は着火性および燃料中の H/C 比の異なる燃料

である。軽油と HVO については同じ炭化水素燃料で

はあるが、HVO はパラフィンを主成分としているた

め着火性が高く、燃料中の H/C 比も軽油と比べて高

い。同図は、FAME および炭化水素燃料それぞれにお

いて、着火性および H/C 比の違いによる影響を明確化

するため、大豆油由来の FAME にはパーム油由来の

FAME と同等の着火性となるよう、また、軽油には

HVO と同等の着火性となるよう、着火性向上剤

Di-tert-butyl Peroxide (C8H18O2)を 0.8 vol.%添加した結

果も示している。この結果、HVO について、以下の

NOx 排出特性を明らかにした。 
 
1) 非含酸素燃料であるため、FAME のような NOx

排出量の増大は確認されず、軽油運転時と同等の

NOx 排出量が得られる。 
2) HVO と同等の着火性にした軽油においては、従

来の軽油と比較して若干の NOx 排出量の増加が

確認されたにもかかわらず、HVO では NOx 排出

量増大を抑制できる。 
3) 2)の要因としては HVO が高 H/C 比であることが

考えられる。高 H/C 比の場合、燃焼生成ガス中に

おける水分の割合が高くなるために火炎温度が 
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 FAME 使用時におけるエンジンからの NOx 排出量

が増大する要因は、大きく二つが考えられる。一つは

燃料噴霧中における局所空気過剰率(実空燃比／理論

空燃比)の変化、もう一つは EGR 率、燃料噴射圧力等

のエンジン燃焼制御状態の変化である。両者とも、

FAME が含酸素燃料であることに起因して生じる現

象である。 
図 7 および図 8 に、燃料噴霧中における空気過剰率

を推計するために実施した(3)噴霧観察実験の装置およ

び観察結果を示す。さらに、これらの結果に基づいて

推計した燃料噴霧中における局所空気過剰率の結果

を図 9 に示す。図 9 より、FAME においては噴霧中に

おける空気過剰率が全般的に高く、軽油の場合と比べ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

て両論混合比(空気過剰率 1)に近い値となっているこ

とが確認できた。これは、FAME が含酸素燃料である

ため、理論空燃比が軽油の場合と比較して低いことが

原因である。このような空気過剰率の変化は、一般的

に NOx 増大を招く混合条件への変化であるため、

FAME 使用時の NOx 増大要因の一つと考えられる。 
もう一つの要因である、エンジン燃料制御状態の変

化を確認するためにエンジン台上実験を実施した(4)。

図 10 に使用した量産エンジンの外観を示す。エンジ

ンは、総排気量 4009 cm3の重量車用ターボインターク

ーラー付き直列 4 気筒ディーゼルエンジンである。本

エンジンに対して FAME を使用した際のエンジン燃

焼制御状態の変化を図 11 に示す。なお、比較のため、

同図には軽油およびパラフィン系炭化水素燃料を使

用した際の結果についても示した。FAME は前述した 
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５．自動車審査部における審査の概要について 
 
 

自動車審査部長   ※小田 曜作 
 
 
 

１．はじめに 
 新たに自動車を使用するときは道路運送車両法

に基づき、運輸支局等で新規検査を受けることが義

務づけられている。この新規検査を効果的、かつ適

正に実施して、安全の確保や環境の保全を図るため

に、自動車等が基準に適合しているかどうかを事前

に審査する型式指定制度が設けられている。 
 自動車審査部は、自動車及び装置に関し、国の行

う型式指定業務の一環として、安全・環境基準への

適合性、燃料消費量の確認等について、公正・中立

な立場で審査を行う我が国唯一の機関である。 
 審査の過程において基準不適合車を排除し、当該

自動車が市場に出回ることを防止することを目的

とする厳正な審査と申請者にとって利便性・合理性

の高い審査を両立することが従来にも増して求め

られている中で、自動車審査部では業務実施体制の

強化を図るべく、各種の取り組みを行っている。こ

こでは、23 年度に実施したものを中心に記載する。 
 
１．１．自動車審査部の役割 
 国においては、①安全・環境に係る基準の策定、

②型式指定等による自動車の基準への適合性の確

保及び③リコール制度による基準不適合車の排除

といった施策を通じて自動車の安全性確保及び環

境の保全を図っている。 
 交通安全環境研究所では、これらの各段階におい

て国の施策を支援する業務を行っているが、自動車

審査部は、①の段階においては、基準認証国際調和

支援活動を通じて、審査の知見を生かした技術的支

援及び新たな国際認証枠組みの検討支援に取り組

み、②の段階においては、自動車の審査を通じて基

準適合性審査の確実な実施に取り組むことを、その

役割としている。 
 

１．２．組織運営 
 審査業務に関する基本的な方針の検討を行うと

ともに、業務運営に係る総合調整を行うため、審査

運営会議を開催し、審査業務実行状況の把握、審査

業務関連の規程制定、業務評価に係る指標の検討、

ユーザーニーズに対応した業務改善方策等の策定

を行っている。 
 また、基準の強化、新技術の導入等に対応しつつ

自動車等の審査を機動的かつ効率的に実施するた

め、前年に引き続きスタッフ制のもとで審査の専門

分野ごとにグループを編成する体制とし、組織運営

の効率化の観点から、基準の新設等による業務量の

拡大、新規業務の追加等に応じて適宜柔軟にグルー

プの改編を行っている。 
 

２．自動車等の審査業務 
 平成 23 年度における自動車等の審査件数は、自

動車 4,304 型式、装置 499 型式である。 

表１ 審査件数の推移 
 

 ハイブリッド自動車等の高電圧蓄電池を動力源

とした乗用の車両に対しては、平成 24 年 7 月 1 日

より通常使用時と衝突時における乗車人員の感電

保護基準が適用となり、当該基準の基準適用日前対

応としての申請が平成 22 年度後半から増えている

ところである。 
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低下する。これによって、NOx 増大が抑制できた

ものと推察される。 
以上の特性は HVO のみならず、同じパラフィン系

炭化水素燃料である BTL に対しても同様に得られる

ものと予測される。 
 
５．２．最新車両へのＨＶＯの適用性 
以上で明らかとなった排出ガス特性を、実車両でも

確認するべく、HVO を用いたシャシダイナモによる

JE05 モード排出ガス試験を実施した。使用した車両は

表 2 に記載の車両 E および G である。図 13 に NOx
および PM 排出量の結果を示す。軽油に対する HVO
の混合割合を増加させても、FAME の場合のような

NOx 排出量の増大は確認されず、軽油(HVO 混合割合

0%)の場合と同等の NOx 排出レベルとなっているこ

とがわかる。これは新長期規制適合の車両 E およびポ

スト新長期規制適合の車両 G の両者とも確認できる

結果である。(いずれの車両とも NOx 排出量が規制値

をわずかに超えているが、これは試験方法および条件

が認証試験時と異なるためである。) PM 排出量につ

いては、DPF を搭載しているために BDF 混合割合に

よらず十分に低い値を示している。 
 本結果より、HVO に関しては最新車両に適用して

も軽油の場合と同等の排出ガス性能が得られること

を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．おわりに 
 現在国内で使用されている FAME の排出ガス性能 
の実態を把握すると共に、FAME 使用時に NOx 排出

量が増大する要因について、体系的に実験、解析し、

明らかにした。また、NOx 排出量増大の抑制に資する

バイオディーゼル燃料の可能性についても述べた。今

後は、最新の排出ガス規制に適合した車両に対して、

軽油と同様に利用可能な HVO がバイオディーゼル燃

料として普及することに期待したい。さらに、動植物

油のみならずあらゆるバイオマス資源を有効に利用

するという観点から、BTL についても今後の技術開発

の動向を把握し、HVO と同様に最新車両への適用性

を評価する必要がある。 
一方で、これらのバイオマス燃料には温室効果ガス

の削減効果が求められる。このため、交通安全環境研

究所においては、最新車両への適用性を評価するのみ

ならず、ライフサイクルでの温室効果ガス削減効果を

評価し、普及を推進するべきバイオマス燃料を適正に

見極める予定である。 
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５．自動車審査部における審査の概要について 
 
 

自動車審査部長   ※小田 曜作 
 
 
 

１．はじめに 
 新たに自動車を使用するときは道路運送車両法

に基づき、運輸支局等で新規検査を受けることが義

務づけられている。この新規検査を効果的、かつ適

正に実施して、安全の確保や環境の保全を図るため

に、自動車等が基準に適合しているかどうかを事前

に審査する型式指定制度が設けられている。 
 自動車審査部は、自動車及び装置に関し、国の行

う型式指定業務の一環として、安全・環境基準への

適合性、燃料消費量の確認等について、公正・中立

な立場で審査を行う我が国唯一の機関である。 
 審査の過程において基準不適合車を排除し、当該

自動車が市場に出回ることを防止することを目的

とする厳正な審査と申請者にとって利便性・合理性

の高い審査を両立することが従来にも増して求め

られている中で、自動車審査部では業務実施体制の

強化を図るべく、各種の取り組みを行っている。こ

こでは、23 年度に実施したものを中心に記載する。 
 
１．１．自動車審査部の役割 
 国においては、①安全・環境に係る基準の策定、

②型式指定等による自動車の基準への適合性の確

保及び③リコール制度による基準不適合車の排除

といった施策を通じて自動車の安全性確保及び環

境の保全を図っている。 
 交通安全環境研究所では、これらの各段階におい

て国の施策を支援する業務を行っているが、自動車

審査部は、①の段階においては、基準認証国際調和

支援活動を通じて、審査の知見を生かした技術的支

援及び新たな国際認証枠組みの検討支援に取り組

み、②の段階においては、自動車の審査を通じて基

準適合性審査の確実な実施に取り組むことを、その

役割としている。 
 

１．２．組織運営 
 審査業務に関する基本的な方針の検討を行うと

ともに、業務運営に係る総合調整を行うため、審査

運営会議を開催し、審査業務実行状況の把握、審査

業務関連の規程制定、業務評価に係る指標の検討、

ユーザーニーズに対応した業務改善方策等の策定

を行っている。 
 また、基準の強化、新技術の導入等に対応しつつ

自動車等の審査を機動的かつ効率的に実施するた

め、前年に引き続きスタッフ制のもとで審査の専門

分野ごとにグループを編成する体制とし、組織運営

の効率化の観点から、基準の新設等による業務量の

拡大、新規業務の追加等に応じて適宜柔軟にグルー

プの改編を行っている。 
 

２．自動車等の審査業務 
 平成 23 年度における自動車等の審査件数は、自

動車 4,304 型式、装置 499 型式である。 

表１ 審査件数の推移 
 

 ハイブリッド自動車等の高電圧蓄電池を動力源

とした乗用の車両に対しては、平成 24 年 7 月 1 日

より通常使用時と衝突時における乗車人員の感電

保護基準が適用となり、当該基準の基準適用日前対

応としての申請が平成 22 年度後半から増えている

ところである。 
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低下する。これによって、NOx 増大が抑制できた

ものと推察される。 
以上の特性は HVO のみならず、同じパラフィン系

炭化水素燃料である BTL に対しても同様に得られる

ものと予測される。 
 
５．２．最新車両へのＨＶＯの適用性 
以上で明らかとなった排出ガス特性を、実車両でも

確認するべく、HVO を用いたシャシダイナモによる

JE05 モード排出ガス試験を実施した。使用した車両は

表 2 に記載の車両 E および G である。図 13 に NOx
および PM 排出量の結果を示す。軽油に対する HVO
の混合割合を増加させても、FAME の場合のような

NOx 排出量の増大は確認されず、軽油(HVO 混合割合

0%)の場合と同等の NOx 排出レベルとなっているこ

とがわかる。これは新長期規制適合の車両 E およびポ

スト新長期規制適合の車両 G の両者とも確認できる

結果である。(いずれの車両とも NOx 排出量が規制値

をわずかに超えているが、これは試験方法および条件

が認証試験時と異なるためである。) PM 排出量につ

いては、DPF を搭載しているために BDF 混合割合に

よらず十分に低い値を示している。 
 本結果より、HVO に関しては最新車両に適用して

も軽油の場合と同等の排出ガス性能が得られること

を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．おわりに 
 現在国内で使用されている FAME の排出ガス性能 
の実態を把握すると共に、FAME 使用時に NOx 排出

量が増大する要因について、体系的に実験、解析し、

明らかにした。また、NOx 排出量増大の抑制に資する

バイオディーゼル燃料の可能性についても述べた。今

後は、最新の排出ガス規制に適合した車両に対して、

軽油と同様に利用可能な HVO がバイオディーゼル燃

料として普及することに期待したい。さらに、動植物

油のみならずあらゆるバイオマス資源を有効に利用

するという観点から、BTL についても今後の技術開発

の動向を把握し、HVO と同様に最新車両への適用性

を評価する必要がある。 
一方で、これらのバイオマス燃料には温室効果ガス

の削減効果が求められる。このため、交通安全環境研

究所においては、最新車両への適用性を評価するのみ

ならず、ライフサイクルでの温室効果ガス削減効果を

評価し、普及を推進するべきバイオマス燃料を適正に

見極める予定である。 
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策定及び実車試験に使用する試験車両の選定手法

を確立した。また、歩行者保護基準については、自

動車審査部保有設備での検証実験等を通じ、基準解

説書の策定を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 審査手法検討の様子 
 
RUP についても、短期間に膨大な申請が集中す

ることが見込まれたため、同一型式の考え方を整理

するなどで効率的な審査手法の確立を行っている。 
採択が予定されている協定規則 13 号(トラック・

バス・トレーラの制動装置)では、①アンチロックブ

レーキシステム及び②カーブを走行時にバランス

を崩して横転することを抑制すること等を目的と

した電子式車両姿勢制御装置（EVSC）、③トラクタ

及びトレーラの電気伝達式制動装置のそれぞれに

対する試験要件等が制定される。 
このうち、EVSC についてはシミュレーションデ

ータによる認証が行われることから、すでに実施さ

れている乗用車 ESC(横滑り防止装置)におけるシ

ミュレーションデータによる認証の経験を生かし、

国際会議等への参加を通じ、基準策定に向けた技術

的な提案を行うとともに、１年以上をかけて R13
試験実施マニュアルを策定し、高度な制御技術を備

えた自動車に対する試験を効率的かつ適正に実施

するための審査体制を整備した。  
また自動車のタイヤ空気圧を常時監視する想定

であるタイヤ空気圧警報システム(TPMS)にかかる

規則を日本も採択することとしたことから、試験実

施マニュアル、試験車両の選定・試験機器の検討を

通じて審査体制を確立し、運用開始に備えている。 
２．３．３．施設整備等 
 新たに制定された歩行者保護基準の実車試験を

可能とするよう、熊谷第二試験場既設の歩行者頭部

保護試験機を脚部保護試験に対応させ、試験に使用

する脚部インパクタ及びインパクタの検定設備の

拡充を図っている。また施設の維持管理として、排

出ガス試験、乗員保護試験、騒音試験、ブレーキ試

験等に係る試験機器の定期点検整備、機器等の校正

を適宜、実施している。 
２．３．４．新技術への対応 
電気自動車の一充電走行距離の試験は、満充電か

ら電欠まで走りきることを確認するため 10～12 時

間を要するという試験上の課題があるなかで、研究

領域と改善案を検討した結果、一部手順の省略など

により試験時間の短縮を図ることについて実現可

能性があることが判明したことから、今後試験法へ

の反映を検討する。 
このように、基準策定支援研究を行う研究部門と

の連携を図り新技術への対応を行っている。 
２．３．５．自動車試験場の人員の活用 
自動車試験場の技術補助員（契約職員）の採用に

より、自動車試験場の試験実施能力の強化を図って

おり、灯火器、運行記録計等の装置の審査や燃費・

ガス関係の試験等を自動車試験場において審査業

務が行えるよう体制を整備し、試験を実施するな

ど、効率的な業務の実施に努めている。 
２．３．６．海外の審査機関との連携・協力 
国際基準として導入された基準の審査方法等に

ついての情報提供・収集、解釈の確認等を行うため、

ＶＣＡ、ＴＵＶ－ＳＵＤ等の外国試験機関との会合

を設け、連携・協力できる関係を構築している。 
 
２．４．審査の合理化と申請者の利便性向上 
審査方法の合理化として、平成 18 年度に創設し

た「先行受託試験（車両の型式指定申請等（本申請）

に先立って、技術基準に規定する試験を行い、当該

試験データを本申請時の審査に活用できるように

する制度）」を活用し、型式指定等の申請スケジュ

ールに縛られない、開発スケジュールに合わせた柔

軟な試験スケジュールでの試験実施を行うととも

に、複数の試験を同一の試験車で実施することによ

る試験車両数の削減や、審査業務量の平準化を行っ

た。平成 23 年度の実績は 84 件（試験実績 239 件）

となっている。 
また、申請者への利便性向上としては、申請者ニ

ーズを踏まえて、審査・試験スケジュールのより柔

軟な対応、試験作業環境の改善を目的とした空調設

備の整備等を実施した。 
 

 

 

 さらに、後部突入防止装置(RUP)についても、車

両総重量が 3.5t を超えるものについて装置の義務

化がなされたことに伴い、装置申請が平成 24 年度

に入り大量に行われたことから、関係団体等との調

整を図りつつ効率的な審査に努め、平成 24 年 6 月

中に審査を完了するとともに、その後もさらなる対

応に向けた各種の変更申請に対応を続けていると

ころである。 
 また、平成 25 年 1 月 1 日から規制が適用される

後部反射器の取付要件への対応や、横滑り防止装置

（ESC）、ブレーキアシスト（BAS）の基準適用日前

の対応として、これらの基準に対応した装置を装備

する車両の申請が増えているところである。 
 
２．１．型式指定制度 
 自動車の型式指定は、自動車メーカー等による国

土交通省への申請により、自動車の構造、装置及び

性能が保安基準に適合し、かつ、自動車が均一性を

有するものであるかどうかを判定し、その自動車の

型式を指定する制度である。 
 装置についても、同様の型式指定制度があり、型

式について指定を受けた装置は、自動車型式指定に

おいて、保安基準に適合しているものと見なしてい

る。また、58 協定（自動車の装置ごとの安全・環

境に関する基準の統一及び相互承認の実施を図る

ことを目的として、1958 年、国連において採択さ

れた協定）に基づく認可証を有する装置について

は、装置型式指定を受けたものと見なしている。 
 自動車審査部では、これらの型式指定制度におい

て、国土交通省の依頼に基づき自動車及び装置が保

安基準に適合するかの審査を行っている。 
 
 
 
 
 

 
図１ 型式指定制度の概要 

 
２．２．自動車審査の流れ 
 自動車の型式審査においては、あらかじめ審査部

と申請者との間で実施するミーティングにおいて、

申請内容の把握し、その内容を元に審査項目を選定

し、その後、試験及び書面審査を実施し、基準適合

性の判断するものとなっている。 
 
２．３．確実な審査の実施 
 確実な審査を実施するため、施設の維持管理、職

員の研修等により適切な審査体制を保持するとと

もに、基準の制定、改正等に対しては、必要に応じ

て職員の研修、審査手法の確立、施設の整備等の措

置により、審査体制の整備を行うこととしている。 
２．３．１．職員の採用・育成 
 審査を確実かつ効率的に実施するためには、審査

能力の向上は不可欠である。このため、職員の専門

性の向上と担当分野の拡大を目的とする研修を行

うとともに、審査業務に必要な知識の習得及び各職

員の担当する審査項目や範囲をグループ横断的に

認定・管理することを目的として、平成 18 年 4 月

より「自動車審査試験実施能力認定制度」を導入し、

平成 23 年 4 月からこれをさらに改善した新たな認

定制度の運用を開始した。 
 平成 23 年度末現在、新たな認定制度に基づく認

定を 77 件与え、管理を行っている。研修の具体的

な内容としては側面衝突試験、座席取り付け、突入

防止装置、ダミー校正等に関する研修を実施した。 
 また、平成 19 年度から技術者を、長期に渡って

審査業務に携わることを前提としたプロパー職員

として雇用（中途採用）しており、平成 23 年度に

は 2 名のプロパー職員を採用するなどし、これまで

12 名のプロパー職員を配置している。これらのプ

ロパー職員は、専門知識及び開発現場等での経験を

活かし、審査業務において個人として活躍するとと

もに組織全体の技術力の底上げにつながっている。 
 その他、語学力の習得を目的とする英語研修の実

施や審査部へ新規に配属された職員等に対する研

修用「審査マニュアル」の見直しを行い、審査部業

務の全体概要が容易に理解できるよう、工夫して研

修を実施した。 
２．３．２．審査手法の確立 
新しく導入・改正された基準に対する審査を実施

するためには、審査手法の確立が必要となる。その

ため適宜行われる基準の改正に対応した取り組み

を実施している。 
新たに採択された通常使用時と衝突時における

乗車人員の感電保護基準については、基準解説書の
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策定及び実車試験に使用する試験車両の選定手法

を確立した。また、歩行者保護基準については、自

動車審査部保有設備での検証実験等を通じ、基準解

説書の策定を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 審査手法検討の様子 
 
RUP についても、短期間に膨大な申請が集中す

ることが見込まれたため、同一型式の考え方を整理

するなどで効率的な審査手法の確立を行っている。 
採択が予定されている協定規則 13 号(トラック・

バス・トレーラの制動装置)では、①アンチロックブ

レーキシステム及び②カーブを走行時にバランス

を崩して横転することを抑制すること等を目的と

した電子式車両姿勢制御装置（EVSC）、③トラクタ

及びトレーラの電気伝達式制動装置のそれぞれに

対する試験要件等が制定される。 
このうち、EVSC についてはシミュレーションデ

ータによる認証が行われることから、すでに実施さ

れている乗用車 ESC(横滑り防止装置)におけるシ

ミュレーションデータによる認証の経験を生かし、

国際会議等への参加を通じ、基準策定に向けた技術

的な提案を行うとともに、１年以上をかけて R13
試験実施マニュアルを策定し、高度な制御技術を備

えた自動車に対する試験を効率的かつ適正に実施

するための審査体制を整備した。  
また自動車のタイヤ空気圧を常時監視する想定

であるタイヤ空気圧警報システム(TPMS)にかかる

規則を日本も採択することとしたことから、試験実

施マニュアル、試験車両の選定・試験機器の検討を

通じて審査体制を確立し、運用開始に備えている。 
２．３．３．施設整備等 
 新たに制定された歩行者保護基準の実車試験を

可能とするよう、熊谷第二試験場既設の歩行者頭部

保護試験機を脚部保護試験に対応させ、試験に使用

する脚部インパクタ及びインパクタの検定設備の

拡充を図っている。また施設の維持管理として、排

出ガス試験、乗員保護試験、騒音試験、ブレーキ試

験等に係る試験機器の定期点検整備、機器等の校正

を適宜、実施している。 
２．３．４．新技術への対応 
電気自動車の一充電走行距離の試験は、満充電か

ら電欠まで走りきることを確認するため 10～12 時

間を要するという試験上の課題があるなかで、研究

領域と改善案を検討した結果、一部手順の省略など

により試験時間の短縮を図ることについて実現可

能性があることが判明したことから、今後試験法へ

の反映を検討する。 
このように、基準策定支援研究を行う研究部門と

の連携を図り新技術への対応を行っている。 
２．３．５．自動車試験場の人員の活用 
自動車試験場の技術補助員（契約職員）の採用に

より、自動車試験場の試験実施能力の強化を図って

おり、灯火器、運行記録計等の装置の審査や燃費・

ガス関係の試験等を自動車試験場において審査業

務が行えるよう体制を整備し、試験を実施するな

ど、効率的な業務の実施に努めている。 
２．３．６．海外の審査機関との連携・協力 
国際基準として導入された基準の審査方法等に

ついての情報提供・収集、解釈の確認等を行うため、

ＶＣＡ、ＴＵＶ－ＳＵＤ等の外国試験機関との会合

を設け、連携・協力できる関係を構築している。 
 
２．４．審査の合理化と申請者の利便性向上 
審査方法の合理化として、平成 18 年度に創設し

た「先行受託試験（車両の型式指定申請等（本申請）

に先立って、技術基準に規定する試験を行い、当該

試験データを本申請時の審査に活用できるように

する制度）」を活用し、型式指定等の申請スケジュ

ールに縛られない、開発スケジュールに合わせた柔

軟な試験スケジュールでの試験実施を行うととも

に、複数の試験を同一の試験車で実施することによ

る試験車両数の削減や、審査業務量の平準化を行っ

た。平成 23 年度の実績は 84 件（試験実績 239 件）

となっている。 
また、申請者への利便性向上としては、申請者ニ

ーズを踏まえて、審査・試験スケジュールのより柔

軟な対応、試験作業環境の改善を目的とした空調設

備の整備等を実施した。 
 

 

 

 さらに、後部突入防止装置(RUP)についても、車

両総重量が 3.5t を超えるものについて装置の義務

化がなされたことに伴い、装置申請が平成 24 年度

に入り大量に行われたことから、関係団体等との調

整を図りつつ効率的な審査に努め、平成 24 年 6 月

中に審査を完了するとともに、その後もさらなる対

応に向けた各種の変更申請に対応を続けていると

ころである。 
 また、平成 25 年 1 月 1 日から規制が適用される

後部反射器の取付要件への対応や、横滑り防止装置

（ESC）、ブレーキアシスト（BAS）の基準適用日前

の対応として、これらの基準に対応した装置を装備

する車両の申請が増えているところである。 
 
２．１．型式指定制度 
 自動車の型式指定は、自動車メーカー等による国

土交通省への申請により、自動車の構造、装置及び

性能が保安基準に適合し、かつ、自動車が均一性を

有するものであるかどうかを判定し、その自動車の

型式を指定する制度である。 
 装置についても、同様の型式指定制度があり、型

式について指定を受けた装置は、自動車型式指定に

おいて、保安基準に適合しているものと見なしてい

る。また、58 協定（自動車の装置ごとの安全・環

境に関する基準の統一及び相互承認の実施を図る

ことを目的として、1958 年、国連において採択さ

れた協定）に基づく認可証を有する装置について

は、装置型式指定を受けたものと見なしている。 
 自動車審査部では、これらの型式指定制度におい

て、国土交通省の依頼に基づき自動車及び装置が保

安基準に適合するかの審査を行っている。 
 
 
 
 
 

 
図１ 型式指定制度の概要 

 
２．２．自動車審査の流れ 
 自動車の型式審査においては、あらかじめ審査部

と申請者との間で実施するミーティングにおいて、

申請内容の把握し、その内容を元に審査項目を選定

し、その後、試験及び書面審査を実施し、基準適合

性の判断するものとなっている。 
 
２．３．確実な審査の実施 
 確実な審査を実施するため、施設の維持管理、職

員の研修等により適切な審査体制を保持するとと

もに、基準の制定、改正等に対しては、必要に応じ

て職員の研修、審査手法の確立、施設の整備等の措

置により、審査体制の整備を行うこととしている。 
２．３．１．職員の採用・育成 
 審査を確実かつ効率的に実施するためには、審査

能力の向上は不可欠である。このため、職員の専門

性の向上と担当分野の拡大を目的とする研修を行

うとともに、審査業務に必要な知識の習得及び各職

員の担当する審査項目や範囲をグループ横断的に

認定・管理することを目的として、平成 18 年 4 月

より「自動車審査試験実施能力認定制度」を導入し、

平成 23 年 4 月からこれをさらに改善した新たな認

定制度の運用を開始した。 
 平成 23 年度末現在、新たな認定制度に基づく認

定を 77 件与え、管理を行っている。研修の具体的

な内容としては側面衝突試験、座席取り付け、突入

防止装置、ダミー校正等に関する研修を実施した。 
 また、平成 19 年度から技術者を、長期に渡って

審査業務に携わることを前提としたプロパー職員

として雇用（中途採用）しており、平成 23 年度に

は 2 名のプロパー職員を採用するなどし、これまで

12 名のプロパー職員を配置している。これらのプ

ロパー職員は、専門知識及び開発現場等での経験を

活かし、審査業務において個人として活躍するとと

もに組織全体の技術力の底上げにつながっている。 
 その他、語学力の習得を目的とする英語研修の実

施や審査部へ新規に配属された職員等に対する研

修用「審査マニュアル」の見直しを行い、審査部業

務の全体概要が容易に理解できるよう、工夫して研

修を実施した。 
２．３．２．審査手法の確立 
新しく導入・改正された基準に対する審査を実施

するためには、審査手法の確立が必要となる。その

ため適宜行われる基準の改正に対応した取り組み

を実施している。 
新たに採択された通常使用時と衝突時における

乗車人員の感電保護基準については、基準解説書の
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２．５．審査業務の国際化への対応 
２．５．１．国際基準認証調和活動 
 認証審査業務から得られた知見等を活用し、我が

国の国際基準認証調和活動に貢献するため、ＪＡＳ

ＩＣ国内対応会議への継続的な参加、国土交通省へ

の技術的な助言等を行っており、国連の会議にも継

続的に参加し、現地での技術的な助言を実施するほ

か、将来日本に導入される基準に係る情報収集、他

国の専門家との恒久的なネットワークの形成に努

めている。特にＧＲＰＥ／ＷＬＴＰインフォーマル

会議に参加し、ＥＶ／ＨＥＶ系車両の排ガス、燃費、

エネルギー消費について試験法検討グループの議

長として審査官が参画し、議論をリードしている。

また、その過程で研究領域の協力を得て検証試験等

を実施し、議論に反映している。 
２．５．２．アジア諸国への支援 
国際的に調和のとれた基準や認証制度の導入を

アジア諸国において促進することを目的に国土交

通省等が主催した平成23年及び24年のアジア専門

家会議（マレーシアで開催）に講師を派遣し、政府

関係者及び業界関係者に対して、通常使用時と衝突

時における乗車人員の感電保護試験及び衝突時の

乗員保護試験の審査方法について講演を行うなど

の支援を行っている。 
 
 
 
 
 
 

図３ 2011 年の専門家会議の模様 
 
また、来日したアジア諸国の審査機関等に対し

て、試験場の施設・設備見学を受け入れるとともに、

審査方法を説明する等、当該審査機関等の審査能力

向上に貢献している。 
 

３．今後の自動車審査部について 
３．１．第３期中期計画 
 平成２３年度からの５カ年の中期目標を達成す

るために、第３期中期計画を定めた。自動車審査部

においては、自動車に係る国民の安全・安心の確保

及び環境の保全に引き続き貢献すること、高度化・

複雑化する自動車の新技術等や新たな国際枠組み

に確実に対応し、我が国技術の海外展開支援等の観

点から企業がより国際的な活動をしやすい環境を

作り出していくため、業務実施体制の更なる強化を

進めることとしている。 
 自動車審査部においては、中期計画に規定した事

項を着実に実施していく所存である。 
 
３．２．自動車基準認証国際化行動計画 
 国土交通省において、今後も我が国自動車メーカ

ー等が世界で活躍できるようにするためには日本

の基準を国際標準化することが重要であるとの認

識のもと、昨年６月、今後の国際化戦略が「自動車

基準認証国際化行動計画」として取りまとめられ

た。 
 この中で、自動車審査部には、高い技術力に裏打

ちされた国際的に発言力を有する審査機関として

リーダーシップを発揮していくことが期待されて

おり、そのために、①基準策定活動との連携強化、

②審査官の専門性の深化等による組織の技術力の

強化・蓄積、③多国間認証に対応した基準・認証制

度の整備、④申請関係窓口の一本化等による高い利

便性の実現、⑤人的、技術的、制度的、経営的観点

からの持続可能性の確保が重要であるとされてい

る。 
 自動車審査部としても、あるべき審査機関の確立

に向けて取り組みを進めている。 
 

４．まとめ 
近年、複雑で高度な新技術の導入、ハイブリッド

車等次世代自動車の普及が進むほか、安全・環境基

準の強化や国際基準調和の進展等に伴って、審査に

必要となる知識・技術レベルが高まっている。 
このような中で、信頼性の高い審査制度の運用と

確実な審査を実施し自動車の安全確保、環境保全等

を実現しつつ、自動車産業の成長に貢献できる存在

となることを目指す観点から、今後とも、適切な審

査体制の保持・整備、技術職員の育成・配置、技術

力の強化・蓄積、研究部門及びリコール技術検証部

門との連携強化等に努めるとともに、審査の合理

化、申請者の利便性向上に努めて参りたい。 

 

 

 
 

６．トラック・バスの構造・装置に係る最近の不具合・事故の 
要因及び対策に関する考察 
－特に使用環境に係る要因に着目して－ 

 
     リコール技術検証部   ※岩田 剛和  山崎 明男  岩井 章  川上 剛  小溝 幸夫 
 

１．はじめに 
当部は、平成 18 年 5 月の道路運送車両法等の改正

に基づき、当研究所に設置され、国土交通省がユーザ

ー等から収集した自動車の不具合・事故に関する情報

や自動車メーカー等から得た情報について、リコール

に該当する可能性があるかどうか、また、これらのメ

ーカーが国土交通省に届け出たリコールの内容が適

切かどうか、同省の指示により技術的検証を行ってい

る。加えて、同省の職員に同行して、事故・火災の現

地調査等を行うこともある。 
当部では、かつて自動車メーカーで設計・開発に長

く携わり、高度な知識及び豊富な経験を有する技術者

OB を採用し、さらに当研究所の研究領域で長く研究

に従事してきた研究者OB を加えて、技術検証官とし

て配置しており、平成 23 年度はこれまでで最多とな

る延べ 554 件の検証を行っている。このうち、リコー

ル届出につながった、又はリコール届出内容が適切か

どうかの審査に活用された事案が 27 事案あった。 
また、事故や火災の現地調査も 40 件実施している。 
この 6 年余りの技術的検証の経験から見えてきた

ことは、自動車の構造・装置に係る不具合は、その直

接の原因はシンプルなものであっても、その背景に

は、点検・整備、使用環境及び設計・製造に係る要因

が複合しているものが多く、再発防止、さらには未然

防止を図っていくためには、自動車メーカー、整備事

業者、使用者及び行政が、それぞれの立場で、また連

携して対策に取り組むことが不可欠である、というこ

とである。 
そこで、昨年度の本フォーラムでは、ひとたび事故

や火災に至ると人的・物的被害、及びそれによる社会

的影響が大きいトラック・バスについて、構造・装置

に起因する不具合の事例を取り上げ、要因を分析する

とともに、点検・整備、使用環境、設計・製造のそれ

ぞれの観点を含めた総合的な未然防止対策の方向性

について考察を行った。 

今年度は、これを踏まえ、特に使用環境に係る要因

に着目し、最近の不具合事例についてより掘り下げた

分析を行い、対策についての考察を試みたので、その

内容を報告する。 

２．トラック・バスの構造・装置に係る不具合の   

発生状況 

２．１．事故・火災の状況 
国土交通省に自動車メーカーから報告された自動

車の不具合による事故・火災情報は、平成 21 年分か

ら公表されており、平成 23 年に報告された件数は

1,251 件で、うちトラック（貨物車）は 392 件（31％）、

バス（乗合車）は 24 件（2％）を占め、トラック・バ

スの事故・火災情報の報告件数は、その保有台数に比

して多くなっている。また、トラック・バスの事故・

火災情報について自動車メーカーから報告された原

因をみると、特定できなかったもの、調査中のもの、

現車が確認できなかったもの及びその他を合わせて

199 件（48％）あるが、それ以外では、点検整備によ

るものが 110 件(26％）で最も多いほか、特殊な使用

等によるものが 40 件（10％）、外部要因によるものが

30 件（7％）、社外品・後付品によるものが 23 件（6％)
あり、これら使用環境に係るものも少なくない。（図1） 
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２．５．審査業務の国際化への対応 
２．５．１．国際基準認証調和活動 
 認証審査業務から得られた知見等を活用し、我が

国の国際基準認証調和活動に貢献するため、ＪＡＳ

ＩＣ国内対応会議への継続的な参加、国土交通省へ

の技術的な助言等を行っており、国連の会議にも継

続的に参加し、現地での技術的な助言を実施するほ

か、将来日本に導入される基準に係る情報収集、他

国の専門家との恒久的なネットワークの形成に努

めている。特にＧＲＰＥ／ＷＬＴＰインフォーマル

会議に参加し、ＥＶ／ＨＥＶ系車両の排ガス、燃費、

エネルギー消費について試験法検討グループの議

長として審査官が参画し、議論をリードしている。

また、その過程で研究領域の協力を得て検証試験等

を実施し、議論に反映している。 
２．５．２．アジア諸国への支援 
国際的に調和のとれた基準や認証制度の導入を

アジア諸国において促進することを目的に国土交

通省等が主催した平成23年及び24年のアジア専門

家会議（マレーシアで開催）に講師を派遣し、政府

関係者及び業界関係者に対して、通常使用時と衝突

時における乗車人員の感電保護試験及び衝突時の

乗員保護試験の審査方法について講演を行うなど

の支援を行っている。 
 
 
 
 
 
 

図３ 2011 年の専門家会議の模様 
 
また、来日したアジア諸国の審査機関等に対し

て、試験場の施設・設備見学を受け入れるとともに、

審査方法を説明する等、当該審査機関等の審査能力

向上に貢献している。 
 

３．今後の自動車審査部について 
３．１．第３期中期計画 
 平成２３年度からの５カ年の中期目標を達成す

るために、第３期中期計画を定めた。自動車審査部

においては、自動車に係る国民の安全・安心の確保

及び環境の保全に引き続き貢献すること、高度化・

複雑化する自動車の新技術等や新たな国際枠組み

に確実に対応し、我が国技術の海外展開支援等の観

点から企業がより国際的な活動をしやすい環境を

作り出していくため、業務実施体制の更なる強化を

進めることとしている。 
 自動車審査部においては、中期計画に規定した事

項を着実に実施していく所存である。 
 
３．２．自動車基準認証国際化行動計画 
 国土交通省において、今後も我が国自動車メーカ

ー等が世界で活躍できるようにするためには日本

の基準を国際標準化することが重要であるとの認

識のもと、昨年６月、今後の国際化戦略が「自動車

基準認証国際化行動計画」として取りまとめられ

た。 
 この中で、自動車審査部には、高い技術力に裏打

ちされた国際的に発言力を有する審査機関として

リーダーシップを発揮していくことが期待されて

おり、そのために、①基準策定活動との連携強化、

②審査官の専門性の深化等による組織の技術力の

強化・蓄積、③多国間認証に対応した基準・認証制

度の整備、④申請関係窓口の一本化等による高い利

便性の実現、⑤人的、技術的、制度的、経営的観点

からの持続可能性の確保が重要であるとされてい

る。 
 自動車審査部としても、あるべき審査機関の確立

に向けて取り組みを進めている。 
 

４．まとめ 
近年、複雑で高度な新技術の導入、ハイブリッド

車等次世代自動車の普及が進むほか、安全・環境基

準の強化や国際基準調和の進展等に伴って、審査に

必要となる知識・技術レベルが高まっている。 
このような中で、信頼性の高い審査制度の運用と

確実な審査を実施し自動車の安全確保、環境保全等

を実現しつつ、自動車産業の成長に貢献できる存在

となることを目指す観点から、今後とも、適切な審

査体制の保持・整備、技術職員の育成・配置、技術

力の強化・蓄積、研究部門及びリコール技術検証部

門との連携強化等に努めるとともに、審査の合理

化、申請者の利便性向上に努めて参りたい。 

 

 

 
 

６．トラック・バスの構造・装置に係る最近の不具合・事故の 
要因及び対策に関する考察 
－特に使用環境に係る要因に着目して－ 

 
     リコール技術検証部   ※岩田 剛和  山崎 明男  岩井 章  川上 剛  小溝 幸夫 
 

１．はじめに 
当部は、平成 18 年 5 月の道路運送車両法等の改正

に基づき、当研究所に設置され、国土交通省がユーザ

ー等から収集した自動車の不具合・事故に関する情報

や自動車メーカー等から得た情報について、リコール

に該当する可能性があるかどうか、また、これらのメ

ーカーが国土交通省に届け出たリコールの内容が適

切かどうか、同省の指示により技術的検証を行ってい

る。加えて、同省の職員に同行して、事故・火災の現

地調査等を行うこともある。 
当部では、かつて自動車メーカーで設計・開発に長

く携わり、高度な知識及び豊富な経験を有する技術者

OB を採用し、さらに当研究所の研究領域で長く研究

に従事してきた研究者OB を加えて、技術検証官とし

て配置しており、平成 23 年度はこれまでで最多とな

る延べ 554 件の検証を行っている。このうち、リコー

ル届出につながった、又はリコール届出内容が適切か

どうかの審査に活用された事案が 27 事案あった。 
また、事故や火災の現地調査も 40 件実施している。 
この 6 年余りの技術的検証の経験から見えてきた

ことは、自動車の構造・装置に係る不具合は、その直

接の原因はシンプルなものであっても、その背景に

は、点検・整備、使用環境及び設計・製造に係る要因

が複合しているものが多く、再発防止、さらには未然

防止を図っていくためには、自動車メーカー、整備事

業者、使用者及び行政が、それぞれの立場で、また連

携して対策に取り組むことが不可欠である、というこ

とである。 
そこで、昨年度の本フォーラムでは、ひとたび事故

や火災に至ると人的・物的被害、及びそれによる社会

的影響が大きいトラック・バスについて、構造・装置

に起因する不具合の事例を取り上げ、要因を分析する

とともに、点検・整備、使用環境、設計・製造のそれ

ぞれの観点を含めた総合的な未然防止対策の方向性

について考察を行った。 

今年度は、これを踏まえ、特に使用環境に係る要因

に着目し、最近の不具合事例についてより掘り下げた

分析を行い、対策についての考察を試みたので、その

内容を報告する。 

２．トラック・バスの構造・装置に係る不具合の   

発生状況 

２．１．事故・火災の状況 
国土交通省に自動車メーカーから報告された自動

車の不具合による事故・火災情報は、平成 21 年分か

ら公表されており、平成 23 年に報告された件数は

1,251 件で、うちトラック（貨物車）は 392 件（31％）、

バス（乗合車）は 24 件（2％）を占め、トラック・バ

スの事故・火災情報の報告件数は、その保有台数に比

して多くなっている。また、トラック・バスの事故・

火災情報について自動車メーカーから報告された原

因をみると、特定できなかったもの、調査中のもの、

現車が確認できなかったもの及びその他を合わせて

199 件（48％）あるが、それ以外では、点検整備によ

るものが 110 件(26％）で最も多いほか、特殊な使用

等によるものが 40 件（10％）、外部要因によるものが

30 件（7％）、社外品・後付品によるものが 23 件（6％)
あり、これら使用環境に係るものも少なくない。（図1） 
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はスピンドル部変形によるブレーキの引きずりもし

くはダブルタイヤの相互干渉による火災に至るおそ

れがある。 
・エアサス車のスタビリンカアーム又はトルクロッ

ドブラケットが亀裂を起こして折損し、走行不能又は

走行安定性の喪失に至るおそれがある。 
・トラニオンサドルのブッシュ及びシャフトが摩耗

してガタが生じ、トラニオンサドルが亀裂を起こして

折損し、車体が傾いて走行不能になるおそれがある。 
・フレームのたわみによりプロペラシャフトの交角

が大きくなり、回転曲げモーメントが増大して溶接部

が亀裂を起こして折損し、プロペラシャフトが脱落し

て走行不能となる。さらには、脱落したプロペラシャ

フトに後続車が衝突するおそれがある。 
これらの不具合を起こしている車両は、深煽り架装

車、バルク架装車及び長尺ダンプ架装車に多い傾向が

あり、一部の積載物では過積載になりやすく、重心が

高いことと相まって、カーブ通過時及び右左折時等の

ロール角が大きくなり、過大な負荷が繰り返し各部位

にかかることで寿命が短くなって不具合につながる

と考えられる。積載率自体も 120％を超えるような過

積載が目立つ。また、不具合を起こしている車両の駆

動方式は 6×2（前 1 軸・後 2 軸の 3 軸車で後前軸駆

動）が多い。この方式は車両重量が軽く、かつ、積載

量が多くとれることから、一般的な駆動方式となって

いるが、重量物運送用ダンプ架装車などで採用される

6×4（後 2 軸駆動）よりも後後軸（デッドアクスル）

及びその周辺部位の強度が大幅な過積載に対してや

や弱くなっていることが考えられる。 
このような過積載に伴う不具合・事故を防止するた

めには、 
 ・行政がユーザーに対する指導・監督を行うととも

に、取締りを強化すること 
 ・架装形態や積載物の特性に応じた適切な最大積載

量とすること 
 ・運送事業者の経営トップ自ら「運輸安全マネジメン

ト」を推進し、運転者に過積載をさせない等の輸送の安

全確保に向けた取組みを徹底すること 

 ・荷主や事業発注者が、ユーザーに対して、過積載

をさせないよう目視等により指導するとともに、過積

載にならないような運送依頼や事業発注をすること 
 ・自動車メーカーとしても、市場における使用実態

を常に把握し、適切に設計基準に反映させること、過

積載が常態化しているユーザーに対しては、ディーラ

ー等を通じ過積載に起因する危険な不具合・事故につ

いて具体例とともにより説得力のある注意喚起を行

うこと、必要に応じて架装形態の制限をすること、ま

た、万一大幅な過積載により不具合が起こる場合であ

っても、火災又は重要な走行装置等の折損もしくは脱

落などの危険な最終事象に至る前の予見的事象をユ

ーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知できる

ような設計とすること、さらに、これらの関係者が協

議会等で情報を共有し、より一層連携した取り組みを

行うこと 
が求められるであろう。また、これらの不具合の発生

状況については、要因が複合しうることも念頭におき

つつ、引き続き注視していく必要がある。 
３．２．使用の長期化 
乗用車、トラック・バスとも使用の長期化が進んで

いるが、平均使用年数は、トラックは平成 10 年が 9.5
年、バスが 12.5 年であったのに対し、平成 23 年はそ

れぞれ 13.0 年、17.4 年となっている。特に車齢が 20
年以上の長期使用車の割合は、普通トラックについて

は、15.3％、トレーラ（積載量 5t 以上)に至っては

29.5％に達している（図 5）。 
 
 
 
 
 
 

自動車の平均使用年数 

 
 
 
 

 

注）自検協資料より作成 

図 5 トラック・バス、トレーラの使用の長期化 
このうち、トレーラの使用の長期化に伴う不具合・

事故が近年顕著となっており、当部の技術検証事案で

も、カーブ通過時及び右左折時等のロール等により繰

り返し曲げモーメントがかかり、従来 10 年程度であ

れば強度が確保できたものが、10～20 年を超える使 
用の長期化により、アクスルのスピンドル部のインナ

ーベアリング側端部又はハブのフランジ根元部が亀
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２．２．技術検証の状況 
トラック・バスについて、当部が平成 23 年度及び

24 年９月までに技術検証や事故・火災調査を終了し

た事案のうち、原因が特定できなかったもの、改造に

よるもの及び操縦ミスによるものを除くと、約 6 割は

設計に、約４割は使用環境（積載状況、使用年数、運

転方法等）に、約４割は点検・整備に要因があり、か

つ、昨年度の本フォーラムでも発表したとおり、これ

らの要因のうち 2 つ又は全てが複合的に関わってい

たものが４割あった。（図 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 特に、使用環境に係る要因があった事案は、最終事

象が火災、タイヤの脱落又は衝突事故等、当事者の車

両の損害はもちろん、乗員や周囲の交通の安全にも大

きな影響を及ぼす事象に至るおそれが高いものとな

っている。 

３．技術検証事案の具体例における使用環境に係る不

具合・事故の要因と対策 
 このため、使用環境に係る不具合・事故の主な要因

として、過積載及び使用の長期化を取り上げ、上記の

事案の具体例から対策について考察を行った。また、

その他使用方法等に起因する近年の特徴的な不具

合・事故についても同様な考察を行った。 

 

３．１．過積載 
過積載に係る道路交通法違反取締り件数は近年減

少傾向にあるが、平成 23 年中は 4,638 件あり、過積

載に係る貨物自動車運送事業法違反による行政処分

件数も同様に減少傾向にあるが、平成 22 年度は 128
件あった（図 3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、市場における普通トラックの積載率の実態調

査によると、平成 22 年度は通常積載率が 100％を超

える車両数の割合が運輸業で 8％、自家用で 9％あり、

特に運輸業のトラクタでは 20％に達していた。この

ように依然として市場の一部では過積載が行われて

いる状況にある（図 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    
一方、当部の技術検証事案の中で不具合の直接的な

要因が過積載であると分析したものには、次のような

例があった。 
・デッドアクスルのブレーキフランジ周辺の溶接部

又はチューブ溶接部が亀裂を起こし、タイヤの脱落又
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図 3 過積載に係る取締り件数、行政処分件数 
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図 4 トラックの積載率の状況 
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はスピンドル部変形によるブレーキの引きずりもし

くはダブルタイヤの相互干渉による火災に至るおそ

れがある。 
・エアサス車のスタビリンカアーム又はトルクロッ

ドブラケットが亀裂を起こして折損し、走行不能又は

走行安定性の喪失に至るおそれがある。 
・トラニオンサドルのブッシュ及びシャフトが摩耗

してガタが生じ、トラニオンサドルが亀裂を起こして

折損し、車体が傾いて走行不能になるおそれがある。 
・フレームのたわみによりプロペラシャフトの交角

が大きくなり、回転曲げモーメントが増大して溶接部

が亀裂を起こして折損し、プロペラシャフトが脱落し

て走行不能となる。さらには、脱落したプロペラシャ

フトに後続車が衝突するおそれがある。 
これらの不具合を起こしている車両は、深煽り架装

車、バルク架装車及び長尺ダンプ架装車に多い傾向が

あり、一部の積載物では過積載になりやすく、重心が

高いことと相まって、カーブ通過時及び右左折時等の

ロール角が大きくなり、過大な負荷が繰り返し各部位

にかかることで寿命が短くなって不具合につながる

と考えられる。積載率自体も 120％を超えるような過

積載が目立つ。また、不具合を起こしている車両の駆

動方式は 6×2（前 1 軸・後 2 軸の 3 軸車で後前軸駆

動）が多い。この方式は車両重量が軽く、かつ、積載

量が多くとれることから、一般的な駆動方式となって

いるが、重量物運送用ダンプ架装車などで採用される

6×4（後 2 軸駆動）よりも後後軸（デッドアクスル）

及びその周辺部位の強度が大幅な過積載に対してや

や弱くなっていることが考えられる。 
このような過積載に伴う不具合・事故を防止するた

めには、 
 ・行政がユーザーに対する指導・監督を行うととも

に、取締りを強化すること 
 ・架装形態や積載物の特性に応じた適切な最大積載

量とすること 
 ・運送事業者の経営トップ自ら「運輸安全マネジメン

ト」を推進し、運転者に過積載をさせない等の輸送の安

全確保に向けた取組みを徹底すること 

 ・荷主や事業発注者が、ユーザーに対して、過積載

をさせないよう目視等により指導するとともに、過積

載にならないような運送依頼や事業発注をすること 
 ・自動車メーカーとしても、市場における使用実態

を常に把握し、適切に設計基準に反映させること、過

積載が常態化しているユーザーに対しては、ディーラ

ー等を通じ過積載に起因する危険な不具合・事故につ

いて具体例とともにより説得力のある注意喚起を行

うこと、必要に応じて架装形態の制限をすること、ま

た、万一大幅な過積載により不具合が起こる場合であ

っても、火災又は重要な走行装置等の折損もしくは脱

落などの危険な最終事象に至る前の予見的事象をユ

ーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知できる

ような設計とすること、さらに、これらの関係者が協

議会等で情報を共有し、より一層連携した取り組みを

行うこと 
が求められるであろう。また、これらの不具合の発生

状況については、要因が複合しうることも念頭におき

つつ、引き続き注視していく必要がある。 
３．２．使用の長期化 
乗用車、トラック・バスとも使用の長期化が進んで

いるが、平均使用年数は、トラックは平成 10 年が 9.5
年、バスが 12.5 年であったのに対し、平成 23 年はそ

れぞれ 13.0 年、17.4 年となっている。特に車齢が 20
年以上の長期使用車の割合は、普通トラックについて

は、15.3％、トレーラ（積載量 5t 以上)に至っては

29.5％に達している（図 5）。 
 
 
 
 
 
 

自動車の平均使用年数 

 
 
 
 

 

注）自検協資料より作成 

図 5 トラック・バス、トレーラの使用の長期化 
このうち、トレーラの使用の長期化に伴う不具合・

事故が近年顕著となっており、当部の技術検証事案で

も、カーブ通過時及び右左折時等のロール等により繰

り返し曲げモーメントがかかり、従来 10 年程度であ

れば強度が確保できたものが、10～20 年を超える使 
用の長期化により、アクスルのスピンドル部のインナ

ーベアリング側端部又はハブのフランジ根元部が亀
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２．２．技術検証の状況 
トラック・バスについて、当部が平成 23 年度及び

24 年９月までに技術検証や事故・火災調査を終了し

た事案のうち、原因が特定できなかったもの、改造に

よるもの及び操縦ミスによるものを除くと、約 6 割は

設計に、約４割は使用環境（積載状況、使用年数、運

転方法等）に、約４割は点検・整備に要因があり、か

つ、昨年度の本フォーラムでも発表したとおり、これ

らの要因のうち 2 つ又は全てが複合的に関わってい

たものが４割あった。（図 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 特に、使用環境に係る要因があった事案は、最終事

象が火災、タイヤの脱落又は衝突事故等、当事者の車

両の損害はもちろん、乗員や周囲の交通の安全にも大

きな影響を及ぼす事象に至るおそれが高いものとな

っている。 

３．技術検証事案の具体例における使用環境に係る不

具合・事故の要因と対策 
 このため、使用環境に係る不具合・事故の主な要因

として、過積載及び使用の長期化を取り上げ、上記の

事案の具体例から対策について考察を行った。また、

その他使用方法等に起因する近年の特徴的な不具

合・事故についても同様な考察を行った。 

 

３．１．過積載 
過積載に係る道路交通法違反取締り件数は近年減

少傾向にあるが、平成 23 年中は 4,638 件あり、過積

載に係る貨物自動車運送事業法違反による行政処分

件数も同様に減少傾向にあるが、平成 22 年度は 128
件あった（図 3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、市場における普通トラックの積載率の実態調

査によると、平成 22 年度は通常積載率が 100％を超

える車両数の割合が運輸業で 8％、自家用で 9％あり、

特に運輸業のトラクタでは 20％に達していた。この

ように依然として市場の一部では過積載が行われて

いる状況にある（図 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    
一方、当部の技術検証事案の中で不具合の直接的な

要因が過積載であると分析したものには、次のような

例があった。 
・デッドアクスルのブレーキフランジ周辺の溶接部

又はチューブ溶接部が亀裂を起こし、タイヤの脱落又
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７．自動車騒音に関する基準の国際調和 
 
 

 
 

自動車基準認証国調和技術支援室   ※坂本 一朗  成澤 和幸 
 
 

１．はじめに 
自動車や自動車部品の流通の国際化はますます進

展しており、安全対策、地球環境問題など自動車性能

の要求を地球規模でとらえる必要が生じている。加え

て、中国、インドなどアジア諸国において自動車の普

及が急速に進展していることから、日本の技術・基準

をアジア諸国等と共同で国際標準化することが日本

政府の新成長戦略の一環として位置づけられている。 
一方、電子制御技術の多方面への導入など、自動車

技術の高度化に伴い、技術基準に求められる内容が複

雑になっている。これに対応するには専門的知識が豊

富な人材を投入するのが望ましい。 
このような背景から、3 研究領域の研究員と、自動

車審査部の審査官から構成される自動車基準認証国

際調和術支援室を設置し、自動車基準と認証における

国際調和活動を支援するための活動を実施している。 
活動の一つとして、図 1 に示すジュネーブの国連欧

州本部で開催される会議に参加し、日本代表である国

土交通省に対し、室員が技術的な補佐を行うことによ

って、国際基準調和の支援を行っている。主な会議内

容としては、58 年協定と呼ばれる、相互承認協定に

基づく国際基準（ECE 規則）の作成、修正に関する

ものと、98 年協定と呼ばれる世界統一基準（Global 
Technical Regulation - gtr）作成に関するものがあ

る。gtr は 98 年協定に加盟している国は必ず従う必要

があるが、加盟国がすべて同意できるように、各国が

自由に選べる選択肢が盛り込まれていることもある。

一方、ECE 規則は、安全や環境に関わる 120 を超え

る規則があり、58 年協定に加盟している国は、個々

の規則ごとに採択することができるが、相互承認のた

め内容はそのままの形で採択する必要がある。 
日本のように、自動車が大量に普及している国で

は、安全や環境に関する基準がすでに整備されている

場合がある。そこで、国際基準を採択する場合、国内

の基準を国際基準に合わせる必要がある。両者の基準

に違いが無い場合、あるいは違いがあっても合わせる

ことが可能な場合は比較的容易に導入することがで

きる。しかし、基準の多くは、試験法や規制値が異な

り、容易に合わせることができない。特に、国の地域

性や国民性、文化の影響を受ける騒音に関する ECE
規則については、日本での採択は難しいと言われてい

た。しかし、ここ数年で、自動車の国際基準調和の重

要性が急激に高まっており、自動車騒音についても、

ECE 規則の国内採択が求められている。そのため、

国土交通省、環境省、自動車工業会、交通安全環境研

究所等が協力して、自動車騒音に関する ECE 規則の

国内採択の実現に向けた活動を行っているので、その

内容を紹介する。 
 

２．自動車騒音に関するECE 規則 
 自動車騒音に関する ECE 規則は図 1 で示す GRB
（騒音専門家会議）で扱われており、主なものとして

以下が挙げられる。 
 ・R51（四輪車の騒音） 
 ・R41（二輪車の騒音） 
 ・R59（交換用マフラー（四輪車）） 
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図 1 自動車の国際基準を担当する国連の組織 

 

 

裂を起こして折損し、タイヤの脱落に至るおそれがあ

る例があった。 
これらについては、ユーザー又は整備事業者がきめ

細かな点検により微小な亀裂の段階で発見すること

が重要であるが、カラーチェックなど実際には確実な

適用が難しい点検方法もある。トレーラメーカーとし

ても、市場における使用の長期化を踏まえて設計基準

に反映させること、それでもなおアクスルやハブなど

の重要部位が、想定される使用期間の中で有限寿命と

判断される場合には、容易な点検・整備の方法を示し、

確実な実施を促すこと、必要に応じて寿命を開示して

定期交換されるようにすること、また、過積載のケー

スと同様、万一不具合が起こる場合であっても、危険

な最終事象に至る前の予見的事象を明確に検知でき

るような設計とすることが求められるであろう。 
３．３．その他使用環境等に起因する不具合 
事故・火災調査において、積載物の一部とみられる

木くずなどの可燃物がエンジンの排気系の高温部に

付着して発火したと考えられる例が複数あった。特に

中・小型トラックにおいて、積み下ろし等を繰り返す

間にこれらの可燃物がキャブと荷台の間に落下、堆積

し、排気マニホールドとヒートプロテクタの隙間など

に入り込んだものと考えられる。今後このような火災

事例についてユーザーに周知し、これら可燃物の適切

な清掃を促すとともに、自動車メーカーとしても清掃

方法を明確化し、あわせて、清掃しやすい、またこれ

らの可燃物が堆積・入り込みにくい構造としていくこ

とが必要と考えられる。 
 また、たばこ等の外部火種を吸気ダクトから吸い込

んだことによる火災と考えられる例も複数あった。以

前のトラックは、吸気ダクトをキャブ左側後部に設置

したものが多かったが、近年のトラックでは、排出ガ

ス・燃費対策の一環としてエンジンに過給器を装着

し、最適なレイアウトとするためにキャブ右側（運転

者席側）後部に吸気ダクトを設置したものが多くなっ

ている。現在、吸気ダクトには異物侵入防止のための

網が装着され、網目も細かくなっているが、何らかの

要因でたばこの吸殻の先端部等が入り込みエレメン

トに付着、発火する可能性がある。このような火災事

例についてもユーザーに周知し、注意喚起していくと 
ともに、吸気ダクトについて、火種を吸い込み難い構

造及びより適切なレイアウトの検討が望まれる。 

 

４．おわりに 
以上述べてきたように、使用環境に係る不具合・事

故を防止するためには、ユーザーによる使用実態をメ

ーカーが常にきめ細かく把握し、それを踏まえて設計

基準に反映させていくことが重要であるが、一方で、

大幅な過積載、使用の長期化等の使用実態の変化、及

び一部の特定の使用条件まで全てを設計でカバーし

ようとすることは車両重量、燃費及び価格等の面から

現実には困難な点も多い。メーカー、整備事業者及び

行政によるユーザーへの情報提供、注意喚起及び指導

により、ユーザーによる適切な使用及び点検・整備と

メーカーによる適切な設計との役割分担について、ユ

ーザーが納得できるようなコンセンサスを形成して

いくことが不可欠であろう。また、それでも発生しう

る厳しい使用環境に起因する不具合に対しては、繰り

返しになるが、危険な最終事象に至る前の予見的事象

をユーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知で

きるような設計、さらには寿命の開示などについて、

自動車メーカー等として、また業界横断的に取り組む

べきであると考える。 

当部では、技術検証の結果をもとに、自動車の不具

合を防止するため、点検・整備の充実や使用環境の適

正化に係るユーザーへの幅広い対策となるものにつ

いて、国土交通省を通じ、ホームページ等で注意喚起

を図ってきた。現在、より効率的、効果的な技術検証

を進めるため、検証に係る各種情報やノウハウのデー

タベース化等の活動を行っているところであるが、今

後とも、国土交通省にユーザーから寄せられた不具合

情報、及び自動車メーカー等から報告された自動車の

不具合による事故・火災情報等を常時把握し、技術検

証事案の適時的確な抽出、効率的な検証に取り組み、

不具合の原因・メカニズムの解明、並びに多発性、予

見性、最終事象の危険性及び対策の効果の分析を行う

とともに、一旦技術検証を終了した事案についても、

その後の不具合の発生状況によっては早急に検証を

再開する等により、リコール等の措置のほか、点検・

整備の充実及び使用環境の適正化も含めた効果的な

対策の迅速な実施につながるよう努めていきたい。こ

のため、技術検証で得られた知見については、本フォ

ーラムを始め、様々な機会に自動車メーカー、整備事

業者、ユーザー、行政などの関係者に積極的にフィー

ドバックしていきたい。 
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７．自動車騒音に関する基準の国際調和 
 
 

 
 

自動車基準認証国調和技術支援室   ※坂本 一朗  成澤 和幸 
 
 

１．はじめに 
自動車や自動車部品の流通の国際化はますます進

展しており、安全対策、地球環境問題など自動車性能

の要求を地球規模でとらえる必要が生じている。加え

て、中国、インドなどアジア諸国において自動車の普

及が急速に進展していることから、日本の技術・基準

をアジア諸国等と共同で国際標準化することが日本

政府の新成長戦略の一環として位置づけられている。 
一方、電子制御技術の多方面への導入など、自動車

技術の高度化に伴い、技術基準に求められる内容が複

雑になっている。これに対応するには専門的知識が豊

富な人材を投入するのが望ましい。 
このような背景から、3 研究領域の研究員と、自動

車審査部の審査官から構成される自動車基準認証国

際調和術支援室を設置し、自動車基準と認証における

国際調和活動を支援するための活動を実施している。 
活動の一つとして、図 1 に示すジュネーブの国連欧

州本部で開催される会議に参加し、日本代表である国

土交通省に対し、室員が技術的な補佐を行うことによ

って、国際基準調和の支援を行っている。主な会議内

容としては、58 年協定と呼ばれる、相互承認協定に

基づく国際基準（ECE 規則）の作成、修正に関する

ものと、98 年協定と呼ばれる世界統一基準（Global 
Technical Regulation - gtr）作成に関するものがあ

る。gtr は 98 年協定に加盟している国は必ず従う必要

があるが、加盟国がすべて同意できるように、各国が

自由に選べる選択肢が盛り込まれていることもある。

一方、ECE 規則は、安全や環境に関わる 120 を超え

る規則があり、58 年協定に加盟している国は、個々

の規則ごとに採択することができるが、相互承認のた

め内容はそのままの形で採択する必要がある。 
日本のように、自動車が大量に普及している国で

は、安全や環境に関する基準がすでに整備されている

場合がある。そこで、国際基準を採択する場合、国内

の基準を国際基準に合わせる必要がある。両者の基準

に違いが無い場合、あるいは違いがあっても合わせる

ことが可能な場合は比較的容易に導入することがで

きる。しかし、基準の多くは、試験法や規制値が異な

り、容易に合わせることができない。特に、国の地域

性や国民性、文化の影響を受ける騒音に関する ECE
規則については、日本での採択は難しいと言われてい

た。しかし、ここ数年で、自動車の国際基準調和の重

要性が急激に高まっており、自動車騒音についても、

ECE 規則の国内採択が求められている。そのため、

国土交通省、環境省、自動車工業会、交通安全環境研

究所等が協力して、自動車騒音に関する ECE 規則の

国内採択の実現に向けた活動を行っているので、その

内容を紹介する。 
 

２．自動車騒音に関するECE 規則 
 自動車騒音に関する ECE 規則は図 1 で示す GRB
（騒音専門家会議）で扱われており、主なものとして

以下が挙げられる。 
 ・R51（四輪車の騒音） 
 ・R41（二輪車の騒音） 
 ・R59（交換用マフラー（四輪車）） 
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裂を起こして折損し、タイヤの脱落に至るおそれがあ

る例があった。 
これらについては、ユーザー又は整備事業者がきめ

細かな点検により微小な亀裂の段階で発見すること

が重要であるが、カラーチェックなど実際には確実な

適用が難しい点検方法もある。トレーラメーカーとし

ても、市場における使用の長期化を踏まえて設計基準

に反映させること、それでもなおアクスルやハブなど

の重要部位が、想定される使用期間の中で有限寿命と

判断される場合には、容易な点検・整備の方法を示し、

確実な実施を促すこと、必要に応じて寿命を開示して

定期交換されるようにすること、また、過積載のケー

スと同様、万一不具合が起こる場合であっても、危険

な最終事象に至る前の予見的事象を明確に検知でき

るような設計とすることが求められるであろう。 
３．３．その他使用環境等に起因する不具合 
事故・火災調査において、積載物の一部とみられる

木くずなどの可燃物がエンジンの排気系の高温部に

付着して発火したと考えられる例が複数あった。特に

中・小型トラックにおいて、積み下ろし等を繰り返す

間にこれらの可燃物がキャブと荷台の間に落下、堆積

し、排気マニホールドとヒートプロテクタの隙間など

に入り込んだものと考えられる。今後このような火災

事例についてユーザーに周知し、これら可燃物の適切

な清掃を促すとともに、自動車メーカーとしても清掃

方法を明確化し、あわせて、清掃しやすい、またこれ

らの可燃物が堆積・入り込みにくい構造としていくこ

とが必要と考えられる。 
 また、たばこ等の外部火種を吸気ダクトから吸い込

んだことによる火災と考えられる例も複数あった。以

前のトラックは、吸気ダクトをキャブ左側後部に設置

したものが多かったが、近年のトラックでは、排出ガ

ス・燃費対策の一環としてエンジンに過給器を装着

し、最適なレイアウトとするためにキャブ右側（運転

者席側）後部に吸気ダクトを設置したものが多くなっ

ている。現在、吸気ダクトには異物侵入防止のための

網が装着され、網目も細かくなっているが、何らかの

要因でたばこの吸殻の先端部等が入り込みエレメン

トに付着、発火する可能性がある。このような火災事

例についてもユーザーに周知し、注意喚起していくと 
ともに、吸気ダクトについて、火種を吸い込み難い構

造及びより適切なレイアウトの検討が望まれる。 

 

４．おわりに 
以上述べてきたように、使用環境に係る不具合・事

故を防止するためには、ユーザーによる使用実態をメ

ーカーが常にきめ細かく把握し、それを踏まえて設計

基準に反映させていくことが重要であるが、一方で、

大幅な過積載、使用の長期化等の使用実態の変化、及

び一部の特定の使用条件まで全てを設計でカバーし

ようとすることは車両重量、燃費及び価格等の面から

現実には困難な点も多い。メーカー、整備事業者及び

行政によるユーザーへの情報提供、注意喚起及び指導

により、ユーザーによる適切な使用及び点検・整備と

メーカーによる適切な設計との役割分担について、ユ

ーザーが納得できるようなコンセンサスを形成して

いくことが不可欠であろう。また、それでも発生しう

る厳しい使用環境に起因する不具合に対しては、繰り

返しになるが、危険な最終事象に至る前の予見的事象

をユーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知で

きるような設計、さらには寿命の開示などについて、

自動車メーカー等として、また業界横断的に取り組む

べきであると考える。 

当部では、技術検証の結果をもとに、自動車の不具

合を防止するため、点検・整備の充実や使用環境の適

正化に係るユーザーへの幅広い対策となるものにつ

いて、国土交通省を通じ、ホームページ等で注意喚起

を図ってきた。現在、より効率的、効果的な技術検証

を進めるため、検証に係る各種情報やノウハウのデー

タベース化等の活動を行っているところであるが、今

後とも、国土交通省にユーザーから寄せられた不具合

情報、及び自動車メーカー等から報告された自動車の

不具合による事故・火災情報等を常時把握し、技術検

証事案の適時的確な抽出、効率的な検証に取り組み、

不具合の原因・メカニズムの解明、並びに多発性、予

見性、最終事象の危険性及び対策の効果の分析を行う

とともに、一旦技術検証を終了した事案についても、

その後の不具合の発生状況によっては早急に検証を

再開する等により、リコール等の措置のほか、点検・

整備の充実及び使用環境の適正化も含めた効果的な

対策の迅速な実施につながるよう努めていきたい。こ

のため、技術検証で得られた知見については、本フォ

ーラムを始め、様々な機会に自動車メーカー、整備事

業者、ユーザー、行政などの関係者に積極的にフィー

ドバックしていきたい。 
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た も の が 平 成 21 年 6 月 に GRB へ 提 案

（ECE/TRANS/WP29/GRB/2009/3）された。この段

階で、試験法及び規制値がほぼ固まったことになるた

め、日本が R41-04 を採択するためには、この試験法

と規制値が日本国内においても妥当であることを示

す必要がある。 
 R41-04 の試験法は、市街地を走行しているときに

発生する最大の騒音レベルを評価する手法で、多くの

二輪車の市街地走行の結果から、車両のPMR（power 
mass ratio：車両の最高出力と重量の比（kW/t））の

関数として定義された代表的な加速度αurban での騒

音レベルを規制する。ただし、図 2 に示すAA-BB 間

をαurbanの加速度一定で走行することは難しいため、

全開加速と定常走行時の騒音レベルを測定すること

によって計算で求める。この手法では、全開加速走行

時の加速度も PMR の関数として定義されており、そ

の加速度を達成する条件での走行が求められている

ため、図 3 に示すような車両は排除されることとな

る。試験法の考え方を図 4 に示す。 
 環境省は、R41-04 の国内採択の妥当性の検討を開

始し、検討に必要な技術データを収集するための調査

は当研究所が実施した。複数台の二輪車で市街地走行

を行い、代表的な加速度を求め、αurbanと比較すると

ともに、テストコースにおいて、現行の TRIAS に基

づく騒音測定と、R41-04 に基づく騒音測定を実施し

た 2)。これらの結果に基づき、中環審騒音振動部会自

動車単体騒音専門委員会において妥当性の検討を行

った。この検討は、平成 21 年 6 月に開催された第 7
回専門委員会から始まり、平成 24 年 2 月の第 12 回

まで約 3 年間に及んだ。当研究所の調査結果より、

TRIAS は現在の国内の走行実態と乖離する一方、

R41-04 の試験法では、市街地走行で使用頻度の高い

走行実態をより反映していることが専門委員会にお

いて確認された。この結果は、平成 24 年 4 月 19 日

に中環審から答申された「今後の自動車単体騒音低減

対策のあり方について（第二次答申）」に記載され、

同答申により二輪車の加速走行騒音低減対策として、

R41-04 を導入し、現行加速走行試験法及び定常走行

騒音規制を廃止することとされた。 
４．２．R51（四輪車の騒音）の採択へ向けた活動 
 R51-03 は、試験法については平成 17 年に既に決ま

っていたため、その妥当性の検証については、R41-04
の検討と同時に、R41 と同様に市街地走行を行い（当

研究所が実施）、その結果を基に自動車単体騒音専門

委員会において行われた。委員会において試験法の妥

当性の検討が行われている。 
 また、R51-03 は、規制値が決まっておらず、日本

国内の実態に合わせた規制値の提案が可能であるた

め、委員会において規制値案が検討され、第54回GRB
（平成 23 年 9 月）においては、車両のカテゴリー区分

について提案を行った。第 55 回 GRB（平成 24 年 2
月）で規制値案を提案するとともに、日本と EU の車

両データを基に規制値案により現行車が淘汰される

状況も示した。第 54 回 GRB で規制値を提案したド

イツ提案に対し、日本提案は共通点が多いことから両

者をまとめた妥協案を出すように GRB 議長からコメ

ントがあった。そのため、日本の環境省とドイツ運輸

省で直接交渉を行い、第 56 回 GRB（同年 9 月）にお

いて、規制値の改正提案を公式文書として行った。た

だし、欧州内では欧州委員会（EC）提案を基に審議

中でありドイツは明確なスタンスを示すことができ

なかったため、日本単独の提案となった。表 1 に、

EC、ドイツ、日本提案を比較した表を示す。なお、

日本提案はStage 3開始時点での騒音低減対策技術や

騒音対策とトレードオフ関係にある排出ガス対策、燃

費対策等の規制動向の見通しが困難であることから、

Stage 3 の規制値は[ ]付きとして Stage 2 の前に再度

議論する提案としており、その困難性について技術面

から補足する説明を当研究所から行った。 
 R51-03 の規制値については、現在、EU 内での審

議を待っているところである。EU 内での審議結果を

反映した EC 改正提案が出ると、原則として EU 加盟

国はすべてこれに賛成するため、EC 改正提案で決ま

ると考えられる。日本としては、日本提案も考慮する

ように EU の関係者に申し入れを行っていくことと

している。 
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図 4 R41-04 の試験法の考え方 

 

 

 ・R92（交換用マフラー（二輪車）） 
 ・R28（警音器） 
 ・R117（タイヤ騒音） 
 上記以外にも、R9（騒音（三輪車））、R63（騒音（モ

ペット））などがあるが、現在、自動車騒音の最も主

要な R51 改正のための議論を行っており、日本とし

ては、改正後の ECE 規則を国内採択できる形にする

ため、積極的に提案を行っている。 
 

３．現行の自動車騒音試験法の問題点 
 図 2 に騒音試験法の一例として、乗用車の加速走行

騒音試験法の概要を示す。50km/h の一定速度で、車

両先端が加速開始位置のAA点に達したときにアクセ

ルを全開にし、アクセル全開の状態を保ったままで、

車両後端が BB 点に達した時にアクセルを全閉にす

る。その時に、車両中心線から 7.5m、高さ 1.2m の

位置に設置したマイクロホンで測定された最大騒音

レベルを求める。しかし、実走行時において、乗用車

や二輪車でアクセルを全開にすることはほとんど無

いため、試験時と実走行時の車両状態が一致しない場

合があると考えられる。 
 図 3 は、ある乗用車で加速走行騒音試験を行ったと

きの結果で、マイクロホンの位置を 0m として、車両

の位置と、その時の速度及び加速度の関係を示したも

のである。-10m の AA 点でアクセルを全開にしたに

もかかわらず、加速度は、マイク前を 5m 程度通過し

たところから上昇し始めていた。この結果は第 38 回

GRB（平成 15 年 9 月）に提出され、アクセル操作に

対して車両の加速が遅れる場合、車両本来の加速走行

騒音を評価することができないという問題点が指摘

された 1)。自動車がこのように作り込まれていると、

加速走行騒音の規制値を強化してもその効果が期待

できず、実際に市街地を走行しているときに発生する

騒音を評価できる試験法が必要とされた。そのため、

GRBにおいてR51及びR41の試験法改正の検討が開

始された。 
 
４．自動車騒音に関する国際基準調和へ向けた活動 
 図 3 に示す結果は、欧州の試験機関が測定した欧州

車の結果の一例であるが、日本も欧州も加速走行騒音

試験法はISO362に基づく全開加速で評価することに

なっており、車両の運転方法はほぼ同じであるため、

日本においても同様な車両が存在する可能性があり、

また、現行の試験法ではそのような車両を判断するこ

とができない。 
 そこで、中央環境審議会（中環審）が平成 20 年 12
月に答申した「今後の自動車単体騒音低減対策のあり

方について（中間答申）」では、今後検討を進めてい

く課題として加速走行騒音規制の見直しを挙げてお

り、さらに、WP29 において騒音試験方法の見直し作

業が行われていることから、可能な範囲で国際的な基

準調和を図ることとされた。これを受けて、騒音に関

する主要な国際基準である、R41、R51、R117 の国

内採択へ向けた活動が本格的に開始した。 
 GRB では、R41 及びR51 の全面改定作業を行って

いるが、二輪車の騒音試験法である R41 の改正案

R41-04 は、ECE/TRANS/WP.29/2011/62 として、す

でに試験法及び規制値がまとまっており、WP29 にお

いて承認されている。一方、R51 の改正案 R51-03 は、

試験法が決まっているものの、規制値については欧州

内でもまとまっておらず、現在も議論が行われている

ところである。 
 ここでは、R41、R51 国内採択するために、日本と

して行ってきた活動について述べる。 
４．１．R41（二輪車の騒音）の採択へ向けた活動 
 R41-04 は、GRB 傘下のインフォーマル会議におい

て技術的な検討が行われ、そこでの検討結果をまとめ
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た も の が 平 成 21 年 6 月 に GRB へ 提 案

（ECE/TRANS/WP29/GRB/2009/3）された。この段

階で、試験法及び規制値がほぼ固まったことになるた

め、日本が R41-04 を採択するためには、この試験法

と規制値が日本国内においても妥当であることを示

す必要がある。 
 R41-04 の試験法は、市街地を走行しているときに

発生する最大の騒音レベルを評価する手法で、多くの

二輪車の市街地走行の結果から、車両のPMR（power 
mass ratio：車両の最高出力と重量の比（kW/t））の

関数として定義された代表的な加速度αurban での騒

音レベルを規制する。ただし、図 2 に示すAA-BB 間

をαurbanの加速度一定で走行することは難しいため、

全開加速と定常走行時の騒音レベルを測定すること

によって計算で求める。この手法では、全開加速走行

時の加速度も PMR の関数として定義されており、そ

の加速度を達成する条件での走行が求められている

ため、図 3 に示すような車両は排除されることとな

る。試験法の考え方を図 4 に示す。 
 環境省は、R41-04 の国内採択の妥当性の検討を開

始し、検討に必要な技術データを収集するための調査

は当研究所が実施した。複数台の二輪車で市街地走行

を行い、代表的な加速度を求め、αurbanと比較すると

ともに、テストコースにおいて、現行の TRIAS に基

づく騒音測定と、R41-04 に基づく騒音測定を実施し

た 2)。これらの結果に基づき、中環審騒音振動部会自

動車単体騒音専門委員会において妥当性の検討を行

った。この検討は、平成 21 年 6 月に開催された第 7
回専門委員会から始まり、平成 24 年 2 月の第 12 回

まで約 3 年間に及んだ。当研究所の調査結果より、

TRIAS は現在の国内の走行実態と乖離する一方、

R41-04 の試験法では、市街地走行で使用頻度の高い

走行実態をより反映していることが専門委員会にお

いて確認された。この結果は、平成 24 年 4 月 19 日

に中環審から答申された「今後の自動車単体騒音低減

対策のあり方について（第二次答申）」に記載され、

同答申により二輪車の加速走行騒音低減対策として、

R41-04 を導入し、現行加速走行試験法及び定常走行

騒音規制を廃止することとされた。 
４．２．R51（四輪車の騒音）の採択へ向けた活動 
 R51-03 は、試験法については平成 17 年に既に決ま

っていたため、その妥当性の検証については、R41-04
の検討と同時に、R41 と同様に市街地走行を行い（当

研究所が実施）、その結果を基に自動車単体騒音専門

委員会において行われた。委員会において試験法の妥

当性の検討が行われている。 
 また、R51-03 は、規制値が決まっておらず、日本

国内の実態に合わせた規制値の提案が可能であるた

め、委員会において規制値案が検討され、第54回GRB
（平成 23 年 9 月）においては、車両のカテゴリー区分

について提案を行った。第 55 回 GRB（平成 24 年 2
月）で規制値案を提案するとともに、日本と EU の車

両データを基に規制値案により現行車が淘汰される

状況も示した。第 54 回 GRB で規制値を提案したド

イツ提案に対し、日本提案は共通点が多いことから両

者をまとめた妥協案を出すように GRB 議長からコメ

ントがあった。そのため、日本の環境省とドイツ運輸

省で直接交渉を行い、第 56 回 GRB（同年 9 月）にお

いて、規制値の改正提案を公式文書として行った。た

だし、欧州内では欧州委員会（EC）提案を基に審議

中でありドイツは明確なスタンスを示すことができ

なかったため、日本単独の提案となった。表 1 に、

EC、ドイツ、日本提案を比較した表を示す。なお、

日本提案はStage 3開始時点での騒音低減対策技術や

騒音対策とトレードオフ関係にある排出ガス対策、燃

費対策等の規制動向の見通しが困難であることから、

Stage 3 の規制値は[ ]付きとして Stage 2 の前に再度

議論する提案としており、その困難性について技術面

から補足する説明を当研究所から行った。 
 R51-03 の規制値については、現在、EU 内での審

議を待っているところである。EU 内での審議結果を

反映した EC 改正提案が出ると、原則として EU 加盟

国はすべてこれに賛成するため、EC 改正提案で決ま

ると考えられる。日本としては、日本提案も考慮する

ように EU の関係者に申し入れを行っていくことと

している。 
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 ・R92（交換用マフラー（二輪車）） 
 ・R28（警音器） 
 ・R117（タイヤ騒音） 
 上記以外にも、R9（騒音（三輪車））、R63（騒音（モ

ペット））などがあるが、現在、自動車騒音の最も主

要な R51 改正のための議論を行っており、日本とし

ては、改正後の ECE 規則を国内採択できる形にする

ため、積極的に提案を行っている。 
 

３．現行の自動車騒音試験法の問題点 
 図 2 に騒音試験法の一例として、乗用車の加速走行

騒音試験法の概要を示す。50km/h の一定速度で、車

両先端が加速開始位置のAA点に達したときにアクセ

ルを全開にし、アクセル全開の状態を保ったままで、

車両後端が BB 点に達した時にアクセルを全閉にす

る。その時に、車両中心線から 7.5m、高さ 1.2m の

位置に設置したマイクロホンで測定された最大騒音

レベルを求める。しかし、実走行時において、乗用車

や二輪車でアクセルを全開にすることはほとんど無

いため、試験時と実走行時の車両状態が一致しない場

合があると考えられる。 
 図 3 は、ある乗用車で加速走行騒音試験を行ったと

きの結果で、マイクロホンの位置を 0m として、車両

の位置と、その時の速度及び加速度の関係を示したも

のである。-10m の AA 点でアクセルを全開にしたに

もかかわらず、加速度は、マイク前を 5m 程度通過し

たところから上昇し始めていた。この結果は第 38 回

GRB（平成 15 年 9 月）に提出され、アクセル操作に

対して車両の加速が遅れる場合、車両本来の加速走行

騒音を評価することができないという問題点が指摘

された 1)。自動車がこのように作り込まれていると、

加速走行騒音の規制値を強化してもその効果が期待

できず、実際に市街地を走行しているときに発生する

騒音を評価できる試験法が必要とされた。そのため、

GRBにおいてR51及びR41の試験法改正の検討が開

始された。 
 
４．自動車騒音に関する国際基準調和へ向けた活動 
 図 3 に示す結果は、欧州の試験機関が測定した欧州

車の結果の一例であるが、日本も欧州も加速走行騒音

試験法はISO362に基づく全開加速で評価することに

なっており、車両の運転方法はほぼ同じであるため、

日本においても同様な車両が存在する可能性があり、

また、現行の試験法ではそのような車両を判断するこ

とができない。 
 そこで、中央環境審議会（中環審）が平成 20 年 12
月に答申した「今後の自動車単体騒音低減対策のあり

方について（中間答申）」では、今後検討を進めてい

く課題として加速走行騒音規制の見直しを挙げてお

り、さらに、WP29 において騒音試験方法の見直し作

業が行われていることから、可能な範囲で国際的な基

準調和を図ることとされた。これを受けて、騒音に関

する主要な国際基準である、R41、R51、R117 の国

内採択へ向けた活動が本格的に開始した。 
 GRB では、R41 及びR51 の全面改定作業を行って

いるが、二輪車の騒音試験法である R41 の改正案

R41-04 は、ECE/TRANS/WP.29/2011/62 として、す

でに試験法及び規制値がまとまっており、WP29 にお

いて承認されている。一方、R51 の改正案 R51-03 は、

試験法が決まっているものの、規制値については欧州

内でもまとまっておらず、現在も議論が行われている

ところである。 
 ここでは、R41、R51 国内採択するために、日本と

して行ってきた活動について述べる。 
４．１．R41（二輪車の騒音）の採択へ向けた活動 
 R41-04 は、GRB 傘下のインフォーマル会議におい

て技術的な検討が行われ、そこでの検討結果をまとめ

10m10m

7.
5m

マイクロホン（高さ1.2m）

加速開始位置
（アクセル全開）

加速終了位置
（アクセル全閉）

50km/h

A

A

B

B

10m10m

7.
5m

マイクロホン（高さ1.2m）

加速開始位置
（アクセル全開）

加速終了位置
（アクセル全閉）

50km/h

A

A

B

B

 
図 2 現行の加速走行試験法の測定概要 

距離 （m）

速
度

（
km

/h
）

加
速

度
（m

/s
2 ）

定常走行 アクセル全開
アクセル
全閉

加速度

速度

AA点 BB点マイク位置

距離 （m）

速
度

（
km

/h
）

加
速

度
（m

/s
2 ）

定常走行 アクセル全開
アクセル
全閉

加速度

速度

AA点 BB点マイク位置

 
図 3 加速走行試験時の速度および加速度変化 3) 



－ 36－

 

 

 
 
自動車安全研究領域における研究の概要と方向性 
 

 
 

自動車安全研究領域   安藤 憲一 
 
 

1 はじめに 
我が国の交通事故の死者数は継続して減少しており、

平成 23 年は 4,611 人と過去最低を記録したものの、いま

だに 5,000 近い人が犠牲になっている。特に歩行者が相

対的に増える傾向にあり、平成 20 年以降は乗車中の死者

数を抜いて最大の割合を占めている。 

昨年3月に作成された政府の第9次交通安全基本計画

では、「平成 27 年までに 24 時間死者数を 3,000 人以下

とし、世界一安全な道路交通を実現する」との目標が定

められた。また、国土交通省でも車両の安全対策により

2020年の交通事故死者数を2010年比で約1,000人削減す

る数値目標を提示したが、達成のためには、様々な安全

技術の開発と普及が不可欠である。 

交通研の最も重要な研究目的が、自動車の安全基準作

成の支援である。基準の作成をとおして安全な車の普及

を目指している。安全な車とは、事故を起こしにくい車、

事故が発生した時に乗員や歩行者などの被害が低い車の

ことをいう。 

安全基準は一般的に評価法と基準値で構成されるが、

コアとなる安全性能の評価法(試験法)を作ることが最も

重要である。 

2 安全研究 

2.1 衝突安全 
現行の車両乗員の衝突安全基準では、乗用車の前面衝

突試験、側面衝突試験、スレッド試験等に関して法令上

の定めがある。平均的な体格の男性ダミーや子供ダミー

を用いてバリア衝突試験などが行われているが、今後は、

交通事故の多様な実態を踏まえた安全性能評価について

検討する必要がある。このため、交通事故の調査解析、

実車衝突実験、スレッド実験等の衝突実験、コンポーネ

ント実験、シミュレーション解析等を行っている。 

大人乗員の安全性に関する調査としては、カーテンエ

アバッグの車対車側面衝突事故での効果について調査を

行った。この調査結果は、UN/ECE/WP29/GRSP でのポー

ル側面衝突試験の導入に関する検討に活用されている。 

前面衝突試験に関しては、コンパティビリティ性（大

きな車と小さな車の衝突）を考慮した試験方法の改正案

が議論されており、日本が提案した試験方法も案の一つ

として検討されている。 

子供乗員の安全性に関する調査としては、幼児専用車

(幼稚園バス)の安全性に関する研究を実施した。シート

ベルトの装備やシートの改善、プロテクタの追加による

安全性向上の可能性を検討し、幾つかの対策オプション

を作成して国に提案している。 

チャイルドシートに関しては、これから導入される予

定の側面衝突試験方法について研究を行った。実車衝突

試験及びスレッド試験に基づいて、試験方法の問題点や

その改善案の提案を行っている。 

人体の傷害の評価については、頭部、胸部、脚部を中

心に安全性が議論されてきたが、腹部についても傷害指

標の研究を進めている。 

2.2 予防安全 
予防安全研究においては、予防安全装置を評価するた

め、被験者を使った DS 実験、シミュレーション等を行

い、効果の評価や安全上の副作用の有無を確認している。 

予防安全システムは、ドライバの運転支援、自動ブレ

ーキなど機能が多様であり、ドライバの反応など操作の

ばらつきが非常に大きいため、システムの技術評価だけ

では安全性の効果の計量が難しくなる。 

2011 年からスタートした国土交通省の第 5 期先進安

全自動車(ASV)計画においては事務局として全体の企

画・運営を行うとともに、プロジェクト推進に必要とな

る DS実験やシミュレーション構築等の研究成果を ASV

に提供している。 

なお、先進ブレーキシステム AEBS については、昨

年より試験に用いる模擬障害物（ターゲット）の評価法

について研究を進めてきたが、昨今欧米を中心に標準タ

 

 

５．ハイブリッド車等の静音性対策に関する活動 
５．１．日本のガイドラインを国際基準のガイドライ

ンへ 
 日本では、平成 21 年 4 月より、エコカー補助金が

導入され、これをきっかけにハイブリッド車が急増し

た。その一方で、ハイブリッド車が低速でモーターの

みで走行している時は、音が小さいために車両の接近

に気付きにくく危険という意見が、視覚障害者団体や

ユーザー等から国土交通省に寄せられた。 
 そのため、国土交通省は平成 21 年 7 月に検討会を

設置し、検討会の報告を基に平成 22 年 1 月に「ハイ

ブリッド車等の静音性に関するガイドライン」を公表

した。このガイドラインでは、モーターのみで低速走

行しているときは音で車両の接近を知らせることと

しており、車両接近通報装置が満たすべき要件を示し

たものである。このガイドラインは日本が世界に先駆

けて導入したものである。 
 WP29 及びGRB に対しては、全米盲人協会（NFB：
National Federation of Blind）が同様の問題を提起

し、2010 年 2 月に GRB の傘下に QRTV（Quiet Road 
Transport Vehicles）インフォーマル会議が設置され、

検討が始まった。日本は、第 1 回（平成 22 年 2 月）、

第 2 回（同 5 月）、第 3 回（同 7 月）のインフォーマ

ル会議において、日本のガイドラインについて説明を

行うとともに、第 3 回では、自動車メーカーが試作し

たガイドラインに基づく接近音の実演を実施した。同

様の実演を、第 52 回 GRB（同 9 月）において国連の

構内で行い、多くの GRB 参加者に日本のガイドライ

ンに対する理解を得た。第 4 回インフォーマル会議

（同 9 月）では、日本のガイドラインをベースに国際

基準のガイドラインを検討することが決まった。平成

22 年 12 月に日本から国際基準のガイドライン案を

GRB に提案し、第 53 回 GRB（平成 23 年 2 月）及

び第 154 回 WP29（同 3 月）において、日本のガイ

ドラインをほぼそのままの形で国際基準のガイドラ

イン案としたものが、賛成多数で承認された。このよ

うに、日本のガイドラインが公表されてから 1 年余り

で国際基準のガイドラインとすることができた。 
５．２．ガイドラインから基準化へ 
 日本と米国では静音性対策の基準化を目指してお

り、国際統一基準（gtr）を提案する公式文書

ECE/TRANS/WP.29/2012/60 が米国から WP29 に提

出され、6 月の第 157 回WP29 において承認された。

この提案では、日米欧が共同スポンサーとして GTR
を検討するためのGTR-QRTVインフォーマル会議を

設置し、米国が議長、日本が副議長、EC が事務局を

担当することとされた。 
 第 1 回 GTR-QRTV インフォーマル会議は、平成

24 年 7 月 18 日から米国運輸省の NHTSA で開催さ

れた。会議は、GTR 提案のTOR のレビューから始ま

り、NHTSA でこれまでに実施された調査結果の報告

が行われた。会議の最後に日本から GTR-QRTV のコ

ンセプトとして、国際基準のガイドライン及び QRTV
の勧告をベースとした検討を行っていく提案をした。

これに対して、EC、独、仏、OICA 等のサポートを

得たが、米国提案と相反している部分があることから

米国の支持は得られなかった。今後、基準化へ向けた

具体的な検討を行っていく。 
 

６．まとめ 
自動車騒音の国際基準調和活動はここ 2～3 年で非

常に活発に行われている。本稿では、その概要を紹介

した。国際基準調和は、国土交通省をはじめ、環境省、

関連する業界団体等が一体となって初めて実現する

ものである。今後も、交通安全環境研究所として国際

基準調和活動に積極的に協力をし、その役割を果たし

て行きたい。 
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1 はじめに 
我が国の交通事故の死者数は継続して減少しており、

平成 23 年は 4,611 人と過去最低を記録したものの、いま

だに 5,000 近い人が犠牲になっている。特に歩行者が相

対的に増える傾向にあり、平成 20 年以降は乗車中の死者

数を抜いて最大の割合を占めている。 

昨年3月に作成された政府の第9次交通安全基本計画

では、「平成 27 年までに 24 時間死者数を 3,000 人以下

とし、世界一安全な道路交通を実現する」との目標が定

められた。また、国土交通省でも車両の安全対策により

2020年の交通事故死者数を2010年比で約1,000人削減す
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2 安全研究 

2.1 衝突安全 
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イン案としたものが、賛成多数で承認された。このよ

うに、日本のガイドラインが公表されてから 1 年余り

で国際基準のガイドラインとすることができた。 
５．２．ガイドラインから基準化へ 
 日本と米国では静音性対策の基準化を目指してお

り、国際統一基準（gtr）を提案する公式文書

ECE/TRANS/WP.29/2012/60 が米国から WP29 に提

出され、6 月の第 157 回WP29 において承認された。

この提案では、日米欧が共同スポンサーとして GTR
を検討するためのGTR-QRTVインフォーマル会議を

設置し、米国が議長、日本が副議長、EC が事務局を

担当することとされた。 
 第 1 回 GTR-QRTV インフォーマル会議は、平成

24 年 7 月 18 日から米国運輸省の NHTSA で開催さ

れた。会議は、GTR 提案のTOR のレビューから始ま

り、NHTSA でこれまでに実施された調査結果の報告

が行われた。会議の最後に日本から GTR-QRTV のコ

ンセプトとして、国際基準のガイドライン及び QRTV
の勧告をベースとした検討を行っていく提案をした。

これに対して、EC、独、仏、OICA 等のサポートを

得たが、米国提案と相反している部分があることから

米国の支持は得られなかった。今後、基準化へ向けた

具体的な検討を行っていく。 
 

６．まとめ 
自動車騒音の国際基準調和活動はここ 2～3 年で非

常に活発に行われている。本稿では、その概要を紹介

した。国際基準調和は、国土交通省をはじめ、環境省、

関連する業界団体等が一体となって初めて実現する

ものである。今後も、交通安全環境研究所として国際

基準調和活動に積極的に協力をし、その役割を果たし
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１．歩行者事故予防に向けた高齢者の行動特性と 
道路横断タイミングに関する基礎調査 

 
自動車安全研究領域   ※関根 道昭  松井 靖浩  及川 昌子 
交通システム研究領域   青木 義郎 
秋田大学 水戸部 一孝  

 
１．はじめに 

 自動車事故に関し政府は 2018 年を目処に交通事故

死者数を 2,500 人以下とする目標を掲げ，安全対策の

推進を図っている．交通事故を事故類型別にみると，

歩行者の死亡事故は死亡事故全体の約37％ を占めて

いる(1)．そのため，歩行者の死亡事故について交通事

故総合分析センター（ITARDA）等により調査が実施

されている(2) (3)．歩行者死亡事故のうち高齢歩行者

（65 歳以上）は 70%と高い割合を占めている (2)．そ

のため，高齢歩行者の事故予防対策が重要である．歩

行者事故のうち，72％は道路横断中に起こっており

（2011 年，図１），単路（横断歩道外）を横断中のケ

ースが最も多く約 50%を占めている (3)．  

横断歩道

21%

横断歩道外

51%

通行中
10%

その他
18%

死亡事故件数

1,623件 横断中
計72%
横断中
計72%

 
図１ 歩行者死亡事故の行動別割合(1)（2011 年） 
 
このような事故を予防するには，歩行者が道路を横

断する条件を調査し，歩行者事故の発生を予測するこ

とが重要である．本研究は，高齢歩行者の横断事故の

予防を目指して，高齢者の生活様式，行動特性，歩行

速度などについて調査した結果を報告する．また，道

路横断時の判断に関する実車実験に基づき，車両側か

ら見た安全対策等について報告する． 
 
 

２．歩行者の生活習慣と意識調査 
 高齢者及び比較対照群の若年者を対象に生活習慣，

横断歩道のない道路を日常的に横断する機会の有無，

横断する場合の動機などについてアンケート調査を

行った．また，地域間の違いを検討するために，公共

交通が発達している東京都と自家用車の利用頻度が

高い秋田県のケースを比較した． 
 調査対象者の人数は，東京都在住の高齢者は男性11
名，女性 7 名（平均年齢 75.4 歳），若年者は男性 2 名，

女性 8 名（同 33.5 歳）であった．秋田県在住の高齢

者は男性 8 名，女性 8 名（同 66.8 歳），若年者は男性

16 名，女性 1 名（同 22.5 歳）であった． 
以下に主な調査結果を示す． 

２．１ 就業・通学時間 
 東京都の高齢者の就業時間は週に 3 日以上，1 日～

2 日，未就業がそれぞれ約 30%程度であったが，秋田

県の高齢者は 4 分の 3 が未就業であった．若年者は東

京都と秋田のいずれも，週に 3 日以上が 100%に近か

った．高齢者の場合は地域によらず仕事や就学による

外出頻度は低下することがわかった． 
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図２ 就業／通学時間 

２．２ 調査項目２：外出目的（複数回答可） 
 若年者の外出目的は大半が仕事，買い物であるのに

対し，高齢者ではこれらに加えて習い事や散歩など多

岐にわたっている．就業・就学中の若年者の場合，毎

日ほぼ同じルートを通行すると思われるが，高齢者は

目的に応じて通行する道路が様々であり，車両と接近

する条件が変化すると推察される． 

 

 

ーゲットの作成が急ピッチで行われているため、欧米の

関係者と連絡をとりつつ研究を進めている。 

2.3 電気・電子技術 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機能

がコンピュータを使った高度なシステムによって実現さ

れており、安全性向上、環境対策、燃費改善、快適性の

向上等が図られている。その一方で、システムがハード、

ソフトともに複雑・高度化し、かつ、ブラックボックス

化しているため、問題が発生した場合、現象が極めて間

欠的な事象であることが多く、早急な原因の究明や対応

が難しくなっている。「自動車の電子制御の進展が安全

性・信頼性に及ぼす影響に関する研究」では、ソフトウ

ェアの変更などによる電子制御システムの性能の変化を

検証する手法について研究している。 

また、環境対策として今後普及が期待される EV や

HEV で使われるリチウムイオン電池については安全上

の懸念も指摘されていることから、リチウムイオン電池

搭載車のリスクを分析し、安全性基準について研究して

いる。 

2.4 点検・整備 
近年、自動車を買い替えるまでの期間は伸びる傾向に

あり、使用過程車の車齢は増加している。この結果、設

計寿命を超えて使用される車両も増加傾向にあると考え

られ、長期使用による構造・装置の劣化と適切なメンテ

ナンスを怠ったことが原因と見られる深刻な事例が報告

されている。 

整備工場などでの点検整備記録をデータベース化し、

科学的で多面的なミクロ、マクロ分析をすることで、長

期使用と安全リスクとの関係を分析し、適切な保守管理

手法について調査している。また、個別研究としてはオ

イルのメンテナンス不良による火災事故やエンジン破損

の発生メカニズムを再現実験した。 

3 国際連携・国際調和活動 
限られた資源で効率的な研究を行うため、国際的な連

携を強めている。NHTSA、VRTC、UTAC、BASt、TNO

等欧米の研究機関等との情報交換を進めている。 

また、子供乗員の安全性に関する国際会議への企画・

参加、SAE、ESV、iCrash 等で研究成果の発表や意見交

換を行っている。 

基準の国際調和については国連欧州経済委員会自動

車基準調和世界フォーラム(UN/ECE/WP29)の専門家会

議に職員を派遣し、各国の専門家との情報交換を図りな

がら国際調和基準の作成を行っている。WP29 の中で担

当する委員会は GRRF(ブレーキと走行装置)、GRSP(衝突

安全)、GRE(灯火器)、GRSG(一般安全)、ITS インフォー

マル(情報、MHI)である。 

4 歩行者保護の視点 
フォーラム 2012 では歩行者安全を中心にとりあげた

が、これは交通事故の死者数が減少傾向を続ける中で、

歩行者の死者数が相対的に増える傾向にあり、平成 20

年以降は乗車中の死者数を抜いて最大の割合を占めてい

るためである。特に 65 歳以上の高齢者が犠牲になること

が多く、高齢歩行者は全事故死者の約 25％を占めて事故

死者の 4 人に 1 人を占めている。更に高齢歩行死者の

96%が車との衝突であり、今後社会全体として高齢化が

急速に進むことを考えると、早急な対策が必要になる。
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また、上図に示すとおり歩行者死者の大多数が直進中

の自動車との衝突によるものであり、また、事故の中に

は居眠り運転等による暴走が原因のものも見受けられ、

車両側で対策する必要があると考えられるものも多い。 

交通研では、道路横断の判断といった歩行者の行動特

性の分析、GPS を利用した情報支援やカメラと連動した

自動ブレーキシステムのような事故防止技術の評価、そ

して事故による人体傷害の発生メカニズムの解明など、

歩行者事故を発生から結果まで総合的に捉えて研究して

いる。そして、歩行者という交通弱者の視点で自動車の

安全技術を評価する手法の開発に取り組んでいる。 

歩行者事故防止技術は国際的にも注目されている。

Euro-NCAP においても数年以内にアセスメントの対象

になる予定であり、制度が整いつつある。 
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１．歩行者事故予防に向けた高齢者の行動特性と 
道路横断タイミングに関する基礎調査 

 
自動車安全研究領域   ※関根 道昭  松井 靖浩  及川 昌子 
交通システム研究領域   青木 義郎 
秋田大学 水戸部 一孝  

 
１．はじめに 

 自動車事故に関し政府は 2018 年を目処に交通事故

死者数を 2,500 人以下とする目標を掲げ，安全対策の

推進を図っている．交通事故を事故類型別にみると，

歩行者の死亡事故は死亡事故全体の約37％ を占めて

いる(1)．そのため，歩行者の死亡事故について交通事

故総合分析センター（ITARDA）等により調査が実施

されている(2) (3)．歩行者死亡事故のうち高齢歩行者

（65 歳以上）は 70%と高い割合を占めている (2)．そ

のため，高齢歩行者の事故予防対策が重要である．歩

行者事故のうち，72％は道路横断中に起こっており

（2011 年，図１），単路（横断歩道外）を横断中のケ

ースが最も多く約 50%を占めている (1)．  

横断歩道

21%

横断歩道外

51%

通行中
10%

その他
18%

死亡事故件数

1,623件 横断中
計72%
横断中
計72%

 
図１ 歩行者死亡事故の行動別割合(1)（2011 年） 
 
このような事故を予防するには，歩行者が道路を横

断する条件を調査し，歩行者事故の発生を予測するこ

とが重要である．本研究は，高齢歩行者の横断事故の

予防を目指して，高齢者の生活様式，行動特性，歩行

速度などについて調査した結果を報告する．また，道

路横断時の判断に関する実車実験に基づき，車両側か

ら見た安全対策等について報告する． 
 
 

２．歩行者の生活習慣と意識調査 

 高齢者及び比較対照群の若年者を対象に生活習慣，

横断歩道のない道路を日常的に横断する機会の有無，

横断する場合の動機などについてアンケート調査を

行った．また，地域間の違いを検討するために，公共

交通が発達している東京都と自家用車の利用頻度が

高い秋田県のケースを比較した． 
 調査対象者の人数は，東京都在住の高齢者は男性11
名，女性 7 名（平均年齢 75.4 歳），若年者は男性 2 名，

女性 8 名（同 33.5 歳）であった．秋田県在住の高齢

者は男性 8 名，女性 8 名（同 66.8 歳），若年者は男性

16 名，女性 1 名（同 22.5 歳）であった． 
以下に主な調査結果を示す． 

２．１ 就業・通学時間 

 東京都の高齢者の就業時間は週に 3 日以上，1 日～

2 日，未就業がそれぞれ約 30%程度であったが，秋田

県の高齢者は 4 分の 3 が未就業であった．若年者は東

京都と秋田のいずれも，週に 3 日以上が 100%に近か

った．高齢者の場合は地域によらず仕事や就学による

外出頻度は低下することがわかった． 
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図２ 就業／通学時間 

２．２ 調査項目２：外出目的（複数回答可） 

 若年者の外出目的は大半が仕事，買い物であるのに

対し，高齢者ではこれらに加えて習い事や散歩など多

岐にわたっている．就業・就学中の若年者の場合，毎

日ほぼ同じルートを通行すると思われるが，高齢者は

目的に応じて通行する道路が様々であり，車両と接近

する条件が変化すると推察される． 

 

 

ーゲットの作成が急ピッチで行われているため、欧米の

関係者と連絡をとりつつ研究を進めている。 

2.3 電気・電子技術 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機能

がコンピュータを使った高度なシステムによって実現さ

れており、安全性向上、環境対策、燃費改善、快適性の

向上等が図られている。その一方で、システムがハード、

ソフトともに複雑・高度化し、かつ、ブラックボックス

化しているため、問題が発生した場合、現象が極めて間

欠的な事象であることが多く、早急な原因の究明や対応

が難しくなっている。「自動車の電子制御の進展が安全

性・信頼性に及ぼす影響に関する研究」では、ソフトウ

ェアの変更などによる電子制御システムの性能の変化を

検証する手法について研究している。 

また、環境対策として今後普及が期待される EV や

HEV で使われるリチウムイオン電池については安全上

の懸念も指摘されていることから、リチウムイオン電池

搭載車のリスクを分析し、安全性基準について研究して

いる。 

2.4 点検・整備 
近年、自動車を買い替えるまでの期間は伸びる傾向に

あり、使用過程車の車齢は増加している。この結果、設

計寿命を超えて使用される車両も増加傾向にあると考え

られ、長期使用による構造・装置の劣化と適切なメンテ

ナンスを怠ったことが原因と見られる深刻な事例が報告

されている。 

整備工場などでの点検整備記録をデータベース化し、

科学的で多面的なミクロ、マクロ分析をすることで、長

期使用と安全リスクとの関係を分析し、適切な保守管理

手法について調査している。また、個別研究としてはオ

イルのメンテナンス不良による火災事故やエンジン破損

の発生メカニズムを再現実験した。 

3 国際連携・国際調和活動 
限られた資源で効率的な研究を行うため、国際的な連

携を強めている。NHTSA、VRTC、UTAC、BASt、TNO

等欧米の研究機関等との情報交換を進めている。 

また、子供乗員の安全性に関する国際会議への企画・

参加、SAE、ESV、iCrash 等で研究成果の発表や意見交

換を行っている。 

基準の国際調和については国連欧州経済委員会自動

車基準調和世界フォーラム(UN/ECE/WP29)の専門家会

議に職員を派遣し、各国の専門家との情報交換を図りな

がら国際調和基準の作成を行っている。WP29 の中で担

当する委員会は GRRF(ブレーキと走行装置)、GRSP(衝突

安全)、GRE(灯火器)、GRSG(一般安全)、ITS インフォー

マル(情報、MHI)である。 

4 歩行者保護の視点 
フォーラム 2012 では歩行者安全を中心にとりあげた

が、これは交通事故の死者数が減少傾向を続ける中で、

歩行者の死者数が相対的に増える傾向にあり、平成 20

年以降は乗車中の死者数を抜いて最大の割合を占めてい

るためである。特に 65 歳以上の高齢者が犠牲になること

が多く、高齢歩行者は全事故死者の約 25％を占めて事故

死者の 4 人に 1 人を占めている。更に高齢歩行死者の

96%が車との衝突であり、今後社会全体として高齢化が

急速に進むことを考えると、早急な対策が必要になる。
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また、上図に示すとおり歩行者死者の大多数が直進中

の自動車との衝突によるものであり、また、事故の中に

は居眠り運転等による暴走が原因のものも見受けられ、

車両側で対策する必要があると考えられるものも多い。 

交通研では、道路横断の判断といった歩行者の行動特

性の分析、GPS を利用した情報支援やカメラと連動した

自動ブレーキシステムのような事故防止技術の評価、そ

して事故による人体傷害の発生メカニズムの解明など、

歩行者事故を発生から結果まで総合的に捉えて研究して

いる。そして、歩行者という交通弱者の視点で自動車の

安全技術を評価する手法の開発に取り組んでいる。 

歩行者事故防止技術は国際的にも注目されている。

Euro-NCAP においても数年以内にアセスメントの対象

になる予定であり、制度が整いつつある。 
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図７ 実験の状況 
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図８ 実験の概要 

 
 走行コースの横に設置した LED パネル上のランプ

点灯により，誰がいつボタンを押したか表示した．こ

れを走行車両上のビデオカメラで撮影し，後からラン

プ点灯の様子を解析した．車両はシルバー色の普通乗

用車（2003 年式トヨタ製マークⅡ）を使用した． 
車両の速度は 20，30，40，45 km/h の 4 条件とし，

実験参加者に車速は一定であることを教示した．歩車

間距離は，車速計による速度の積算により算出した．

参加者が観察位置を交代することにより，車の接近方

向を逆転させた（図８）．実験の繰り返し回数は条件

毎に 3 回とした．実験参加者 19 名に対して車両走行

速度 4 種類，歩行者配置 2 種類（左，右），繰り返し

回数 3 回とし，計 456 件のデータを取得した． 
３．２ 高齢歩行者の横断判断 

 車速と歩車間距離の平均値の関係を図 9 に示す．歩

車間距離は，歩行者が車両を右側に観察する場合より

も左側に観察する方が長くなる傾向にある．左から接

近する車両は奥側の車線を走行するため，手前側を走

行する右から近づく車両よりも歩行者から離れてい

るため，早めに横断を断念するものと思われる．また，

歩車間距離は速度によって変化したため，歩行者は距

離と速度の両方を考慮して判断していると推測され

る． 
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図９ 高齢者における歩車間距離の結果 

 
4. 横断歩行時間の調査 

 車両までの距離や速度は正しく認識できても，歩行

速度が低下している場合は，横断途中で事故に遭遇す

る可能性がある．そこで，第３章の横断タイミング実

験に参加した高齢者の歩行速度を同じ自動車学校教

習コースにおいて調査した． 
 表 1 に平均歩行時間を示す．立ち止まった状態から

歩行を開始し，7 m を歩行するのに要する時間は約

5.5 秒であった．また，すでに歩いている途中の 7 m
区間を通過する場合にかかる時間は約 4.7 秒であり，

二つの条件間に 0.8 秒間の差があった． 
 

表１ 7m 道路を横断するための歩行時間 
停止状態からの歩行 歩行中の 7m 

回数 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

1 回目 5.43 0.62  4.67 0.50  
2 回目 5.52 0.50  4.68 0.45  
平均 5.48 0.57  4.68 0.47  

（単位は秒） 

 比較のため，当研究所の屋内で若年者 10 名（男性

2 名，女性 8 名，平均年齢 33.6 歳）を対象に測定し

た 7m の歩行時間は，平均 5.45 秒（標準偏差 0.47 秒）

であり，高齢者とほぼ同じであった．今回の実験に参

加した高齢者は，若年者とほぼ同じ身体能力を保持し

ていると考えられる． 
 

５．横断タイミングと横断歩行時間の関係 

 今回の高齢者における 7mの歩行時間は平均 5.5秒

であり，この時間までに車が到達するか否か検討し

た．車両が右から来る場合は，手前車線を車が通過す

るため歩行者は道路の半分を渡れば安全である．しか

し，車両が左から来る場合は奥側車線を通過するた
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図３ 外出目的（複数回答可） 

 
２．３ 横断歩道外を横断する頻度 

 横断歩道が無い道路を横断する機会について，「か

なりある」と「たまにある」をあわせると，すべての

グループにおいて 8 割を超えた．特に秋田県の高齢者

は全員，横断歩道が無い道路を横断する機会があると

答えており，高い割合であった． 
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図４ 横断歩道外を横断する頻度 
  
２．４ 横断歩道外を横断する道路の条件 

 横断歩道外でも，車が来なければ横断すると答えた

割合はすべてのグループにおいて４割前後であった．

また，高齢者，若年者とも横断歩道外を渡るのは比較

的近所の通りなれた道が多く，秋田県の高齢者はこの

傾向が顕著であった．近所のよく知った道であれば，

交通量なども熟知しており，事故の可能性が低いと考

えて横断するものと思われる． 
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図５ 横断歩道外を横断する道路条件（複数回答可） 
 
２．５ 横断歩道外を横断した理由 

 すべてのグループにおいて「自動車がこないので問

題なかった」という回答が多かった．また，目的地へ

の近道として横断歩道のないところの横断は，秋田県

の高齢者が顕著に高く，それ以外のグループはほぼ同

率である．また，全グループにおいて「信号機や横断

歩道までは遠かったから」という回答も目立つことか

ら，いずれのグループも車が来ない限りはできるだけ

近いルートを選択したいという要求があることが認

められた． 
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図６ 横断歩道外を横断した理由（複数回答可） 

 
 ２．６ アンケート調査のまとめ 

 本調査の範囲では，高齢者は外出目的が多様であ

り，若年者よりも活動範囲が多岐にわたるため，目的

に応じて毎日異なる道路を歩行しており，近所のよく

知った道で車が少ない場合には，横断歩道のないとこ

ろを渡る習慣があることも示唆された． 
 

３．実車による横断タイミングの実態調査 

 我々は高齢者が事故に遭遇しやすくなる要因の一

つとして，接近車両に対する認知能力の変化を予想し

ており，高齢者は接近車両までの距離や速度を誤認識

しやすくなると考えている．そこで，車両の速度や距

離が，高齢歩行者の横断判断に及ぼす影響を調べる実

験を行った．なお，本実験は当研究所における「人間

を対象とする実験に関する倫理規程」に基づき，実験

計画の事前審査による承認を経た上で実施した． 
３．１ 実験方法 

実験参加者は合計 19 名（男性 12 名，女性 7 名），

平均年齢は 75.2 歳（標準偏差 6.2 歳）であった．実

験は東京都内の自動車教習所で実施した．車道幅 7m，

長さ 150m 程度の見通しの良い２車線の直線コース

の片側車線を車両が走行した．実験は 2011 年 10 月

下旬の 14 時から 16 時に行い，天候は快晴であった．

直線コースの両側に５名ずつ整列した実験参加者が

車両を同時に観測し，これ以上近づけば横断できない

と判断した瞬間に手元のボタンを押した．その時点に

おける歩行者と車までの距離を以後「歩車間距離」と

呼称する．  
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図７ 実験の状況 
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図８ 実験の概要 

 
 走行コースの横に設置した LED パネル上のランプ

点灯により，誰がいつボタンを押したか表示した．こ

れを走行車両上のビデオカメラで撮影し，後からラン

プ点灯の様子を解析した．車両はシルバー色の普通乗

用車（2003 年式トヨタ製マークⅡ）を使用した． 
車両の速度は 20，30，40，45 km/h の 4 条件とし，

実験参加者に車速は一定であることを教示した．歩車

間距離は，車速計による速度の積算により算出した．

参加者が観察位置を交代することにより，車の接近方

向を逆転させた（図８）．実験の繰り返し回数は条件

毎に 3 回とした．実験参加者 19 名に対して車両走行

速度 4 種類，歩行者配置 2 種類（左，右），繰り返し

回数 3 回とし，計 456 件のデータを取得した． 
３．２ 高齢歩行者の横断判断 

 車速と歩車間距離の平均値の関係を図 9 に示す．歩

車間距離は，歩行者が車両を右側に観察する場合より

も左側に観察する方が長くなる傾向にある．左から接

近する車両は奥側の車線を走行するため，手前側を走

行する右から近づく車両よりも歩行者から離れてい

るため，早めに横断を断念するものと思われる．また，

歩車間距離は速度によって変化したため，歩行者は距

離と速度の両方を考慮して判断していると推測され

る． 
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図９ 高齢者における歩車間距離の結果 

 
4. 横断歩行時間の調査 

 車両までの距離や速度は正しく認識できても，歩行

速度が低下している場合は，横断途中で事故に遭遇す

る可能性がある．そこで，第３章の横断タイミング実

験に参加した高齢者の歩行速度を同じ自動車学校教

習コースにおいて調査した． 
 表 1 に平均歩行時間を示す．立ち止まった状態から

歩行を開始し，7 m を歩行するのに要する時間は約

5.5 秒であった．また，すでに歩いている途中の 7 m
区間を通過する場合にかかる時間は約 4.7 秒であり，

二つの条件間に 0.8 秒間の差があった． 
 

表１ 7m 道路を横断するための歩行時間 
停止状態からの歩行 歩行中の 7m 

回数 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

1 回目 5.43 0.62  4.67 0.50  
2 回目 5.52 0.50  4.68 0.45  
平均 5.48 0.57  4.68 0.47  

（単位は秒） 

 比較のため，当研究所の屋内で若年者 10 名（男性

2 名，女性 8 名，平均年齢 33.6 歳）を対象に測定し

た 7m の歩行時間は，平均 5.45 秒（標準偏差 0.47 秒）

であり，高齢者とほぼ同じであった．今回の実験に参

加した高齢者は，若年者とほぼ同じ身体能力を保持し

ていると考えられる． 
 

５．横断タイミングと横断歩行時間の関係 

 今回の高齢者における 7mの歩行時間は平均 5.5秒

であり，この時間までに車が到達するか否か検討し

た．車両が右から来る場合は，手前車線を車が通過す

るため歩行者は道路の半分を渡れば安全である．しか

し，車両が左から来る場合は奥側車線を通過するた
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図３ 外出目的（複数回答可） 

 
２．３ 横断歩道外を横断する頻度 

 横断歩道が無い道路を横断する機会について，「か

なりある」と「たまにある」をあわせると，すべての

グループにおいて 8 割を超えた．特に秋田県の高齢者

は全員，横断歩道が無い道路を横断する機会があると

答えており，高い割合であった． 
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図４ 横断歩道外を横断する頻度 
  
２．４ 横断歩道外を横断する道路の条件 

 横断歩道外でも，車が来なければ横断すると答えた

割合はすべてのグループにおいて４割前後であった．

また，高齢者，若年者とも横断歩道外を渡るのは比較

的近所の通りなれた道が多く，秋田県の高齢者はこの

傾向が顕著であった．近所のよく知った道であれば，

交通量なども熟知しており，事故の可能性が低いと考

えて横断するものと思われる． 
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図５ 横断歩道外を横断する道路条件（複数回答可） 
 
２．５ 横断歩道外を横断した理由 

 すべてのグループにおいて「自動車がこないので問

題なかった」という回答が多かった．また，目的地へ

の近道として横断歩道のないところの横断は，秋田県

の高齢者が顕著に高く，それ以外のグループはほぼ同

率である．また，全グループにおいて「信号機や横断

歩道までは遠かったから」という回答も目立つことか

ら，いずれのグループも車が来ない限りはできるだけ

近いルートを選択したいという要求があることが認

められた． 
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図６ 横断歩道外を横断した理由（複数回答可） 

 
 ２．６ アンケート調査のまとめ 

 本調査の範囲では，高齢者は外出目的が多様であ

り，若年者よりも活動範囲が多岐にわたるため，目的

に応じて毎日異なる道路を歩行しており，近所のよく

知った道で車が少ない場合には，横断歩道のないとこ

ろを渡る習慣があることも示唆された． 
 

３．実車による横断タイミングの実態調査 

 我々は高齢者が事故に遭遇しやすくなる要因の一

つとして，接近車両に対する認知能力の変化を予想し

ており，高齢者は接近車両までの距離や速度を誤認識

しやすくなると考えている．そこで，車両の速度や距

離が，高齢歩行者の横断判断に及ぼす影響を調べる実

験を行った．なお，本実験は当研究所における「人間

を対象とする実験に関する倫理規程」に基づき，実験

計画の事前審査による承認を経た上で実施した． 
３．１ 実験方法 

実験参加者は合計 19 名（男性 12 名，女性 7 名），

平均年齢は 75.2 歳（標準偏差 6.2 歳）であった．実

験は東京都内の自動車教習所で実施した．車道幅 7m，

長さ 150m 程度の見通しの良い２車線の直線コース

の片側車線を車両が走行した．実験は 2011 年 10 月

下旬の 14 時から 16 時に行い，天候は快晴であった．

直線コースの両側に５名ずつ整列した実験参加者が

車両を同時に観測し，これ以上近づけば横断できない

と判断した瞬間に手元のボタンを押した．その時点に

おける歩行者と車までの距離を以後「歩車間距離」と

呼称する．  
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２．通信利用型安全運転支援システムから歩行者情報を 
提示した場合のドライバの運転行動に関する研究 

 
 
 

自動車安全研究領域   ※児島 亨  山口 大助  波多野 忠 
 
 

１．はじめに 
 年間約 80 万件という高い水準で発生し続けている

交通事故を削減するための車両安全対策として，国に

よる先進安全自動車（ASV）推進計画が実施されてお

り，2006 年度～2010 年度にかけて実施された第４期

ASV推進計画では自律検知型運転支援システムの本格

普及及び通信利用型運転支援システムの実用化に向

けた取り組みが行われた(1)．これらの取り組みによ

り，車両単独事故及び車両対車両事故のより一層の削

減が見込まれる．一方で，交通事故死者数の約１／３

が歩行中の事故によるものであることから，歩行者事

故の削減に向けた取り組みが必要とされており(2)，

2011 年度より開始された第５期 ASV 推進計画におい

て，歩行者と自動車の間で通信を行うことにより歩行

者の存在をドライバーに提示する歩車間通信システ

ムの技術的可能性について検討が行われている． 

 本研究では，一般のドライバーが運転する自動車

（以下，自車とする）と歩行者が接近または衝突する

可能性のある場面をドライビングシミュレータ（以

下，DSとする）上で再現し，歩車間通信により歩行者

の情報をドライバーに提示した場合に，運転行動の変

化（例えば歩行者との衝突を回避するための行動がよ

り早く適切に行われる等）について評価するととも

に，衝突する可能性の無い歩行者の情報が提示された

場合のドライバーの受容性についても評価を行った．

以下，実験内容及び実験結果について報告する． 

２．実験内容 
２．１．本実験における歩行者の定義 

 本研究では，実験中に DS のスクリーン上に出現さ

せる歩行者として，以下の３種類を定義した． 

＜実験対象歩行者＞ 

 自車に接近し，ドライバーが衝突を回避する必要の 

ある歩行者．歩行者が通信機を持っている場合には 

ドライバーへ情報が提示される． 

＜ダミー歩行者＞ 

 歩道上または自車から見て道路右端を歩行し，ドラ

イバーが衝突を回避する必要の無い歩行者．通信機は

持たず，ドライバーへの情報提示は行わない． 

＜通信対象歩行者＞ 

 ダミー歩行者と同一の軌跡上を歩行し，通信機を持

つ歩行者．ドライバーは衝突を回避する必要は無い

が，一定の範囲内に存在する場合に情報提示される． 
２．２．実験を実施した交通場面 
 本研究では，走行中の自動車と歩行者が接近または

衝突する可能性のある交通場面の中から，実事故とド

ライブレコーダのニアミスデータを比較した文献（3），

（4）を参考にし，件数が比較的多く，DS 上での再現が

可能な，図１に示す A～H を実験の対象場面とした．

なお，A～H のうち，B～D については，歩行者が道路

交通法に従って歩行するケースである． 

 場面Aは自車が信号のある交差点を直進中に，交差

点出口の横断歩道において，向かって右側から歩行者

が信号無視して横断するケースである．対向車の後方

に歩行者が隠れ，ドライバーからは横断開始を目視で

きない．歩行者の出現は，歩行者が自車の前方を横切

るタイミングとした． 

 場面Bは自車が信号のある交差点を対向直進車と衝

突しないようにして右折する際に，向かって右側から

歩行者が青信号で横断するケースである．歩行者の出

現は，自車が歩行者の前を通過するかまたは停止して

横断するのを待つか，ドライバーが判断できるタイミ

ングとした． 

 場面Cは自車が信号のある交差点を左折する際に，

向かって左側から歩行者が青信号で横断するケース

である．歩行者の出現は，自車が歩行者の前を通過す 

るかまたは停止して横断するのを待つか，ドライバー 

 

 

め，歩行者は道路を２車線とも渡り終える必要があ

り，横断には７メートルの歩行時間全体が必要であ

る．そこで，図９における車両が左から接近する場合

の歩車間距離を車速で割ることにより，車が目前に到

達するまでの予測時間を求めた．同じ実験を若年者に

ついて行った実験結果(4)とあわせて図 10 に示した． 
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図 10 予想到達時間 車両を左手に観察する場合 

（若年者の結果(4)との比較） 
 
車速 40km/h 以上では，車両が歩行者の目前に到達

する時間が，高齢者が 7m の歩行に要する 5.5 秒間よ

りも短くなるため，危険であることがわかった．若年

者(4)では車速が 40km/h 以上において，高齢者よりも

長い到達時間で横断を断念していることから，若年者

の方が衝突事故に遭遇しにくいと考えられる． 
 今回の実験では横断を断念する間際のタイミング

を調べたが，現実にはもっと余裕がある時点で横断が

開始されるため，事故にいたる可能性は低いと思われ

る．また，横断を開始した後で危険に気づいた場合に

は，適切な回避行動がとられるはずであるが，危険回

避行動に年齢差が生じる可能性は残っている． 
 

６．結 論 

 高齢歩行者の事故を予防するという観点から，高齢

者の行動様式，横断時の意識調査を行ったところ，本

調査の範囲では，高齢者は外出目的が多様であり，若

年者よりも活動範囲が多岐にわたるため，目的に応じ

て毎日異なる道路を歩行しており，近所のよく知った

道で車が少ない場合には，横断歩道のないところを渡

る習慣があることも示唆された．今後は，横断時のヒ

ヤリハット体験と高齢者の認知，身体機能との相関に

ついて対象者を増やして調査を行う予定である． 
 また，実車を用いて横断タイミングを調査したとこ

ろ，次の結果が得られた．これらは高齢者と若年者に

共通する特性である． 
(1) 歩行者が横断を断念する歩車間距離は，車が手前

車線を右から接近する場合よりも，奧側車線を左

から接近する場合のほうが長くなる． 
(2) 歩車間距離は車速が増すに従い長くなる． 
(3) 車両到達予想時間は，車速が増すに従い短くな

る．時速 40km/h 以上の場合，歩行者は奧側車線

の左から接近する車両に衝突する可能性がある． 
 近年，画像処理やレーダなどを用いて，歩行者を検

知する装置が開発されているが，車両進行方向に対し

て右側から横断する歩行者への対策を強化すること

が重要であることが示唆された． 
 また，夜間に右側から横断する歩行者の交通事故が

多発しており，その原因に右側歩行者に対する前照灯

の配光が影響しているという指摘がある (5)．本研究の

結果から，右側歩行者は車両到達時間を誤認する場合

があることがわかったため，夜間に同様の横断判断実

験を行い，前照灯の照らし方と歩行者側の認知判断の

傾向などについて総合的に考察する予定である． 
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１．はじめに 
 年間約 80 万件という高い水準で発生し続けている

交通事故を削減するための車両安全対策として，国に

よる先進安全自動車（ASV）推進計画が実施されてお

り，2006 年度～2010 年度にかけて実施された第４期

ASV推進計画では自律検知型運転支援システムの本格

普及及び通信利用型運転支援システムの実用化に向

けた取り組みが行われた(1)．これらの取り組みによ

り，車両単独事故及び車両対車両事故のより一層の削

減が見込まれる．一方で，交通事故死者数の約１／３

が歩行中の事故によるものであることから，歩行者事

故の削減に向けた取り組みが必要とされており(2)，

2011 年度より開始された第５期 ASV 推進計画におい

て，歩行者と自動車の間で通信を行うことにより歩行

者の存在をドライバーに提示する歩車間通信システ

ムの技術的可能性について検討が行われている． 

 本研究では，一般のドライバーが運転する自動車

（以下，自車とする）と歩行者が接近または衝突する

可能性のある場面をドライビングシミュレータ（以

下，DSとする）上で再現し，歩車間通信により歩行者

の情報をドライバーに提示した場合に，運転行動の変

化（例えば歩行者との衝突を回避するための行動がよ

り早く適切に行われる等）について評価するととも

に，衝突する可能性の無い歩行者の情報が提示された

場合のドライバーの受容性についても評価を行った．

以下，実験内容及び実験結果について報告する． 

２．実験内容 
２．１．本実験における歩行者の定義 

 本研究では，実験中に DS のスクリーン上に出現さ

せる歩行者として，以下の３種類を定義した． 

＜実験対象歩行者＞ 

 自車に接近し，ドライバーが衝突を回避する必要の 

ある歩行者．歩行者が通信機を持っている場合には 

ドライバーへ情報が提示される． 

＜ダミー歩行者＞ 

 歩道上または自車から見て道路右端を歩行し，ドラ

イバーが衝突を回避する必要の無い歩行者．通信機は

持たず，ドライバーへの情報提示は行わない． 

＜通信対象歩行者＞ 

 ダミー歩行者と同一の軌跡上を歩行し，通信機を持

つ歩行者．ドライバーは衝突を回避する必要は無い

が，一定の範囲内に存在する場合に情報提示される． 
２．２．実験を実施した交通場面 
 本研究では，走行中の自動車と歩行者が接近または

衝突する可能性のある交通場面の中から，実事故とド

ライブレコーダのニアミスデータを比較した文献（3），

（4）を参考にし，件数が比較的多く，DS 上での再現が

可能な，図１に示す A～H を実験の対象場面とした．

なお，A～H のうち，B～D については，歩行者が道路

交通法に従って歩行するケースである． 

 場面Aは自車が信号のある交差点を直進中に，交差

点出口の横断歩道において，向かって右側から歩行者

が信号無視して横断するケースである．対向車の後方

に歩行者が隠れ，ドライバーからは横断開始を目視で

きない．歩行者の出現は，歩行者が自車の前方を横切

るタイミングとした． 

 場面Bは自車が信号のある交差点を対向直進車と衝

突しないようにして右折する際に，向かって右側から

歩行者が青信号で横断するケースである．歩行者の出

現は，自車が歩行者の前を通過するかまたは停止して

横断するのを待つか，ドライバーが判断できるタイミ

ングとした． 

 場面Cは自車が信号のある交差点を左折する際に，

向かって左側から歩行者が青信号で横断するケース

である．歩行者の出現は，自車が歩行者の前を通過す 

るかまたは停止して横断するのを待つか，ドライバー 

 

 

め，歩行者は道路を２車線とも渡り終える必要があ

り，横断には７メートルの歩行時間全体が必要であ

る．そこで，図９における車両が左から接近する場合

の歩車間距離を車速で割ることにより，車が目前に到

達するまでの予測時間を求めた．同じ実験を若年者に

ついて行った実験結果(4)とあわせて図 10 に示した． 
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図 10 予想到達時間 車両を左手に観察する場合 

（若年者の結果(4)との比較） 
 
車速 40km/h 以上では，車両が歩行者の目前に到達

する時間が，高齢者が 7m の歩行に要する 5.5 秒間よ

りも短くなるため，危険であることがわかった．若年

者(4)では車速が 40km/h 以上において，高齢者よりも

長い到達時間で横断を断念していることから，若年者

の方が衝突事故に遭遇しにくいと考えられる． 
 今回の実験では横断を断念する間際のタイミング

を調べたが，現実にはもっと余裕がある時点で横断が

開始されるため，事故にいたる可能性は低いと思われ

る．また，横断を開始した後で危険に気づいた場合に

は，適切な回避行動がとられるはずであるが，危険回

避行動に年齢差が生じる可能性は残っている． 
 

６．結 論 
 高齢歩行者の事故を予防するという観点から，高齢

者の行動様式，横断時の意識調査を行ったところ，本

調査の範囲では，高齢者は外出目的が多様であり，若

年者よりも活動範囲が多岐にわたるため，目的に応じ

て毎日異なる道路を歩行しており，近所のよく知った

道で車が少ない場合には，横断歩道のないところを渡

る習慣があることも示唆された．今後は，横断時のヒ

ヤリハット体験と高齢者の認知，身体機能との相関に

ついて対象者を増やして調査を行う予定である． 
 また，実車を用いて横断タイミングを調査したとこ

ろ，次の結果が得られた．これらは高齢者と若年者に

共通する特性である． 
(1) 歩行者が横断を断念する歩車間距離は，車が手前

車線を右から接近する場合よりも，奧側車線を左

から接近する場合のほうが長くなる． 
(2) 歩車間距離は車速が増すに従い長くなる． 
(3) 車両到達予想時間は，車速が増すに従い短くな

る．時速 40km/h 以上の場合，歩行者は奧側車線

の左から接近する車両に衝突する可能性がある． 
 近年，画像処理やレーダなどを用いて，歩行者を検

知する装置が開発されているが，車両進行方向に対し

て右側から横断する歩行者への対策を強化すること

が重要であることが示唆された． 
 また，夜間に右側から横断する歩行者の交通事故が

多発しており，その原因に右側歩行者に対する前照灯

の配光が影響しているという指摘がある (5)．本研究の

結果から，右側歩行者は車両到達時間を誤認する場合

があることがわかったため，夜間に同様の横断判断実

験を行い，前照灯の照らし方と歩行者側の認知判断の

傾向などについて総合的に考察する予定である． 
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大きい場面 A 及び D～H については，自車と歩行者間

の距離を自車速度で除した衝突予測時間（Time To 

Collision，以下，TTCとする）を用いた．これに対し，

交差点手前での減速により歩行者との相対速度が小

さくなりやすい場面B及びCについては自車と歩行者

間の距離を用いた．また，通信対象歩行者に対する判

定方法は，全て TTC による判定を用いた．なお，TTC

による判定を用いる場合の閾値は，情報提供を対象と

した場面 A及び D～Fについては 7秒とし，警報を対

象とした場面G及びHについては4秒とした． 

 

 

 

 

 

 

２．６． 実験に用いたHuman Machine Interface 

 図２に実験に使用したHuman Machine Interface（以

下，HMIとする）を示す．ドライバーへの伝達手段は

運転席から視認可能なカーナビ用モニタ画面への表

示及びスピーカーからの音とした．また，情報の種類

（情報提供または警報）によって色や音を使い分けた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．７．実験装置 

 図３に実験に使用した DS の外観図を示す．ドライ

バーは実際の車両の運転席に着座して運転操作を行 

う．水平方向の視野角が216度確保される為，実際の

運転時と近似した視界環境を再現可能である．また，

複数の動揺装置により車両運動を模擬している．図４

に実験に用いたスクリーン画像の例を示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．８．実験による確認項目 

 本実験では下記の二つを実験項目とした． 

①支援情報の効果及び受容性について確認する実験 

②支援情報への依存の影響について確認する実験 

 上記①は支援情報による効果及び不要な情報提供

が行われた場合の受容性を確認するための実験とし

て実施した．また，上記②は支援情報への依存による

影響について確認するための実験として実施した． 

２．９．実験試行回数と情報提示の頻度 

 実験に参加したドライバーが普段の運転時以上に

歩行者に警戒することを避けるため，各場面において

実験対象歩行者が出現しないケースも設定した． 

 支援の効果及び受容性について確認する実験では，

最初に歩車間通信システム無しのパートとして，各場

面を4回ずつ試行し，このうちの1回を実験対象歩行

者が出現するケースとした．次に歩車間通信システム

ありのパートとして，該当する場面に対し情報提供1，

情報提供２及び警報の実験を各8回ずつ実施し，8回

のうちの 2 回を実験対象歩行者が出現するケースと

し，歩行者の情報が提示されるのは，この2回のうち

の1回とした．なお，情報提供１，情報提供２及び警

報の実験は，実験パートを分けて実施した.  

 支援情報への依存の影響について確認する実験で

は，最初に歩車間通信システム無しのパートとして，

各場面を4回ずつ試行し，このうちの1回を実験対象

歩行者が出現するケースとした．次に歩車間通信シス

テムありのパートとして，A～Fの各場面を17回ずつ

試行し，このうちの5回を実験対象歩行者が出現する

ケースとした．歩行者の情報が提示されるのはこの5

回のうちの3回とした．なお，情報が提示されないケ

ースは，全 17 回のうちの最後の 2 回とした．本実験

については情報提供２のみを対象とした． 

表３ 情報提示タイミングの判定方法と閾値 

図２ 実験に用いたHMI 

図３ ドライビングシミュレータ 

図４ スクリーン画像の例 

判定方法 閾値 判定方法 閾値

A TTC 7s TTC 7s
B 距離 min. 20m, max. 30m * TTC 7s
C 距離 min. 20m, max. 30m * TTC 7s
D TTC 7s TTC 7s
E TTC 7s TTC 7s
F TTC 7s TTC 7s
G TTC 4s - -
H TTC 4s - -

* 実験場面における自車両の速度による

実験対象歩行者 通信対象歩行者
実験場面

 
近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

実験場面 A，B，C，D，E，Fで使用

 
右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

実験場面 A，B，Fで使用 実験場面 C，Dで使用 実験場面 Eで使用

 
右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！

右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！！

実験場面 Gで使用 実験場面 Hで使用警報

場面 A, B, F 場面 E場面 A, B, F
情報提供 2

場面 A, B, C, D, E, F
情報提供 1

場面 G 場面 H

 
近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

実験場面 A，B，C，D，E，Fで使用

 
右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

実験場面 A，B，Fで使用 実験場面 C，Dで使用 実験場面 Eで使用

 
右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！

右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！！

実験場面 Gで使用 実験場面 Hで使用警報

場面 A, B, F 場面 E場面 A, B, F
情報提供 2

場面 A, B, C, D, E, F
情報提供 1

場面 G 場面 H

実験対象歩行者実験対象歩行者

 

 

が判断できるタイミングとした． 

 場面Dは自車が信号及び横断歩道の無い，見通しの

悪い交差点を直進する際に，向かって左側から歩行者

が横断するケースである．歩行者の出現は，自車が歩

行者の前を通過するかまたは停止して横断するのを

待つか，ドライバーが判断できるタイミングとした． 

 場面Eは自車が歩道及びセンターラインの無い道路

を直進中に，左前方を自車と同方向に歩行者が歩行

し，ドライバーは歩行者の右横を通過するケースであ

る．歩行者の出現は，自車が対向車とすれ違うために

道路左側に寄っている最中に歩行者の後方に追いつ

くタイミングとした． 

 場面Fは自車が信号のある交差点を左折した後の直

進中に，信号待ちで停車中の対向車の車列後方を，向

かって右側から歩行者が横断するケースである．車列

の後方に歩行者が隠れ，ドライバーからは横断開始を

目視できない．歩行者の出現は，歩行者が自車の前方

を横切るタイミングとした． 

 場面Gは自車が直線道路を走行中に，向かって右側

から歩行者が横断するケースである．対向車の後方に

歩行者が隠れ，ドライバーからは横断開始を目視でき

ない．歩行者の出現は，歩行者が自車の前方を横切る

タイミングとした． 

 場面Hは自車が左前方に停車中のバスを追い越す際

に，向かって左側から歩行者が横断するケースであ

る．停車車両の前方に歩行者が隠れ，ドライバーから

は横断開始を目視できない．歩行者の出現は，歩行者

が自車の前方を横切るタイミングとした． 

 各場面において，歩行者の情報を提示された後にド

ライバーが衝突を回避する際の緊急性は，A～Fについ

ては通常の運転行動で衝突を回避可能とし，GとHに

ついては緊急時の対応（急制動）を行わなければ衝突

を回避できないようにした．  
２．３．実験場面と提示する情報の種類 

 表１に実験時にドライバーへ提示した歩行者情報

の種類と実験場面との関係を示す．表中の情報提供1 

は歩行者の存在情報のみを提示し，情報提供２は歩行

者の方向及び存在情報を提示するものである．いずれ

も情報を受けた後の判断はドライバーに任せる．これ

に対し，警報は直ちに歩行者との衝突を回避するため

の対応をシステムがドライバーへ促すものである． 

２．４．提示する情報の種類と歩行者の関係 

 表２にドライバーへ提示する情報の種類と該当す 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

る歩行者との関係を示す．実験対象歩行者については

３種類の情報全てを実験対象としたが，通信対象歩行

者については情報提供１のみを実験対象とした． 

 

 

 

 

 

２．５． 情報提示のタイミング 

 表３に歩行者の情報を提示するタイミングを決め 

るための判定方法と閾値の関係を示す．実験対象歩行 

者に対する判定方法は，歩行者との相対速度が比較的 

図１ 実験を実施した交通場面 

表１ 実験場面と情報の種類の関係 

表２ 情報の種類と歩行者の種類の関係 

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 交差点を横断

自車両

ダミー歩行者 一般交通車両

実験対象歩行者

停車車両 (バス)

図中の凡例

Ａ

信号
(車両用)

信号
(歩行者用)

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 赤信号で横断

自車両 : 右折
実験対象歩行者 : 青信号で横断Ｂ

通信対象歩行者

自車両 : 左折
実験対象歩行者 : 青信号で横断

Ｃ

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路左端を歩行

自車両 : 左折後に直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｄ

Ｅ Ｆ

自車両 : 停車車両を追い越し
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｇ
自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｈ

見通しの悪い
交差点

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 交差点を横断

自車両

ダミー歩行者 一般交通車両

実験対象歩行者

停車車両 (バス)

図中の凡例

Ａ

信号
(車両用)

信号
(歩行者用)

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 赤信号で横断

自車両 : 右折
実験対象歩行者 : 青信号で横断Ｂ

通信対象歩行者

自車両 : 左折
実験対象歩行者 : 青信号で横断

Ｃ

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路左端を歩行

自車両 : 左折後に直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｄ

Ｅ Ｆ

自車両 : 停車車両を追い越し
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｇ
自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｈ

見通しの悪い
交差点

情報提供１ *1) 情報提供２ *2) 警報

A ○ ○ ×

B ○ ○ ×

C ○ ○ ×

D ○ ○ ×

E ○ ○ ×

F ○ ○ ×

G × × ○

H × × ○

*1) 自車の近くに存在する歩行者の存在情報のみドライバーへ提示
*2) 自車の近くに存在する歩行者の存在情報及び方向をへ提示

実験場面

ドライバーへ提示する情報の種類

実験対象歩行者 通信対象歩行者 ダミー歩行者

情報提供 1 ○ ○ ×

情報提供 2 ○ × ×

警報 ○ × ×

ドライバーへ提示する
情報の種類

対象とする歩行者
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大きい場面 A 及び D～H については，自車と歩行者間

の距離を自車速度で除した衝突予測時間（Time To 

Collision，以下，TTCとする）を用いた．これに対し，

交差点手前での減速により歩行者との相対速度が小

さくなりやすい場面B及びCについては自車と歩行者

間の距離を用いた．また，通信対象歩行者に対する判

定方法は，全て TTC による判定を用いた．なお，TTC

による判定を用いる場合の閾値は，情報提供を対象と

した場面 A及び D～Fについては 7秒とし，警報を対

象とした場面G及びHについては4秒とした． 

 

 

 

 

 

 

２．６． 実験に用いたHuman Machine Interface 

 図２に実験に使用したHuman Machine Interface（以

下，HMIとする）を示す．ドライバーへの伝達手段は

運転席から視認可能なカーナビ用モニタ画面への表

示及びスピーカーからの音とした．また，情報の種類

（情報提供または警報）によって色や音を使い分けた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．７．実験装置 

 図３に実験に使用した DS の外観図を示す．ドライ

バーは実際の車両の運転席に着座して運転操作を行 

う．水平方向の視野角が216度確保される為，実際の

運転時と近似した視界環境を再現可能である．また，

複数の動揺装置により車両運動を模擬している．図４

に実験に用いたスクリーン画像の例を示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．８．実験による確認項目 

 本実験では下記の二つを実験項目とした． 

①支援情報の効果及び受容性について確認する実験 

②支援情報への依存の影響について確認する実験 

 上記①は支援情報による効果及び不要な情報提供

が行われた場合の受容性を確認するための実験とし

て実施した．また，上記②は支援情報への依存による

影響について確認するための実験として実施した． 

２．９．実験試行回数と情報提示の頻度 

 実験に参加したドライバーが普段の運転時以上に

歩行者に警戒することを避けるため，各場面において

実験対象歩行者が出現しないケースも設定した． 

 支援の効果及び受容性について確認する実験では，

最初に歩車間通信システム無しのパートとして，各場

面を4回ずつ試行し，このうちの1回を実験対象歩行

者が出現するケースとした．次に歩車間通信システム

ありのパートとして，該当する場面に対し情報提供1，

情報提供２及び警報の実験を各8回ずつ実施し，8回

のうちの 2 回を実験対象歩行者が出現するケースと

し，歩行者の情報が提示されるのは，この2回のうち

の1回とした．なお，情報提供１，情報提供２及び警

報の実験は，実験パートを分けて実施した.  

 支援情報への依存の影響について確認する実験で

は，最初に歩車間通信システム無しのパートとして，

各場面を4回ずつ試行し，このうちの1回を実験対象

歩行者が出現するケースとした．次に歩車間通信シス

テムありのパートとして，A～Fの各場面を17回ずつ

試行し，このうちの5回を実験対象歩行者が出現する

ケースとした．歩行者の情報が提示されるのはこの5

回のうちの3回とした．なお，情報が提示されないケ

ースは，全 17 回のうちの最後の 2 回とした．本実験

については情報提供２のみを対象とした． 

表３ 情報提示タイミングの判定方法と閾値 

図２ 実験に用いたHMI 

図３ ドライビングシミュレータ 

図４ スクリーン画像の例 

判定方法 閾値 判定方法 閾値

A TTC 7s TTC 7s
B 距離 min. 20m, max. 30m * TTC 7s
C 距離 min. 20m, max. 30m * TTC 7s
D TTC 7s TTC 7s
E TTC 7s TTC 7s
F TTC 7s TTC 7s
G TTC 4s - -
H TTC 4s - -

* 実験場面における自車両の速度による

実験対象歩行者 通信対象歩行者
実験場面

 
近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

実験場面 A，B，C，D，E，Fで使用

 
右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

実験場面 A，B，Fで使用 実験場面 C，Dで使用 実験場面 Eで使用

 
右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！

右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！！

実験場面 Gで使用 実験場面 Hで使用警報

場面 A, B, F 場面 E場面 A, B, F
情報提供 2

場面 A, B, C, D, E, F
情報提供 1

場面 G 場面 H

 
近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

近くに歩行者がいます

「ピンポーン、近くに歩行者がいます」

実験場面 A，B，C，D，E，Fで使用

 
右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

右に歩行者がいます

「ピンポーン、右に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左に歩行者がいます

「ピンポーン、左に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

左前方に歩行者がいます

「ピンポーン、左前方に歩行者がいます」

実験場面 A，B，Fで使用 実験場面 C，Dで使用 実験場面 Eで使用

 
右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！

右 歩行者！

「ピピピピ、右、歩行者」

！！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！

左 歩行者！

「ピピピピ、左、歩行者」

！！

実験場面 Gで使用 実験場面 Hで使用警報

場面 A, B, F 場面 E場面 A, B, F
情報提供 2

場面 A, B, C, D, E, F
情報提供 1

場面 G 場面 H

実験対象歩行者実験対象歩行者

 

 

が判断できるタイミングとした． 

 場面Dは自車が信号及び横断歩道の無い，見通しの

悪い交差点を直進する際に，向かって左側から歩行者

が横断するケースである．歩行者の出現は，自車が歩

行者の前を通過するかまたは停止して横断するのを

待つか，ドライバーが判断できるタイミングとした． 

 場面Eは自車が歩道及びセンターラインの無い道路

を直進中に，左前方を自車と同方向に歩行者が歩行

し，ドライバーは歩行者の右横を通過するケースであ

る．歩行者の出現は，自車が対向車とすれ違うために

道路左側に寄っている最中に歩行者の後方に追いつ

くタイミングとした． 

 場面Fは自車が信号のある交差点を左折した後の直

進中に，信号待ちで停車中の対向車の車列後方を，向

かって右側から歩行者が横断するケースである．車列

の後方に歩行者が隠れ，ドライバーからは横断開始を

目視できない．歩行者の出現は，歩行者が自車の前方

を横切るタイミングとした． 

 場面Gは自車が直線道路を走行中に，向かって右側

から歩行者が横断するケースである．対向車の後方に

歩行者が隠れ，ドライバーからは横断開始を目視でき

ない．歩行者の出現は，歩行者が自車の前方を横切る

タイミングとした． 

 場面Hは自車が左前方に停車中のバスを追い越す際

に，向かって左側から歩行者が横断するケースであ

る．停車車両の前方に歩行者が隠れ，ドライバーから

は横断開始を目視できない．歩行者の出現は，歩行者

が自車の前方を横切るタイミングとした． 

 各場面において，歩行者の情報を提示された後にド

ライバーが衝突を回避する際の緊急性は，A～Fについ

ては通常の運転行動で衝突を回避可能とし，GとHに

ついては緊急時の対応（急制動）を行わなければ衝突

を回避できないようにした．  
２．３．実験場面と提示する情報の種類 

 表１に実験時にドライバーへ提示した歩行者情報

の種類と実験場面との関係を示す．表中の情報提供1 

は歩行者の存在情報のみを提示し，情報提供２は歩行

者の方向及び存在情報を提示するものである．いずれ

も情報を受けた後の判断はドライバーに任せる．これ

に対し，警報は直ちに歩行者との衝突を回避するため

の対応をシステムがドライバーへ促すものである． 

２．４．提示する情報の種類と歩行者の関係 

 表２にドライバーへ提示する情報の種類と該当す 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

る歩行者との関係を示す．実験対象歩行者については

３種類の情報全てを実験対象としたが，通信対象歩行

者については情報提供１のみを実験対象とした． 

 

 

 

 

 

２．５． 情報提示のタイミング 

 表３に歩行者の情報を提示するタイミングを決め 

るための判定方法と閾値の関係を示す．実験対象歩行 

者に対する判定方法は，歩行者との相対速度が比較的 

図１ 実験を実施した交通場面 

表１ 実験場面と情報の種類の関係 

表２ 情報の種類と歩行者の種類の関係 

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 交差点を横断

自車両

ダミー歩行者 一般交通車両

実験対象歩行者

停車車両 (バス)

図中の凡例

Ａ

信号
(車両用)

信号
(歩行者用)

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 赤信号で横断

自車両 : 右折
実験対象歩行者 : 青信号で横断Ｂ

通信対象歩行者

自車両 : 左折
実験対象歩行者 : 青信号で横断

Ｃ

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路左端を歩行

自車両 : 左折後に直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｄ

Ｅ Ｆ

自車両 : 停車車両を追い越し
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｇ
自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｈ

見通しの悪い
交差点

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 交差点を横断

自車両

ダミー歩行者 一般交通車両

実験対象歩行者

停車車両 (バス)

図中の凡例

Ａ

信号
(車両用)

信号
(歩行者用)

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 赤信号で横断

自車両 : 右折
実験対象歩行者 : 青信号で横断Ｂ

通信対象歩行者

自車両 : 左折
実験対象歩行者 : 青信号で横断

Ｃ

自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路左端を歩行

自車両 : 左折後に直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｄ

Ｅ Ｆ

自車両 : 停車車両を追い越し
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｇ
自車両 : 直進
実験対象歩行者 : 道路を横断

Ｈ

見通しの悪い
交差点

情報提供１ *1) 情報提供２ *2) 警報

A ○ ○ ×

B ○ ○ ×

C ○ ○ ×

D ○ ○ ×

E ○ ○ ×

F ○ ○ ×

G × × ○

H × × ○

*1) 自車の近くに存在する歩行者の存在情報のみドライバーへ提示
*2) 自車の近くに存在する歩行者の存在情報及び方向をへ提示

実験場面

ドライバーへ提示する情報の種類

実験対象歩行者 通信対象歩行者 ダミー歩行者

情報提供 1 ○ ○ ×

情報提供 2 ○ × ×

警報 ○ × ×

ドライバーへ提示する
情報の種類

対象とする歩行者
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とを想定し，反応したものと考えられる．また，場面

Fの場合は，停車中の対向車の車列の間から歩行者が

横断してくることを想定し，反応したものと考えられ

る．これらの結果から，歩行者が車道に出てくること

をドライバーが警戒しやすい場面では不要な情報提

供に反応する人の数がより多くなることが分かった． 

 
 
 
 
 
 
 
 図８～図１０はグループ１の実験参加者に対し実 
施したアンケート結果の抜粋を示したものである．図

８，９より「情報提供が歩行者との衝突回避に役立っ

たか？」に対し，「とても役に立った」と「どちらか

というと役に立った」を合わせると，情報提供１の場

合には 45%であったが，情報提供２の場合には 82%と

なっており，主観的な評価としては情報提供２の方が

高いことが分かった．また，図 10 より「衝突の回避

が不要な歩行者から情報提供される場合があること

をどう思うか？」については，「全く気にならない」，

「気にはなるが，やむを得ない」及び「気にはなるが，

ごく稀にそのようなことがあるのはやむを得ない」ま

でを許容と見なすと，６割程度の人が許容した．なお，

許容する人の割合は，不要な情報提供が行われる頻度

によって変わることも考えられる． 

３．１．２．警報による運転行動の変化 

 図１１は場面 G におけるブレーキ反応時間につい

て，グループ１の全実験参加者の平均及び標準偏差を 

示したものである．歩車間通信システム無しの場合に 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
対し，警報が発せられた場合にはブレーキ反応時間の

平均値が 1.2s 程度短縮されており，有意水準 5%の t

検定においても有意な差が見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，図 12 は場面 G における自車と実験対象歩行

者との最小距離について，グループ１の全実験参加者

の平均及び標準偏差を示したものである．歩車間通信 

システム無しの場合に対し，警報が行われた場合には 

最小距離の平均値が 7m 程度増加しており，有意水準

5%の t検定においても有意な差が見られた．なお，場

面Hにおいても，ブレーキ反応時間及び最小距離に 

図６ 場面Cにおいて自車が停止して歩行者を 

先に横断させた人の数 

図７ 衝突の回避が不要な歩行者からの情報提供に 

反応した人の数 

図１０ 不要な情報提供に対するアンケート結果 

図１１ 場面Gにおけるブレーキ反応時間の比較 

図９ 情報提供２に対するアンケート結果 

27%

55%

9%

9%

総回答数：１１ 件

1. とても役に立った

2. どちらかというと役に立った

3. どちらともいえない

4. どちらかというと役に立たなかった

5. 役に立たなかった

質問６ 安全運転支援システムからの情報提供は、歩行者との衝突を回避

するのに役に立ちましたか？【１つ】
歩行者の情報提供は歩行者との衝突の回避に役立ち

ましたか？

回答数 11名（グループ１）

情報提供2のパート終了後

とても役に立った

どちらかというと役に立った

どちらとも言えない

どちらかと言うと役に立たなかった

役に立たなかった

 

27%

18%37%

18%

総回答数：１１ 件

1. とても役に立った

2. どちらかというと役に立った

3. どちらともいえない

4. どちらかというと役に立たなかった

5. 役に立たなかった

質問６ 安全運転支援システムからの情報提供は、歩行者との衝突を回避

するのに役に立ちましたか？【１つ】

とても役に立った

どちらかというと役に立った

どちらとも言えない

どちらかと言うと役に立たなかった

役に立たなかった

回答数 11名（グループ１）

情報提供１のパート終了後

歩行者の情報提供は歩行者との衝突の回避に役立ち

ましたか？

図８ 情報提供１に対するアンケート結果 

9%

27%

27%

37%

総回答数：１１ 件

1. そのようなことがあることは
全く気にならない

2. 気にはなるが、そのようなことが

あってもやむを得ない

3. 気にはなるが、ごく稀にそのような

ことがあるのはやむを得ない

4. できるだけ、そのようなことは

あってほしくない

5. そのようなことは絶対に
あってはならない

質問７ ご自身の車と衝突する危険性の無い歩行者（例：歩道上を歩行する

歩行者）に対しても安全運転支援システムから情報提供される場合

があることに対し、どのように思いますか？【１つ】

衝突する可能性の無い歩行者から情報提供される

場合があることに対してどのように思いますか？

全く気にならない

気にはなるが，そのようなことが
あってもやむを得ない

気にはなるが，ごく稀にそのような
ことがあってもやむを得ない

できるだけそのようなことは
あってほしくない

そのようなことは絶対にあって
はならない

回答数 11名（グループ１）
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２．１０．実験参加者の構成 

 表４に実験参加者，実験場面及び実験項目について

示す．実験参加者は日常的に運転を行う30代～40代

を中心とした男女とし，実験場面及び確認内容によっ

て三つのグループを構成した．また，全ての参加者に

対し，グループ内の全ての実験ケースを実施し，実験

参加者内要因として結果を比較できるようにした． 

 なお，実験を開始する前に実験参加者よりインフォ

ームドコンセントを受領した． 

 
 
 
 
 
２．１１．実験参加者への実験前の教示内容 

 実験参加者に対し，歩行者の情報が提示されるの

は，歩行者が通信機を持っている場合のみであること

及び衝突を回避する必要の無い歩行者からも情報が

提示される場合があることを教示した．また，情報が

提示された後の対応として，情報提供の実験ではドラ

イバーの判断に任されること，警報の実験では直ちに

歩行者との衝突回避が求められることを教示した． 

２．１２．評価方法 

 評価は計測データ及びアンケートにより行った． 

 計測データによる評価では，自車が停止して歩行者

が横断するのを待った回数（場面B～D），自車と歩行

者が最接近した時の距離（以下，最小距離とする）（場

面A～F）及び歩行者が横断を開始した時点からドライ

バーがブレーキ操作を開始するまでの時間（以下，ブ

レーキ反応時間とする）（場面A及びF）を評価指標と

し，歩行者情報の有無による比較を行った．また，衝

突の回避が不要な歩行者から情報提供が行われるケ

ースでは，情報に反応してアクセルOFFまたはブレー

キ操作を行った人の数を場面毎にカウントした． 

 アンケートでは，歩行者との衝突回避に役立つか，

不要な情報提供を許容するか等について確認した． 

３．実験結果 

３．１．支援の効果，受容性等について確認する実験 

３．１．１．情報提供による運転行動の変化 

 図５は場面Aにおけるブレーキ反応時間について，

グループ１の全実験参加者の平均及び標準偏差を示

したものである．歩車間通信システム無しの場合に対

し，情報提供１または情報提供２が行われた場合には

ブレーキ反応時間の平均値が0.8～0.9s程度短縮され

ており，有意水準5%のt検定においても有意な差が見

られた．一方，情報提供１と情報提供２との比較では，

有意な差は見られなかった．なお，場面Fにおいても，

情報提供１または情報提供２が行われた場合には，平

均値で0.7～1s程度短縮される傾向が見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図６は場面Cにおいて，自車が停止して実験対象歩

行者を先に横断させた人の数を示したものである．歩

車間通信システム無しの場合には全ての実験参加者 

において自車が先に通過したが，情報提供１または情

報提供２が行われた場合には大多数の実験参加者が

先に歩行者を横断させており，有意水準5%の t検定に

おいても有意な差が見られた．一方，情報提供１と情

報提供２との比較では，有意な差は見られなかった．

なお，場面Dにおいても，情報提供１または情報提供

２が行われた場合には，歩行者を先に横断させる人の

数が増える傾向が見られた．これに対し，場面Bにつ

いては有意な差は見られなかった．この理由として，

場面Bでは交差点を右折時に対向直進車にも注意を払

う必要があり，情報提供の有無によらず，より慎重な

運転行動を取る人が多かった為であると考えられる． 

 場面Eについては，情報提供１及び情報提供２とも

に明確な運転行動の違いが見られなかった．この理由

は，前方車両との車間距離を長めにとって走行する人

が多く，比較的早い時点で道路左端の実験対象歩行者

を目視できた為であると考えられる． 

 図７は衝突の回避が不要な通信対象歩行者からの

情報提供に反応してアクセルOFFまたはブレーキ操作

を行った人の数を場面毎に表したものである．反応し

た人の数が比較的多いのは場面Dと場面Fであった． 

場面Dでは見通しの悪い交差点において情報提供の後 

に歩行者が横断する場面の後に再度情報提供が行わ 

れた為，駐車車両の陰等から別の歩行者が出てくるこ 

表４ 実験参加者のグループ 

図５ 場面Aにおけるブレーキ反応時間の比較 
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(10 名) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 情報提供に対する依存の影響確認
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とを想定し，反応したものと考えられる．また，場面

Fの場合は，停車中の対向車の車列の間から歩行者が

横断してくることを想定し，反応したものと考えられ

る．これらの結果から，歩行者が車道に出てくること

をドライバーが警戒しやすい場面では不要な情報提

供に反応する人の数がより多くなることが分かった． 

 
 
 
 
 
 
 
 図８～図１０はグループ１の実験参加者に対し実 
施したアンケート結果の抜粋を示したものである．図

８，９より「情報提供が歩行者との衝突回避に役立っ

たか？」に対し，「とても役に立った」と「どちらか

というと役に立った」を合わせると，情報提供１の場

合には 45%であったが，情報提供２の場合には 82%と

なっており，主観的な評価としては情報提供２の方が

高いことが分かった．また，図 10 より「衝突の回避

が不要な歩行者から情報提供される場合があること

をどう思うか？」については，「全く気にならない」，

「気にはなるが，やむを得ない」及び「気にはなるが，

ごく稀にそのようなことがあるのはやむを得ない」ま

でを許容と見なすと，６割程度の人が許容した．なお，

許容する人の割合は，不要な情報提供が行われる頻度

によって変わることも考えられる． 

３．１．２．警報による運転行動の変化 

 図１１は場面 G におけるブレーキ反応時間につい

て，グループ１の全実験参加者の平均及び標準偏差を 

示したものである．歩車間通信システム無しの場合に 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
対し，警報が発せられた場合にはブレーキ反応時間の

平均値が 1.2s 程度短縮されており，有意水準 5%の t

検定においても有意な差が見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，図 12 は場面 G における自車と実験対象歩行

者との最小距離について，グループ１の全実験参加者

の平均及び標準偏差を示したものである．歩車間通信 

システム無しの場合に対し，警報が行われた場合には 

最小距離の平均値が 7m 程度増加しており，有意水準

5%の t検定においても有意な差が見られた．なお，場

面Hにおいても，ブレーキ反応時間及び最小距離に 

図６ 場面Cにおいて自車が停止して歩行者を 

先に横断させた人の数 

図７ 衝突の回避が不要な歩行者からの情報提供に 

反応した人の数 

図１０ 不要な情報提供に対するアンケート結果 

図１１ 場面Gにおけるブレーキ反応時間の比較 

図９ 情報提供２に対するアンケート結果 
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1. とても役に立った

2. どちらかというと役に立った

3. どちらともいえない

4. どちらかというと役に立たなかった

5. 役に立たなかった

質問６ 安全運転支援システムからの情報提供は、歩行者との衝突を回避

するのに役に立ちましたか？【１つ】
歩行者の情報提供は歩行者との衝突の回避に役立ち

ましたか？

回答数 11名（グループ１）

情報提供2のパート終了後
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総回答数：１１ 件
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3. どちらともいえない
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5. 役に立たなかった
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とても役に立った

どちらかというと役に立った

どちらとも言えない
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回答数 11名（グループ１）

情報提供１のパート終了後

歩行者の情報提供は歩行者との衝突の回避に役立ち

ましたか？

図８ 情報提供１に対するアンケート結果 
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２．１０．実験参加者の構成 

 表４に実験参加者，実験場面及び実験項目について

示す．実験参加者は日常的に運転を行う30代～40代

を中心とした男女とし，実験場面及び確認内容によっ

て三つのグループを構成した．また，全ての参加者に

対し，グループ内の全ての実験ケースを実施し，実験

参加者内要因として結果を比較できるようにした． 

 なお，実験を開始する前に実験参加者よりインフォ

ームドコンセントを受領した． 

 
 
 
 
 
２．１１．実験参加者への実験前の教示内容 

 実験参加者に対し，歩行者の情報が提示されるの

は，歩行者が通信機を持っている場合のみであること

及び衝突を回避する必要の無い歩行者からも情報が

提示される場合があることを教示した．また，情報が

提示された後の対応として，情報提供の実験ではドラ

イバーの判断に任されること，警報の実験では直ちに

歩行者との衝突回避が求められることを教示した． 

２．１２．評価方法 

 評価は計測データ及びアンケートにより行った． 

 計測データによる評価では，自車が停止して歩行者

が横断するのを待った回数（場面B～D），自車と歩行

者が最接近した時の距離（以下，最小距離とする）（場

面A～F）及び歩行者が横断を開始した時点からドライ

バーがブレーキ操作を開始するまでの時間（以下，ブ

レーキ反応時間とする）（場面A及びF）を評価指標と

し，歩行者情報の有無による比較を行った．また，衝

突の回避が不要な歩行者から情報提供が行われるケ

ースでは，情報に反応してアクセルOFFまたはブレー

キ操作を行った人の数を場面毎にカウントした． 

 アンケートでは，歩行者との衝突回避に役立つか，

不要な情報提供を許容するか等について確認した． 

３．実験結果 

３．１．支援の効果，受容性等について確認する実験 

３．１．１．情報提供による運転行動の変化 

 図５は場面Aにおけるブレーキ反応時間について，

グループ１の全実験参加者の平均及び標準偏差を示

したものである．歩車間通信システム無しの場合に対

し，情報提供１または情報提供２が行われた場合には

ブレーキ反応時間の平均値が0.8～0.9s程度短縮され

ており，有意水準5%のt検定においても有意な差が見

られた．一方，情報提供１と情報提供２との比較では，

有意な差は見られなかった．なお，場面Fにおいても，

情報提供１または情報提供２が行われた場合には，平

均値で0.7～1s程度短縮される傾向が見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図６は場面Cにおいて，自車が停止して実験対象歩

行者を先に横断させた人の数を示したものである．歩

車間通信システム無しの場合には全ての実験参加者 

において自車が先に通過したが，情報提供１または情

報提供２が行われた場合には大多数の実験参加者が

先に歩行者を横断させており，有意水準5%の t検定に

おいても有意な差が見られた．一方，情報提供１と情

報提供２との比較では，有意な差は見られなかった．

なお，場面Dにおいても，情報提供１または情報提供

２が行われた場合には，歩行者を先に横断させる人の

数が増える傾向が見られた．これに対し，場面Bにつ

いては有意な差は見られなかった．この理由として，

場面Bでは交差点を右折時に対向直進車にも注意を払

う必要があり，情報提供の有無によらず，より慎重な

運転行動を取る人が多かった為であると考えられる． 

 場面Eについては，情報提供１及び情報提供２とも

に明確な運転行動の違いが見られなかった．この理由

は，前方車両との車間距離を長めにとって走行する人

が多く，比較的早い時点で道路左端の実験対象歩行者

を目視できた為であると考えられる． 

 図７は衝突の回避が不要な通信対象歩行者からの

情報提供に反応してアクセルOFFまたはブレーキ操作

を行った人の数を場面毎に表したものである．反応し

た人の数が比較的多いのは場面Dと場面Fであった． 

場面Dでは見通しの悪い交差点において情報提供の後 

に歩行者が横断する場面の後に再度情報提供が行わ 

れた為，駐車車両の陰等から別の歩行者が出てくるこ 

表４ 実験参加者のグループ 

図５ 場面Aにおけるブレーキ反応時間の比較 
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グループ１

(11 名) ○ ○ ○ ○ 効果及び受容性の評価
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(10 名) ○ ○ ○ ○ 効果及び受容性の評価
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(10 名) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 情報提供に対する依存の影響確認
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１．はじめに 
近年，交通事故死者数全体に占める歩行中の死者

数の割合は，自動車乗車中のそれを抜き最も大きな

割合を占めるに至っており，車両の安全技術による

歩行者保護の拡充はさらなる死亡事故削減を目指す

上で重要な課題となっている．そこで，この課題を

解決する技術の一つとして注目されているのが，歩

行者事故の防止や事故発生時の被害軽減が期待され

る衝突回避・被害軽減ブレーキシステム（以下，

Collision Avoidance and Mitigation System
（CAMS）と称す．）である．本研究では，このCAMS
の性能定義のあり方と効果評価手法を，実際にCAMS
が搭載された車両を用いた実験により検討した．本

報告では，本実験によって明らかとなった CAMS の

特性を示すとともに，この特性の実態を反映させた

新たな性能定義と効果評価手法について提案する． 
２．実験概要 

本研究で行った実験の概要を図１に示す．本実験

では，CAMS が搭載された実験車両を等速度で歩行

者ダミーに接近させ，CAMS の作動状況を検証し

た．実験車両には GPS 速度計と加速度計を搭載し，

これによって車両の速度，減速度を計測した．実験

車両と歩行者ダミーとの衝突判定は，歩行者ダミー

の設置位置を車両の先端が通過したかどうかで判断

した． 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 実験の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２ 歩行者ダミーの設置状態 

また，衝突速度は，この通過時の車両の速度とし

た．実験車両を運転するドライバは，等速度を維持

するためのアクセル操作と直進走行を維持するため

のハンドル操作を行うが，ブレーキ操作は一切行わ

ない．また，等速度走行区間は，歩行者ダミーから

50[m]の区間とした．使用したコースの道路幅は，

4.0[m]である．車両の設定速度は，5, 10, 15, 20, 25, 
30, 35, 40, 45, 50, 60, 80[km/h]とした． 
図２に示すように，歩行者ダミーは，FRP 製の支

柱で支えられた横棒（FRP 製）から吊り下げるかた

ちで設置した．歩行者ダミーの身長は 170[cm]とし

た．歩行者ダミーは，タイツの中にポリウレタン製

のスポンジやポリエチレン製のパイプを詰めること

によって人型（脚，胴，腕から手の指まで作られてい

る）を形成した．そして，この人型の上にポリエステ

ル製のヤッケを着せ，特殊樹脂製のサイズ 25[cm]の
シューズを履かせた． 
実験車両は，障害物を検知するセンサシステムの

異なる CAMS が搭載された２車種（車両 A：カメラ

を使用するシステム，車両 B：カメラ，レーダ及び

レーザを使用する複合システム）を用意した． 

 

 

ついて，歩車間通信システム無しの場合と警報が行わ

れた場合とで，いずれも有意な差が見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．支援情報への依存の影響 

 図 13はグループ３で実験対象歩行者から情報提供 

２が提示されるケースを 3 回行った後に情報提示を

行わないケースを続けて２回行った場合に，歩行者と

衝突した人の数及び運転行動に変化が見られた人の

数を示したものである．衝突は場面 C の１名のみであ

る．また，運転行動の変化としては，衝突回避の方法

がブレーキ操作主体からハンドル操作主体に変化（場

面A），右折時に交差点で停止せず対向直進車両の前を

右折（場面B）及び見通しの悪い交差点をブレーキ操

作無しで通過（場面D）が観測された．いずれも情報

提供を行わないケースで「横断歩行者はいないであろ

う」との思い込みがあったものと考えられる． 

 図 14 は場面 C で実験対象歩行者との衝突が見られ

た実験参加者について，最小距離を実験のケースごと

にプロットしたものである．情報提供が行われた３回

についてはいずれも十分な距離が確保されているこ

とから，情報提供が行われないケースの1回目（図の

赤丸）では，「横断歩行者はいないであろう」との思

い込みがあったものと考えられる．但し，同ケースの

2回目では問題無く対応できていることから，依存の

影響は一時的なものと考えられる． 

 

 
 
 
 

 

４．まとめ 

 歩車間通信により歩行者の情報を一般ドライバー 
に提示した場合の効果や受容性等について確認する 

ため，30代～40代を中心に日常的に運転を行う人を 

 
 
 
 
 
 
 
 

対象とした実験をDSで行い，以下の知見を得た． 

(1)ドライバーが歩行者の接近を目視することが困難

な場面において，情報の提示により，衝突を回避する

ための対応がより早く適切に行われるようになった． 

(2)歩行者の存在のみ提示する方法（情報提供１）と，

存在と方向を提示する方法（情報提供２）では，運転

行動に明確な違いは見られなかったが，アンケートで

は情報提供２の方が役立つと評価する人が多かった． 

(3)ドライバーが歩行者の接近を警戒しやすい場面で

不要な情報提供が行われるとアクセルOFFまたはブレ

ーキ操作する人の数が多くなった．なお，アンケート

では，6割程度の人が不要な情報提供を許容した． 

(4)衝突の回避が必要な歩行者からの情報提供を繰り 

返し経験すると，情報への依存による影響と推定され

る歩行者との衝突及び運転行動の変化が一部で見ら

れたが，大多数の人については影響が無かった． 

 今後の課題として，情報提供の頻度等の諸条件をよ

り幅広く設定した確認が必要であると考えられる． 

 なお，本研究は国土交通省の受託調査「平成 23 年

度通信利用型安全運転支援システムから歩行者情報

を提示した場合のドライバーの運転行動に関する調

査」として実施した． 
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図１ 実験の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２ 歩行者ダミーの設置状態 
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３．２．支援情報への依存の影響 
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作無しで通過（場面D）が観測された．いずれも情報

提供を行わないケースで「横断歩行者はいないであろ

う」との思い込みがあったものと考えられる． 

 図 14 は場面 C で実験対象歩行者との衝突が見られ

た実験参加者について，最小距離を実験のケースごと

にプロットしたものである．情報提供が行われた３回

についてはいずれも十分な距離が確保されているこ
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図６ 車両速度に対する推定衝突速度 

即ち，50%衝突確率車両速度を越える車両速度で

は衝突を回避することが困難になると考えられる．

実験車両の 50%衝突確率車両速度は，車両 A では

19.8[km/h]，車両Bでは33.5[km/h] であった．これ

により，車両 B は，車両 A と比較して，高い速度域

まで衝突を回避できる可能性が高いと判断される． 
４．２．衝突被害軽減能力の性能定義 
図４に示すように，CAMS は衝突が発生した場合

でも，車両を減速させることによって衝突速度の低

減を図り，衝突被害を軽減させることができる可能

性が確認された．そこで，この実験結果（図４）をも

とに，回帰分析（一次）を用い車両速度に対する衝突

速度を推定した．図６に車両 A 及び B の車両速度に

対する衝突速度の推定結果を示す． 
実際，CAMS による減速が難しい高い速度域（約

60[km/h]以上）における車両速度と衝突速度の関係

は，図中においてほぼ y = x の直線上に現れるが，

CAMS による減速が期待できる速度域では，この回

帰直線にその減速傾向が現れると考えられる．特

に，推定衝突速度が０となる車両速度（以下，「回避

限界速度」と称す）は，CAMS による速度低減量が大

きいほど高くなる傾向が現れる．そこで，本研究で

は，この回避限界速度を，衝突被害軽減能力を評価

する一つの指標として定義することとした．実験車

両の回避限界速度は，車両 A では 9.2[km/h]，車両 B
では 15.1[km/h]であった．これにより，車両Bは，車

両 A と比較して，CAMS による減速が期待できる速

度域では減速効果が高いと考えられる． 
４．３．効果評価 
本研究では，CAMS の衝突回避能力の性能定義を

行う上で，衝突確率を実験データに基づいてロジス

ティック回帰分析によって推定した． 

 
 
 
 
 
 

 
図７ 車両速度別の歩行中の死者数 

 
 
 
 
 
 

 
図８ 車両 A の効果評価 

 
 
 
 

 
 

 
図９ 車両 B の効果評価 

一方，このような性能を有した CAMS が普及した

場合どの程度の事故を減らすことができるかを明ら

かにすることが CAMS の効果評価となる．（財）交

通事故総合分析センターでは，H18～H22 の 5 年間

の第一当事者が四輪車の事故における死者数（第一当

事者の死者を含む）で状態が歩行中の死者数を車両速

度（危険認知速度）別にまとめている（図７）(2)．そ

こで，車両速度毎に得られる衝突確率をこのデータ

に乗じることによって CAMS が 100%普及した場合

の死者数を効果評価として推定することとした．図

８及び９に，それぞれ車両 A と B の効果評価（100%
普及時に推定される死者数）の結果を示す． 
図７に示すように，（財）交通事故総合分析センタ

ーのデータによると 5年間の死者数は，車両速度が 0
～100[km/h]では 7,980 名であった．これに対し，図

８に示すように，車両Aが100%普及した場合には死

者数は，1,343 名減の 6,637 名にまで低減することが

できると推定された．一方，車両Bが100%普及した

場合には死者数は2,533名減の5,447名にまで低減す

 

 

３．結果 
３．１．車両速度と衝突回避能力の関係 
図３に，実験車両の衝突回避能力を示す結果とし

て実験車両の速度に対する衝突の有無を示す．実験

は昼間，乾燥路面で行い，歩行者ダミーには，黒い

服を着せ，車両の中央位置に横向きに設置した． 
図中(a)が車両 A，(b)が車両 B の結果である．この

ように車両 A,B 共に，車両速度が同一の場合でも衝

突が発生したり，回避したりする場合が確認され

た．また，車両 A と B を比較した場合，車両 A では

約 15[km/h]～約 35[km/h]でこのような衝突回避能力

の不安定な状態が確認されたのに対し，車両 B では

約 30[km/h]～約 40[km/h]でこのような状態が確認さ

れた．即ち，車両 B は，車両 A よりも低速域（約

30[km/h]以下）で安定的に衝突を回避可能であり，衝

突回避の不安定さが現れる速度域も狭く，衝突が回

避できた限界車両速度も高いと言える． 
３．２．車両速度と衝突被害軽減能力の関係 
図４に実験車両が歩行者ダミーと衝突した際の実験

車両の速度に対する衝突速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 車両速度に対する衝突の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 車両速度に対する衝突速度 

本図では，衝突は発生したものの CAMS の作動に

よって減速された場合，図中の灰色部分にプロット

されることになる．車両速度が高くなるにつれて減

速効果が低くなることが確認されたが，車両速度が

45[km/h]付近でも車両 A,B 共に７割程度速度を低減

できる可能性があることが確認された． 
４．考察 

４．１ 衝突回避能力の性能定義 
図３に示すとおり，CAMS が搭載された車両の衝

突回避能力は，不確実性を伴った確率的事象として

現れることが確認された．そこで，この実験結果（図

３）をもとに，各車両の車両速度に対する衝突確率を

ロジスティック回帰分析によって推定した．この車

両速度 xを説明変数とする衝突確率 p(x)は，以下のよ

うに示される． 
 
 
 
ここで，c は結果を表し，衝突=1,回避=0 の 2 値を

とる．θ = (β0, β1) はモデルのパラメータであり，実

験結果より推定される．衝突確率はp(x)，その排反事

象である1-p(x)がCAMSの衝突回避確率と考えること

ができる．図５に車両 A 及び B の車両速度に対する

衝突確率の推定結果を示す．これより，車両 B の衝

突確率は，車両 A と比較して低速域（約 30[km/h]以
下）で低い状態が維持され，その後，より急峻に増加

する傾向が確認された．また，車両 A 及び B 共に

45[km/h]付近で衝突確率が 100%に近づく傾向が推

定され，これ以上の速度域では両車両共にほぼ衝突

は回避できなくなると考えられる． 
本研究では，衝突確率が 50%を越える車両速度（以

下，「50%衝突確率車両速度」と称す）を CAMS の

性能を評価する一つの指標として定義することとし

た． 
 
 
 
 
 
 
 

 
図５ 車両速度に対する衝突確率 
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図６ 車両速度に対する推定衝突速度 
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は，この回避限界速度を，衝突被害軽減能力を評価

する一つの指標として定義することとした．実験車
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では 15.1[km/h]であった．これにより，車両Bは，車

両 A と比較して，CAMS による減速が期待できる速

度域では減速効果が高いと考えられる． 
４．３．効果評価 
本研究では，CAMS の衝突回避能力の性能定義を

行う上で，衝突確率を実験データに基づいてロジス

ティック回帰分析によって推定した． 

 
 
 
 
 
 

 
図７ 車両速度別の歩行中の死者数 

 
 
 
 
 
 

 
図８ 車両 A の効果評価 

 
 
 
 

 
 

 
図９ 車両 B の効果評価 
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こで，車両速度毎に得られる衝突確率をこのデータ

に乗じることによって CAMS が 100%普及した場合

の死者数を効果評価として推定することとした．図
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８に示すように，車両Aが100%普及した場合には死

者数は，1,343 名減の 6,637 名にまで低減することが

できると推定された．一方，車両Bが100%普及した
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図３に，実験車両の衝突回避能力を示す結果とし

て実験車両の速度に対する衝突の有無を示す．実験

は昼間，乾燥路面で行い，歩行者ダミーには，黒い

服を着せ，車両の中央位置に横向きに設置した． 
図中(a)が車両 A，(b)が車両 B の結果である．この

ように車両 A,B 共に，車両速度が同一の場合でも衝

突が発生したり，回避したりする場合が確認され

た．また，車両 A と B を比較した場合，車両 A では

約 15[km/h]～約 35[km/h]でこのような衝突回避能力

の不安定な状態が確認されたのに対し，車両 B では

約 30[km/h]～約 40[km/h]でこのような状態が確認さ

れた．即ち，車両 B は，車両 A よりも低速域（約

30[km/h]以下）で安定的に衝突を回避可能であり，衝

突回避の不安定さが現れる速度域も狭く，衝突が回

避できた限界車両速度も高いと言える． 
３．２．車両速度と衝突被害軽減能力の関係 
図４に実験車両が歩行者ダミーと衝突した際の実験

車両の速度に対する衝突速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 車両速度に対する衝突の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 車両速度に対する衝突速度 
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できる可能性があることが確認された． 
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図５ 車両速度に対する衝突確率 
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４．車両衝突時の歩行者被害について 
 

 

    自動車安全研究領域   ※松井 靖浩 
         名古屋大学         水野 幸治 

    自動車安全研究領域     細川 成之    田中 良知    山口 大助 
 
 

１．はじめに 
 国内の年間の交通事故における負傷者数 854,493 人

（2011年）の中で歩行者の占める割合は8%である1) （図

１左図）．一方，死亡者数4,612人（2011年）の中で歩

行者の占める割合は，約37%と最も高い1) （図１右図）．

死傷者（軽傷・重傷・死亡）数の中で死亡者数の占める

割合を死亡率とすると，歩行者は，車両乗車中を含む他

の状態と比べ最も死亡率が高い 1)． 
 車両側の衝突安全対策として，現在我が国では，歩行

者頭部の被害軽減を目的とした歩行者頭部保護規制が

施行されている．他方，車両の衝突速度を低くすること

で，歩行者の傷害程度を軽減できると考えられる．最近

では車両に搭載されたセンサが前方の歩行者を検知し，

警報やブレーキ制御をかける歩行者検知型被害軽減装

置の普及も有望と考えられる． 
 最近我が国ではステレオカメラによる歩行者検知型

被害軽減装置が開発され，既に一部実用化２) ３)されてい

る．同装置は，歩行者を検知し自動ブレーキが正しく作

動した場合，衝突速度を減少させるシステムとなる．本

研究では，車両の衝突速度が変化したときの歩行者の被

害軽減度合いを明確化することにより，歩行者検知型被

害軽減装置の技術要件を提案するための基礎資料作成

を目的とする． 
 ここでは，衝突速度が変化したときの歩行者の被害状

況を，有限要素解析に基づき詳細に調査した．我が国の

歩行者事故における損傷主部位に着目すると，図2に示

すように死亡者については頭部の占める割合が最も高

く (56%)，次いで胸部の割合が高い (16%)1)．そこで，

日本人体型の一例として歩行者モデルを 50 歳代の男性

平均身長とし，セダン，軽乗用車，SUV の車両モデル

について，衝突速度を20, 30, 40, 50 km/h と変化させた場

合の歩行者頭部，胸部における傷害リスクを調査した． 
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２．方法 
 供試車両はセダン，軽乗用車，SUV の標準的なもの

について図 3 に示す各１車種とした．セダン，SUV の

有限要素モデルについては，National Crash Analysis 
Center (NCAC) が提供しているモデル 4)の車両前部を抽

出した．この抽出モデルのボンネット，バンパ，カウル，

ウィンドシールドの各要素を再分割した． 
軽乗用車の有限要素モデルについては，実車を3次元

測定装置により寸法測定し，車両形状データを取得し要

素を分割した．車両の構造材料の特性については，ボン

ネット，フェンダおよびバンパの部材から取り出した試

験片を用いて引張試験を実施し，各部材の材料特性をモ

 

 

ることができると推定された．また，車両 B の特徴

としては，低速域（約 30[km/h]以下）で大きく死者

数を低減する効果が期待され，車両 A と比較して

690 名もの死者数を低減することができると推定さ

れた． 
５．まとめ 

本研究では，まず CAMS の衝突回避能力及び被

害軽減能力の実態を把握するために，CAMS が搭

載された実際の車両を用いて確認実験を行った．そ

の結果，CAMS の衝突回避能力は不確実性を伴う

確率的な事象として現れ，衝突回避能力の再現性

を前提とした評価が困難であることが確認され

た．また，CAMS は，低速域（約 30[km/h]以下）で

は，車両速度を大きく低減できる可能性があること

が確認された． 
次いで，実験で得られた衝突回避能力及び被害

軽減能力の実態調査の結果を踏まえ，衝突回避能

力と被害軽減能力を評価するために新たな指標の

定義を試みた．衝突回避能力は，不確実性を伴う

確率的な事象として現れるため，車両速度に対す

る CAMS の衝突確率をロジスティック回帰分析に

よって推定し，衝突確率が 50%を超える車両速度

である50%衝突確率車両速度を衝突回避能力の指標

として定義した．これによって，CAMS によって

も衝突を避けられない確率が回避できる確率より

も高くなる車両速度を定量的に定義することを可

能にした．また，衝突被害軽減能力は，車両速度

に対する衝突速度を回帰分析によって推定し，推

定衝突速度が０となる車両の走行速度（回避限界速

度）をその指標として定義した．これによって，衝

突を回避できることが推定される限界の車両速

度，即ち，CAMS の減速効果が反映される指標を

定量的に定義することを可能にした．その一方

で，今回は一次の回帰直線によって回避限界速度

を求めたが，今後は回帰分析の結果を検証し，よ

り推定精度を高めるために高次の回帰曲線から回

避限界速度を求める方法も検討が必要となる可能

性がある． 
さらに，本研究では，CAMS の衝突回避能力の指

標定義を踏まえ，確率的な観点から効果評価手法

の考案を試みた．本研究で提案した効果評価手法

は，衝突回避能力の指標定義を行う際に算出した

システムの衝突確率を求め，これに車両の速度別

に分類された事故死者数データを乗ずることによ

って，CAMSが 100%普及した場合に推定される死

者数を推定するとういうものである．これによっ

て，CAMS の普及効果を死者の削減数という直接

的に効果が反映された数値で表すことを可能にし

た．また，本手法で用いる死者数データは，効果

評価を行う時々の事故データを用いることが可能

であり，これによって，本手法は，随時，事故実

態が反映される形で効果評価を行うことが可能で

あるというメリットを有している． 
ただし，その一方で，CAMS の性能を確率で定

義し，これをもとに効果評価を行う場合，注意すべ

き問題点がある．即ち，本手法は，CAMS によっ

て衝突回避が成功するか否かをその結果だけを用

いて確率的な事象として捉えるため，衝突の原因

がシステムの機能不全や性能限界に因るものなの

か，システムの欠陥に因るものなのか判断が困難

となる．従って，欠陥調査のプロセスと組み合わ

せて評価結果を判断する必要がある． 
今後の課題としては，効果評価の精度を上げる

ために，CAMS が使用するセンサの特性を考慮し，

歩行者ダミーの人に対する同等性を高めていく必

要があると考えている．また，この一環として，

歩行者の行動との同等性を高めるために，歩行者

の飛び出しを模擬できるような環境にて実験を行

う必要があると考えている． 
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１．はじめに 
 国内の年間の交通事故における負傷者数 854,493 人

（2011年）の中で歩行者の占める割合は8%である1) （図

１左図）．一方，死亡者数 4,612人（2011年）の中で歩

行者の占める割合は，約37%と最も高い1) （図１右図）．

死傷者（軽傷・重傷・死亡）数の中で死亡者数の占める

割合を死亡率とすると，歩行者は，車両乗車中を含む他

の状態と比べ最も死亡率が高い 1)． 
 車両側の衝突安全対策として，現在我が国では，歩行

者頭部の被害軽減を目的とした歩行者頭部保護規制が

施行されている．他方，車両の衝突速度を低くすること

で，歩行者の傷害程度を軽減できると考えられる．最近

では車両に搭載されたセンサが前方の歩行者を検知し，

警報やブレーキ制御をかける歩行者検知型被害軽減装

置の普及も有望と考えられる． 
 最近我が国ではステレオカメラによる歩行者検知型

被害軽減装置が開発され，既に一部実用化２) ３)されてい

る．同装置は，歩行者を検知し自動ブレーキが正しく作

動した場合，衝突速度を減少させるシステムとなる．本

研究では，車両の衝突速度が変化したときの歩行者の被

害軽減度合いを明確化することにより，歩行者検知型被

害軽減装置の技術要件を提案するための基礎資料作成

を目的とする． 
 ここでは，衝突速度が変化したときの歩行者の被害状

況を，有限要素解析に基づき詳細に調査した．我が国の

歩行者事故における損傷主部位に着目すると，図2に示

すように死亡者については頭部の占める割合が最も高

く (56%)，次いで胸部の割合が高い (16%)1)．そこで，

日本人体型の一例として歩行者モデルを 50 歳代の男性

平均身長とし，セダン，軽乗用車，SUV の車両モデル

について，衝突速度を20, 30, 40, 50 km/h と変化させた場

合の歩行者頭部，胸部における傷害リスクを調査した． 
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図2 歩行者事故における損傷主部位 
 

２．方法 
 供試車両はセダン，軽乗用車，SUV の標準的なもの

について図 3 に示す各１車種とした．セダン，SUV の

有限要素モデルについては，National Crash Analysis 
Center (NCAC) が提供しているモデル 4)の車両前部を抽

出した．この抽出モデルのボンネット，バンパ，カウル，

ウィンドシールドの各要素を再分割した． 
軽乗用車の有限要素モデルについては，実車を3次元

測定装置により寸法測定し，車両形状データを取得し要

素を分割した．車両の構造材料の特性については，ボン

ネット，フェンダおよびバンパの部材から取り出した試

験片を用いて引張試験を実施し，各部材の材料特性をモ

 

 

ることができると推定された．また，車両 B の特徴

としては，低速域（約 30[km/h]以下）で大きく死者

数を低減する効果が期待され，車両 A と比較して

690 名もの死者数を低減することができると推定さ

れた． 
５．まとめ 

本研究では，まず CAMS の衝突回避能力及び被

害軽減能力の実態を把握するために，CAMS が搭

載された実際の車両を用いて確認実験を行った．そ

の結果，CAMS の衝突回避能力は不確実性を伴う

確率的な事象として現れ，衝突回避能力の再現性

を前提とした評価が困難であることが確認され

た．また，CAMS は，低速域（約 30[km/h]以下）で

は，車両速度を大きく低減できる可能性があること

が確認された． 
次いで，実験で得られた衝突回避能力及び被害

軽減能力の実態調査の結果を踏まえ，衝突回避能

力と被害軽減能力を評価するために新たな指標の

定義を試みた．衝突回避能力は，不確実性を伴う

確率的な事象として現れるため，車両速度に対す

る CAMS の衝突確率をロジスティック回帰分析に

よって推定し，衝突確率が 50%を超える車両速度

である50%衝突確率車両速度を衝突回避能力の指標

として定義した．これによって，CAMS によって

も衝突を避けられない確率が回避できる確率より

も高くなる車両速度を定量的に定義することを可

能にした．また，衝突被害軽減能力は，車両速度

に対する衝突速度を回帰分析によって推定し，推

定衝突速度が０となる車両の走行速度（回避限界速

度）をその指標として定義した．これによって，衝

突を回避できることが推定される限界の車両速

度，即ち，CAMS の減速効果が反映される指標を

定量的に定義することを可能にした．その一方

で，今回は一次の回帰直線によって回避限界速度

を求めたが，今後は回帰分析の結果を検証し，よ

り推定精度を高めるために高次の回帰曲線から回

避限界速度を求める方法も検討が必要となる可能

性がある． 
さらに，本研究では，CAMS の衝突回避能力の指

標定義を踏まえ，確率的な観点から効果評価手法

の考案を試みた．本研究で提案した効果評価手法

は，衝突回避能力の指標定義を行う際に算出した

システムの衝突確率を求め，これに車両の速度別

に分類された事故死者数データを乗ずることによ

って，CAMSが 100%普及した場合に推定される死

者数を推定するとういうものである．これによっ

て，CAMS の普及効果を死者の削減数という直接

的に効果が反映された数値で表すことを可能にし

た．また，本手法で用いる死者数データは，効果

評価を行う時々の事故データを用いることが可能

であり，これによって，本手法は，随時，事故実

態が反映される形で効果評価を行うことが可能で

あるというメリットを有している． 
ただし，その一方で，CAMS の性能を確率で定

義し，これをもとに効果評価を行う場合，注意すべ

き問題点がある．即ち，本手法は，CAMS によっ

て衝突回避が成功するか否かをその結果だけを用

いて確率的な事象として捉えるため，衝突の原因

がシステムの機能不全や性能限界に因るものなの

か，システムの欠陥に因るものなのか判断が困難

となる．従って，欠陥調査のプロセスと組み合わ

せて評価結果を判断する必要がある． 
今後の課題としては，効果評価の精度を上げる

ために，CAMS が使用するセンサの特性を考慮し，

歩行者ダミーの人に対する同等性を高めていく必

要があると考えている．また，この一環として，

歩行者の行動との同等性を高めるために，歩行者

の飛び出しを模擬できるような環境にて実験を行

う必要があると考えている． 
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図6 HICおよび胸部変位量 
 

0

20

40

60

80

100

0 500 1000 1500 2000 2500

HIC

0 10 20 30 40 50 60 70 80

胸部圧縮率 (%)

0

20

40

60

80

100

A
IS

 4
 以

上
の
頭
部

傷
害

リ
ス
ク

A
IS

 4
 以

上
の
胸

部
傷

害
リ
ス
ク

(%) (%)

 
             (1) 頭部傷害リスク曲線 8)                                 (2) 胸部傷害リスク曲線 9) 

図7 頭部および胸部における傷害リスク曲線 
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デルに組み込んだ．軽乗用車モデルの妥当性は，頭部イ

ンパクタを用いた衝撃試験にて検証した． 
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図3 車両モデル 
 
 歩行者の有限要素モデルについては Total Human 
Model for Safety (THUMS)5)を使用した．歩行者モデルは

成人男性50パーセンタイル (AM50：身長175 cm，体重

77 kg)5)からのスケーリングに基づき日本人の男性 50歳
代の体格 6)（身長165 cm, 体重60 kg）を作成した（図4）． 
 本研究では歩行者の側方に対しセダン，軽乗用車，

SUV をそれぞれ20, 30, 40, 50 km/hで衝突させた．頭部

重心位置の３軸合成加速度より計測される Head Injury 
Criterion (HIC)，胸椎T8位置 (胸椎12個のうち8番目，

背中の中央に相当する歪曲部の頂点) の胸郭変形量よ

り傷害リクス曲線 8) 9)を使用して，頭部傷害リスク，胸

部傷害リスクをそれぞれ算出した． 

本研究

50 歳代

身長 175 cm

体重 77 kg

165 cm

60 kg

日本人男性

成人男性50%タイル

 

図4 人モデル 
 

３．結果 
セダン，軽乗用車，SUVが，歩行者と40 km/hで衝突

する際の歩行者の挙動を図 5 に示す．セダン，SUV で

は最初に下肢がバンパと接触し，大腿部がボンネット先

端と接触した．その後，歩行者の胴部は車両の前端まわ

りに回転し，胸部，頭部はボンネット上に衝突する．ま

た，軽乗用車との衝突では腰がボンネット先端と接触し

頭はウィンドシールドと衝突する． 
車両衝突速度とHIC の関係を図 6(1) に示す．車両衝

突速度の増加に伴いHIC は増加した．車両衝突速度 30, 
40 km/hにおいては，セダンとの衝突によるHICが最も

高く，軽乗用車との衝突による HIC が最も低かった．

また，50 km/h でのSUVとの衝突では特に高いHICを

示すことが判明した． 
車両衝突速度と胸部変位の関係を図 6(2) に示す．セ

ダンおよび SUV との衝突においては，車両衝突速度の

増加に伴い胸部変位量は増加した．軽乗用車との衝突に

おいては，車両衝突速度が 20～40 km/hでは胸部変位量

にほとんど変化はなく，50 km/hで増加の傾向を示すこ

とが判明した．  
Mertz8)およびPinterら 9)が開発したHICを用いた頭蓋

骨骨折リクス曲線，胸部変位量を用いた AIS4 以上の胸

部傷害リクス曲線を図7に示す．図7のリクス曲線によ

り，本シミュレーションより導出されたHIC，胸部変位

量を用いて算出された頭蓋骨骨折率，AIS4 以上の胸部

傷害率を図8(1)(2)に示す．衝突速度の増加に伴い頭蓋骨

骨折率は増加し，特に SUV が衝突速度 50 km/h で衝突

する場合は顕著に高かった (図8(1))．一方，いずれの車

種も胸部傷害率は低く，車種間においてほぼ同様の値を

示すことが判明した (図8(2))． 
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－ 55－ 3

 

 
H

IC

車両衝突速度 (km/h)

胸
部
変
位

量
(m

m
) 

車両衝突速度 (km/h)

0

500

1000

1500

2000

2500

0 10 20 30 40 50 60
0

5

10

15

20

0 10 20 30 40 50 60

セダン 軽乗用車 SUV

 

                  (1) HIC                                              (2) 胸部変位量 

図6 HICおよび胸部変位量 
 

0

20

40

60

80

100

0 500 1000 1500 2000 2500

HIC

0 10 20 30 40 50 60 70 80

胸部圧縮率 (%)

0

20

40

60

80

100

A
IS

 4
 以

上
の
頭
部

傷
害

リ
ス
ク

A
IS

 4
 以

上
の
胸

部
傷

害
リ
ス
ク

(%) (%)

 
             (1) 頭部傷害リスク曲線 8)                                 (2) 胸部傷害リスク曲線 9) 

図7 頭部および胸部における傷害リスク曲線 
 

 

(%) (%)

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60

Car collision velocity (km/h)

R
is

k 
of

 o
ve

r A
IS

4 
C

he
st

 in
ju

ry
 (%

)

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60

Car collision velocity (km/h)

セダン 軽乗用車 SUV

A
IS

 4
 以

上
の
頭
部
傷

害
リ
ス
ク

A
IS

 4
 以

上
の
胸

部
傷

害
リ
ス
ク

車両衝突速度 (km/h) 車両衝突速度 (km/h)
 

             (1) 頭部傷害リスク                                   (2) 胸部傷害リスク 

図8 頭部および胸部における推定傷害リスク 

 2

デルに組み込んだ．軽乗用車モデルの妥当性は，頭部イ

ンパクタを用いた衝撃試験にて検証した． 
 

 
      (1) セダン           (2) 軽乗用車         (3) SUV 

図3 車両モデル 
 
 歩行者の有限要素モデルについては Total Human 
Model for Safety (THUMS)5)を使用した．歩行者モデルは

成人男性50パーセンタイル (AM50：身長175 cm，体重

77 kg)5)からのスケーリングに基づき日本人の男性 50歳
代の体格 6)（身長165 cm, 体重60 kg）を作成した（図4）． 
 本研究では歩行者の側方に対しセダン，軽乗用車，

SUV をそれぞれ20, 30, 40, 50 km/hで衝突させた．頭部

重心位置の３軸合成加速度より計測される Head Injury 
Criterion (HIC)，胸椎T8位置 (胸椎12個のうち8番目，

背中の中央に相当する歪曲部の頂点) の胸郭変形量よ

り傷害リクス曲線 8) 9)を使用して，頭部傷害リスク，胸

部傷害リスクをそれぞれ算出した． 

本研究

50 歳代

身長 175 cm

体重 77 kg

165 cm

60 kg

日本人男性

成人男性50%タイル

 

図4 人モデル 
 

３．結果 
セダン，軽乗用車，SUVが，歩行者と40 km/hで衝突

する際の歩行者の挙動を図 5 に示す．セダン，SUV で

は最初に下肢がバンパと接触し，大腿部がボンネット先

端と接触した．その後，歩行者の胴部は車両の前端まわ

りに回転し，胸部，頭部はボンネット上に衝突する．ま

た，軽乗用車との衝突では腰がボンネット先端と接触し

頭はウィンドシールドと衝突する． 
車両衝突速度とHIC の関係を図 6(1) に示す．車両衝

突速度の増加に伴いHIC は増加した．車両衝突速度 30, 
40 km/hにおいては，セダンとの衝突によるHICが最も

高く，軽乗用車との衝突による HIC が最も低かった．

また，50 km/h でのSUVとの衝突では特に高いHICを

示すことが判明した． 
車両衝突速度と胸部変位の関係を図 6(2) に示す．セ

ダンおよび SUV との衝突においては，車両衝突速度の

増加に伴い胸部変位量は増加した．軽乗用車との衝突に

おいては，車両衝突速度が 20～40 km/hでは胸部変位量

にほとんど変化はなく，50 km/hで増加の傾向を示すこ

とが判明した．  
Mertz8)およびPinterら 9)が開発したHICを用いた頭蓋

骨骨折リクス曲線，胸部変位量を用いた AIS4 以上の胸

部傷害リクス曲線を図7に示す．図7のリクス曲線によ

り，本シミュレーションより導出されたHIC，胸部変位

量を用いて算出された頭蓋骨骨折率，AIS4 以上の胸部

傷害率を図8(1)(2)に示す．衝突速度の増加に伴い頭蓋骨

骨折率は増加し，特に SUV が衝突速度 50 km/h で衝突

する場合は顕著に高かった (図8(1))．一方，いずれの車

種も胸部傷害率は低く，車種間においてほぼ同様の値を

示すことが判明した (図8(2))． 
 

0 ms 60 ms 100 ms 120 ms

0 ms 60 ms 100 ms 120 ms

0 ms 60 ms 100 ms 120 ms

(1) セダン

(2) 軽乗用車

(3) SUV  

図5 衝突速度40 km/hの時の歩行者の挙動 



－ 56－

 

 

 
 

交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
 
 
 

交通システム研究領域  ※廣瀬 道雄 
 
 
 

１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動に

欠かせない自動車や鉄道等の交通機関について、国の

施策に直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に

優しい交通社会の構築に貢献するための取組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の安

全・安心の確保および地球温暖化防止に貢献すること

を目的として、安全性の高い公共交通システムの構築

および公共交通システムの利用促進の観点から研究

に取組んでいる。本稿では、交通システム研究領域が

実施している研究の概要について報告する。 
 

２．交通システム研究領域の研究 
２．１． 重点化研究 
 交通システム研究領域では、重点的に取組むべきテ

ーマとして、（1）交通システムの安全性向上、（2）地

方鉄道の維持・活性化、（3）モーダルシフト等の公共

交通の利用促進・利便性向上に関する研究に取組んで

いる。 
 また、これらのテーマの他に、索道（ロープウェイ、

リフト等）に関する試験研究に継続的に取組んでお

り、索道の試験を行うことができる我が国唯一の機関

としてロープや握索装置の試験を実施している他、索

道事故等のデータベース化を始めとして、索道の安全

に資する研究を実施している。 
 さらに、鉄道分野における国際規格に係わる取組み

として、国際規格適合性評価（認証）や日本の鉄道技

術の国際規格化にも注力している。 
 
（1）交通システムの安全性向上に関する研究 
 交通システムの安全性向上に関する研究について

は、安全性評価技術、常時監視・モニタリング技術、

シミュレーション技術に関する研究を実施している。 
 当研究所は、運輸省の研究所として発足し、現在も

国に準ずる公的な研究所として、我が国に実績のない

新たな交通システムを導入する際の安全性・信頼性の

評価や、それら交通システムに関する技術基準策定支

援などに取組んできた実績を有している。また、その

知見を活かし、日本の鉄道メーカーが海外鉄道プロジ

ェクトに参画する際の安全性評価についても多くの

実績がある。 
 安全性評価技術に関する取組みについては、このよ

うな実績において蓄積されたノウハウを活用し、今後

の安全性評価や国際規格適合性評価を円滑、的確に進

める上で役立てられるよう、日本の鉄道の安全確保の

考え方に立脚した評価手法について整理・体系化を進

めているところである。 
 常時監視・モニタリング技術については、鉄道施設、

車両の保守管理コストの低減が課題となっている一

方で、輸送障害に対する防止対策も重要な課題となっ

ており、検査手法や保守手法に関する研究が求められ

ていることを背景として、低コスト化、高性能化が進

んでいるセンサ類を活用した軌道・車両境界に係わる

状態監視技術に関する取組みを進めている。具体的に

は、脱線係数の常時モニタリング装置の開発およびそ

こから得られる常時観測データを前提とする管理手

法の研究や、トングレール、転てつ器の異常振動の検

知等による管理手法の研究などを実施している。 
 シミュレーション技術については、鉄道の運転状況

を模擬することができる列車運行安全性評価シミュ

レータ（図１）により、運転状況記録装置から得られ

る実運行データおよび路線線形、運行ダイヤに関する

情報をもとにインシデント事象を抽出し、安全運行に

役立てるための研究を進めている。現在、運転状況記

録装置の普及は進んでいるが、そこで蓄積されるデー

 4

４．考察 
歩行者の頭部，胸部の重傷発生率（p: Probability）に

ついて，頭蓋骨骨折率p (頭部)とAIS4以上の胸部傷害率

p (胸部)を用いてNHTSA提案式 10)に則し，次式(1)より

求めた結果を表2に示す． 
 

 p (頭部 and/or胸部)＝ 
p (頭部) + p (胸部)－p (頭部)×p (胸部)  (1) 

 
セダン，軽乗用車，SUV のいずれの車種と衝突した

場合でも，衝突速度が 30 km/h以下では，歩行者の重傷

発生率は 5%以下であった．一方，衝突速度が 30 km/h
を超えると車種により違いが生じるが，いずれの車種に

おいても10 km/hの速度低減により重傷発生率が低下す

ることが示された．例えば，セダンの場合，衝突速度が

40 km/h 以上では重傷発生率が 16%以上となるが，30 
km/h以下では重傷発生率が5%以下となる．軽乗用車の

場合，衝突速度が 50 km/h では重傷発生率が 9%となる

が，40 km/h以下になると重傷発生率は 5%以下となる．

SUV の場合，衝突速度が50 km/hでは重傷発生率が95%
であるが，40 km/h以下では重傷発生率が8%以下となる． 
 

５．おわりに 
有限要素解析による衝突速度が変化したときの歩行

者被害の予測結果から，セダン，軽乗用車，SUV のい

ずれの車種と衝突した場合でも，衝突速度が 30 km/h以
下になると歩行者の重傷発生率が 5%以下になることが

判明した．既に市場では，前方物体をセンサで検知し，

警報やブレーキ制御の機能を保持した歩行者検知型被

害軽減装置を搭載した車両が販売されている．本研究の

結果から，こうした歩行者検知型被害軽減装置に求めら

れる要件として，今回のモデルでの結果より，歩行者の

重傷発生率を 5%以下に抑えるためには車両が歩行者を

検知し歩行者位置における車両速度を「30 km/h以下」

に減速することが望まれる．今後，供試車種を増やし本

結論を一般化していく予定である． 
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表1 頭部および胸部の重傷発生リスク 

20 km/h 30 km/h 40 km/h 50 km/h

2% 5% 16% 35%
2% 4% 5% 9%
2% 4% 8% 95%

衝突速度

(1) セダン

(2) 軽乗用車

(3) SUV  
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り、索道の試験を行うことができる我が国唯一の機関

としてロープや握索装置の試験を実施している他、索

道事故等のデータベース化を始めとして、索道の安全

に資する研究を実施している。 
 さらに、鉄道分野における国際規格に係わる取組み

として、国際規格適合性評価（認証）や日本の鉄道技

術の国際規格化にも注力している。 
 
（1）交通システムの安全性向上に関する研究 
 交通システムの安全性向上に関する研究について

は、安全性評価技術、常時監視・モニタリング技術、

シミュレーション技術に関する研究を実施している。 
 当研究所は、運輸省の研究所として発足し、現在も

国に準ずる公的な研究所として、我が国に実績のない

新たな交通システムを導入する際の安全性・信頼性の

評価や、それら交通システムに関する技術基準策定支

援などに取組んできた実績を有している。また、その

知見を活かし、日本の鉄道メーカーが海外鉄道プロジ

ェクトに参画する際の安全性評価についても多くの

実績がある。 
 安全性評価技術に関する取組みについては、このよ

うな実績において蓄積されたノウハウを活用し、今後

の安全性評価や国際規格適合性評価を円滑、的確に進

める上で役立てられるよう、日本の鉄道の安全確保の

考え方に立脚した評価手法について整理・体系化を進

めているところである。 
 常時監視・モニタリング技術については、鉄道施設、

車両の保守管理コストの低減が課題となっている一

方で、輸送障害に対する防止対策も重要な課題となっ

ており、検査手法や保守手法に関する研究が求められ

ていることを背景として、低コスト化、高性能化が進

んでいるセンサ類を活用した軌道・車両境界に係わる

状態監視技術に関する取組みを進めている。具体的に

は、脱線係数の常時モニタリング装置の開発およびそ

こから得られる常時観測データを前提とする管理手

法の研究や、トングレール、転てつ器の異常振動の検

知等による管理手法の研究などを実施している。 
 シミュレーション技術については、鉄道の運転状況

を模擬することができる列車運行安全性評価シミュ

レータ（図１）により、運転状況記録装置から得られ

る実運行データおよび路線線形、運行ダイヤに関する

情報をもとにインシデント事象を抽出し、安全運行に

役立てるための研究を進めている。現在、運転状況記

録装置の普及は進んでいるが、そこで蓄積されるデー

 4

４．考察 
歩行者の頭部，胸部の重傷発生率（p: Probability）に

ついて，頭蓋骨骨折率p (頭部)とAIS4以上の胸部傷害率

p (胸部)を用いてNHTSA提案式 10)に則し，次式(1)より

求めた結果を表2に示す． 
 

 p (頭部 and/or胸部)＝ 
p (頭部) + p (胸部)－p (頭部)×p (胸部)  (1) 

 
セダン，軽乗用車，SUV のいずれの車種と衝突した

場合でも，衝突速度が30 km/h以下では，歩行者の重傷

発生率は 5%以下であった．一方，衝突速度が 30 km/h
を超えると車種により違いが生じるが，いずれの車種に

おいても10 km/hの速度低減により重傷発生率が低下す

ることが示された．例えば，セダンの場合，衝突速度が

40 km/h 以上では重傷発生率が 16%以上となるが，30 
km/h以下では重傷発生率が5%以下となる．軽乗用車の

場合，衝突速度が 50 km/h では重傷発生率が 9%となる

が，40 km/h以下になると重傷発生率は 5%以下となる．

SUV の場合，衝突速度が50 km/hでは重傷発生率が95%
であるが，40 km/h以下では重傷発生率が8%以下となる． 
 

５．おわりに 
有限要素解析による衝突速度が変化したときの歩行

者被害の予測結果から，セダン，軽乗用車，SUV のい

ずれの車種と衝突した場合でも，衝突速度が 30 km/h以
下になると歩行者の重傷発生率が 5%以下になることが

判明した．既に市場では，前方物体をセンサで検知し，

警報やブレーキ制御の機能を保持した歩行者検知型被

害軽減装置を搭載した車両が販売されている．本研究の

結果から，こうした歩行者検知型被害軽減装置に求めら

れる要件として，今回のモデルでの結果より，歩行者の

重傷発生率を 5%以下に抑えるためには車両が歩行者を

検知し歩行者位置における車両速度を「30 km/h以下」

に減速することが望まれる．今後，供試車種を増やし本

結論を一般化していく予定である． 
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表1 頭部および胸部の重傷発生リスク 

20 km/h 30 km/h 40 km/h 50 km/h

2% 5% 16% 35%
2% 4% 5% 9%
2% 4% 8% 95%

衝突速度

(1) セダン

(2) 軽乗用車

(3) SUV  
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１．はじめに 
平成 17 年 4 月に発生した列車脱線事故への対策の

一つとして、特定要件に該当する車両に常時記録型の

運転状況記録装置の搭載が義務づけられており、現

在、多くの鉄道事業者で整備が進められている。 
この装置は、航空・鉄道事故調査委員会（当時）が

発出した建議（19 年 6 月）において、事故等以外の

事象についても鉄道事業者等が必要な分析を行い、

事業者間で活用すべき、との指摘がなされており、

安全性向上に資するものとして期待されている。 
本稿では、現状での運転状況記録装置の利用状況

及び利用のための課題について述べるとともに、今

後利用していくための取り組みについて述べる。 
２．運転状況記録装置の利用のための課題 

２．１．鉄道での利用状況の調査 
装置の搭載が義務付けられた車両（新造・既存車）

を有する鉄道事業者は約 90 社局に渡るが、整備率は

約 85%（24 年 3 月）と急速に進んでいる。記録方式

は映像記録式ではなく、数値データにより車両の動

向を常時記録する方式がほとんどを占めている。 
交通研では 23 年度において、大手民鉄会社を中心

とした 10 社に装置の利用状況を聞き取り調査したと

ころ、発生した事故等や設備故障等の分析以外には

ほとんど利用されていない状況であった（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 運転状況記録装置データの利用状況 

他方、装置メーカ（３社）を対象とした閲覧ソフト

ウェアに関する調査でも、日時が特定されたデータ

の閲覧・分析には優れており、事後解析に適した構

成となっているが、顕在化していない事象の検出の

ような分析法に対しては不向きな仕様となっている

ことが分かった。 
図２は、データの利用方法について、基礎的なも

のから高度なものに階層化して表したものである。

前述の航空・鉄道事故調査委員会の建議は、現在行

われているような、事故等の事後解析等を超えたデ

ータの利用方法について、その必要性や安全性向上

の効果を指摘しているものと位置づけることができ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ データの利用状況の模式化 
２．２．鉄道での利用のための課題 
現状において、顕在化している事象の解析以外の

利用方法が行われない理由についても鉄道事業者に

聞き取りにより調査した。その結果、以下の指摘が

挙げられている。 
(1)データ回収のための作業量 

列車を入庫させ記憶媒体を取り出し、データ読

み取り装置にセットする必要があり、データの回

収や必要なデータの特定に時間がかかる。 
(2)分析ソフトウェアの不足 
専用の分析ソフトがなく、手間が膨大である。 

(3)データ回収の制度・物理的制約 
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タをいかに活用するかが課題となっていることから、

データの有効活用に向けて貢献していきたいと考え

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 列車運行安全性評価シミュレータ 
 
（2）地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行うなど、地方鉄道の保守負担

軽減、省コスト化に資する研究を実施している。 
 画像解析による予防保全支援システムは、車載の画

像センサの映像をもとに、地上信号機の現示状態や踏

切遮断機の動作状態などを画像解析により確認し、予

防保全に役立てることを目的としている。GPS を用

いて画像中における信号機や踏切遮断機の位置を算

出することにより、画像解析の処理負荷を大幅に軽減

し、リアルタイム性を確保している。得られたデータ

を蓄積していくことにより、人間では気づきにくい経

年変化を明らかにすることができ、予防保全に適用で

きるものと考えている。 
 
（3）公共交通の利用促進・利便性向上に関する研究 
 モーダルシフトを進める上で必要な公共交通の利

用促進・利便性向上に関する研究は、LRT 等の軌道

系システムやデュアルモードシステムなどの交通シ

ステム、およびそれを補完する輸送機関について評価

を行うとともに、公共交通システムの普及促進に関す

る研究を実施している。 
 LRT は、省エネルギー性が高く、乗降における上

下移動や段差が少ないため、高齢化社会が進展する中

で利用しやすい交通システムであるといえる。そのよ

うな LRT や路線バス、デュアルモードシステムなど

を対象に、道路交通と軌道系交通を模擬したシミュレ

ーションによる評価を行い、公共交通システムの導入

効果や、公共交通優先信号を導入した場合の定時性確

保に対する効果および交通流への影響などについて、

CO2 排出量など環境への影響も含め定量的評価を行

っている。 
 また、LRT 国際ワークショップや LRT 普及促進懇

話会などの開催を通じて関係者間の情報交換を行う

とともに、地方自治体や広く一般社会への理解促進・

啓発を図っている。 
 
２．２． 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

しており、我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

当研究所の知見・経験を国際規格に反映させるため、

国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。当研究所では、鉄道

技術標準化調査検討会（事務局：国土交通省鉄道局、

（公財）鉄道総合技術研究所、（社）日本鉄道車輌工業

会）における検討結果を踏まえ、我が国初の鉄道分野

における製品認証機関として、認定機関である独立行

政法人製品評価技術基盤機構より認定を取得した。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、交通システムの安全性

向上、地方鉄道の維持・活性化、公共交通の利用促進・

利便性向上に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、交通社会の安全・安心に貢献して

いる。 
 これからも、当研究所が有する台車試験設備、シミ

ュレータといった研究資産と、安全性評価、国際規格

適合性認証のような技術力を最大限活用し、交通シス

テム技術の一端を担う立場から、国の施策を支援し、

安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極的に取

組んでいきたいと考えている。 
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一つとして、特定要件に該当する車両に常時記録型の

運転状況記録装置の搭載が義務づけられており、現

在、多くの鉄道事業者で整備が進められている。 
この装置は、航空・鉄道事故調査委員会（当時）が

発出した建議（19 年 6 月）において、事故等以外の

事象についても鉄道事業者等が必要な分析を行い、

事業者間で活用すべき、との指摘がなされており、

安全性向上に資するものとして期待されている。 
本稿では、現状での運転状況記録装置の利用状況

及び利用のための課題について述べるとともに、今

後利用していくための取り組みについて述べる。 
２．運転状況記録装置の利用のための課題 

２．１．鉄道での利用状況の調査 
装置の搭載が義務付けられた車両（新造・既存車）

を有する鉄道事業者は約 90 社局に渡るが、整備率は

約 85%（24 年 3 月）と急速に進んでいる。記録方式

は映像記録式ではなく、数値データにより車両の動

向を常時記録する方式がほとんどを占めている。 
交通研では 23 年度において、大手民鉄会社を中心

とした 10 社に装置の利用状況を聞き取り調査したと

ころ、発生した事故等や設備故障等の分析以外には

ほとんど利用されていない状況であった（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 運転状況記録装置データの利用状況 

他方、装置メーカ（３社）を対象とした閲覧ソフト

ウェアに関する調査でも、日時が特定されたデータ

の閲覧・分析には優れており、事後解析に適した構

成となっているが、顕在化していない事象の検出の

ような分析法に対しては不向きな仕様となっている

ことが分かった。 
図２は、データの利用方法について、基礎的なも

のから高度なものに階層化して表したものである。

前述の航空・鉄道事故調査委員会の建議は、現在行

われているような、事故等の事後解析等を超えたデ

ータの利用方法について、その必要性や安全性向上

の効果を指摘しているものと位置づけることができ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ データの利用状況の模式化 
２．２．鉄道での利用のための課題 
現状において、顕在化している事象の解析以外の

利用方法が行われない理由についても鉄道事業者に

聞き取りにより調査した。その結果、以下の指摘が

挙げられている。 
(1)データ回収のための作業量 

列車を入庫させ記憶媒体を取り出し、データ読

み取り装置にセットする必要があり、データの回

収や必要なデータの特定に時間がかかる。 
(2)分析ソフトウェアの不足 
専用の分析ソフトがなく、手間が膨大である。 

(3)データ回収の制度・物理的制約 
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タをいかに活用するかが課題となっていることから、

データの有効活用に向けて貢献していきたいと考え

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 列車運行安全性評価シミュレータ 
 
（2）地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行うなど、地方鉄道の保守負担

軽減、省コスト化に資する研究を実施している。 
 画像解析による予防保全支援システムは、車載の画

像センサの映像をもとに、地上信号機の現示状態や踏

切遮断機の動作状態などを画像解析により確認し、予

防保全に役立てることを目的としている。GPS を用

いて画像中における信号機や踏切遮断機の位置を算

出することにより、画像解析の処理負荷を大幅に軽減

し、リアルタイム性を確保している。得られたデータ

を蓄積していくことにより、人間では気づきにくい経

年変化を明らかにすることができ、予防保全に適用で

きるものと考えている。 
 
（3）公共交通の利用促進・利便性向上に関する研究 
 モーダルシフトを進める上で必要な公共交通の利

用促進・利便性向上に関する研究は、LRT 等の軌道

系システムやデュアルモードシステムなどの交通シ

ステム、およびそれを補完する輸送機関について評価

を行うとともに、公共交通システムの普及促進に関す

る研究を実施している。 
 LRT は、省エネルギー性が高く、乗降における上

下移動や段差が少ないため、高齢化社会が進展する中

で利用しやすい交通システムであるといえる。そのよ

うな LRT や路線バス、デュアルモードシステムなど

を対象に、道路交通と軌道系交通を模擬したシミュレ

ーションによる評価を行い、公共交通システムの導入

効果や、公共交通優先信号を導入した場合の定時性確

保に対する効果および交通流への影響などについて、

CO2 排出量など環境への影響も含め定量的評価を行

っている。 
 また、LRT 国際ワークショップや LRT 普及促進懇

話会などの開催を通じて関係者間の情報交換を行う

とともに、地方自治体や広く一般社会への理解促進・

啓発を図っている。 
 
２．２． 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

しており、我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

当研究所の知見・経験を国際規格に反映させるため、

国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。当研究所では、鉄道

技術標準化調査検討会（事務局：国土交通省鉄道局、

（公財）鉄道総合技術研究所、（社）日本鉄道車輌工業

会）における検討結果を踏まえ、我が国初の鉄道分野

における製品認証機関として、認定機関である独立行

政法人製品評価技術基盤機構より認定を取得した。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、交通システムの安全性

向上、地方鉄道の維持・活性化、公共交通の利用促進・

利便性向上に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、交通社会の安全・安心に貢献して

いる。 
 これからも、当研究所が有する台車試験設備、シミ

ュレータといった研究資産と、安全性評価、国際規格

適合性認証のような技術力を最大限活用し、交通シス

テム技術の一端を担う立場から、国の施策を支援し、

安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極的に取

組んでいきたいと考えている。 
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①については、時刻やデータ列を限定し、必要なデ

ータのみ切り出すソフトウェアの利用が考えられる。

②、③、④については、車種によっても取得されるデ

ータやデータの意味合いも異なると思われる。そのた

め、意味する内容や定義、指令場所のデータか動作場

所のデータかといった属性を明確化しておくだけで

はなく、データ間の関連性や、データに含まれる誤差

の特徴も把握しておかなければ、迅速なデータの解読

は難しいと考えられる。これは時折、データを取り出

して閲覧する機会を設け、データに見慣れておくこと

が有効と考えられる。 

特に④の位置及び速度情報に含まれる誤差の影響

は大きいことから、この誤差の補正方法や基点を決定

する方法を検討しておくことは重要と考えられる。 

位置誤差は、一般に走行距離に対して数％程度生じ

る。速度検知部の構造や、車輪とレール間のすべり等

に起因し、加速時と減速時でも発生量が異なるもので

あることから、画一的に除去することは困難である。 

そこで専用ソフトを用いずに補正できる方法とし

て、一般的な表計算ソフトを活用した簡易な誤差補正

方法を検討した。取得したデータのまま市販の表計算

ソフトにより距離－速度曲線を作画すると、図４（上

は各駅停車、下は快速運転）の駅A～駅Eの真の位置

と比較し、各列車は誤差を生じている。この図により、

ある地点を何 km/h で走行したかを見ようとした場合

には、含まれる誤差が大きすぎると考えられる。 

そこで、駅停車位置を基点として位置をある程度補

正する方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 距離－速度曲線の作画例（誤差を含む） 

 

この走行例の場合、表１のように駅間距離（真値）

と比較し、誤差の発生傾向は列車毎にほぼ同じであ

る。そのため、表１の比率を係数として各駅間の走

行距離データを除算することで真値と符合させる補

正を行う。速度についても位置と同じく、この係数

による除算により補正する。 

表１ 真の各駅間距離との比較 
区間 列車1 列車2 列車3 列車4 列車5 

A→B 105.8% 99.8% 

B→C 102.2% 96.9% 

C→D 105.8% 99.6% 

D→E 103.1% 98.4% 

103.3% 103.6% 104.4%

平均 104.4% 98.4% 103.3% 103.6% 104.4%

ただしこの補正方法は、所定停車位置に正しく停

車した前提により補正を行うため、駅でオーバーラ

ンがあった場合には、検出できない場合がある。その

場合、停止位置修正のための後進運転操作や後進速

度、次駅までの距離等を利用してオーバーランの発

生を検出する必要がある。 

補正した結果は図５のように駅位置と符合する運

転曲線となった。同図には距離－時間曲線及びノッ

チ操作についても同時に作画したが、これらの比較に

より列車相互の運転操作の比較や次節のような標準

運転曲線との対比により、他と異なる傾向を示す運

転データを検出する目的では利用可能と考えられ

る。 

また同図からは、ブレーキ指令からブレーキ動作

までの応答時間、その日の天候でのブレーキ距離や

減速力等の、車両検修に関する情報も読み取れる。 

その他、駅停車中の客扱い時間を実測することが

出来ると考えられ、ダイヤ改正時や慢性的な遅延原

因の究明に役立つものと考えられる。 
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図５ 距離－速度曲線の作画例（誤差補正処理後） 
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回収作業の実施には権者の指示が必要な内規を定

めている。物理的にもセキュリティ上の理由で常時

施錠されている（図３参照）。 
併用型装置（他の車載機器の記録機能を利用する方

式）の場合、データ回収・解析に専門知識も必要。 
(4)その他 
 その他に以下のような指摘もあった。 
・責任追求型の使われ方への懸念がある。 
・装置の導入に多大なコストを要しており、さら

に人手やコストをかけてデータを利用すること

は現状では困難。 
 
 
 
 
図３ 運転状況記録装置の搭載例（専用ケース内） 

 
２．３．自動車分野での課題への対処 
自動車分野では同様の装置として、カメラで映像を

記録する、ドライブレコーダが普及している。 
国土交通省では、搭載しただけでは事故防止効果

は期待できない、として、自動車運送事業者向けの

有効活用のための調査報告書（21 年 3 月）や事故防

止マニュアル（21 年 10 月）をとりまとめている。 
鉄道とはシステムも状況も異なるが、課題や解決

策には共通点が見られることから対策を抜粋する。 
 (1)データ回収のための作業量について 
 会社の状況に応じて、以下のような導入レベルを

選択することが提案されている。いずれのレベルで

も、得られた映像を安全教育に利用し、安全性向上

効果があることが述べられている。 
 [レベル 1]事故等を起こした車両のデータのみ回収 
 [レベル 2]新人や事故惹起者等の特定者の事故・ヒヤ

リハットを毎日回収 
 [レベル 3]乗務員全員にヒヤリハットの自己申告を

促し、その映像を回収 
 [レベル 4]全車両の事故・ヒヤリハットを回収 
(2)データ回収上の制約やその他の課題について  
 責任追及型の利用の懸念や、コストの問題について

は、ドライブレコーダ導入後に事故の減少、事故処理

の円滑化等の実際の効果が得られるに従い解消され

た事例が示されている。 
以上のように、継続できる範囲でデータ回収をする

ことと、その結果得られるメリットによりデータ回収

する意義が理解されていくことが述べられている。 
 

３．鉄道での活用方法の検討 
３．１．鉄道事業者の活用事例について 
鉄道において考えられる、データの活用をするこ

とにより得られるメリットについて述べる。 
事故等の減少や事故等の際にも客観的な記録が得

られる利点がまず挙げられる。 
さらに運転状況記録装置には、車両の各種データ

を記録する「トレインレコーダ」としての側面がある

ため、この観点から、記録されたデータから何かが

初めて分かったという経験の有無についても鉄道事

業者を対象に調査を行った。その結果、車両検修関

係のみならず、信号保安装置等の設備の管理等に役

立ったという事例が得られている。以下に一部を紹

介する。 
(1)設備管理関係 
・ATS やブレーキ動作状況から、ある中継信号機

の視認距離が短いと判明し、建植位置を変えた。 
・ホームドア指令信号と戸閉記録の比較から、リレ

ーのバタつきが判明した。 
・ORP（過走防護装置）の動作点調整に活用した。 

(2)車両検修関係 
・ブレーキ圧センサの配線の接触不良を検出した。 
・車両走行試験での測定機材替わりになる。その場

でブレーキ距離等が表示できる。 
・車両走行試験時に確認できなかった気象条件での

ブレーキ性能等を確認できる。 
(3)その他の使い方 
・ECO 運転のための研究に利用している。 

３．２．データの技術的な特徴・誤差補正 
運転状況記録装置で取得されるデータは、以下のよ

うな技術的な特徴が見られる。これにより、内容の理

解がより困難となっている。 

①データが膨大（0.2秒間隔の連続記録方式のため） 

②データの意味合いは、さまざま 

（例：指令時か、実際の動作時か） 

③複数のデータで記録領域を共用する場合がある 

 （記録領域の有効活用のため） 

④速度・位置の誤差（速度発電機の特性、滑走・空

転、車輪径設定誤差により数%の誤差が生じる） 
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①については、時刻やデータ列を限定し、必要なデ

ータのみ切り出すソフトウェアの利用が考えられる。

②、③、④については、車種によっても取得されるデ

ータやデータの意味合いも異なると思われる。そのた

め、意味する内容や定義、指令場所のデータか動作場

所のデータかといった属性を明確化しておくだけで

はなく、データ間の関連性や、データに含まれる誤差

の特徴も把握しておかなければ、迅速なデータの解読

は難しいと考えられる。これは時折、データを取り出

して閲覧する機会を設け、データに見慣れておくこと

が有効と考えられる。 

特に④の位置及び速度情報に含まれる誤差の影響

は大きいことから、この誤差の補正方法や基点を決定

する方法を検討しておくことは重要と考えられる。 

位置誤差は、一般に走行距離に対して数％程度生じ

る。速度検知部の構造や、車輪とレール間のすべり等

に起因し、加速時と減速時でも発生量が異なるもので

あることから、画一的に除去することは困難である。 

そこで専用ソフトを用いずに補正できる方法とし

て、一般的な表計算ソフトを活用した簡易な誤差補正

方法を検討した。取得したデータのまま市販の表計算

ソフトにより距離－速度曲線を作画すると、図４（上

は各駅停車、下は快速運転）の駅A～駅Eの真の位置

と比較し、各列車は誤差を生じている。この図により、

ある地点を何 km/h で走行したかを見ようとした場合

には、含まれる誤差が大きすぎると考えられる。 

そこで、駅停車位置を基点として位置をある程度補

正する方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 距離－速度曲線の作画例（誤差を含む） 

 

この走行例の場合、表１のように駅間距離（真値）

と比較し、誤差の発生傾向は列車毎にほぼ同じであ

る。そのため、表１の比率を係数として各駅間の走

行距離データを除算することで真値と符合させる補

正を行う。速度についても位置と同じく、この係数

による除算により補正する。 

表１ 真の各駅間距離との比較 
区間 列車1 列車2 列車3 列車4 列車5 

A→B 105.8% 99.8% 

B→C 102.2% 96.9% 

C→D 105.8% 99.6% 

D→E 103.1% 98.4% 

103.3% 103.6% 104.4%

平均 104.4% 98.4% 103.3% 103.6% 104.4%

ただしこの補正方法は、所定停車位置に正しく停

車した前提により補正を行うため、駅でオーバーラ

ンがあった場合には、検出できない場合がある。その

場合、停止位置修正のための後進運転操作や後進速

度、次駅までの距離等を利用してオーバーランの発

生を検出する必要がある。 

補正した結果は図５のように駅位置と符合する運

転曲線となった。同図には距離－時間曲線及びノッ

チ操作についても同時に作画したが、これらの比較に

より列車相互の運転操作の比較や次節のような標準

運転曲線との対比により、他と異なる傾向を示す運

転データを検出する目的では利用可能と考えられ

る。 

また同図からは、ブレーキ指令からブレーキ動作

までの応答時間、その日の天候でのブレーキ距離や

減速力等の、車両検修に関する情報も読み取れる。 

その他、駅停車中の客扱い時間を実測することが

出来ると考えられ、ダイヤ改正時や慢性的な遅延原

因の究明に役立つものと考えられる。 
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図５ 距離－速度曲線の作画例（誤差補正処理後） 
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回収作業の実施には権者の指示が必要な内規を定

めている。物理的にもセキュリティ上の理由で常時

施錠されている（図３参照）。 
併用型装置（他の車載機器の記録機能を利用する方

式）の場合、データ回収・解析に専門知識も必要。 
(4)その他 
 その他に以下のような指摘もあった。 
・責任追求型の使われ方への懸念がある。 
・装置の導入に多大なコストを要しており、さら

に人手やコストをかけてデータを利用すること

は現状では困難。 
 
 
 
 
図３ 運転状況記録装置の搭載例（専用ケース内） 

 
２．３．自動車分野での課題への対処 
自動車分野では同様の装置として、カメラで映像を

記録する、ドライブレコーダが普及している。 
国土交通省では、搭載しただけでは事故防止効果

は期待できない、として、自動車運送事業者向けの

有効活用のための調査報告書（21 年 3 月）や事故防

止マニュアル（21 年 10 月）をとりまとめている。 
鉄道とはシステムも状況も異なるが、課題や解決

策には共通点が見られることから対策を抜粋する。 
 (1)データ回収のための作業量について 
 会社の状況に応じて、以下のような導入レベルを

選択することが提案されている。いずれのレベルで

も、得られた映像を安全教育に利用し、安全性向上

効果があることが述べられている。 
 [レベル 1]事故等を起こした車両のデータのみ回収 
 [レベル 2]新人や事故惹起者等の特定者の事故・ヒヤ

リハットを毎日回収 
 [レベル 3]乗務員全員にヒヤリハットの自己申告を

促し、その映像を回収 
 [レベル 4]全車両の事故・ヒヤリハットを回収 
(2)データ回収上の制約やその他の課題について  
 責任追及型の利用の懸念や、コストの問題について

は、ドライブレコーダ導入後に事故の減少、事故処理

の円滑化等の実際の効果が得られるに従い解消され

た事例が示されている。 
以上のように、継続できる範囲でデータ回収をする

ことと、その結果得られるメリットによりデータ回収

する意義が理解されていくことが述べられている。 
 

３．鉄道での活用方法の検討 
３．１．鉄道事業者の活用事例について 
鉄道において考えられる、データの活用をするこ

とにより得られるメリットについて述べる。 
事故等の減少や事故等の際にも客観的な記録が得

られる利点がまず挙げられる。 
さらに運転状況記録装置には、車両の各種データ

を記録する「トレインレコーダ」としての側面がある

ため、この観点から、記録されたデータから何かが

初めて分かったという経験の有無についても鉄道事

業者を対象に調査を行った。その結果、車両検修関

係のみならず、信号保安装置等の設備の管理等に役

立ったという事例が得られている。以下に一部を紹

介する。 
(1)設備管理関係 
・ATS やブレーキ動作状況から、ある中継信号機

の視認距離が短いと判明し、建植位置を変えた。 
・ホームドア指令信号と戸閉記録の比較から、リレ

ーのバタつきが判明した。 
・ORP（過走防護装置）の動作点調整に活用した。 

(2)車両検修関係 
・ブレーキ圧センサの配線の接触不良を検出した。 
・車両走行試験での測定機材替わりになる。その場

でブレーキ距離等が表示できる。 
・車両走行試験時に確認できなかった気象条件での

ブレーキ性能等を確認できる。 
(3)その他の使い方 
・ECO 運転のための研究に利用している。 

３．２．データの技術的な特徴・誤差補正 
運転状況記録装置で取得されるデータは、以下のよ

うな技術的な特徴が見られる。これにより、内容の理

解がより困難となっている。 

①データが膨大（0.2秒間隔の連続記録方式のため） 

②データの意味合いは、さまざま 

（例：指令時か、実際の動作時か） 

③複数のデータで記録領域を共用する場合がある 

 （記録領域の有効活用のため） 

④速度・位置の誤差（速度発電機の特性、滑走・空

転、車輪径設定誤差により数%の誤差が生じる） 
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１．はじめに 
 現在、多くの地方鉄道は利用者減等の課題により経

営が厳しい状態にある。しかしながら、交通政策審議

会陸上交通分科会鉄道部会の提言には地方鉄道の必

要性がうたわれている。そこで、地方鉄道における保

守コストの低減を目的として、営業車両の走行に合わ

せて地上設備（地上信号機の現示状況、踏切遮断かん

の開動作状況、発条転てつ機の転換動作状況など）を

監視し、それら設備の経年劣化を検出することで予防

保全が実現可能となるシステムを開発した。これを用

いて、実際に営業路線で実験を行った結果と、今後の

方向性について報告する。 
 

２．研究の背景 
２．１．鉄道を取り巻く状況 
 現在、地方の中小鉄道は、少子高齢化やモータリゼ

ーションの進展による利用者減、設備のメンテナンス

などによるコストが高いという課題により、経営が厳

しい状況にある。しかしながら、高齢化社会を迎え、

自動車を運転できない高齢者が増加することから、公

共交通機関としての必要性も増していくと考えられ

る。鉄道事業者も経営の合理化等を進めているもの

の、設備のメンテナンスによる費用は収益と比例しな

いため、車両、施設の適切な修繕やメンテナンスが困

難になることが問題となっている。 
２．２．本研究の位置付け 
 踏切の機器や発条転てつ機などの地上設備は、通常

は点検により機器の不具合が無いことを確認してい

るが、地方鉄道においては点検に係る負担が大きくな

っている。本研究では、設備のメンテナンスを軽減さ

せるため、簡易な装置で故障の兆候を検出することを

目的とした。 
 検出方法には、主要な設備の周辺にカメラやセンサ

などを設置して監視する方法や、専用の計測車両を用

いる方法も考えられるが、どちらもコスト低減には結

びつかない。そのため、営業列車において簡易な装置

による検知、解析を行うことが最良であると考え、

GPS やカメラを営業車両に設置し、走行中に得られ

たデータを画像解析することによる鉄道用予防保全

システムを開発することとした。簡易な装置により

日々のメンテナンスを省力化し、かつ安全性が向上す

るとともに、データを蓄積することで、最終的には通

常の検査周期を延ばすことによりコスト低減を図る。 
 本研究では、地上信号機、踏切遮断かん、発条転て

つ機を対象に開発を行った。それぞれ、 
・ 信号機：経年劣化による輝度の低下 
・ 遮断かん：モータの経年劣化による動作の遅延 
・ 発条転てつ機：スプリングやダンパの劣化による

戻り時間のずれ 
を検出することを目指している。 
 
 

 
図 1 地方鉄道の費用内訳の例 1) 

 

 

３．３．運転状況の簡易な把握・分析例 
 前掲の図５は、簡単な重ね合わせにより速度、運転

時分を比較したものだが、運行実態を視覚的に捉える

ことができる。こうした図表は、安全教育やダイヤ改

正時の資料としての利用が考えられる。 

同図中、列車１はA－B駅間で運転速度を抑えて20

秒程運転時分を要し、その後は高い速度で運転してい

る。安全上の問題はないが、C－D駅間において曲線部

の制限速度とほぼ同じ速度（速度発電機の誤差は含ま

れる。）で通過し、D 駅到着時には運転時分が短縮さ

れている様子が見られる。 

列車５についても、D-E駅間において、D－E駅間の

下り勾配中で減速せず、場内信号機まで比較的高い速

度を保ち、運転時分を稼いでいる様子が見られる。 

３．４．シミュレータによる運転状況の再現例 
当研究所の「列車運行安全性評価シミュレータ」（図

６）は、軌道回路や保安装置（ATS-S、ATS-P相当等）

を含む任意形状の線路を作成できる機能を開発した

もので、線路上には運転状況記録装置で取得したデー

タに従い列車を走行させることによって、シミュレー

ション映像により前後方や信号等の状況を視覚的に

も再現できる機能を有している。また、計画ダイヤか

らの遅延の算出や駅着発時間の記録も可能である。 

本シミュレータでの運転記録装置データの再現に

より、前後の列車との位置関係、信号機の視認可否等

のインシデントの背景要因についても分析が可能と

考えている。 

また本シミュレータは、鉄道で一般的な図表に基づ

きデータ入力できるよう、入力手順とインターフェー

スを工夫している。今回は当該鉄道事業者の協力によ

り標準運転曲線及び線形図等（閉塞割を含む）を入手

し図５の路線をシミュレータ上に作成し、各駅までの

所要時分が標準運転曲線とシミュレータで同じ秒数

になることにより確認を行った。 

  
 
 
 
 
 
 
 

図６ 列車運行安全性評価シミュレータ 外観 

前掲の図５の列車１は、C－D駅間の曲線部内でも

力行を続けて制限速度付近まで速度を上げている。そ

の状況を図７に示す。この映像は、回復運転の方法の

妥当さの判断等の材料になると考えられる。 
他方、列車５は、D-E駅間の下り勾配の途中で制動

を止めてだ行し、E駅の場内信号機付近まで高い速度

を保っている。だ行運転に切り替えた①の地点のシミ

ュレーション映像を図８に示す。直線区間で、先方の

場内信号機の青を見通せるために運転士は、高い速度

で運転をしていると推定できる。 
 

 

 

 

 

 

図７ 曲線速度制限付近までの力行運転の再現 

 

 

 

 

 

 

図８ ブレーキ点を遅らせる運転法の再現 

４．まとめ 
運転状況記録装置は導入コストが多大であるが、事

故等の分析以外にデータを活用した事例はごく一部

の鉄道事業者に限られている。データが利用されない

理由はデータ回収の手間、制度的な制約等である。 

 これらの課題は、自動車運送事業者の事例では効果

が実感できることで解決するとされている。鉄軌道に

おいてもインシデント等の検出目的以外も含め、何ら

かの目的に用いてメリットがあれば、建議の指摘す

る、記録装置の活用につながっていくと考えられる。 

 また、専用ソフトやシミュレータを用いずとも、表

計算ソフト上の簡単な誤差補正により複数列車運行

データを比較するだけでも、様々な状況の読み取りが

可能で、データを閲覧する価値は高いと考える。 

 

 当研究所では、今後とも鉄道事業者の協力を得て、

大多数の列車運行データが得られるようになった状

況を活かした、安全性向上や、運行ダイヤの研究に取

り組んで参りたいと考えている。 

場内信号機 
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し図５の路線をシミュレータ上に作成し、各駅までの

所要時分が標準運転曲線とシミュレータで同じ秒数

になることにより確認を行った。 

  
 
 
 
 
 
 
 

図６ 列車運行安全性評価シミュレータ 外観 

前掲の図５の列車１は、C－D駅間の曲線部内でも

力行を続けて制限速度付近まで速度を上げている。そ

の状況を図７に示す。この映像は、回復運転の方法の

妥当さの判断等の材料になると考えられる。 
他方、列車５は、D-E駅間の下り勾配の途中で制動

を止めてだ行し、E駅の場内信号機付近まで高い速度

を保っている。だ行運転に切り替えた①の地点のシミ

ュレーション映像を図８に示す。直線区間で、先方の

場内信号機の青を見通せるために運転士は、高い速度

で運転をしていると推定できる。 
 

 

 

 

 

 

図７ 曲線速度制限付近までの力行運転の再現 

 

 

 

 

 

 

図８ ブレーキ点を遅らせる運転法の再現 

４．まとめ 
運転状況記録装置は導入コストが多大であるが、事

故等の分析以外にデータを活用した事例はごく一部

の鉄道事業者に限られている。データが利用されない

理由はデータ回収の手間、制度的な制約等である。 

 これらの課題は、自動車運送事業者の事例では効果

が実感できることで解決するとされている。鉄軌道に

おいてもインシデント等の検出目的以外も含め、何ら

かの目的に用いてメリットがあれば、建議の指摘す

る、記録装置の活用につながっていくと考えられる。 

 また、専用ソフトやシミュレータを用いずとも、表

計算ソフト上の簡単な誤差補正により複数列車運行

データを比較するだけでも、様々な状況の読み取りが

可能で、データを閲覧する価値は高いと考える。 

 

 当研究所では、今後とも鉄道事業者の協力を得て、

大多数の列車運行データが得られるようになった状

況を活かした、安全性向上や、運行ダイヤの研究に取

り組んで参りたいと考えている。 

場内信号機 
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図 8 各機器設置の様子 

５に示す。グレースケール化などの下処理の後、

canny 法によりエッジの検出を行い、確率的ハフ変換

によりエッジ画像から線分の抽出を行う。この時、近

傍の電柱などの建造物を除外するため、極端に短いも

のや水平から 5 度までの線分を除外している（図 6）。
抽出された遮断かんの角度と長さから遮断かんの開

動作を判断する。 
３．５．発条転てつ機転換検出手法 
 発条転てつ機も同様に、矩形によって捉えられた画

像を切り出し、直線部分の抽出をしやすくするため二

値化とアンシャープマスクによって画像の補正を行

う。アンシャープマスク後の画像から、レールを抽出

し、そこからレールのエッジを画像の上端まで探索す

る(図７)。片側のレールの左側面と右側面を走査して

いる時、二つの線の距離が変わらなければ同じレール

を走査していると判断し、離れれば転てつ機周辺を走

行したと判断する。2 本のレールのうち、転てつ機周

辺と判断したレールが線路の右側か左側かで定位か

反位かを判断する。 
 

４．試験 
 以上の手法を組み込んだ装置を開発し、動作確認及

び精度検証のために、実路線での試験を行った。 
４．１．試験条件 
 まず、対象となる踏切遮断機及び発条転てつ機の中

心の位置情報を GPS 受信機で取得し、誤差を修正す

るためにマップマッチング補正を行う。算出された位

置情報は、事前に目標位置として登録しておく。そし

て、車上に GPS 受信機とカメラ、本システム搭載の

PC を設置し、測位と撮影を行いながら試験区間を走

行した。設置の状況を図８に示す。試験路線は真岡鐵

道の真岡線、試験区間は下館～茂木間にて試験を実施

した。 
 

４．２．試験結果 
４．２．１．信号機の判別 
 走行中に目標を検出する動作の確認を行った。図９

にその一例を示す。信号現示色の判別はほぼ正確に行

うことができた。 

４．２．２．踏切遮断機の動作の判別 
 遮断機についても、複数ある直線の中から遮断かん

の棹部分の直線のみを認識し、その角度と長さの条件

から遮断機の動作が確認できた。図 10 に一例を示す。

図中、画像内の直線が点線表示の場合は遮断かんであ

ると認識しているが、開ききっていないと判断してい

る状態（図中左）、直線が破線表示になると遮断かん

が開いたと判断している状態(図中右)を指す。 
 試験中、(1)遮断かんを認識できない場合や、(2)遮
断かん以外の直線を遮断かんとして認識してしまう

場合、(3)上がっている最中の遮断かんを認識したが開

検知にいたらなかった場合があった。(1)、(2)は、画

像処理において遮断かんのみを直線として認識でき

ていれば解決できるので、それぞれの踏切遮断かんに

あった条件としきい値を検討していく必要がある。(3)
の原因は、遮断かんと認識する条件として垂直の直線

 
図 7 レール走査の原理（左側面） 

 
図９ 信号機検出の様子 

 

 

図 3 対目標物角度算出 

 
 

 

図５ 画像処理の流れとその様子 

   

絞り込み前       絞り込み後 
図６ 遮断かんの抽出の一例 

３．鉄道用予防保全システム 
３．１．システム概要 
 本システムの概要を図２に示す。本システムは、列

車走行中に対象となる地上設備を車両前方又は後方

の視認できる位置から、地上設備の状態を自動的に判

別することが目的である。そのため、GPS とカメラ

を営業車両に設置し、列車の位置情報取得と各設備の

動作状況を把握する。しかし、撮影した全画像から各

設備の動作を検知するには、まず画像全体を解析する

必要があり、処理に多くの時間がかかる。そこで、

GPS による位置情報を活用し、撮影画像のどのあた

りに対象となる地上設備が映し出されるかを算出し

たのち、特定された地上設備の動作を検知して、画像

処理を迅速に行うこととした 2)。 
 

３．２．目標追跡手法 
 撮影画像内から、目標とする地上設備を特定する手

法について概要を述べる。まず、GPS において取得

した列車の位置情報の、直前の位置（X’,Y’,Z’）か

ら現在の位置（X,Y,Z）までのベクトルにより列車の

傾きを表す。このとき、列車に設置してあるカメラの

撮影方向は列車の進行方向と一致していることとす

る。（X,Y,Z）はそれぞれ（経度,緯度,高度）である。 
 次に、列車の位置から見た、目標物が設置されてい

る位置までの角度を算出する。列車の傾き算出と同様

に、列車の位置（X,Y,Z）から対象となる目標物の位

置（x,y,z）までのベクトルが求められる角度である(図
3)。これらを画像上に反映させることで、対象物の位

置を特定する。 
３．３．信号機の判別方法 
 ３．２．までで特定した範囲から信号機を判別する

手法を示す。特定した範囲から二値化を行い、図４の

ように信号機の黒い枠部分（図中の赤又は黄色く塗り

つぶした部分）を特定する。その後、現示している部

分（赤又は黄色の塗りつぶした部分内部の抜けている

部分）の位置から現示されている色を特定する 3)。 

図４ 信号機の判別 
３．４．踏切遮断かんの動作検知手法 
 同様に、踏切遮断機の開く様子を検知する手法を図

図２ システム概要（踏切・転てつ機の場合）
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は除外していたため、垂直まで上がる遮断かんの認識

ができなかったことが考えられる。これについては、

角度によって線分を除外するのではなく、垂直線の増

減から遮断かんを判断できるようにするなどの対策

が必要である。 

４．２．３．発条転てつ機転換検出手法の動作 
 発条転てつ機転換検出手法の動作を確認した。今回

の実験では、画像が取得できる距離で定位に戻らなか

ったため、転換の様子は検出できなかったが、転てつ

機そのものを検出することはできた。図 11 にその様

子を示す。破線は左右レールを左上方向に走査した結

果を、点線は左右レールを右上方向に走査した結果を

示している。試験中、画像の強調を行っているが、レ

ールの影に凹凸があり、直線として認識しづらい場合

が見られた。こちらも踏切遮断機開検知同様、画像の

強調方法を再検討する必要があると思われる。 

５．予防保全への取り組み 
 以上、GPS と画像処理技術を使い、営業列車から

各装置の状態を検出できることが確認された。これら

のデータを同じ路線において長期的に取得して、その

経年変化を解析することにより、予防保全が可能とな

ると考える。例えば、踏切遮断かんや転てつ機につい

ては、その動作時間によって劣化を判断できると考え

られる。信号機の灯火の輝度の減少については、色相、

彩度、強度それぞれと輝度の関係を実際の信号機画像

を用いて検討したところ、図 12 に示す彩度の下限値

に差がみられることが分かった。このため、彩度の下

限値をデータとして蓄積することで、予防保全システ

ムとして検出出来る可能性がある。 
 従って、今後は、さらにデータを蓄積することによ

り、予防保全論理の深度化を進める予定である。 
 

 
６．おわりに 

 以上、省コストを目的とした鉄道用予防保全システ

ムの画像解析による動作検出について試験を行い、一

定の効果を確認し、予防保全システムとしての可能性

を示した。 
 これらにより、本方法によるデータ蓄積は、劣化の

診断が可能となり、結果として、保守周期延伸等の技

術基準改正にも活用可能となる。さらに、保守周期の

予防保全技術が確立されれば、地方鉄道の保守費、信

号保安設備費の節約に資することが可能となり、列車

運行の信頼度向上や安全性向上も図られる。その結

果、地方鉄道の運行本数の拡大等による活性化が可能

となる。 
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図 11 反位検出の様子 
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図 10 開検知の様子 
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図 12 輝度と彩度の関係 
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角度によって線分を除外するのではなく、垂直線の増

減から遮断かんを判断できるようにするなどの対策

が必要である。 

４．２．３．発条転てつ機転換検出手法の動作 
 発条転てつ機転換検出手法の動作を確認した。今回

の実験では、画像が取得できる距離で定位に戻らなか

ったため、転換の様子は検出できなかったが、転てつ

機そのものを検出することはできた。図 11 にその様

子を示す。破線は左右レールを左上方向に走査した結

果を、点線は左右レールを右上方向に走査した結果を

示している。試験中、画像の強調を行っているが、レ

ールの影に凹凸があり、直線として認識しづらい場合

が見られた。こちらも踏切遮断機開検知同様、画像の

強調方法を再検討する必要があると思われる。 

５．予防保全への取り組み 
 以上、GPS と画像処理技術を使い、営業列車から

各装置の状態を検出できることが確認された。これら

のデータを同じ路線において長期的に取得して、その

経年変化を解析することにより、予防保全が可能とな

ると考える。例えば、踏切遮断かんや転てつ機につい

ては、その動作時間によって劣化を判断できると考え

られる。信号機の灯火の輝度の減少については、色相、

彩度、強度それぞれと輝度の関係を実際の信号機画像

を用いて検討したところ、図 12 に示す彩度の下限値

に差がみられることが分かった。このため、彩度の下

限値をデータとして蓄積することで、予防保全システ

ムとして検出出来る可能性がある。 
 従って、今後は、さらにデータを蓄積することによ

り、予防保全論理の深度化を進める予定である。 
 

 
６．おわりに 

 以上、省コストを目的とした鉄道用予防保全システ

ムの画像解析による動作検出について試験を行い、一

定の効果を確認し、予防保全システムとしての可能性

を示した。 
 これらにより、本方法によるデータ蓄積は、劣化の

診断が可能となり、結果として、保守周期延伸等の技

術基準改正にも活用可能となる。さらに、保守周期の

予防保全技術が確立されれば、地方鉄道の保守費、信

号保安設備費の節約に資することが可能となり、列車

運行の信頼度向上や安全性向上も図られる。その結

果、地方鉄道の運行本数の拡大等による活性化が可能

となる。 
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８．鉄道の安全関連国際規格に対する認証と 
交通研の果たす役割 

 
 

鉄道認証室   ※田代 維史 千島 美智男 長谷川 智紀 原澤 直子 
 
 

１．はじめに 
 鉄道で最優先されるべき安全性の達成に関し、近

年、定式的な達成プロセスへの準拠を求める安全関連

国際規格群が鉄道ビジネスにおいて影響力を増して

いる。すなわち準拠の証明となる、規格適合性認証の

有無がビジネス上の重要な要件となっている。ここで

はこの認証に関する最近の状況と、交通安全研究所鉄

道認証室の役割に関して報告する。 
 

２．鉄道製品の認証に関する状況 
 近年、製品の安全性に関する国際規格において、適

用対象とする材料・製品・システムなどの、開発、製

造、使用、廃棄に至るライフサイクル全体にわたり、

安全性達成努力の成果と、その努力が行われたことの

証拠の、両方の提示を要求する規格が広く適用される

ようになってきた。鉄道分野においてもこの種の国際

規格群が発行されている。 
 また、近年、国内鉄道市場の伸びが鈍化する一方、

海外では産業振興、道路交通混雑の解消や交通部門の

省エネルギー化の達成のため、鉄道への投資が急伸し

ている。そのため多くの国内鉄道関連メーカーが海外

市場でのビジネス強化を進めているが、ほとんどの海

外鉄道案件において、上記タイプの安全関連国際規格

への適合性認証が障壁になりつつある。 
従来から日本国内では、JIS（日本工業規格）や鉄

道分野の団体規格があり、安全性やその他の性能に関

しては製品供給側が規格準拠を自己宣言し、調達側の

鉄道事業者が承認することにより、事実上の規格適合

性判断が行われている。しかし海外市場では、規格適

合性判断を契約関係者以外の、客観的な第三者機関に

ゆだねる「認証」がこの判断の仕組みの主流となって

いる。 
 欧州の場合、19 世紀に認証の仕組みが始まり、現

在では、欧州域内のみならず世界的に認証ビジネスを

展開している認証機関が複数ある。また欧州共同体が

1980 年代から開始したニューアプローチ政策によ

り、民間のボランティア規格である EN（European 
Norm：欧州規格）が法的基準に組み込まれた結果、

欧州域内における鉄道ビジネスにおいて認証の利用

が一層進んだと考えられる。さらに欧州の鉄道メーカ

ーおよび鉄道システムコンサルタント会社は、海外市

場においても認証を活用している。そのため日本の鉄

道メーカーの場合も、海外進出に際しては、国内市場

での上記のような従来の慣習とは異なり、製品に対す

る認証取得が必須の状況になっている。 
しかしこれまでは日本国内には鉄道製品に関する

認証を行う機関が存在しなかったため、日本メーカー

は主に欧州の認証機関から認証を取得せざるを得ず、

言語の壁、時差および技術思想の違いによって生じる

時間とコストが問題となってきた。 
 

３．認証機関設立の検討体制 
日本における鉄道分野の標準化活動については、平

成 22 年 4 月、公益財団法人鉄道総合技術研究所内に

鉄道国際規格センターが設立され、国内鉄道技術の国

際標準化の推進を図る体制が整備された（図１）。 
 一方、国際規格適合性に関する第三者認証機関につ

いては、交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会が平

成 20 年 6 月 19 日、「我が国においては製品の確認・

検査は鉄道事業者が行っており、第三者認証機関は存

在していないため、今後、我が国の製品の国際規格へ

の適合性評価のあり方を検討する必要がある。」と提

言し、これを受けて国土交通省鉄道局、鉄道総合技術

研究所を事務局とする鉄道技術標準化調査検討会に

おいて、国内に海外対応認証機関を設立するための検

討を行う「鉄道認証機関設立検討ワーキンググルー

プ」の設置が決定され、独立行政法人交通安全環境研

究所を予定認証機関とした検討が平成 22 年 3 月から
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１．はじめに 
 鉄道で最優先されるべき安全性の達成に関し、近

年、定式的な達成プロセスへの準拠を求める安全関連

国際規格群が鉄道ビジネスにおいて影響力を増して

いる。すなわち準拠の証明となる、規格適合性認証の

有無がビジネス上の重要な要件となっている。ここで

は、認証に関する最近の状況と、交通安全環境研究所

鉄道認証室の役割に関して報告する。 
 

２．鉄道製品の認証に関する状況 
 近年、製品の安全性に関する国際規格において、適

用対象とする材料・製品・システムなどの、開発、製

造、使用、廃棄に至るライフサイクル全体にわたり、

安全性達成努力の成果と、その努力が行われたことの

証拠の、両方の提示を要求する規格が広く適用される

ようになってきた。鉄道分野においてもこの種の国際

規格群が発行されている。 
 また、近年、国内鉄道市場の伸びが鈍化する一方、

海外では産業振興、道路交通混雑の解消や交通部門の

省エネルギー化の達成のため、鉄道への投資が急伸し

ている。そのため多くの国内鉄道関連メーカーが海外

市場でのビジネス強化を進めているが、ほとんどの海

外鉄道案件において、上記タイプの安全関連国際規格

への適合性認証が障壁になりつつある。 
従来から日本国内では、JIS（日本工業規格）や鉄

道分野の団体規格があり、安全性やその他の性能に関

しては製品供給側が規格準拠を自己宣言し、調達側の

鉄道事業者が承認することにより、事実上の規格適合

性判断が行われている。しかし海外市場では、規格適

合性判断を契約関係者以外の、客観的な第三者機関に

ゆだねる「認証」がこの判断の仕組みの主流となって

いる。 
 欧州の場合、19 世紀に認証の仕組みが始まり、現

在では、欧州域内のみならず世界的に認証ビジネスを

展開している認証機関が複数ある。また欧州共同体が

1980 年代から開始したニューアプローチ政策によ

り、民間のボランティア規格である EN（European 
Norm：欧州規格）が法的基準に組み込まれた結果、

欧州域内における鉄道ビジネスにおいて認証の利用

が一層進んだと考えられる。さらに欧州の鉄道メーカ

ーおよび鉄道システムコンサルタント会社は、海外市

場においても認証を活用している。そのため日本の鉄

道メーカーの場合も、海外進出に際しては、国内市場

での上記のような従来の慣習とは異なり、製品に対す

る認証取得が必須の状況になっている。 
しかしこれまでは日本国内には鉄道製品に関する

認証を行う機関が存在しなかったため、日本メーカー

は主に欧州の認証機関から認証を取得せざるを得ず、

言語の壁、時差および技術思想の違いによって生じる

時間とコストが問題となってきた。 
 

３．認証機関設立の検討体制 
日本における鉄道分野の標準化活動については、平

成 22 年 4 月、公益財団法人鉄道総合技術研究所内に

鉄道国際規格センターが設立され、国内鉄道技術の国

際標準化の推進を図る体制が整備された（図１）。 
 一方、国際規格適合性に関する第三者認証機関につ

いては、交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会が平

成 20 年 6 月 19 日、「我が国においては製品の確認・

検査は鉄道事業者が行っており、第三者認証機関は存

在していないため、今後、我が国の製品の国際規格へ

の適合性評価のあり方を検討する必要がある。」と提

言し、これを受けて国土交通省鉄道局、鉄道総合技術

研究所を事務局とする鉄道技術標準化調査検討会に

おいて、国内に海外対応認証機関を設立するための検

討を行う「鉄道認証機関設立検討ワーキンググルー

プ」の設置が決定され、交通安全環境研究所を予定認

証機関とした検討が平成 22 年 3 月から開始された。
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図２ 認証機関設立検討体制 

 
図３ 認証業務実施体制 

 
表１ 認証対象規格 

規格名 規格の概要 対象となる製品

RAMS
(IEC 62278）

適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビリティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経
済性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持するマネージメントを要求する規格であ

る。RAMSに影響をする様々な要素を特定し、その影響度合いを評価し、システムのライフサイク
ルを通じて、システム性能を最適にするよう適切にコントロール・管理し、管理実態を文書化する
ことが求められている。

鉄道システム全般

安全に関連する電
子装置
（セーフティケース）

（IEC 62425）

鉄道信号システム用電子装置の安全性造り込みの証明を行うための規格であり、ハードウェア
とソフトウェアの両面において、安全性を実証するためのプロセスが詳細に規定されている。

鉄道信号用電子装置全般

ソフトウェア
（IEC 62279）

鉄道信号システムにおけるライフサイクルにおいて、RAMSや電子機器安全性からの要求事項
に従い、ソフトウェアの安全性に関する要求レベルに応じて、達成プロセスを規定した規格であ
る。プロセス管理責任者に対する要件、管理実態のドキュメント化等も求められている。

鉄道信号システムに関するソフト
ウェア

通信
（IEC 62280）

鉄道信号システムにおけるアプリケーション間の通信の安全性を確保するための規格である。
安全性を確保するための技術要件や必要なセキュリティ対策について規定されている。専用回
線向けのパート１と、オープンな回線を用いる場合のパート２がある。

情報通信を用いる鉄道信号システム

EMC（IEC 62236）
鉄道システムの地上・車上の電気設備全体および各部から周辺への電磁界の輻射量、および
信号設備における電磁界ノイズ耐量を規定した規格

鉄道全体、車両（電子電気機器）、
地上電気設備ｼｽﾃﾑ、信号設備

規格名 規格の概要 対象となる製品

RAMS
(IEC 62278）

適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビリティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経
済性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持するマネージメントを要求する規格であ

る。RAMSに影響をする様々な要素を特定し、その影響度合いを評価し、システムのライフサイク
ルを通じて、システム性能を最適にするよう適切にコントロール・管理し、管理実態を文書化する
ことが求められている。

鉄道システム全般

安全に関連する電
子装置
（セーフティケース）

（IEC 62425）

鉄道信号システム用電子装置の安全性造り込みの証明を行うための規格であり、ハードウェア
とソフトウェアの両面において、安全性を実証するためのプロセスが詳細に規定されている。

鉄道信号用電子装置全般

ソフトウェア
（IEC 62279）

鉄道信号システムにおけるライフサイクルにおいて、RAMSや電子機器安全性からの要求事項
に従い、ソフトウェアの安全性に関する要求レベルに応じて、達成プロセスを規定した規格であ
る。プロセス管理責任者に対する要件、管理実態のドキュメント化等も求められている。

鉄道信号システムに関するソフト
ウェア

通信
（IEC 62280）

鉄道信号システムにおけるアプリケーション間の通信の安全性を確保するための規格である。
安全性を確保するための技術要件や必要なセキュリティ対策について規定されている。専用回
線向けのパート１と、オープンな回線を用いる場合のパート２がある。

情報通信を用いる鉄道信号システム

EMC（IEC 62236）
鉄道システムの地上・車上の電気設備全体および各部から周辺への電磁界の輻射量、および
信号設備における電磁界ノイズ耐量を規定した規格

鉄道全体、車両（電子電気機器）、
地上電気設備ｼｽﾃﾑ、信号設備

 

 

また同ワーキンググループの下に車両、地上電力設

備、信号の各分野の、関連メーカーを主体とするサブ

ワーキンググループが設けられ、分野ごとの海外認証

状況の情報収集および、日本における認証の具体的な

仕組みへの要求の抽出作業が行われた。以上の体制の

概要を図２に示す。 
 

４．認証機関としての体制 
製品認証機関は、ISO/IEC Guide651)に則った体制

整備が必要である。そこで、平成 23 年 4 月に交通安

全環境研究所内に鉄道認証室を設け、これを鉄道認証

室長、業務運営管理者、業務担当者等および認証審査

要員により構成することとした。認証業務実施体制の

概要を図３に示す。 
この体制のもと、ISO/IEC Guide65 に準拠した認

証業務に関する以下の品質ドキュメントを作成する

こととした。 
・鉄道製品認証システム 
・鉄道製品認証業務品質マニュアル 
・鉄道製品認証業務取扱手順 
・鉄道製品認証業務要員管理手順 
・鉄道製品認証申請手続き等に関する手引き 
鉄道製品認証システムでは、認証機関並びに認証申

請者及び認証取得者が守るべき要求事項が記載され

ており、鉄道製品認証業務品質マニュアルが認証機関

としての品質を維持するための事項を規定している。

詳細については、鉄道製品認証業務取扱手順、鉄道製

品認証業務要員管理手順、鉄道製品認証申請手続き等

に関する手引きに記載する構成とした。 
平成 24 年 1 月には独立行政法人製品評価技術基盤

機構（NITE）認定センターへ認定申請を行い、平成

24 年 9 月 6 日、NITE より鉄道分野の製品認証機関

として認定を取得した。 
 

５．認証対象規格 
 現在鉄道関連メーカーが海外展開において認証を

必要としている国際規格のうち、前述のサブワーキン

グで挙げられたニーズの高い５規格（表１）を認証機

関として認定取得を目指す認証対象規格として選定

した。 
 このうち今回認定を受けた認証対象の国際規格は、

鉄道信号システムの電子装置の安全性に関する IEC 
62425（セーフティケース）である。認定内容を表２

に示す。 
 

６．今後について 
今後、表 1 の残り４規格について、順次認定の取得

を図ることとしている。さらに今後の国際規格の動向

と、認証ニーズを反映し、認証対象規格の範囲拡大に

ついても検討を行なうことが必要であると考えてい

る。 
また認証書が実際のビジネスにおいて有効となる

ためには、認証実績の積み上げが重要であると認識し

ている。この観点から、利用していただきやすい認証 

は交通研参加組織を示す凡例：
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← 予定認証機関である交
通研内にサブ・ワーキ
ング･グループを設置

← 鉄道認証機関設立の

ための検討事項の総
合調整を行う

← 車両・電力・信号等の

各分野で作業毎のチー
ムを設置

 
図２ 認証機関設立検討体制 

 
図３ 認証業務実施体制 

 
表１ 認証対象規格 

規格名 規格の概要 対象となる製品

RAMS
(IEC 62278）

適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビリティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経
済性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持するマネージメントを要求する規格であ

る。RAMSに影響をする様々な要素を特定し、その影響度合いを評価し、システムのライフサイク
ルを通じて、システム性能を最適にするよう適切にコントロール・管理し、管理実態を文書化する
ことが求められている。

鉄道システム全般

安全に関連する電
子装置
（セーフティケース）

（IEC 62425）

鉄道信号システム用電子装置の安全性造り込みの証明を行うための規格であり、ハードウェア
とソフトウェアの両面において、安全性を実証するためのプロセスが詳細に規定されている。

鉄道信号用電子装置全般

ソフトウェア
（IEC 62279）

鉄道信号システムにおけるライフサイクルにおいて、RAMSや電子機器安全性からの要求事項
に従い、ソフトウェアの安全性に関する要求レベルに応じて、達成プロセスを規定した規格であ
る。プロセス管理責任者に対する要件、管理実態のドキュメント化等も求められている。

鉄道信号システムに関するソフト
ウェア

通信
（IEC 62280）

鉄道信号システムにおけるアプリケーション間の通信の安全性を確保するための規格である。
安全性を確保するための技術要件や必要なセキュリティ対策について規定されている。専用回
線向けのパート１と、オープンな回線を用いる場合のパート２がある。

情報通信を用いる鉄道信号システム

EMC（IEC 62236）
鉄道システムの地上・車上の電気設備全体および各部から周辺への電磁界の輻射量、および
信号設備における電磁界ノイズ耐量を規定した規格

鉄道全体、車両（電子電気機器）、
地上電気設備ｼｽﾃﾑ、信号設備

規格名 規格の概要 対象となる製品

RAMS
(IEC 62278）

適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビリティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経
済性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持するマネージメントを要求する規格であ

る。RAMSに影響をする様々な要素を特定し、その影響度合いを評価し、システムのライフサイク
ルを通じて、システム性能を最適にするよう適切にコントロール・管理し、管理実態を文書化する
ことが求められている。

鉄道システム全般

安全に関連する電
子装置
（セーフティケース）

（IEC 62425）

鉄道信号システム用電子装置の安全性造り込みの証明を行うための規格であり、ハードウェア
とソフトウェアの両面において、安全性を実証するためのプロセスが詳細に規定されている。

鉄道信号用電子装置全般

ソフトウェア
（IEC 62279）

鉄道信号システムにおけるライフサイクルにおいて、RAMSや電子機器安全性からの要求事項
に従い、ソフトウェアの安全性に関する要求レベルに応じて、達成プロセスを規定した規格であ
る。プロセス管理責任者に対する要件、管理実態のドキュメント化等も求められている。

鉄道信号システムに関するソフト
ウェア

通信
（IEC 62280）

鉄道信号システムにおけるアプリケーション間の通信の安全性を確保するための規格である。
安全性を確保するための技術要件や必要なセキュリティ対策について規定されている。専用回
線向けのパート１と、オープンな回線を用いる場合のパート２がある。

情報通信を用いる鉄道信号システム

EMC（IEC 62236）
鉄道システムの地上・車上の電気設備全体および各部から周辺への電磁界の輻射量、および
信号設備における電磁界ノイズ耐量を規定した規格

鉄道全体、車両（電子電気機器）、
地上電気設備ｼｽﾃﾑ、信号設備

 

 

開始された。また同ワーキンググループの下に車両、

地上電力設備、信号の各分野の、関連メーカーを主体

とするサブワーキンググループが設けられ、分野ごと

の海外認証状況の情報収集および、日本における認証

の具体的な仕組みへの要求の抽出作業が行われた。以

上の体制の概要を図２に示す。 
 

４．認証機関としての体制 
製品認証機関は、ISO/IEC Guide651)に則った体制

整備が必要である。そこで、平成 23 年 4 月に交通安

全環境研究所内に鉄道認証室を設け、これを鉄道認証

室長、業務運営管理者、業務担当者等および認証審査

要員により構成することとした。認証業務実施体制の

概要を図３に示す。 
この体制のもと、ISO/IEC Guide65 に準拠した認

証業務に関する以下の品質ドキュメントを作成する

こととした。 
・鉄道製品認証システム 
・鉄道製品認証業務品質マニュアル 
・鉄道製品認証業務取扱手順 
・鉄道製品認証業務要員管理手順 
・鉄道製品認証申請手続き等に関する手引き 
鉄道製品認証システムでは、認証機関並びに認証申

請者及び認証取得者が守るべき要求事項が記載され

ており、鉄道製品認証業務品質マニュアルが認証機関

としての品質を維持するための事項を規定している。

詳細については、鉄道製品認証業務取扱手順、鉄道製

品認証業務要員管理手順、鉄道製品認証申請手続き等

に関する手引きに記載する構成とした。 
平成 24 年 1 月には独立行政法人製品評価技術基盤

機構（NITE）認定センターへ認定申請を行い、平成

24 年 9 月 6 日、NITE より鉄道分野の製品認証機関

として認定を取得した。 
 

５．認証対象規格 
 現在鉄道関連メーカーが海外展開において認証を

必要としている国際規格のうち、前述のサブワーキン

グで挙げられたニーズの高い５規格（表１）を認証機

関として認定取得を目指す認証対象規格として選定

した。 
 このうち今回認定を受けた認証対象の国際規格は、

鉄道信号システムの電子装置の安全性に関する IEC 
62425（セーフティケース）である。認定内容を表２

に示す。 
 

６．今後について 
今後、表 1 の残り４規格について、順次認定の取得

を図ることとしている。さらに今後の国際規格の動向

と、認証ニーズを反映し、認証対象規格の範囲拡大に

ついても検討を行なうことが必要であると考えてい

る。 
また認証書が実際のビジネスにおいて有効となる

ためには、認証実績の積み上げが重要であると認識し

ている。この観点から、利用していただきやすい認証 

は交通研参加組織を示す凡例：
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表２ 認定された規格と範囲（認定書（ASNITE 0064-P）より抜粋） 
認定分野：鉄道分野 
認定区分 製品又はプロセス 規格等 
信頼性、アベイラビリテ

ィ、保全性、安全性の仕

様と実証（ＲＡＭＳ） 

信号及び通信機器に係るＲＡＭＳライ

フサイクルプロセス 
［プロセスの範囲］ 
「構想」、「システムの定義と適用条件」、

「リスク分析」、「システム要求事項」、

「システム要求事項の割り当て」、「設計

と（ＲＡＭＳ計画の）実行」及び「製造」

但し、この範囲は IEC62278:2002「６

RAMS のライフサイクル」第 1 段階～第

7 段階と同等である。 

IEC 62425:2007 
・鉄道用途－通信、信号及び処

理システム－信号用の安全関連

電子システム 

 
機関を目指して WEB ページによる情報提供（図４）

などを開始した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．まとめ 
 交通安全環境研究所に国内の海外対応認証機関を

設立するにあたっての検討経緯及び認定取得状況に

ついて報告した。 
交通安全環境研究所では、公正・中立の立場から国

際規格適合性認証を実施することを通じて、日本の鉄

道システムの海外展開や鉄道技術の維持・発展に貢献

していきたいと考えており、当研究所の認証システム

をご活用いただければ幸いである。引き続き関係各位
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① 公表燃費と実際の燃費、なぜ差が出るのか 
 

 －（第２報）燃費試験法における課題と改善方法について－ 
 
 

環境研究領域   ※山口 恭平  鈴木 央一  酒井 克治 
 
 

１．は じ め に 
近年、環境意識の高まりなどから、低燃費車の開発

や普及が急速に進んでおり、審査値である公表燃費値

が取り上げられる機会が増加している。公表燃費値の

平均は年々、向上している一方で、自動車の使用者（ユ

ーザ）が実際に車両を使用した際の燃費（実燃費)は
公表燃費値と大きく乖離しているという指摘も少な

くない。自動車ユーザへ正確な情報を提供するだけで

なく、CO2排出量の直接的な低減に繋がるため、それ

らの乖離は解消されることが望ましい。そこで、本稿

ではそのような乖離が生じる原因の中でも、燃費試験

法に起因する面に着目し、試験法が公表燃費値に与え

る影響を評価すると同時に、燃費の乖離を今後改善し

ていくために必要な要件について考察した。 
 

２．燃費試験法における課題と改善方法 
燃費試験法は、当然ながら実燃費を適切に評価する

ことを目的に制定されている。しかし、現実の多様性

を反映しきれないことに加え、試験設備側への性能要

件や、近年の急激な技術変化への対応など燃費の乖離

が生じうる要素も含まれている。ここでは、試験サイ

クルがJC08モードへ移行した際に設定値が変更され

た車両重量設定と、エコタイヤの普及により妥当性に

問題が生じ始めている走行抵抗について取り上げる。 
２．１．車両重量設定の影響 
燃費試験をする際、シャシダイナモに設定する重量

（等価慣性重量）は、車両（空車）重量に乗員 2 名分

相当の 110kg を追加した試験車両重量に応じ、特定の

値を設定するよう決められている。これは、慣性重量

の設定をフライホイールなどで機械的に行うシャシ

ダイナモで試験されることも想定しているためであ

り、ある重量範囲は一定値とする区分分けがされてい

る。その一部を表 1 に示す。 

 
表 1 より、10-15 モードで試験をする場合、車両重

量 1010kg（試験車両重量 1120kg）の車両では、実際

より1割以上も軽い1000kgの設定で試験が実施され

るが、車両重量 1020kg（同 1130kg）では実際よりも

大幅に重い 1250kg で行われることになる。車両重量

が約 1%、僅か 10kg 異なることで、設定重量には 20%
の差が生じるため、当然ながら燃費に大きな影響を及

ぼす。その一例を図 1 に示す。同一車種においてもオ

プション等による僅かな重量の違いが生じた結果、重

量区分をまたぐこととなり、燃費が約 1 割違ってい

る。試験車両重量をそのまま設定重量とした場合、燃

費は両者のほぼ中間となり、公表燃費からそれぞれ

5%程度異なることが予想される。 
燃費値をアピールしたい車両では、重量区分の上限

に近い車両重量であることが多い。一方で、燃費基準

は重量区分毎に設定されているため、一つ上の区分に

し、緩い基準値の下で税制上有利となる大きな超過達

成率を狙ったとみられる車両も多く存在する。 
現行の JC08 モードでは、表 1 のように重量区分の

刻みが 10-15 モードの半分以下となり、設定重量によ

表１ 等価慣性重量の設定区分（一部抜粋） 

試験車両
重量 kg

等価慣性
重量 kg

試験車両
重量 kg

等価慣性
重量 kg

938 ～ 1125 1000 966 ～ 1080 1020
1126 ～ 1375 1250 1081 ～ 1190 1130

1191 ～ 1305 1250

10-15モード JC08モード

20

30
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km
/L

等価慣性重量
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1000 kg

いずれの車両も2011年式
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図１ 等価慣性重量の区分超えによる燃費への影響
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② 尿素ＳＣＲシステム搭載貨物車の路上走行時における 

ＮＯｘ，ＮＨ３およびＮ２Ｏの排出挙動 
 
 

環境研究領域         ※山本 敏朗  堤 玲子 
岩田電業株式会社        岩田 恒夫  小川 恭弘 

        日本エム・ケー・エス株式会社  加藤 裕 
 

１．まえがき 
現在，排出ガス規制の強化に伴い，ＮＯｘ低減を目

的として，ディーゼル貨物車への尿素ＳＣＲ（選択的

触媒還元）システムの導入が進んでいる．しかしなが

ら，同システムを搭載した車両が，都市内走行時には

期待したほどのＮＯｘ低減効果を発揮していないと

の報告がある（１）．同報告では，都市内走行時に，排

出ガス温度が低下して尿素ＳＣＲシステムのＮＯｘ

浄化率が低下するためであるとしている．これは欧州

での報告例であるが，我が国においても同様な状況が

考えられる．これを検証するため，本報告では，尿素

ＳＣＲシステム搭載の小型貨物車に，車載式ＦＴＩＲ

分析装置を搭載して，一般幹線道路を走行し，各種の

排出ガス成分濃度と排気管出口ガス温度を連続計測

した．それらのデータを基に，ＮＯｘ，ＮＯおよびＮ

Ｏ２の排出状態および尿素ＳＣＲシステムのＮＯｘ浄

化性能の推移を分析した．さらに，同システムからの

ＮＨ３スリップに起因するＮ２Ｏの排出が懸念される

ことから，路上走行時のＮＨ３およびＮ２Ｏの排出状態

についても分析した． 
以上の分析結果を基に，都市内走行時における尿素

ＳＣＲシステムの機能状態および排出ガス性能につ

いて考察した． 
２．実験方法 

本試験では，エンジン型式が同一でボディー仕様が

異なる２台の車両を用いている．試験車両の主な諸元

を表１に示す．車両Ａはシャシダイナモメータ（ＣＤ）

台上試験に，また車両Ｂは路上走行試験に用いた．両

車両ともに，ＤＰＦおよび尿素ＳＣＲシステムを搭載

しているが，尿素ＳＣＲ触媒の搭載位置が大きく異な

る．車両Ａは，エンジン側のＤＰＦに近い位置である

のに対し，車両Ｂは，低床で全長，全幅ともに車両Ａ

より短いことから設置スペースがなくテールパイプ

直前となっている．尿素ＳＣＲシステムが機能するた

めには，ＳＣＲ触媒の温度が活性温度以上となる必要

があり，路上走行時のＮＯｘ低減効果を確認するに

は，同システムの機能状態の把握が重要となる．この

ことから，尿素ＳＣＲ触媒の温度変化を，排気管出口

付近に取り付けた熱電対によりモニターすることと

した．ＮＯｘ（ＮＯ＋ＮＯ２），Ｎ２Ｏ，ＮＨ３，ＣＯ２

等の分析は，主に新開発の車載式ＦＴＩＲ分析装置

（岩田電業製ＦＡＳＴ－２２００フーリエ変換赤外分

析計）を用いて，０．２秒サンプリング（分析部の９

０％応答；２．８秒）で連続的に行った．別途，排出

ガスの質量換算に必須となる瞬時排出ガス流量は，Ｃ

Ｄ台上試験ではＣＶＳ法（定容量希釈サンプリング

法），路上走行試験ではピトー管法（堀場製作所製Ｏ

ＢＳ－２２００車載式排出ガス分析装置付属）により

取得した． 

本報告では，ＣＤ台上試験により，搭載されている

尿素ＳＣＲシステムの基本性能を把握し，それを基

に，路上走行試験での同システムの機能状態を評価す

る方法を採った．ＣＤ台上試験では，車両Ａを用いて

ＪＥ０５モードを運転して，そのときの排出ガスを連

続分析した．試験条件としては，３種類のホットスタ

ート試験(半積載，全積載，半積載＋勾配２％登り）

と３種類のコールドスタート試験（１時間ソーク，２

表１ 試験車両の主要諸元 
車両コード Ａ Ｂ

車両カテゴリ 小型貨物車 小型貨物車

年式 2011 2011

車両総重量 (kg) 5,805 4,395 

車体形状
ﾜｲﾄﾞｷｬﾌﾞ，高床，

ﾊﾞﾝﾎﾞﾃﾞｨｰ
標準ｷｬﾌﾞ，低床，

平ﾎﾞﾃﾞｨｰ

走行距離 (km) 16,575 5,145 

エンジン型式
直列4気筒，

ｲﾝﾀｰｸｰﾗｰﾀｰﾎﾞ
直列4気筒，

ｲﾝﾀｰｸｰﾗｰﾀｰﾎﾞ

排気量 (L) 2.99 2.99

最高出力（kW/rpm） 110/2840～3500 96/3050～3500

最大トルク（Nm/rpm） 370/1350～2840 300/1300～3050

排出ガス対策
EGR,

DPF + 尿素SCR
EGR,

DPF + 尿素SCR

適合排出ガス規制 平成22年規制 平成22年規制

 

 

る問題は大きく改善されている。さらに、現在ではフ

ライホイールを持たずにダイナモメータの電気慣性

で連続的な重量設定が可能な施設が主流になってい

ることから、設備的には区分の概念は不要となってお

り、この問題は概ね解消されることが予想される。 
 
２．２．走行抵抗設定の影響 
 シャシダイナモ上で車両を走行させる場合、実際の

道路走行時と同様の負荷がかかるように走行抵抗の

設定を行う。走行抵抗はテストコースなどで試験車の

惰行試験を行い、その際の減速時間から求めるが、そ

こに課題が生じ始めている。 
走行抵抗は、速度によらず一定値である転がり抵抗

と速度の 2 乗に比例する空気抵抗に分けられる。いず

れも気温が高いほど小さくなるように走行抵抗測定

時の環境条件による影響を受けるため、燃費試験をす

る際には気温 20℃の標準大気状態への補正が行われ

る。転がり抵抗の温度補正は主にタイヤの特性に基づ

くもので、現行では温度に一律の係数を乗ずることで

行われる。近年、燃費向上を狙い転がり抵抗を低減さ

せた「エコタイヤ」が普及し始めており、従来の補正

方法で問題がないかを把握することが重要と言える。 
 気温が異なる環境において、様々なタイヤで惰行試

験を行い、算出した転がり抵抗の一部を図 2 に示す。

試験法による補正が適切であれば、補正後の値は概ね

一定となるが、エコタイヤでは試験法による補正後に

おいても気温が高いほど転がり抵抗は大幅に減少し

ており、現状の補正が適切とは言えない。したがって、

このようなタイヤを装着した車両では惰行試験時の

気温が高いほど、シャシダイナモに設定される転がり

抵抗値が小さくなり、良い燃費が得られる。その一例

を表 2 に示す。転がり抵抗が大きく異なる図 2 の両端

の条件（気温 30℃と 3℃）では、JC08 モード燃費で

約 2％の差が生じた。 
最新のエコタイヤでは転がり抵抗の低減と共に、タ

イヤ温度が低下する濡れた路面でのウエットグリッ

プを確保する技術が取り入れられ、結果的に温度影響

が大きくなっている。しかし、試験法ではタイヤによ

らず一定の温度補正係数を適用しているため、上述の

問題が生じていると考えられる。そこで、温度補正係

数を、タイヤ単体試験機にて計測した ISO28580 に基

づく転がり抵抗係数（RRC）とその温度変化率の近似

式から求め、その値で転がり抵抗を補正した結果を図

2 に合わせて示した。その結果、気温の影響を概ね解

消した転がり抵抗が得られ、転がり抵抗評価の精度お

よび妥当性の向上が可能になることが分かった１）。た

だし、実際に取り入れる場合には、サイズや扁平率の

異なるタイヤでの検証が課題となる。 

 
 
 
 
 
 

３．ま と め 
 公表燃費と実燃費の乖離について、燃費試験法に着

目し、その影響の評価と改善方法の検討を行った。 
（1）燃費試験時に設定される等価慣性重量は実際の試

験車両重量と異なるケースがあり、10-15 モード燃

費を 5%程度変化させうる要因になっている。 
（2）JC08 モードでは重量区分が見直され、その影響

は改善されている。また、設備的には区分の概念は

不要となっており、この問題は解消に向かうことが

予想される。 
（3）エコタイヤの転がり抵抗は温度影響が大きいた

め、現行の試験法では適切な温度補正がなされず、

惰行試験時の気温が高いほど、走行抵抗は過小評価

され、燃費に有利となる。夏と冬で計測した走行抵

抗では約 2%の燃費差を生じた。 
（4）ISO で定める転がり抵抗係数を基にした温度補正

を転がり抵抗に適用することで、気温影響を概ね解

消出来る可能性があり、今後検証していきたい。 
 

４．参考文献 
（1）鈴木、山口、井上、「走行抵抗測定の高精度化に

関する研究」、自動車技術会 2012 年秋季学術講演

会、JSAE20125688、(2012) 

表２ 転がり抵抗の違いが燃費に与える影響 

30 128.1 16.66
3 149.0 16.32

転がり抵抗 N
（試験法に基づく補正）

JC08モード

燃費値 km/L

試験車：ハッチバック（排気量1.8L、CVT）、エコタイヤ

惰行試験時
気温 ℃

エコタイヤ

試験車：ハッチバック（排気量1.8L、CVT）
タイヤサイズ：195 / 65 R 15

標準タイヤ

0 10 20 30
気温  ℃

0 10 20 30
気温  ℃

100

120

140

160

180

200

220

転
が

り
抵

抗
 N

実測値（未補正）

（温度変化率を考慮した補正）
補正値

（試験法に基づく補正）
補正値

エコタイヤ

試験車：ハッチバック（排気量1.8L、CVT）
タイヤサイズ：195 / 65 R 15

標準タイヤ

0 10 20 30
気温  ℃

0 10 20 30
気温  ℃

100

120

140

160

180

200

220

転
が

り
抵

抗
 N

実測値（未補正）

（温度変化率を考慮した補正）
補正値

（試験法に基づく補正）
補正値

図２ 気温と転がり抵抗の関係 



－ 79－

 

 

 
② 尿素ＳＣＲシステム搭載貨物車の路上走行時における 

ＮＯｘ，ＮＨ３およびＮ２Ｏの排出挙動 
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１．まえがき 
現在，排出ガス規制の強化に伴い，ＮＯｘ低減を目

的として，ディーゼル貨物車への尿素ＳＣＲ（選択的

触媒還元）システムの導入が進んでいる．しかしなが

ら，同システムを搭載した車両が，都市内走行時には

期待したほどのＮＯｘ低減効果を発揮していないと

の報告がある（１）．同報告では，都市内走行時に，排

出ガス温度が低下して尿素ＳＣＲシステムのＮＯｘ

浄化率が低下するためであるとしている．これは欧州

での報告例であるが，我が国においても同様な状況が

考えられる．これを検証するため，本報告では，尿素

ＳＣＲシステム搭載の小型貨物車に，車載式ＦＴＩＲ

分析装置を搭載して，一般幹線道路を走行し，各種の

排出ガス成分濃度と排気管出口ガス温度を連続計測

した．それらのデータを基に，ＮＯｘ，ＮＯおよびＮ

Ｏ２の排出状態および尿素ＳＣＲシステムのＮＯｘ浄

化性能の推移を分析した．さらに，同システムからの

ＮＨ３スリップに起因するＮ２Ｏの排出が懸念される

ことから，路上走行時のＮＨ３およびＮ２Ｏの排出状態

についても分析した． 
以上の分析結果を基に，都市内走行時における尿素

ＳＣＲシステムの機能状態および排出ガス性能につ

いて考察した． 
２．実験方法 

本試験では，エンジン型式が同一でボディー仕様が

異なる２台の車両を用いている．試験車両の主な諸元

を表１に示す．車両Ａはシャシダイナモメータ（ＣＤ）

台上試験に，また車両Ｂは路上走行試験に用いた．両

車両ともに，ＤＰＦおよび尿素ＳＣＲシステムを搭載

しているが，尿素ＳＣＲ触媒の搭載位置が大きく異な

る．車両Ａは，エンジン側のＤＰＦに近い位置である

のに対し，車両Ｂは，低床で全長，全幅ともに車両Ａ

より短いことから設置スペースがなくテールパイプ

直前となっている．尿素ＳＣＲシステムが機能するた

めには，ＳＣＲ触媒の温度が活性温度以上となる必要

があり，路上走行時のＮＯｘ低減効果を確認するに

は，同システムの機能状態の把握が重要となる．この

ことから，尿素ＳＣＲ触媒の温度変化を，排気管出口

付近に取り付けた熱電対によりモニターすることと

した．ＮＯｘ（ＮＯ＋ＮＯ２），Ｎ２Ｏ，ＮＨ３，ＣＯ２

等の分析は，主に新開発の車載式ＦＴＩＲ分析装置

（岩田電業製ＦＡＳＴ－２２００フーリエ変換赤外分

析計）を用いて，０．２秒サンプリング（分析部の９

０％応答；２．８秒）で連続的に行った．別途，排出

ガスの質量換算に必須となる瞬時排出ガス流量は，Ｃ

Ｄ台上試験ではＣＶＳ法（定容量希釈サンプリング

法），路上走行試験ではピトー管法（堀場製作所製Ｏ

ＢＳ－２２００車載式排出ガス分析装置付属）により

取得した． 

本報告では，ＣＤ台上試験により，搭載されている

尿素ＳＣＲシステムの基本性能を把握し，それを基

に，路上走行試験での同システムの機能状態を評価す

る方法を採った．ＣＤ台上試験では，車両Ａを用いて

ＪＥ０５モードを運転して，そのときの排出ガスを連

続分析した．試験条件としては，３種類のホットスタ

ート試験(半積載，全積載，半積載＋勾配２％登り）

と３種類のコールドスタート試験（１時間ソーク，２

表１ 試験車両の主要諸元 
車両コード Ａ Ｂ

車両カテゴリ 小型貨物車 小型貨物車

年式 2011 2011

車両総重量 (kg) 5,805 4,395 

車体形状
ﾜｲﾄﾞｷｬﾌﾞ，高床，

ﾊﾞﾝﾎﾞﾃﾞｨｰ
標準ｷｬﾌﾞ，低床，

平ﾎﾞﾃﾞｨｰ

走行距離 (km) 16,575 5,145 

エンジン型式
直列4気筒，

ｲﾝﾀｰｸｰﾗｰﾀｰﾎﾞ
直列4気筒，

ｲﾝﾀｰｸｰﾗｰﾀｰﾎﾞ

排気量 (L) 2.99 2.99

最高出力（kW/rpm） 110/2840～3500 96/3050～3500

最大トルク（Nm/rpm） 370/1350～2840 300/1300～3050

排出ガス対策
EGR,

DPF + 尿素SCR
EGR,

DPF + 尿素SCR

適合排出ガス規制 平成22年規制 平成22年規制

 

 

る問題は大きく改善されている。さらに、現在ではフ

ライホイールを持たずにダイナモメータの電気慣性

で連続的な重量設定が可能な施設が主流になってい

ることから、設備的には区分の概念は不要となってお

り、この問題は概ね解消されることが予想される。 
 
２．２．走行抵抗設定の影響 
 シャシダイナモ上で車両を走行させる場合、実際の

道路走行時と同様の負荷がかかるように走行抵抗の

設定を行う。走行抵抗はテストコースなどで試験車の

惰行試験を行い、その際の減速時間から求めるが、そ

こに課題が生じ始めている。 
走行抵抗は、速度によらず一定値である転がり抵抗

と速度の 2 乗に比例する空気抵抗に分けられる。いず

れも気温が高いほど小さくなるように走行抵抗測定

時の環境条件による影響を受けるため、燃費試験をす

る際には気温 20℃の標準大気状態への補正が行われ

る。転がり抵抗の温度補正は主にタイヤの特性に基づ

くもので、現行では温度に一律の係数を乗ずることで

行われる。近年、燃費向上を狙い転がり抵抗を低減さ

せた「エコタイヤ」が普及し始めており、従来の補正

方法で問題がないかを把握することが重要と言える。 
 気温が異なる環境において、様々なタイヤで惰行試

験を行い、算出した転がり抵抗の一部を図 2 に示す。

試験法による補正が適切であれば、補正後の値は概ね

一定となるが、エコタイヤでは試験法による補正後に

おいても気温が高いほど転がり抵抗は大幅に減少し

ており、現状の補正が適切とは言えない。したがって、

このようなタイヤを装着した車両では惰行試験時の

気温が高いほど、シャシダイナモに設定される転がり

抵抗値が小さくなり、良い燃費が得られる。その一例

を表 2 に示す。転がり抵抗が大きく異なる図 2 の両端

の条件（気温 30℃と 3℃）では、JC08 モード燃費で

約 2％の差が生じた。 
最新のエコタイヤでは転がり抵抗の低減と共に、タ

イヤ温度が低下する濡れた路面でのウエットグリッ

プを確保する技術が取り入れられ、結果的に温度影響

が大きくなっている。しかし、試験法ではタイヤによ

らず一定の温度補正係数を適用しているため、上述の

問題が生じていると考えられる。そこで、温度補正係

数を、タイヤ単体試験機にて計測した ISO28580 に基

づく転がり抵抗係数（RRC）とその温度変化率の近似

式から求め、その値で転がり抵抗を補正した結果を図

2 に合わせて示した。その結果、気温の影響を概ね解

消した転がり抵抗が得られ、転がり抵抗評価の精度お

よび妥当性の向上が可能になることが分かった１）。た

だし、実際に取り入れる場合には、サイズや扁平率の

異なるタイヤでの検証が課題となる。 

 
 
 
 
 
 

３．ま と め 
 公表燃費と実燃費の乖離について、燃費試験法に着

目し、その影響の評価と改善方法の検討を行った。 
（1）燃費試験時に設定される等価慣性重量は実際の試

験車両重量と異なるケースがあり、10-15 モード燃

費を 5%程度変化させうる要因になっている。 
（2）JC08 モードでは重量区分が見直され、その影響

は改善されている。また、設備的には区分の概念は

不要となっており、この問題は解消に向かうことが

予想される。 
（3）エコタイヤの転がり抵抗は温度影響が大きいた

め、現行の試験法では適切な温度補正がなされず、

惰行試験時の気温が高いほど、走行抵抗は過小評価

され、燃費に有利となる。夏と冬で計測した走行抵

抗では約 2%の燃費差を生じた。 
（4）ISO で定める転がり抵抗係数を基にした温度補正

を転がり抵抗に適用することで、気温影響を概ね解

消出来る可能性があり、今後検証していきたい。 
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のは，負荷条件によりＮＨ３スリップ量が変動するこ

とから，尿素噴射量制御の最適化が不十分である可能

性がある． 
３．２．路上走行時における尿素ＳＣＲシステムの機

能状態の解析 
 図３（ａ），（ｂ）に，２回の路上走行試験の結果を，

排気管出口ガス温度の推移を基に，ＣＤ台上試験時と

同様の考え方でⅠ，Ⅱ，Ⅲ－１と区分し，さらに（ｂ）

ではＤＰＦの再生運転領域であるⅣとⅤを加えて表

示している．ここで，車両ＡのＣＤ試験のⅢ－１と車

両Ｂの路上走行試験のⅢ－１のそれぞれの排気管出

口ガス温度を比較すると，車両Ｂの温度が低い．これ

は，車両Ｂの尿素ＳＣＲ触媒の搭載位置がテールパイ

プ直前で昇温されにくいこと，また路上走行試験時の

大気温が１２℃と低いこと等に起因すると考えられ

る．これら５つの領域において，テールパイプから排

出されるＣＯ２１ｋｇ当たりのＮＯｘ排出量（ｇ），Ｎ

Ｏ２排出量（ｇ），ＮＨ３排出量（ｇ）およびＮ２Ｏ排

出量（ｇ）を，それぞれ２回の路上走行試験とＪＥ０

５モードコールドスタート試験（１４時間ソーク）で

比較して，図４に示す．同図より，路上走行試験を通

じて，ＮＯｘ排出率が０．５（ｇ／ｋｇ）未満となっ

ているのは，路上走行試験２におけるⅣおよびⅤのＤ

ＰＦ再生時のみであり，ＤＰＦの再生運転によりＳＣ

Ｒ触媒の温度が上昇して尿素ＳＣＲシステムのＮＯ

ｘ低減機能が活性化していることがわかる．暖機後の

走行条件であるⅢ－１のＮＯｘ排出率は，始動直後の

Ⅰと比べて，ほとんど変化していない．これは，低い

大気温やＳＣＲ触媒搭載位置がテールパイプ直前で

あること等に起因して，ＳＣＲ触媒が活性温度まで昇

温されず，Ⅲ－１では尿素ＳＣＲシステムが機能して

いないことが推察される． 
 ＮＯ２排出率の変化から，尿素ＳＣＲシステムの酸

化触媒が活性化されるⅡ（触媒温度上昇域）において

ＮＯ２生成が始まることがわかる．ＪＥ０５モード試

験の結果から，この生成されたＮＯ２は，Ⅲ－１にな
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時間ソーク，１４時間ソーク）を実施した．路上走行

試験では，車両Ｂを用いて，東京都道１４号（東八道

路）の交通安全環境研究所付近から小金井南中西交差

点付近までのアップダウン道路（平均勾配：＋１．

６％，距離：約８．７５ｋｍ）を，積載重量約５００

ｋｇ（分析装置の重量を含む）で往復走行し，各種排

出ガス成分の測定を行った．ＤＰＦの強制再生は，Ｄ

ＰＦインジケーターランプにより確認した． 

３．実験結果および考察 
３．１．ＣＤ台上試験による尿素ＳＣＲシステムの基

本性能の把握 
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パイプから排出されるＣＯ２１ｋｇ当たりのＮＯｘ排
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めには，ＳＣＲ触媒温度が活性温度以上になる必要が

あることから，機能の評価はＳＣＲ触媒の暖機状態を

把握して行う必要がある．このことから，図１（ａ）

に示すように，コールドスタートによるＪＥ０５モー

ド走行時におけるＳＣＲ触媒の暖機過程を，排気管出
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度安定域）に区分した．また，ＪＥ０５モードは，都
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路走行（Ⅲ－２）から構成されるため，両者を区別す

ることとした．図１（ｂ）は，ホットスタートにより，

積載条件あるいは道路勾配条件を変化させてＪＥ０
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化を，Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ－１とⅢ－２に区分して示す．この
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各領域での排気管出口ガス温度の平均値とＮＯｘ排

出率をそれぞれプロットした結果を，図２に示す．同

図より，排気管出口ガス温度の上昇によってＮＯｘ排

出率が減少し，また都市内一般道走行では，尿素ＳＣ

Ｒシステムの活性化領域と考えられるⅢ－１および

Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ－１のＮＯｘ排出率が０．５（ｇ／ｋｇ）

未満であることから，この値未満であれば尿素ＳＣＲ

システムが活性化されていると判断できる．なお，都

市内高速道路走行領域Ⅲ－２のＮＯｘ排出率が高い
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のは，負荷条件によりＮＨ３スリップ量が変動するこ
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大気温やＳＣＲ触媒搭載位置がテールパイプ直前で

あること等に起因して，ＳＣＲ触媒が活性温度まで昇

温されず，Ⅲ－１では尿素ＳＣＲシステムが機能して

いないことが推察される． 
 ＮＯ２排出率の変化から，尿素ＳＣＲシステムの酸

化触媒が活性化されるⅡ（触媒温度上昇域）において

ＮＯ２生成が始まることがわかる．ＪＥ０５モード試

験の結果から，この生成されたＮＯ２は，Ⅲ－１にな
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③ 電気自動車の間接的な CO2排出と環境影響評価の考え方 

 
 
 

環境研究領域   ※小鹿 健一郎   奥井 伸宜  新国 哲也 
 
 

１．はじめに 
電気自動車は CO2 を含め排出ガスを直接放出しな

いことから、従来の内燃機関原動機を用いた自動車と

比較して環境への負荷が少ない自動車として注目さ

れており、また動力源となる電気に再生可能エネルギ

ー由来の電気を使うことで CO2 排出量の低減にも貢

献すると期待されている。このため環境性能評価のた

めには、これまで内燃機関車で中心的に議論されてき

た『NOx、PM(粒子状物質)、CO 等の大気汚染物質の

排出』や『走行に伴う化石燃料の消費と温室効果ガス

の排出』にとどまらない評価手法の確立が求められ

る。 
交通安全環境研究所では、電気自動車を含む電動車

の CO2 排出と環境影響評価の考え方について研究を

行っている。本報告では、自動車のライフサイクルを

考慮した環境性能評価時対象とされる電気自動車の

間接的な CO2 排出について整理するとともに、電気

自動車の主要部品の一つであるバッテリの性能低下

が起きた場合の間接的な CO2 排出量の増加について

実験データをもとに議論する。 
 

2．ライフサイクルを考慮した自動車の環境性能評価 
2．1 ライフサイクル評価の必要性 
近年、ライフサイクルを考慮した自動車の環境性能

評価の重要性が広く認識され、それを支援する活動が

国内外で報告されている。例えば、（財）日本自動車

部品工業会では『部品の製造から廃棄までの CO2 排

出量に関するデータベース』の構築を開始し、米自動

車工業会では『燃費以外の環境性能評価軸の検討』を

行う Green Technology Systems Group の設置が報

告されている。これらの活動は自動車の燃費性能が向

上を続けることで、使用・走行段階でのライフサイク

ル全体に占める『資源・エネルギーの消費』や『温室

効果ガス排出』の割合が減少し、影響度が小さくなる

一方、相対的に影響の大きくなる車両の製造・廃棄段

階や燃料の製造段階を考慮してその評価を行う必要

が出てきたためである（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2．2 電気自動車の間接的なCO2排出 
電気自動車の間接的な CO2 排出とは、上記ライフ

サイクル評価のように評価対象範囲を走行時のみ（図

2-①）から広げることによって初めて認識される CO2

排出のことである。電気自動車の間接的な CO2 排出

という場合、車両に由来するものと、燃料（電力）に

由来するもの 2 つに大別できる。現在、電気自動車の

CO2排出評価にあたり、米国 EPA の燃費ラベルは①

の範囲、水素・燃料電池実証プロジェクト（JHFC）

のライフサイクル評価は②の範囲、自動車メーカーが

独自で行う評価では③の範囲での評価が実施されて、

②、③の範囲における評価において間接的な CO2 排

出が議論される。 

図１ バッテリ性能低下と CO2排出量増加 

図 2 自動車の評価対象範囲 

 

 

ると尿素ＳＣＲ触媒が活性化されるため還元反応に

よって減少している．一方，路上走行試験２では，Ⅱ

で生成されたＮＯ２は，Ⅲ－１で尿素ＳＣＲシステム

が機能しないため還元されずにそのまま排出されて

いる．ＮＨ３排出率については，通常の走行条件であ

るⅠ，ⅡおよびⅢ－１では極めて小さい．路上走行試

験２において，ＤＰＦの再生が始まるⅣで増加してい

るが，このとき尿素噴射も始まることから，ＳＣＲ触

媒をスリップしたＮＨ３が活性不十分な後段酸化触媒

をすり抜けている可能性が高い．Ｎ２Ｏ排出率につい

ては，路上走行試験１のⅠにおいて大きな値を示す．

この領域では，ＳＣＲ触媒は活性温度に達していない

ため尿素噴射は行われず，ＮＨ３スリップに起因する

排出とは考えられない．また，路上走行試験２では顕

著な排出は認められない．このＮ２Ｏ排出現象につい

ては，エンジン停止時にＳＣＲ触媒に吸着したＮＨ３

が酸化されて生成する可能性や，コールドスタート時

の低温度の前段酸化触媒においてＮ２Ｏが生成される

との報告もあり，今後の検討課題としたい． 
３．３．ＧＨＧ排出でのＮ２Ｏの寄与率 
図５（ａ），（ｂ）に，２回の路上走行試験における，

Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ－１，ⅣおよびⅤの領域でのＧＨＧ（地球

温暖化ガス）中に占めるＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣＨ４の

排出割合（ＣＯ２換算による質量比率，％）を示す．

ここでＣＯ２の温室効果を１とした場合，Ｎ２Ｏは３１

０倍，ＣＨ４は２１倍であるとして，ＧＨＧの排出量

を以下の式で算出した． 

ＧＨＧ排出量＝ＣＯ２排出量＋Ｎ２Ｏ排出量×３１０ 

＋ＣＨ４排出量×２１ 

同図より，以下のことがわかる．走行時間中の大半

を占めると考えられる暖機後の走行条件であるⅢ－

１において，Ｎ２Ｏの寄与率は，２回の路上走行試験

の平均で２．０％である．これは，尿素ＳＣＲシステ

ムがほとんど機能していない条件，即ち，尿素噴射に

起因するＮＨ３スリップが関係しない条件での値であ

る．また，路上走行試験１においては，ⅠでのＮ２Ｏ

の寄与率が，４．２％と突出して高く，尿素ＳＣＲシ

ステム搭載車のＮ２Ｏ排出では，ＮＨ３スリップ以外

に，別のメカニズムが存在する可能性がある． 
４．まとめ 

尿素ＳＣＲシステム搭載の小型貨物車に，車載式Ｆ

ＴＩＲ分析装置を搭載して，一般幹線道路を走行し，

各種の排出ガス成分濃度と排気管出口ガス温度を連

続計測し，都市内走行時における尿素ＳＣＲシステム

の機能状態および排出ガス性能について考察した．そ

の結果，以下の点が明らかとなった． 
（１）試験車両（車両Ｂ）は，都市内走行時（図３中

のⅢ－１）に，低い大気温やＳＣＲ触媒搭載位置がテ

ールパイプ直前であること等に起因してＳＣＲ触媒

が活性温度まで昇温されないため，ＮＯｘ排出率（Ｎ

Ｏｘ／ＣＯ２（ｇ／ｋｇ））が低下せず，尿素ＳＣＲ

システムが十分に機能していないことが確認された． 
（２）本試験車両では，触媒温度上昇域（図３中のⅡ）

において，前段酸化触媒が活性化されＮＯ２生成が始

まった．暖機後の走行条件において尿素ＳＣＲシステ

ムが機能しない場合は，このＮＯ２がそのまま排出さ

れることになり，問題となる可能性がある． 
（３）コールドスタート時の尿素噴射開始以前におい

て，Ｎ２Ｏの排出が認められる場合（図５（ａ）中の

Ⅰ）があることから，ＮＨ３スリップ以外に，Ｎ２Ｏ

生成メカニズムが存在する可能性がある． 

参考文献 
(1) Dana Lowell, Fanta Kamakate：Urban off-cycle 

NOx emissions from Euro Ⅳ/Ⅴ trucks and buses －

Problems and solutions for Europe and developing 

countries－, 

http://www.theicct.org/urban-cycle-nox-emissio

ns-euro-ivv-trucks-and-buses 

図５（ａ）路上走行時のＧＨＧ排出における 
Ｎ２Ｏ寄与率：路上走行試験１ 
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１．は じ め に 

二酸化炭素（CO2）排出量削減のため、車両運転時の

減速エネルギ等、回生可能な運動エネルギを活用するハ

イブリッド車（HEV）や電気自動車（EV）を含む次世代

自動車の研究開発が積極的に行われており(1)、今後これ

らの車両の普及が見込まれる。現在の排出ガス・燃費試

験法に用いられている走行モードは市場での代表的な走

行状況を反映したものであるが、従来の内燃機関車両に

おける再現性に着目して定められているため、新しく開

発された積極的に回生エネルギを活用する車両での走行

を正しく反映できているか検討する必要がある。さらに、

今後、開発や導入が予想される新しい方式で回生エネル

ギを活用する次世代自動車(2)に対しても対応可能な認証

試験法の検討を進め、提案していく必要がある。 

交通安全環境研究所では、HEV の走行状態が反映可能

な走行モード、次世代 HEV を含む HEV 試験法、試験条

件を検討するため、「ハイブリッド・パワートレイン台上

試験システム」を考案し開発を行った。本報において、

開発した台上試験システムを紹介する。 

 

２．台上試験システムの概要 

HEV パワートレインのシステム効率の適正な把握や

評価は、現状、実際の車両システムを試作して行うか、

計算機上で行っている(3)。表 1 に示すように、実車を用

いた場合、エンジンや発電機（M/G）の暖機を考慮した

排出ガス評価を可能にするが、種々の HEV システムの

評価を行う際には対応車両の試作が必要となり、費用と

実験工数が増大する。一方、モデル車両（シミュレーシ

ョン）の場合、実車に比べ利点、欠点の関係が逆転する。

そこで、実際の車両を試作することなく、上記の 2 つの

評価方法の利点を取り入れ、車両システムや制御手法に

ついて多角的に評価・検討が行える「ハイブリッド・パ

ワートレイン台上試験システム」を考案し、新たに開発

を行った。本試験システムは、HEV システムの主要な要

素であるエンジン、M/G、インバータは実際の装置を用

い、それ以外のバッテリ、動力分割伝達機構や協調ブレ

ーキ等の要素はモデル化し、リアルタイムシミュレーシ

ョンにより統合制御することで、実車を試作することな

く試験室内で種々のHEVシステムの再現を可能とした。 

ここで、実車両のハイブリッドシステムにおいては、

車両メーカから内容が開示されることのないハイブリッ

ド制御ユニット（HCU）内の制御ロジック等が重要な役

割を果たしている。本試験システムにおいては、この個

所をモデルに置き換えることで様々な制御条件を任意に

組み合わすことを可能としており、HEV 試験法の検討を

多角的に行うことができる。 

 
３．台上試験システムの構成 

3.1 台上試験システムの構成および制御フロー 

エンジンとM/Gを動力源とするHEVシステムの一

例として、パラレル式 HEV を再現した試験システム

構成の概略図を図 1 に示す。本試験システムは主に、

エンジンとエンジン用ダイナモメータ（DY1）、 M/G
と M/G 用ダイナモメータ（DY2）、インバータ、直流

電源装置、実車のハイブリッド制御ユニット（HCU）

と同じ働きをし、HEV システム全体の HEV 制御を行

う PC1、HEV システムの各要素をモデル化した車両

モデルをリアルタイムシミュレーションするととも

に、DY1、DY2 の制御を行う PC2 から構成される。 

Table.1 Merit or demerit of each test method 

○

○

Examination cost, time

○

Measurement of exhaust-gas

Heat generationof engine, M/G

Flexibility of HEV layout

○

×

○

×

○

×

○ × ○

HEV power-
train system

Real
Vehicle

Virtual Vehicle 
(Simulator)

（○：Good , ×：bad）

 

 

3．電気自動車の間接的CO2排出におけるバッテリの

性能低下による影響 
駆動用バッテリの性能低下は、自動車性能の低下を

引き起こし、結果として間接的 CO2 排出量の増加に

つながると考えられる。ここでは、バッテリの性能低

下を『出力低下』と『容量低下』で整理し、予想され

る自動車性能への影響および CO2 排出量増加の変化

について述べる。 
バッテリの性能低下は、内部抵抗の増加に伴い起電

力が低下する『出力低下』と電気化学的に活性な電極

活物質量の減少により取り出せる電気量が低下する

『容量低下』の現象がある。（実際には、バッテリの性

能低下は出力低下と容量低下の組み合わせとして観

測され、その寄与度はバッテリの種類および使用条件

によって大きく異なる。）バッテリの出力低下は自動

車性能において、交流電力量消費率の増加（電費の低

下）を引き起こすと考えられる。これはバッテリの出

力低下の主要因が内部抵抗の増加であるため、充電時

および走行時において、電気エネルギーが熱に変換さ

れてしまい走行に利用できないためである。この交流

電力量消費率の増加の結果、CO2排出量（発電由来）

は走行距離比例ではなく、図 3 右上のように少し上ず

って増加することが予想される。容量低下の場合は、

一充電走行距離に影響を与え、その距離を低下させ

る。一充電走行距離の低下そのものは、CO2排出量に

影響を与えるものではないが、ユーザーが『電欠の不

安を解消したい』、『充電の頻度を減らしたい』と考え、

バッテリ交換を行うと、図 3 右下のようなバッテリの

製造・廃棄にともなう追加の CO2 排出が発生する。

つまり、CO2を評価指標として、電気自動車の環境評

価を行う場合、バッテリの性能低下による一充電走行

距離の低下は、（バッテリ交換を伴わない限りにおい

て）CO2排出増加に関して、大きな影響はなく、電力

量消費率が増加した場合において影響を与える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4．市販電気自動車における交流電力量消費率と一充

電走行距離の変化 
 市販電気自動車の交流電力量消費率と一充電走行距離

の変化を調査した。試験車両として、一充電走行距離 160 
km の電気自動車(2009 年導入)を選択、総走行距離約

1000 km ごとに交流電力量消費率測定および一充電走

行距離測定を実施した。試験車両の交流電力量消費率は、

7000 km 走行後も認証審査値（125 Wh/km）以下であ

った（図 4）。一方、一充電走行距離は、総走行距離 3000 
km までに約 130 km まで急速に低下し、その後 120 km
台後半で推移した（図 5）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    5．まとめ 
今回の結果では、電力量消費率の変化

は、一充電走行距離の低下に比べ小さかっ

た。このため間接的な CO2排出の見地から

考えると、充電（発電）に由来する CO2

排出量増加よりもバッテリ交換（バッテリ

の製造・廃棄）に由来するCO2排出量増加

が発生する可能性が高いことが示された。

7000 km 走行時点では電力量消費率は維

持されているが、今後も継続的な調査が必

要であると考えられる。 
 

図 4 交流電力量消費率の変化 

図 5 一充電走行距離の変化 

図 3 バッテリ性能低下と CO2排出量増加 
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減速エネルギ等、回生可能な運動エネルギを活用するハ

イブリッド車（HEV）や電気自動車（EV）を含む次世代

自動車の研究開発が積極的に行われており(1)、今後これ

らの車両の普及が見込まれる。現在の排出ガス・燃費試

験法に用いられている走行モードは市場での代表的な走

行状況を反映したものであるが、従来の内燃機関車両に

おける再現性に着目して定められているため、新しく開

発された積極的に回生エネルギを活用する車両での走行

を正しく反映できているか検討する必要がある。さらに、

今後、開発や導入が予想される新しい方式で回生エネル

ギを活用する次世代自動車(2)に対しても対応可能な認証

試験法の検討を進め、提案していく必要がある。 

交通安全環境研究所では、HEV の走行状態が反映可能

な走行モード、次世代 HEV を含む HEV 試験法、試験条

件を検討するため、「ハイブリッド・パワートレイン台上

試験システム」を考案し開発を行った。本報において、

開発した台上試験システムを紹介する。 

 

２．台上試験システムの概要 

HEV パワートレインのシステム効率の適正な把握や

評価は、現状、実際の車両システムを試作して行うか、

計算機上で行っている(3)。表 1 に示すように、実車を用

いた場合、エンジンや発電機（M/G）の暖機を考慮した

排出ガス評価を可能にするが、種々の HEV システムの

評価を行う際には対応車両の試作が必要となり、費用と

実験工数が増大する。一方、モデル車両（シミュレーシ

ョン）の場合、実車に比べ利点、欠点の関係が逆転する。

そこで、実際の車両を試作することなく、上記の 2 つの

評価方法の利点を取り入れ、車両システムや制御手法に

ついて多角的に評価・検討が行える「ハイブリッド・パ

ワートレイン台上試験システム」を考案し、新たに開発

を行った。本試験システムは、HEV システムの主要な要

素であるエンジン、M/G、インバータは実際の装置を用

い、それ以外のバッテリ、動力分割伝達機構や協調ブレ

ーキ等の要素はモデル化し、リアルタイムシミュレーシ

ョンにより統合制御することで、実車を試作することな

く試験室内で種々のHEVシステムの再現を可能とした。 

ここで、実車両のハイブリッドシステムにおいては、

車両メーカから内容が開示されることのないハイブリッ

ド制御ユニット（HCU）内の制御ロジック等が重要な役

割を果たしている。本試験システムにおいては、この個

所をモデルに置き換えることで様々な制御条件を任意に

組み合わすことを可能としており、HEV 試験法の検討を

多角的に行うことができる。 

 
３．台上試験システムの構成 

3.1 台上試験システムの構成および制御フロー 

エンジンとM/Gを動力源とするHEVシステムの一

例として、パラレル式 HEV を再現した試験システム

構成の概略図を図 1 に示す。本試験システムは主に、

エンジンとエンジン用ダイナモメータ（DY1）、 M/G
と M/G 用ダイナモメータ（DY2）、インバータ、直流

電源装置、実車のハイブリッド制御ユニット（HCU）

と同じ働きをし、HEV システム全体の HEV 制御を行

う PC1、HEV システムの各要素をモデル化した車両

モデルをリアルタイムシミュレーションするととも

に、DY1、DY2 の制御を行う PC2 から構成される。 
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Heat generationof engine, M/G

Flexibility of HEV layout
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４．台上試験システムの構築 

現状、構築している台上試験システムは、図 3 に示す

パラレル式ハイブリッド台上試験システムである。 

4.1 エンジンベンチ ＜図3左側の部屋＞ 

実機エンジンは、図 3 右下表に示すスペックを有する

エンジン用ダイナモメータ（明電舎製 フレックダイナ

モメータ TYPE-i）に接続した。本ダイナモメータは交

流式で正・逆回転が可能であり、単体慣性が 0.6kgm2 以

下と小さい。電流応答性 1.5kHz の高速 IGBT インバータ

を使用しており、高応答な制御が可能である。 

その他、ベンチ内に燃料温調器、冷却水温調器、I/C

温調器、吸入空気温調器（ダイキン工業製）、燃料流量計

（小野測器製 FM-2500A）など設置している。 

 

4.2 モータベンチ ＜図3右側の部屋＞ 

実機 M/G は、図 3 右上表に示すスペックを有する M/G

用ダイナモメータ（明電舎製 永久磁石式ダイナモメー

タ EVDY 250）に接続した。最高回転速度は 16,000rpm

を確保し、高回転型の M/G にも対応できる。 

その他、実機 M/G 用インバータ、直流電源装置（明電

舎製 DC50～500V 500A）を設置している。 

 

4.3 制御室 ＜図3下側の部屋＞ 

制御分担比の設定変更が可能なハイブリッド制御コン

トローラモデルと車両モデルなどを搭載した高速演算装

置（dSPACE 社製）および計測制御装置（小野測器製 

FAMS-8000）、直流電源用制御装置から成る。 
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一般的に HEV の燃費改善効果は、加減速頻度の多い

走行で得られやすい。そこで、本システムで都市内走行

に多用される小型トラックをモデルとし、パワートレイ

ン構成の違いによる動作検証を行った。検証用モデルは、

表 2 に示す 6 段ギアを備えた車両総重量（GVW）5.87ton

車とし、本システム稼働時には半積載状態（GVW 

4.37ton）で走行させた。HEV パワートレインはパラレル
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本装置の制御フローを、図 2 を用いて説明する。PC2
内の車両モデルにより車両走行状態に必要なトルク

指令値が算出され、その指令値に基づき DY1、DY2
を DY 制御盤が個別に制御する。DY1、DY2 のそれぞ

れの回転軸にはトルクメータ及び回転検出器が取り

付けられており、実際に検出されたトルク値、回転速

度は車両モデルにフィードバックされる。一方、運転

手を代行するドライバモデルは、予め設定された車速

指令値に基づき、アクセル開度指令値を決める。HEV
の駆動力配分等の制御を行うコントローラ（HCU）で

ある PC1 は、DY1 と連結されたエンジンに対しては

エンジン制御ユニット（ECU）を通じてアクセル踏み

込み量に応じたスロットル開度信号を、インバータに

対しては M/G 制御信号を出力する。インバータは、

PC1 からの制御信号に基づき直流電源装置を制御し、

DY2 に連結された M/G を、駆動時にはモータとして、

回生時には発電機として制御する。M/G の稼働により

変動するバッテリ蓄電状態は、PC1 で管理される。こ

の一連の制御フローを繰り返すことで、モデル化した

HEV が駆動される。 
 

3.2 シミュレーションモデル 

3.2.1 ハイブリッド制御ユニット（HCU） 

エンジンおよび M/G のハイブリッド制御を行うコン

トローラである。M/G によるトルクアシスト時には、バ

ッテリの蓄電状態を参照し、エンジン回転速度やシフト、

アクセル開度信号などを変数として、トルクアシスト条

件を任意に組み合わせることができ、任意のマップで与

えた駆動トルク比率に基づき M/G を制御する。一方、

M/G 回生時には、車両減速時の車速とブレーキトルクの

関係より、M/G および充放電装置を制御する。この際、

M/G を協調回生制御あるいは非協調回生制御に設定す

ることが可能である。 

3.2.2 ドライバモデル 

特定走行モード（車速指令）を実際の運転手の操作（ア

クセル、ブレーキ）を模擬して運転させる場合、ドライ

バモデルは、車速の目標値と計測された車速との差分が

零になるようなアクセルとブレーキ操作指令を出力す

る。 

アクセル操作指令は、HCU にて駆動トルク比率を算出

し、HCU からエンジンにスロットル指令、M/G にモー

タ指令を分配して与える。 

ブレーキ指令もアクセル指令同様、HCU にて回生

協調比率を算出し、M/G に回生ブレーキ指令、機械ブ

レーキに機械ブレーキ指令を分配して与える。 
3.2.3 車両モデル 

走行抵抗モデル、駆動系モデル、機械ブレーキモデル

および車体慣性モデルから成る。以下に主なモデルを説

明する。 

駆動系モデル 

クラッチ、トランスミッション、ディファレンシャル

ギヤ、タイヤの各モデルから成り、走行中の車両動作を

模擬する。 

機械ブレーキモデル 

HCU を介して与えられた機械ブレーキ指令から、ブレ

ーキ面で発生するブレーキトルクを算出する。 

車体慣性モデル 

駆動系モデルからの伝達トルク、機械ブレーキトルク、

走行抵抗トルクを入力して車速を算出する。 
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⑤ 次世代バイオマス燃料自動車の LCA 

 
－木質バイオマスを原料とするガス化合成燃料の事例分析－ 

 
 

環境研究領域        ※佐藤 由雄  川野大輔  石井 素 
                   東京理科大学大学院     渡辺 佑太郎 
                   東京理科大学          小井土 賢二   堂脇 清志 

 
 

１．はじめに 
バイオマスから製造される燃料は，製造時に多量の

エネルギーを費やしたり，車両に用いた場合には排出

ガス性能が悪化するケースがある。将来的に有望なバ

イオマス燃料を選択していくためには，車両への適用

性及び温室効果ガス（GHG）排出量等を含めた総合的

な環境負荷を評価する手法を確立していく必要があ

る。 
本研究はそうした観点にたち，今回は，木質バイオ

マスを原料としガス化合成により製造される燃料を

取り上げ，原料の前処理・輸送から燃料の製造そして

車両走行の全体を通じての CO2 排出量について LCA
（Life Cycle Assessment：ライフサイクルアセスメント）

を行った。分析の対象として，これまでに石油代替燃

料として使用実績のあるメタノール，現在，研究開発

及び実証試験が進められている水素，ジメチルエーテ

ル及び合成軽油を燃料とする重量車（車両総重量：3.5
トン以上のトラック，バスなど）とした。  

 
２．LCA のシステム境界 

図1に本研究で行ったLCAのシステム境界を示す。

今回は，原料のチップ化，輸送，乾燥の前処理からガ

ス化，合成・精製までの「燃料製造プロセス」を

Well-to-Tank(WtT），製造されたバイオ燃料を重量車に

用いる「車両走行プロセス」を Tank-to-Wheel(TtW)，
そして「燃料製造から車両走行までの一連のプロセ

ス」を Well-to-Wheel(WtW）と定義した。なお，今回

の LCA では，車両の製造，使用過程でのオイル，消

耗部品の交換及び廃棄，リサイクルなどで排出される

CO2量についてはシステム境界外とし，車両の単位走

行距離あたりの CO2排出量で評価した。 

本研究では，WtT のエネルギー収支比を EI 
[MJ/MJ-Fuel]，バイオ燃料 1MJ 製造時の CO2排出量を

CO2_Prod [g-CO2/MJ-Fuel]，TtW 及び WtW における

1km走行時のCO2排出量をCO2_Run [g-CO2/km]とし，

それぞれ次式で定義した。 
EI = (E_Cons) / (E_Prod)            (1) 
CO2_Prod = ( CO2_Emit) / (E_Prod)  (2) 
CO2_Run = ( CO2_Prod) / FC   (3) 
ここで， 

E_Cons: WtTプロセスの投入エネルギー量[MJ/h] 
E_Prod: 製造される燃料のエネルギー量[MJ-Fuel/h] 
CO2_Emit: WtTにおけるCO2排出量[g-CO2/h] 
FC: 車両の走行燃費[km/MJ-Fuel]  

なお，投入されるエネルギーは軽油及び商用電力を

想定し，表 1 に投入した各エネルギーの CO2 排出係

数を示した 1) 2)。また，バイオマス燃料製造時のエネ

ルギー収支比 EI[MJ/MJ-Fuel]を算出しているが，ここ

では投入エネルギーは全て一次エネルギー換算する

ため，電力使用によるエネルギー消費量は，国内の一

般電力の発電効率 42%で割り戻した値を用いた 3)。 
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⑤ 次世代バイオマス燃料自動車の LCA 

 
－木質バイオマスを原料とするガス化合成燃料の事例分析－ 

 
 

環境研究領域        ※佐藤 由雄  川野大輔  石井 素 
                   東京理科大学大学院     渡辺 佑太郎 
                   東京理科大学          小井土 賢二   堂脇 清志 

 
 

１．はじめに 
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な環境負荷を評価する手法を確立していく必要があ
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量比で40%）させた。C1-C10についてはオフガスとし

てプラント内動力に用いた。なお，FT合成の反応条件

や合成ガスからのCO転化率は既往の研究6)をもとに

設定し，直鎖パラフィンの連鎖成長確率は91%と仮定

した7)。また，水素化分解処理でのH2消費量は文献値

を用いた8)。 

３．２．車両走行プロセス 
製造された各バイオマス燃料は，内燃エンジンを動

力源とする最大積載量が約4トンの中型トラックの実

走行に用いられることを想定した。走行モードは重量

車の実走行を反映したモードとして排出ガス試験に

用いられる JE05（半積載条件）を選定し，シャシー台

上試験により CO2 排出量[g/kWh]と燃費[km/MJ]等を

測定した。表3に軽油，DME及びFTDを燃料とし JE05
モードを運転した場合の排出ガス，燃費データ 9) 10)を

示す。H2と MeOH の燃費は，対応する中型トラック

が確保できなかったため，軽油と H2，MeOH の燃料

性状及び燃焼サイクルの違いを考慮し，それぞれ軽油

の燃費の 85%，75%と推定した。 
 

４．分析結果 
４．１．燃料製造プロセスにおけるエネルギー収支比 
図2に各バイオマス燃料の原料の輸送・前処理及び

エネルギー変換までの燃料製造プロセス（WtT）にお

けるエネルギー収支比を示す。最小値，最大値及び平

均値は，原料の輸送距離及び含水率に幅をもたせて評

価したことによる。なお，参考として，軽油のWtTで
のエネルギー収支比11)を図中に併記した。 
各バイオマス燃料1MJの製造に必要なエネルギー量

[MJ/MJ-Fuel]は，H2の最小値をとるケースを除き，い

ずれのバイオマス燃料においても1.0を上回り，投入エ

ネルギー量と比べて得られるエネルギー量の方が少

ないという結果となった。また，原料輸送及び製造プ

ラント内の動力で90%前後（原料ガス化と燃料合成に

要する動力，平均値）を占めていることがわかった。

FTDの製造には水素化分解における投入エネルギー

量が加算されるためエネルギー収支比は最も高くな

った。 

４．２．燃料製造プロセスにおける CO2排出量 
図3に燃料製造プロセス（WtT）における各バイオ

燃料のCO2排出量[g-CO2/MJ-Fuel]の最小値，最大値及

び平均値を示した。各バイオマス燃料のCO2排出量の

傾向を比べると上述したエネルギー収支比の傾向と

ほぼ同じであった。DMEはエネルギー収支比ではH2

なみの低い値であったが，CO2排出量で評価した場合

はH2より高く，MeOH，FTDと同程度となる。 
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[MJ-Fuel/km]を乗じて算出した。その結果を図4に示す。

ここでは，比較のため軽油トラックの算出値を図中に

記した。軽油トラックから排出されるCO2はカウント
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図 3 燃料製造プロセス（WtT）の CO2排出量 

表 3 各燃料を用いた中型トラックの排出ガスと燃費 
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３．各プロセスの概要と評価方法 

３．１．燃料製造プロセス 
３．１．１．原料の前処理・輸送プロセス 
国内の木質バイオマスの賦存状況やタール発生量

などを勘案し，原料は杉の加工廃材とした。原料の収

集範囲を狭めて輸送距離を低減するため原料投入量

が 12t-dry/day の小規模分散型の燃料製造プラントと

し，オンサイトでの燃料製造を基準として評価した。

この規模のプラントでは，プラントから 50km 圏内で

必要となるバイオマス量を確保できることから原料

の輸送距離を 5-50km と想定し1)，さらに、原料の初期

含水率を 20-50%と仮定した。これら二つの要因が独

立に一様分布確率で変化するものとして，モンテカル

ロ法により輸送距離及び含水率の最小値、最大値及び

平均値を算出 4)して評価した。なお，計算回数は 10,000
回とし，5％有意として求めた。 
原料は，図 1 に示したようにチップ化（軽油，電力

使用）された後，最大積載量 10 トンのトラック（軽

油使用）により燃料製造プラントまで輸送されるとし

た 5)。ガス化炉投入前の原料チップの乾燥工程では，

含水率を 20%まで下げるため，プラントの燃焼排ガス

を使用することを想定した。なお、この時は乾燥エネ

ルギー消費量はゼロとなるが、燃焼排ガスの熱量が不

足する場合は，蒸気ボイラ（軽油，電力使用）を併用

することとした。 
３．１．２．エネルギー変換プロセス 
(１) 原料のガス化システム 
原料のガス化により燃料の合成に必要となる H2 と

CO を得る。ここでは小規模分散型対応の移動層式ガ

ス化炉のひとつである Blue Tower（BT）プロセス 4)

を選定した。このプロセスで必要な熱動力は，全て内

部で賄えるようにシステムを設計した。ガス化及び各

燃料の製造システムの諸元等を表 2 に示す。 
(２) 燃料の製造・合成システム  
① 水素製造 

BTプロセスによるガス化では水素（H2）が比較的，

高い濃度で生成されるという特徴をもつ。この合成ガ

スからPSA（Pressure Swing Adsorption: 圧力スイング

吸着，運転圧力：0.8MPaA）により純度99.99%まで濃

縮したH2を回収する。回収後のH2は35MPaまで圧縮し

車両に充填するものとした。H2の製造システムでは圧

縮動力の占める割合が大きくなる。  

② メタノール合成 
メタノール（MeOH）の合成反応では，平衡転化率

が最大となる合成ガス中のH2/CO比は2である。このと

きの反応式は次の(4)式で表される。 
CO + 2H2 → CH3OH               (4) 

MeOH合成に必要な動力を極力低減させるため，今

回は170℃，3MPaAの条件での単段合成を想定した。 

③ ジメチルエーテル合成 
ジメチルエーテル（DME）の合成法には，間接法と

直接法の2種類がある。ここでは一つの反応器内で

MeOHの脱水反応とDME合成が生じる直接法とした。

反応器内で起こる総括反応式は次の(5)式となる。 
  2 CO + 4H2 → CH3OCH3 + H2O      (5) 
(5)式の反応が進むとDMEとH2Oの混合気体が得ら

れるが，これを常温まで冷却して気液分離し，更に

DMEを液体に転換するため-25℃まで冷却する。 

④ 合成軽油製造 
触媒を用いてFischer-Tropsch (FT)法により合成ガス

から燃料を合成するシステムでは，次の化学反応式(6)
にしたがい炭化水素（FT合成粗油）が合成される。 

nCO + (2n+1)H2 → CnH2n+2 + nH2O      (6) 
このとき，反応器内ではC1からC20を超える直鎖パラ

フィンが生成され，一般的には，これを水素化処理し

て灯油や軽油などの燃料に転換する。今回は，市販の

自動車用軽油の性状規格を満たす合成軽油（FTD）の

製造を想定した。そのため，Ru-Mn/Al2O3触媒を用い

て先ずFT合成粗油を製造し，その中でFTDと見なせる

C11-C20成分を蒸留により回収（原料熱量比で30%）し，

さらにC20+のFTワックスについては水素化分解によ

りFTDを製造し，FTDの収量を増加（[原料＋水素]熱

表 1 投入エネルギーの CO2 排出係数 

杉，原料用，カーボ
ンニュートラルとした

0.0013.233kgバイオマス

チップ化用，輸送用2.7435.5L軽油

発電効率：42.0%0.385-kWh電力

kg-CO2MJ
備考

CO2排出係数低位発熱量
単位投入エネルギー
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表 2 原料のガス化及び各燃料製造システムの諸元等

燃料製造 72.3169.7196.9-L/h

5.13.03.00.8MPaA圧力

25019017040℃温度

---305.0Nm3/h
製造量

59.959.959.959.9LHV-%冷ガス効率

635.9635.9635.9635.9kg/hバイオマス
供給量
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原料ガス化
（BTプロセス）

FTDDMEMeOHH2単位プロセス
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量比で40%）させた。C1-C10についてはオフガスとし

てプラント内動力に用いた。なお，FT合成の反応条件

や合成ガスからのCO転化率は既往の研究6)をもとに

設定し，直鎖パラフィンの連鎖成長確率は91%と仮定

した7)。また，水素化分解処理でのH2消費量は文献値

を用いた8)。 

３．２．車両走行プロセス 
製造された各バイオマス燃料は，内燃エンジンを動

力源とする最大積載量が約4トンの中型トラックの実
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用いられる JE05（半積載条件）を選定し，シャシー台

上試験により CO2 排出量[g/kWh]と燃費[km/MJ]等を

測定した。表3に軽油，DME及びFTDを燃料とし JE05
モードを運転した場合の排出ガス，燃費データ 9) 10)を

示す。H2と MeOH の燃費は，対応する中型トラック

が確保できなかったため，軽油と H2，MeOH の燃料

性状及び燃焼サイクルの違いを考慮し，それぞれ軽油

の燃費の 85%，75%と推定した。 
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図 3 燃料製造プロセス（WtT）の CO2排出量 
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ロ法により輸送距離及び含水率の最小値、最大値及び

平均値を算出 4)して評価した。なお，計算回数は 10,000
回とし，5％有意として求めた。 
原料は，図 1 に示したようにチップ化（軽油，電力

使用）された後，最大積載量 10 トンのトラック（軽

油使用）により燃料製造プラントまで輸送されるとし
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縮したH2を回収する。回収後のH2は35MPaまで圧縮し

車両に充填するものとした。H2の製造システムでは圧

縮動力の占める割合が大きくなる。  

② メタノール合成 
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表 1 投入エネルギーの CO2 排出係数 
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ンニュートラルとした

0.0013.233kgバイオマス

チップ化用，輸送用2.7435.5L軽油

発電効率：42.0%0.385-kWh電力

kg-CO2MJ
備考

CO2排出係数低位発熱量
単位投入エネルギー
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１．はじめに 
最新の大気環境モニタリング結果によると,オキシ

ダントは計測地点すべてで大気環境基準未達成であ

り, 平均濃度も近年では増加傾向にある 1). また最

近導入されたPM2.5に関しても, 測定点は少ないが

達成率は 25%程度にとどまっている. オキシダン

ト, PM2.5 の主要成分である二次生成粒子は, 揮発

性炭化水素が大気中で反応することにより生成され

ることが知られている. すなわち, 近年の改善傾向

にある大気環境問題において残された大きな課題は

VOC(Volatile Organic Compounds)の排出削減で

ある. この考えにより固定発生源, 移動発生源共に

削減を行っている. 自動車では THC(Total Hydro 
Carbon)もしくは非メタン炭化水素として排出が規

制され, その規制値も年を追うごとに厳しくなって

きている. 排出の抑制はテールパイプからの排出ガ

スを中心に行われており, ガソリン乗用車の蒸発ガ

スに関しては規制は存在するものの, それほど注目

を集めてはいない. そこで本研究では, 4台の最新の

排出ガスレベルの車両を用いて, テールパイプエミ

ッション, 蒸発ガスを測定し, それぞれの排出割合

を算出する. 
 

2．実験方法 
本研究では, 最新の排出ガス性能レベル（ポスト

新長期規制 75%減）を有する 4 台の車両について, 
テールパイプエミッションの計測, および蒸発ガス

の測定を行った. 試験に用いた車両の諸元を表 1 に

示す. 2 台の小型車, 1 台の軽自動車および 1 台の普

通車を試験した. 排出ガス試験では,試験車両はシャ

ーシダイナモ上で定められたモード(JC08 モード)
を走行し,その際の排出ガスを排出ガス分析計によ

り分析した. 蒸発ガスに関しては, SHED(Sealing 
Housing for Evaporative emission 
Determination)を用いて試験を行った. 試験方法は

認証時の試験と同様とし, 走行終了後の車両が温ま

った状態での 1 時間の排出を測定する HSL(Hot 
Soak Loss)試験, 冷態で 1 日の温度変化を与えた際

の排出を 24 時間かけて測定する DBL(Diurnal 
Breathing Loss)試験の２つの試験を行った. 

 
Table 1 Specification of Tested Vehicles 

Car Name A B C D

Vheicle
Weight　(kg)

1020 1600 920 1050

Desplacement
(l)

1.33 2.994 0.658 1.495

Max. power
(kW)

68 188 43 80

Type of
Injection

Port
Injection

Direct
Injection

Port
Injection

Port
Injection

Transmission CVT 6AT CVT 4AT

Exhaust after
treatment

3 way
Cat.

3 way Cat
×2

3 way
Cat.

3 way
Cat.

Emission level
75%

reduction
from 2005

75%
reduction
from 2005

75%
reduction
from 2005

75%
reduction
from 2005

Categoly compact mid size small compact

 
 

３．結果 
図 1 に今回得られたテールパイプからの THC に

ついて JC08 コールド, ホットそれぞれ 5 回行った

試験の平均値、および加重平均結果を示す. これら

の結果によると, JC08 認証値はコールド試験の結

果が大きく影響すること, 車格の大きい B 車からの

排出が大きいことが確認された. ３つの試験車にお

いて, 認証結果を超過する排出量が確認されたが, 
これは今回試験を行った車両すべてが JC08 対応車

 

 

しているが，バイオマス燃料を用いたトラックでは排

出CO2はカーボンニュートラルとして扱い，ゼロカウ

ントとしている。 
図4より，CO2排出量[g-CO2/km]は軽油の場合と比べ

て，最大値をとる場合は，H2で45%，DMEで28%，FTD
では35%，それぞれ増加となるものの，最小値では，

H2で39.9%，DMEでは38.0%，FTDでは34.3%のCO2削

減効果が得られる。この結果から，H2，DME 及びFTD
は原料輸送と燃料製造プロセスの最適化によっては

軽油と比べて大幅なCO2削減が行える可能性があると

考える。また，MeOHではCO2排出量が最小ケースで

は11.6%の削減効果が得られるものの最大ケースでは

83.2%もの増加となるなど，現時点では他の燃料と比

べて低炭素燃料としてのポテンシャルが低いという

結果となった。 

 
５．まとめ 

今回，国内で産出される木質バイオマス（杉の加工

廃材）を原料とし，小規模分散型対応のガス化合成プ

ラントにおいて製造されるH2，MeOH，DME 及び FTD
を対象とし，これらを重量車に適用した場合のライフ

サイクルでの CO2排出量等について事例分析を行い，

以下の知見を得た。 
（1） 各バイオマス燃料の製造プロセスにおけるエ

ネルギー収支比[MJ/MJ-Fuel]は 1.0 を上回り，原料

輸送と製造プラント内の動力で 90%前後を占めた。

また，各燃料の製造時の CO2排出量[g-CO2/MJ-Fuel]
の傾向はエネルギー収支比の場合と同様であった。 

（2） 今回の事例分析からは，バイオマス燃料の製造

から車両走行までのライフサイクルでの CO2 排出

量（g-CO2/km）は，原料輸送及び製造プラント内動

力から排出される CO2が大部分を占め，CO2排出量

の評価に大きな影響を与えることがわかった。 
（3） 各バイオマス燃料のライフサイクルでの CO2

排出量（g-CO2/km）を軽油の場合と比べた場合，燃

料製造プロセスの最適化によっては H2 で 39.9%，

DME では 38.0%，FTD では 34.3% の CO2削減効果

が得られる可能性がある。 
 
今後，木質以外の原料から製造されるバイオマス燃

料の事例分析を行うとともに，自動車への燃料適用性

及び GHG 排出量を含めた総合的な環境負荷を評価す

る手法の確立に向け，調査研究を継続していきたい。 
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る手法の確立に向け，調査研究を継続していきたい。 
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⑦ 市街地における自動車単体騒音の実態について 
 
 

環境研究領域   ※宝渦 寛之  坂本 一朗  熊澤 保子 
 
 

１．はじめに 
自動車単体騒音に関する規制については、我が国で

は、新型自動車の加速走行試験法（TRIAS30）が昭

和 46 年に導入されている。TRIAS30 については、

その規制値は漸次的に規制強化が行われ、規制導入当

初と現在で比較をすると、例えば大型車では 11dB、
二輪車では13dBの引き下げが行われている。これは、

エネルギーベースで考えると、自動車から発せられる

騒音が 1/10 以下となったことを示している。一方、

道路交通騒音については、1971 年に、騒音に係る環

境基準に道路に面する地域について規定されている

（1998 年に改訂）。環境基準については、近年では、

改善の兆しが見えるものの、調査開始以来、長らく横

ばい傾向にあった。本稿では、認証試験における騒音

規制強化が道路交通騒音に与える影響を調べるべく、

1998～2001 年に改められた現行の規制値に対応した

車が十分に普及したと考えられる2008～2010年にか

けて、道路交通騒音の測定を行った。得られた結果を

現行規制前のデータと比較し、規制の効果を検証し

た。 
 

２．測定概要および解析方法 
市街地での車両単体から発せられる騒音を測定す

べく、国土交通省の全国道路・街路交通情勢調査を参

考に、これらの資料おいにて環境基準を超過する三箇

所（国道 16 号：柏市、山手通り：目黒区、府中街道：

小平市）において測定を実施した。測定は、いずれの

区間においても、車両が定常走行をしていると考えら

れる交差点から離れた区間において行った。測定の様

子を図 1 に示す。測定は、騒音測定と同時に、ビデオ

カメラによる撮影を行った。また、図にあるように、

路上にガムテープにて一定間隔をマーキングし、その

間の通過に掛かる時間（ビデオのコマ数）を求めるこ

とにより、マイクロホン手前での通過速度を算出し

た。解析対象とした車両は、騒音レベルが周囲の環境

音や他の車両の影響を受けておらず S/N が十分に確

保されていると考えられる車両とした。また、交換用

マフラーを着用していると思われる車両などは、環境

基準の評価対象からも外れるため、今回の解析対象か

らも除外した。 

図 1 騒音測定の様子 
 

３．測定結果 
表 1 に各測定点における測定結果を示す。表におい

て黄色のセルは環境基準の超過した場所・時間を表わ

し、赤色のセルは、要請限度を超過する場所・時間を

表わす。測定終了点の結果、府中街道での夜間および

山手通りの昼間、国道 16 号の昼間において、環境基

準を超過し、山手通りの夜間、国道 16 号の夜間にお

いて、要請限度を超過する結果となった。 
次に、個々の車両から発せられる騒音について、解

析を行った結果について述べる。音響パワーレベルと

通過速度の導出を、各車種それぞれ 60 台程度につい

て行った。なお、今回測定を行った三箇所の間では、

得られた音響パワーレベルに場所による明確な差異

は見られなかったため、測定場所を区別せず結果を扱

った。得られた音響パワーレベルは、日本音響学会提

案のASJ RTN-Model(1)（以下、ASJ モデル）と比較

することを目的に、ASJ モデルにて与えられている以

下の式に倣って整理を行い、回帰式を作成した。 

騒音計

ビデオカメラ

 

 

ではないことに起因する, 認証試験モードの違いと

思われる.  
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Fig. 1 THC from exhaust pipe with JE05. 
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Fig. 2 HSL and DBL results. 

 
Table 2 Summary of questioner about travel 
distance in a year by the difference of car 
categories. 

Compact Mid size Small All category

Travel distance
(km/year)

7,836 8,288 6,413 7,512
 

 
図 2 には４台の試験車の蒸発ガス試験の結果を示

す. すべての車両について, HSL 結果と比較すると, 
DBL 結果が大きいことが確認された. また, テール

パイプエミッション同様, 車格の大きい B 車からの

排出が大きい結果となった. すべての車両の試験結

果は規制値と比較すると十分低い値であった.  
東京都内在住の乗用車ユーザーに対して乗用車の年

間走行距離に関するアンケートを行った. このアン

ケートでは, 小型乗用車で 53 件, 普通乗用車で 36
件, 軽乗用車で 29 件の回答を得た. その結果を表 2
に示す. また, 今回得られた結果において, 図1に示

したテールパイプエミッション加重平均値, 表２の

年間平均走行距離からもとめた各試験車の年間平均

走行距離, および図 2 に示した DBL 結果を用いて, 
各車両からの VOC 年間排出量の算出を行った. そ
の結果を図 3 に示す. これによると総排出量に占め

る蒸発ガスは 40~70%となり, 平均で 53%と非常に

大きな割合であることが確認された. 
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Fig. 3 Estimated VOC emissions from tested 
vehicles in a year (a) and ratio of evaporative 
emissions (b). 

結論 
ポスト新長期規制適合相当の 4 台のガソリン乗用車

を用いて, JC08モードでのテールパイプからのVOC排

出の評価, および蒸発ガス試験を実施した. 

その結果, JC08 モードにおけるテールパイプエミッ

ション, 蒸発ガス試験における DBL 結果, さらには東

京都内在住の乗用車ユーザーを対象に行った走行距離

に関するアンケート結果から, 自動車排出VOC総量に

占める蒸発ガスの割合は平均で 53%と, 大きな割合を

占めることが確認された. 現在大気環境基準達成率の

悪い, PM2.5, オキシダントに関して自動車影響を一層

低減する必要がある場合には, テールパイプエミッシ

ョンのみならず, 蒸発ガスを含めた包括的な対策を行

う必要があることが確認された 2).  
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騒音が 1/10 以下となったことを示している。一方、

道路交通騒音については、1971 年に、騒音に係る環

境基準に道路に面する地域について規定されている

（1998 年に改訂）。環境基準については、近年では、

改善の兆しが見えるものの、調査開始以来、長らく横

ばい傾向にあった。本稿では、認証試験における騒音

規制強化が道路交通騒音に与える影響を調べるべく、

1998～2001 年に改められた現行の規制値に対応した

車が十分に普及したと考えられる2008～2010年にか

けて、道路交通騒音の測定を行った。得られた結果を

現行規制前のデータと比較し、規制の効果を検証し

た。 
 

２．測定概要および解析方法 
市街地での車両単体から発せられる騒音を測定す

べく、国土交通省の全国道路・街路交通情勢調査を参

考に、これらの資料おいにて環境基準を超過する三箇

所（国道 16 号：柏市、山手通り：目黒区、府中街道：

小平市）において測定を実施した。測定は、いずれの

区間においても、車両が定常走行をしていると考えら

れる交差点から離れた区間において行った。測定の様

子を図 1 に示す。測定は、騒音測定と同時に、ビデオ

カメラによる撮影を行った。また、図にあるように、

路上にガムテープにて一定間隔をマーキングし、その

間の通過に掛かる時間（ビデオのコマ数）を求めるこ

とにより、マイクロホン手前での通過速度を算出し

た。解析対象とした車両は、騒音レベルが周囲の環境
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マフラーを着用していると思われる車両などは、環境

基準の評価対象からも外れるため、今回の解析対象か
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Fig. 1 THC from exhaust pipe with JE05. 
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Fig. 2 HSL and DBL results. 

 
Table 2 Summary of questioner about travel 
distance in a year by the difference of car 
categories. 
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Fig. 3 Estimated VOC emissions from tested 
vehicles in a year (a) and ratio of evaporative 
emissions (b). 

結論 
ポスト新長期規制適合相当の 4 台のガソリン乗用車

を用いて, JC08モードでのテールパイプからのVOC排

出の評価, および蒸発ガス試験を実施した. 

その結果, JC08 モードにおけるテールパイプエミッ

ション, 蒸発ガス試験における DBL 結果, さらには東

京都内在住の乗用車ユーザーを対象に行った走行距離

に関するアンケート結果から, 自動車排出VOC総量に

占める蒸発ガスの割合は平均で 53%と, 大きな割合を

占めることが確認された. 現在大気環境基準達成率の

悪い, PM2.5, オキシダントに関して自動車影響を一層

低減する必要がある場合には, テールパイプエミッシ

ョンのみならず, 蒸発ガスを含めた包括的な対策を行

う必要があることが確認された 2).  
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⑧ マフラー性能等確認制度の導入効果について 
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１．はじめに 
マフラー性能等確認制度（以下、マフラー確認制度）

とは、交換用マフラー市場において、有効な騒音防止

性能を有するマフラーが適切に選別される環境を整

備すること等を目的とし、マフラーの性能が規制値以

下であることが確認されたマフラーに対して「性能等

確認済表示」を表示する制度のことである。 
当所ではこれまで、当該制度の策定に資する調査研

究を行い、制度施行後には、マフラー確認制度を通過

し市場に流通するマフラーが、試験時の性能を有した

ものであるか、抜取り調査を行ってきた。本稿では、

これまでに当所の取得したデータを制度施行の前後

において比較することにより、マフラー確認制度の導

入効果を探ることを目的とする。 
 

２．マフラー性能等確認制度概要 
使用過程車の騒音対策については、これまで、車検

場での検査や街頭での近接排気騒音試験による取締

りが行われてきた。しかし、車検時のみ適正なマフラ

ーへ交換したり、近接排気騒音は規制値以下にも関わ

らず走行中に大きな騒音を発したりする車両が存在

した。また、図 1 にあるマフラーのように、内部騒音

低減機構がビスで止められているだけであるため、容

易に取り外すことができるものが存在するなど、交換

マフラーに係る対策が不十分であった。 
マフラー確認制度は、交換用マフラーに加速走行騒

音を有効に防止することを義務付けるべく、平成 22
年 4 月より施行された。対象は、平成 22 年 4 月 1 日

以降に製造された車両が対象となり、乗車定員 11 人

以上または車両総重量が 3.5 トンを超える自動車、大

型特殊自動車、小型特殊自動車に備える消音器は対象

外となる。 
マフラー確認制度において実施する試験項目は、

TRIAS30 の別添 40 にある加速走行騒音試験のみと

なり、その規制値は、82dB（原動機付自転車におい

ては 79dB）となっている。図 2 に、加速走行騒音試

験の様子を示すが、試験は図のように TRIAS30 に対

応したテストコースでの試験を行うこととなる。な

お、加速走行騒音試験の結果が、新型自動車の型式審

査時の規制値を超えない場合、マフラー認証番号の末

尾に”S”の文字がつき、消音性能の高いマフラーで

あることを判別可能となっている。この認証番号は、

認証済みマフラーに取り付けられるプレートに刻字

されており、ユーザーが純正品並みに静かなマフラー

を選択可能な形となっている。また、騒音試験とは別

に、マフラーの構造を目視にて確認し、内部の騒音低

減機構を容易に除去できる機構ではないことを確認

ビス止めのみ

内部騒音低減機構

マフラー

図 1 騒音低減機構が容易に取外し可能な

マフラーの例 

 

 

CVbaLWA  log             (1) 
ここで、LWAは音響パワーレベル、V は速度、a は車

種毎に与えられる定数、bは速度依存性を表わす定数、

C は各種要因による補正項である。式（1）中の車種

依存定数 a を、ASJ モデルの値と本研究から得られる

値を比較し、双方のデータの差異の有無を検討した。

回帰式の作成方法としては、ASJ モデルと同様に、速

度依存項の定数 b を 30 とし、解析した各パワーレベ

ルを 50km/h に移行し、その時の音響パワーレベルの

パワー平均から、定数 a を決定した。補正項 C につ

いては 0 とした。解析結果の一例として、本研究にて

得られた、乗用車の個々の速度と音響パワーレベルの

関係を図 2 に示す。個々の車両の音響パワーレベルが

幅広い速度にわたり分布しているが、車種ごとにデー

タを取りまとめ、なおかつ交換用マフラー着用車等を

除外しているため、速度依存性を大きく外れるデータ

は存在しないことがわかる。また、同図中には、ASJ
モデルの回帰式と本解析から得られた回帰式を併記

しているが、定数 a の差は 1.3dB であり、両者に大き

な差はみられないことがわかる。他の車種についても

同様の操作を行い、定数 a を比較して表 2 に示す。こ

のASJ モデルの音響パワーレベルは、1998 年版の予

測モデルのために計測されたものである。そのため、

ほとんどの車両が現行規制よりも一段階前の規制値

（それぞれの車種において 2dB の差）に対応した車両

であると考えられるが、2008～2010 年にかけて得ら

れた今回の測定結果と比較して、ほとんど違いは認め

られないことが確認された。 
 なお、二輪車については、2008 年版のASJ モデル

から新たにパワーレベル式が追加されたため、過去の

データがなく、規制強化の効果を検討することはでき

なかった。 
 

４．おわりに 
規制の効果が明確に現れない理由として、試験法で

の評価方法と実際の街中での走行状態に乖離が生じ

ていることが挙げられる。現行の試験法では、アクセ

ルを全開にした状態に発せられる騒音の評価を行う

が、現在の車両では、排気量の小さな二輪車や大型車

などを除き、一般の街中を走行する際に、アクセルを

全開にすることはほとんどない。このような車両状態

の乖離のため、試験時のみ騒音が下がるような車両も

存在する(2)ことから、市街地の走行実態を踏まえた試

験法が臨まれる。国際的にも同様な認識のもと、市街

地での走行実態を踏まえた新たな加速走行騒音試験

法について、すでに試験法についての議論は終了し、

規制値について検討が行われているところである。国

内においても、環境省、国交省主導のもと、新たな試

験法の国内導入に向けて、検討作業が行われている所

である。この中で当所は、両省からの委託調査という

形で、検討に資するための調査・研究を行っている。

また、今後、本研究にて得られたデータをもとに、単

体騒音試験にて取得したデータから道路交通騒音を

予測可能なシミュレーションモデル構築の予定して

おり、新たな試験法の適切な規制値選定の一助となる

と考えられる。 
参考文献 
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表 1 騒音測定結果 

表 2 車種依存定数の比較 

解析結果 ASJ RTN-Model
大型車 54.9 54.4
中型車 51.6 51.5

小型貨物車 45.9 47.6
乗用車 47.7 46.4

車種
車種依存定数：a
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⑧ マフラー性能等確認制度の導入効果について 
 
 

環境研究領域   ※宝渦 寛之  坂本 一朗  田中 丈晴  村上 孝行 
 
 

１．はじめに 
マフラー性能等確認制度（以下、マフラー確認制度）

とは、交換用マフラー市場において、有効な騒音防止

性能を有するマフラーが適切に選別される環境を整

備すること等を目的とし、マフラーの性能が規制値以

下であることが確認されたマフラーに対して「性能等

確認済表示」を表示する制度のことである。 
当所ではこれまで、当該制度の策定に資する調査研

究を行い、制度施行後には、マフラー確認制度を通過

し市場に流通するマフラーが、試験時の性能を有した

ものであるか、抜取り調査を行ってきた。本稿では、

これまでに当所の取得したデータを制度施行の前後

において比較することにより、マフラー確認制度の導

入効果を探ることを目的とする。 
 

２．マフラー性能等確認制度概要 
使用過程車の騒音対策については、これまで、車検

場での検査や街頭での近接排気騒音試験による取締

りが行われてきた。しかし、車検時のみ適正なマフラ

ーへ交換したり、近接排気騒音は規制値以下にも関わ

らず走行中に大きな騒音を発したりする車両が存在

した。また、図 1 にあるマフラーのように、内部騒音

低減機構がビスで止められているだけであるため、容

易に取り外すことができるものが存在するなど、交換

マフラーに係る対策が不十分であった。 
マフラー確認制度は、交換用マフラーに加速走行騒

音を有効に防止することを義務付けるべく、平成 22
年 4 月より施行された。対象は、平成 22 年 4 月 1 日

以降に製造された車両が対象となり、乗車定員 11 人

以上または車両総重量が 3.5 トンを超える自動車、大

型特殊自動車、小型特殊自動車に備える消音器は対象

外となる。 
マフラー確認制度において実施する試験項目は、

TRIAS30 の別添 40 にある加速走行騒音試験のみと

なり、その規制値は、82dB（原動機付自転車におい

ては 79dB）となっている。図 2 に、加速走行騒音試

験の様子を示すが、試験は図のように TRIAS30 に対

応したテストコースでの試験を行うこととなる。な

お、加速走行騒音試験の結果が、新型自動車の型式審

査時の規制値を超えない場合、マフラー認証番号の末

尾に”S”の文字がつき、消音性能の高いマフラーで

あることを判別可能となっている。この認証番号は、

認証済みマフラーに取り付けられるプレートに刻字

されており、ユーザーが純正品並みに静かなマフラー

を選択可能な形となっている。また、騒音試験とは別

に、マフラーの構造を目視にて確認し、内部の騒音低

減機構を容易に除去できる機構ではないことを確認

ビス止めのみ

内部騒音低減機構

マフラー

図 1 騒音低減機構が容易に取外し可能な

マフラーの例 

 

 

CVbaLWA  log             (1) 
ここで、LWAは音響パワーレベル、V は速度、a は車

種毎に与えられる定数、bは速度依存性を表わす定数、

C は各種要因による補正項である。式（1）中の車種

依存定数 a を、ASJ モデルの値と本研究から得られる

値を比較し、双方のデータの差異の有無を検討した。

回帰式の作成方法としては、ASJ モデルと同様に、速

度依存項の定数 b を 30 とし、解析した各パワーレベ

ルを 50km/h に移行し、その時の音響パワーレベルの

パワー平均から、定数 a を決定した。補正項 C につ

いては 0 とした。解析結果の一例として、本研究にて

得られた、乗用車の個々の速度と音響パワーレベルの

関係を図 2 に示す。個々の車両の音響パワーレベルが

幅広い速度にわたり分布しているが、車種ごとにデー

タを取りまとめ、なおかつ交換用マフラー着用車等を

除外しているため、速度依存性を大きく外れるデータ

は存在しないことがわかる。また、同図中には、ASJ
モデルの回帰式と本解析から得られた回帰式を併記

しているが、定数 a の差は 1.3dB であり、両者に大き

な差はみられないことがわかる。他の車種についても

同様の操作を行い、定数 a を比較して表 2 に示す。こ

のASJ モデルの音響パワーレベルは、1998 年版の予

測モデルのために計測されたものである。そのため、

ほとんどの車両が現行規制よりも一段階前の規制値

（それぞれの車種において 2dB の差）に対応した車両

であると考えられるが、2008～2010 年にかけて得ら

れた今回の測定結果と比較して、ほとんど違いは認め

られないことが確認された。 
 なお、二輪車については、2008 年版のASJ モデル

から新たにパワーレベル式が追加されたため、過去の

データがなく、規制強化の効果を検討することはでき

なかった。 
 

４．おわりに 
規制の効果が明確に現れない理由として、試験法で

の評価方法と実際の街中での走行状態に乖離が生じ

ていることが挙げられる。現行の試験法では、アクセ

ルを全開にした状態に発せられる騒音の評価を行う

が、現在の車両では、排気量の小さな二輪車や大型車

などを除き、一般の街中を走行する際に、アクセルを

全開にすることはほとんどない。このような車両状態

の乖離のため、試験時のみ騒音が下がるような車両も

存在する(2)ことから、市街地の走行実態を踏まえた試

験法が臨まれる。国際的にも同様な認識のもと、市街

地での走行実態を踏まえた新たな加速走行騒音試験

法について、すでに試験法についての議論は終了し、

規制値について検討が行われているところである。国

内においても、環境省、国交省主導のもと、新たな試

験法の国内導入に向けて、検討作業が行われている所

である。この中で当所は、両省からの委託調査という

形で、検討に資するための調査・研究を行っている。

また、今後、本研究にて得られたデータをもとに、単

体騒音試験にて取得したデータから道路交通騒音を

予測可能なシミュレーションモデル構築の予定して

おり、新たな試験法の適切な規制値選定の一助となる

と考えられる。 
参考文献 
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表 1 騒音測定結果 

表 2 車種依存定数の比較 

解析結果 ASJ RTN-Model
大型車 54.9 54.4
中型車 51.6 51.5

小型貨物車 45.9 47.6
乗用車 47.7 46.4

車種
車種依存定数：a



－ 98－

⑨ 交通システムの車両・設備に関わる 
安全性評価の標準化について 

 
交通システム研究領域   ※林田 守正  廣瀬 道雄  吉永 純  長谷川 智紀  工藤 希 

 
１．はじめに 

わが国における軌道系交通システム、およびその車

両、設備に関わる技術評価は、国が定める技術基準に

準拠するだけでなく、鉄道事業者独自の考えで行われ

てきた。また安全性については、わが国の鉄道の長年

にわたる極めて高度な安全の実績を背景とした評価

が行われてきた。しかし急速な国際化の流れの中で、

従来わが国には馴染みが薄かった RAMS や数値管理等

の概念に基づく国際規格が成立するようになってき

た。本報告では、これまで交通安全環境研究所（以下

「当所」という）による車両・設備に関する安全性評

価を総括し、国際規格との整合を前提とした評価手法

の標準化について述べる。 

２．交通安全環境研究所による安全性評価 
２．１ これまでの経緯 
 当所は、これまで公正中立な第三者機関（以下「第

三者」という）として、先進的な公共交通システムの

実用化、あるいは新技術の導入に際して、各分野や段

階における安全性評価を実施してきた。その事例を表

1に示す。青字は2000年以前、赤字はそれ以降の評価

事例である。 

 鉄道事業者が既存システムの改良や海外製品の導

入を行う際には、所管の運輸局への届出と、それに先

立つ安全性の証明が必要となる場合がある。また、全

く新しいシステムや技術が導入される際は、開発段階

から国土交通省鉄道局がオブザーバ参加し、評価は委

員会または第三者が行うケースがある。当所は第三者

の一つとして、従来は主にこのような国内向けの安全

性評価に携わってきた。これらの安全性評価は主に国

内の鉄道事業を対象とするものであり、長年にわたっ

て培われたわが国の鉄道システムの高水準な安全性

の実績を背景とし、国際規格を参照、考慮しながらも、

国内技術基準への適合や従来と同等以上の安全性の

確保を主眼とした評価を行ってきた。 

表1 交通安全環境研究所が実施してきた安全性評価事例（索道関係・事故調査は含まない） 

設計のみ
試作車両・機器あり

（単体、試験線による試験）
運用開始前

（実路線での走行試験等）
運用後の改良等

全体システム
（車両・軌道・信号）

･新交通システム
・常電動磁気浮上鉄道
・リニア地下鉄
・IMTS（バス型磁気誘導鉄道）
・外国製ゴムタイヤトラム
・ｺｰｽﾀｰ型軽量軌道ｼｽﾃﾑ
・各種新方式交通システム

*海外向けLRT

・アプト式鉄道
・ガイドウェイバス
・国内空港APM

・ロープ駆動式モノレール
・LRT

・都市鉄道速度向上
・勾配区間の駅停車
・ローカル鉄道速度向上

・ガイドウェイバス
・常伝導磁気浮上鉄道
・地上一次ﾘﾆｱ試験装置
・IMTS
・安全性の定量的評価法
・外国製ゴムタイヤトラム
・ｺｰｽﾀｰ型軽量軌道ｼｽﾃﾑ

車両

・小径車輪付LRV用ブレーキ
*新交通車両ﾌﾞﾚｰｷ制御ﾕﾆｯﾄ

・一軸台車
・軌間可変台車
・独立回転車輪付LRV

・各種操舵台車
・新交通ｼｽﾃﾑ用新方式台車

・海外技術超低床LRV ・車両検査周期見直し
・新規車両導入
・LRV付属品改良

・VVVFｲﾝﾊﾞｰﾀのﾌﾞﾚｰｷ制御
・地上一次ﾘﾆｱﾓｰﾀｶｰ保安設備
・車両検査周期見直し

・試験、測定国際標準化動向

軌道／構造物

・レール波状摩耗対策
・ﾘﾆｱ地下鉄ﾘｱｸｼｮﾝﾌﾟﾚｰﾄ改良

・ﾌﾟﾛｰﾌﾞ車両ｼｽﾃﾑ
・地上輪重/横圧測定法
・脱線係数の常時観測

機械設備／電力

・モノレール給電線配置変更
・ホーム可動ステップ

・海外技術LRT用新型軌道
・輸入摩擦型終端車止め

信号保安／

列車制御システム

・改良版電子連動装置
*空港内APM用列車制御ｼｽﾃﾑ
*高速鉄道用空間波方式CBTC
*無線測距方式CBTC
*近接通信方式CBTC
*CBTCソフトウェア基本構造
*車軸検知装置

*電子連動装置輸出先対応
*電子連動装置機能付加

・常伝導磁気浮上鉄道速度計
・次世代障害物検知システム
・衛星利用ATP閉塞システム

・民鉄向高機能ATS
・民鉄向ATC

・車載型画像解析応用地上設備予防
保全ｼｽﾃﾑ（当所開発）

・輸入LRT用信号保安ｼｽﾃﾑ
*海外高速鉄道路線信号ｼｽﾃﾑ

・踏切制御システム改良 ・特殊自動閉塞システム
・無絶縁軌道回路
・ATC模擬試験
・衛星測位利用運行管理
・CBTC
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・常伝導磁気浮上鉄道漏洩磁界 ・鉄道車両からの漏洩磁界 ・実車ﾌｨﾙﾀﾘｱｸﾄﾙ用遮蔽材 ・磁界測定法
・磁界影響評価
・交流磁界遮蔽
・ﾘﾆｱﾓｰﾀ鉄道からの漏洩磁界
・鉄道の磁界に対するEMC

注）LRV：次世代型路面電車　LRT：次世代型路面電車システム　ＣＢＴＣ：無線式列車制御システム　　ＡＰＭ：自動運転ゴムタイヤ式輸送システム　　EMC：電磁界影響両立性
　　青文字：2000年以前　　赤文字：2001年以降　　　　*は国産技術の海外展開案件

開発段階 実用段階
技術基準、標準仕様策定、

評価手法検討に相当するもの

 

 

する必要がある。このため、図 1 に示したようなマフ

ラーは、認められない。 
 

３．調査方法および調査結果 
３．１．交換用マフラー選定方法 
マフラー確認制度以前は、大きく分けて①JASMA

認定マフラー（四輪車用）および JMCA 認定マフラ

ー（二輪車用）、②保安基準適合品、③一般公道の走

行不可（主にレース用として販売）の 3 つの区分があ

った。①JASMA/JMCA 認定マフラーとは、一種の業

界の自主基準であり、日本自動車マフラー協会

（JASMA）および全国二輪車用品連合会（JMCA）が、

それぞれ独自の基準を設け、会員メーカーの商品性能

について認定を行ったものである。②および③につい

ては、各メーカーの自主判断で商品に記載されていた

ものである。ここでは、①～③の全てのマフラーを対

象とした。表 1 に今回使用した交換用マフラーを示

す。 

 
３．２．調査結果 
結果を図 3 に示す。図は、横軸に加速走行騒音試験

の測定値から、各車両に対するマフラー確認制度の規

制値を差し引いた値を示し、縦軸には近接排気騒音試

験の測定値からマフラー確認制度における規制値を

差し引いた値を示している。また、図中の赤線は、そ

れぞれの規制値を示している。この図によると、マフ

ラー確認制度導入前では、加速走行騒音および近接排

気騒音とも規制値を超えるマフラーが存在していた

が、マフラー確認制度導入後は、加速走行騒音の試験

が義務づけられたため、加速走行騒音はもとより、近

接排気騒音試験の結果も総じて小さくなっているこ

とがわかる。特に、二輪車については、制度導入前後

の騒音値の変化が顕著であることがわかる。なお、近

接排気騒音の結果が規制値を大幅に超過している 2
本のマフラーは、③一般公道の走行不可であったこと

から、マフラー確認制度導入前においても、①および

②のマフラーについては、近接排気騒音は概ね満たし

ていたものと考えられる。 
 

４．おわりに 
 マフラー性能等確認制度について、制度導入による

流通マフラーの製品性の変化を調べるべく、交換用マ

フラーの抜取り調査を行い、性能評価を行った。その

結果、マフラー確認制度を通過したマフラーは、制度

導入前のものと比べ、加速走行騒音が小さくなってい

ることが確認された。特に、二輪車において、その効

果が顕著に見られた。また、現在、TRIAS30 を改正

すべく、新たな加速走行騒音試験について検討中であ

り、二輪車については、新たな試験法の導入が決定さ

れている。このような中、平成 24 年 4 月に環境省よ

り発行された「今後の自動車単体騒音低減対策のあり

方について（第二次答申）」では、マフラー性能等確

認制度の項にて、”二輪車用マフラーについて、騒音

試験法の変更を考慮しつつ、必要に応じ騒音上限値等

の見直しについて検討する。”とあり、これらの検討

が今後行われるものと考えられる。このような中で、

当所は、環境省からの委託事業という形で、検討に資

する調査研究を行っているところである。 

図 3 加速走行騒音および近接排気騒音と   

マフラー確認制度規制値との関係 
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表 1 調査マフラー内訳 
制度施行後

JASMA/JMCA 保安基準適合 一般公道の走行不可 認証マフラー
四輪車 9 9 0 15
二輪車 3 5 3 7

制度施行前
車種
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⑨ 交通システムの車両・設備に関わる 
安全性評価の標準化について 

 
交通システム研究領域   ※林田 守正  廣瀬 道雄  吉永 純  長谷川 智紀  工藤 希 

 
１．はじめに 

わが国における軌道系交通システム、およびその車

両、設備に関わる技術評価は、国が定める技術基準に

準拠するだけでなく、鉄道事業者独自の考えで行われ

てきた。また安全性については、わが国の鉄道の長年

にわたる極めて高度な安全の実績を背景とした評価

が行われてきた。しかし急速な国際化の流れの中で、

従来わが国には馴染みが薄かった RAMS や数値管理等

の概念に基づく国際規格が成立するようになってき

た。本報告では、これまで交通安全環境研究所（以下

「当所」という）による車両・設備に関する安全性評

価を総括し、国際規格との整合を前提とした評価手法

の標準化について述べる。 

２．交通安全環境研究所による安全性評価 
２．１ これまでの経緯 
 当所は、これまで公正中立な第三者機関（以下「第

三者」という）として、先進的な公共交通システムの

実用化、あるいは新技術の導入に際して、各分野や段

階における安全性評価を実施してきた。その事例を表

1に示す。青字は2000年以前、赤字はそれ以降の評価

事例である。 

 鉄道事業者が既存システムの改良や海外製品の導

入を行う際には、所管の運輸局への届出と、それに先

立つ安全性の証明が必要となる場合がある。また、全

く新しいシステムや技術が導入される際は、開発段階

から国土交通省鉄道局がオブザーバ参加し、評価は委

員会または第三者が行うケースがある。当所は第三者

の一つとして、従来は主にこのような国内向けの安全

性評価に携わってきた。これらの安全性評価は主に国

内の鉄道事業を対象とするものであり、長年にわたっ

て培われたわが国の鉄道システムの高水準な安全性

の実績を背景とし、国際規格を参照、考慮しながらも、

国内技術基準への適合や従来と同等以上の安全性の

確保を主眼とした評価を行ってきた。 

表1 交通安全環境研究所が実施してきた安全性評価事例（索道関係・事故調査は含まない） 

設計のみ
試作車両・機器あり

（単体、試験線による試験）
運用開始前

（実路線での走行試験等）
運用後の改良等

全体システム
（車両・軌道・信号）

･新交通システム
・常電動磁気浮上鉄道
・リニア地下鉄
・IMTS（バス型磁気誘導鉄道）
・外国製ゴムタイヤトラム
・ｺｰｽﾀｰ型軽量軌道ｼｽﾃﾑ
・各種新方式交通システム

*海外向けLRT

・アプト式鉄道
・ガイドウェイバス
・国内空港APM

・ロープ駆動式モノレール
・LRT

・都市鉄道速度向上
・勾配区間の駅停車
・ローカル鉄道速度向上

・ガイドウェイバス
・常伝導磁気浮上鉄道
・地上一次ﾘﾆｱ試験装置
・IMTS
・安全性の定量的評価法
・外国製ゴムタイヤトラム
・ｺｰｽﾀｰ型軽量軌道ｼｽﾃﾑ

車両

・小径車輪付LRV用ブレーキ
*新交通車両ﾌﾞﾚｰｷ制御ﾕﾆｯﾄ

・一軸台車
・軌間可変台車
・独立回転車輪付LRV

・各種操舵台車
・新交通ｼｽﾃﾑ用新方式台車

・海外技術超低床LRV ・車両検査周期見直し
・新規車両導入
・LRV付属品改良

・VVVFｲﾝﾊﾞｰﾀのﾌﾞﾚｰｷ制御
・地上一次ﾘﾆｱﾓｰﾀｶｰ保安設備
・車両検査周期見直し

・試験、測定国際標準化動向

軌道／構造物

・レール波状摩耗対策
・ﾘﾆｱ地下鉄ﾘｱｸｼｮﾝﾌﾟﾚｰﾄ改良

・ﾌﾟﾛｰﾌﾞ車両ｼｽﾃﾑ
・地上輪重/横圧測定法
・脱線係数の常時観測

機械設備／電力

・モノレール給電線配置変更
・ホーム可動ステップ

・海外技術LRT用新型軌道
・輸入摩擦型終端車止め

信号保安／

列車制御システム

・改良版電子連動装置
*空港内APM用列車制御ｼｽﾃﾑ
*高速鉄道用空間波方式CBTC
*無線測距方式CBTC
*近接通信方式CBTC
*CBTCソフトウェア基本構造
*車軸検知装置

*電子連動装置輸出先対応
*電子連動装置機能付加

・常伝導磁気浮上鉄道速度計
・次世代障害物検知システム
・衛星利用ATP閉塞システム

・民鉄向高機能ATS
・民鉄向ATC

・車載型画像解析応用地上設備予防
保全ｼｽﾃﾑ（当所開発）

・輸入LRT用信号保安ｼｽﾃﾑ
*海外高速鉄道路線信号ｼｽﾃﾑ

・踏切制御システム改良 ・特殊自動閉塞システム
・無絶縁軌道回路
・ATC模擬試験
・衛星測位利用運行管理
・CBTC
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・常伝導磁気浮上鉄道漏洩磁界 ・鉄道車両からの漏洩磁界 ・実車ﾌｨﾙﾀﾘｱｸﾄﾙ用遮蔽材 ・磁界測定法
・磁界影響評価
・交流磁界遮蔽
・ﾘﾆｱﾓｰﾀ鉄道からの漏洩磁界
・鉄道の磁界に対するEMC

注）LRV：次世代型路面電車　LRT：次世代型路面電車システム　ＣＢＴＣ：無線式列車制御システム　　ＡＰＭ：自動運転ゴムタイヤ式輸送システム　　EMC：電磁界影響両立性
　　青文字：2000年以前　　赤文字：2001年以降　　　　*は国産技術の海外展開案件

開発段階 実用段階
技術基準、標準仕様策定、

評価手法検討に相当するもの

 

 

する必要がある。このため、図 1 に示したようなマフ

ラーは、認められない。 
 

３．調査方法および調査結果 
３．１．交換用マフラー選定方法 
マフラー確認制度以前は、大きく分けて①JASMA

認定マフラー（四輪車用）および JMCA 認定マフラ

ー（二輪車用）、②保安基準適合品、③一般公道の走

行不可（主にレース用として販売）の 3 つの区分があ

った。①JASMA/JMCA 認定マフラーとは、一種の業

界の自主基準であり、日本自動車マフラー協会

（JASMA）および全国二輪車用品連合会（JMCA）が、

それぞれ独自の基準を設け、会員メーカーの商品性能

について認定を行ったものである。②および③につい

ては、各メーカーの自主判断で商品に記載されていた

ものである。ここでは、①～③の全てのマフラーを対

象とした。表 1 に今回使用した交換用マフラーを示

す。 

 
３．２．調査結果 
結果を図 3 に示す。図は、横軸に加速走行騒音試験

の測定値から、各車両に対するマフラー確認制度の規

制値を差し引いた値を示し、縦軸には近接排気騒音試

験の測定値からマフラー確認制度における規制値を

差し引いた値を示している。また、図中の赤線は、そ

れぞれの規制値を示している。この図によると、マフ

ラー確認制度導入前では、加速走行騒音および近接排

気騒音とも規制値を超えるマフラーが存在していた

が、マフラー確認制度導入後は、加速走行騒音の試験

が義務づけられたため、加速走行騒音はもとより、近

接排気騒音試験の結果も総じて小さくなっているこ

とがわかる。特に、二輪車については、制度導入前後

の騒音値の変化が顕著であることがわかる。なお、近

接排気騒音の結果が規制値を大幅に超過している 2
本のマフラーは、③一般公道の走行不可であったこと

から、マフラー確認制度導入前においても、①および

②のマフラーについては、近接排気騒音は概ね満たし

ていたものと考えられる。 
 

４．おわりに 
 マフラー性能等確認制度について、制度導入による

流通マフラーの製品性の変化を調べるべく、交換用マ

フラーの抜取り調査を行い、性能評価を行った。その

結果、マフラー確認制度を通過したマフラーは、制度

導入前のものと比べ、加速走行騒音が小さくなってい

ることが確認された。特に、二輪車において、その効

果が顕著に見られた。また、現在、TRIAS30 を改正

すべく、新たな加速走行騒音試験について検討中であ

り、二輪車については、新たな試験法の導入が決定さ

れている。このような中、平成 24 年 4 月に環境省よ

り発行された「今後の自動車単体騒音低減対策のあり

方について（第二次答申）」では、マフラー性能等確

認制度の項にて、”二輪車用マフラーについて、騒音

試験法の変更を考慮しつつ、必要に応じ騒音上限値等

の見直しについて検討する。”とあり、これらの検討

が今後行われるものと考えられる。このような中で、

当所は、環境省からの委託事業という形で、検討に資

する調査研究を行っているところである。 

図 3 加速走行騒音および近接排気騒音と   

マフラー確認制度規制値との関係 
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表 1 調査マフラー内訳 
制度施行後

JASMA/JMCA 保安基準適合 一般公道の走行不可 認証マフラー
四輪車 9 9 0 15
二輪車 3 5 3 7

制度施行前
車種
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性を証明し検証する必要がある（２）。ここでは、従来

と同等の安全性を確保するといった議論が難しく、ヨ

ーロッパ流の数値（SIL：安全性インテグリティレベ

ル）の考え方も取り入れざるを得なくなっている。 

３．３．FTA、FMEAによる検証 

 機能のフェールセーフ性の検証の主要な手法とし

て、国内外で FMEA（Failure Mode and Effects 

Analysis）およびFTA（Fault Tree Analysis）が多用

されている。FMEAは各機器、装置、モジュールの故障

モードを抽出し、その影響と対策を評価するボトムア

ップ的な手法である。数値化された故障による危害の

重大さ（ハザードレベル）と発生頻度を乗算してリス

ク評価を行い、設定した閾値以下となるよう対応す

る。図 3 に FMEA の例を示す（１）（２）。一方、FTA は重

大な異常事象（ハザード）を抽出し、その下位事象と

対策（制約ゲート）を評価するトップダウン的な手法

である。図3にFTAの一例を示す（１）。 

表 2 FMEAの一例（１）（２） 
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図3 FTAの一例（１）（２） 

当所では FMEA の実施により最悪事象を特定し、その

最悪事象をTOP事象とするFTAを実施している。さら

に必要に応じてETAや状態遷移図を活用して、故障確

率の算定も行っている。このような手法によって、評

価対象の安全性を数値的に評価して、システムのフェ

ールセーフ性を証明している。ヨーロッパの考え方で

は、フェールセーフ性は、SIL4(1要素当たりの危険事

象発生確率が 10-8～10-9/hr)を確保すれば良いことと

なっているが、当所では、従来システムと同等以上の

安全性を数値化して、それを確保しているか否かの観

点で評価を行ってきた。 

４．安全性評価の国際規格との整合 
４．１．鉄道の安全に関する国際規格 
鉄道に関する主要な国際規格としては、表3に示す

ように、電気系ではIEC（国際電気標準会議）規格、

機械系ではISO（国際標準化機構）規格が挙げられる。

IECには鉄道分野の専門委員会TC9が設置され、効率

的な審議が行われている。その中で、IEC62278（RAMS）

は鉄道の構成要素全般を対象としており、安全性に関

して、その目標設定から維持まで、ライフサイクルの

各段毎に実施事項を規定している。また IEC62425 は

IEC62278の安全性証明手続き（セーフティケース）を

詳細に規定している。一方、ISOにおいても新たに鉄

道専門委員会TC269の設立が決定され、機械系の国際

規格化が活発化していく可能性がある（３）。 

表 3 鉄道の安全に関する主な国際規格 
規格番号 規格の概要

IEC61508-1～7
安全に関連する電気/電子/ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙ電子装置

（全産業）

IEC 62278 鉄道におけるRAMS

IEC 62425
鉄道信号用安全関連電子装置の安全性証明

（セーフティケース）

IEC 62279 鉄道信号システムのソフトウェアの安全性

IEC 62280 鉄道信号システムの通信の安全性

IEC 62236 鉄道システムのEMC  

４．２．国際規格との整合に向けた課題 
４．２．１．リスクの数値管理と妥当性 
国際規格においては、IEC61508-1等により安全性イ

ンテグリティレベル（SIL）が数値で定義されている。

また IEC62278 には社会的に受け入れ可能な許容リス

クの原則について以下のように記述されている（４）。 

・ALARP（英）：現実的に実現可能な限り低いこと 

・GAMAB（仏）：少なくとも既存ｼｽﾃﾑと同等の安全性 

・MEM（独）：死亡事故のリスクが最も少ないこと 

 これらはリスクを数値管理するという考え方で、安

全性の評価を閾値によって判断するものである。これ

２．２．海外案件の増加 
 近年、国内メーカによる自社製品の海外展開が活発

化し、その際に、国際規格への適合性を要求され、ま

た第三者による認証や安全性評価が必要とされるケ

ースが増加してきた。一方、国内の鉄道事業者は主に

国内メーカから調達を行ってきたが、一部ではWTO協

定により調達先の海外への開放が義務付けられ、仕様

は国際規格に準拠することが求められるような例も

増加しつつある。当所の安全性評価も表1に示すよう

に海外案件が増加しており、中でも信号保安システム

の設計段階での事前安全性評価が多くを占めるよう

になっている。従って国内技術の海外展開、および海

外技術の導入の両面から、国際規格との整合性を考慮

した安全性評価手法の標準化が必要となっている。 

３．安全性評価の要点 
３．１．鉄道の安全の確保と技術の変遷 
 一般に、信号保安システムの安全を確保するために

はフェールセーフ性の確保が重要視されてきた。フェ

ールセーフの確保とは、壊れても安全側（停止）に動

作するよう設計することである。しかし、近年では、

信頼性の確保も重要な視点となり、安全確保の考え方

に、予防安全の考え方も取り込まれるようになってき

た。予防安全とは、壊れる前に検知して安全側に制御

することであるが、これは必ずしも列車を停止させる

ことだけではなく、保守時に部品交換等を行って営業

に差し支えないようにすることも含まれる（１）（２）。 

すなわち、フェールセーフは、古くから鉄道の安全

の基本であり、例えば信号保安装置に多用されてきた

リレーの場合、故障や停電の際は機構的に電源が切れ

る側に機能し、本質的に、システムの危険側動作を防

止する構成を取ってきた（２）。また予防安全は、状態

監視システムにより機器状態の変化を検知して故障

に至る前に、安全側に制御することを前提として交換

を指示する等、未然に故障を防止して、安全性だけで

なく信頼性も確保する考え方である。ただし、こうし

た予防安全技術が本質的に安全かどうかを評価しな

ければならない。 

一方、エレクトロニクス技術の飛躍的な発展に伴

い、安全技術もハードウェアからソフトウェアへ、ア

ナログからディジタルへ、有線通信から無線通信へ、

地上主体から車上主体へと、安全を確保しつつ省コス

ト化を図る方向性が主流となっている（１）。特に鉄道

の安全の要となる信号保安システムで、電子部品等を

多用した電子連動装置やディジタル ATC 等において

は、多重化やソフトウェアによるフェールセーフ性を

持たせ、さらに最近開発が進んでいる図1のような無

線式列車制御システム（CBTC）ではソフトウェアと無

線によるフェールセーフ性を担保するような設計と

なっている（１）。したがって、こうしたシステム、技

術の評価が重要となってきている。 
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図1 無線式列車制御システムの概念 

３．２．フェールセーフ性の証明 
 安全技術の評価とは、安全を確保する技術がどの程

度安全かを証明することである。安全技術の評価と

は、安全技術が本当に安全か、どのように安全である

ことを証明するか、という点である。日本では、その

指標を数値ではなく、これまでの日本の鉄道と同等程

度の安全を確保するということで評価してきた。図2

に従来の信号保安（従来タイプ）と新しい概念の信号

保安（新タイプ）に対する安全性評価の要点を示す（２）。 
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図2 信号保安のフェールセーフ性の評価（２） 

 本質的にフェールセーフである軌道回路やリレー

等で構成され、長年の実績がある従来タイプでは、

各々の機能のフェールセーフ性を確認することが評

価の主体である。この評価では、従来並の安全性を確

保することがフェールセーフ性を証明することとな

る。一方、人手が介在するソフトウェアや、データ化

けや接続断のリスクを本質的に持つ無線を使う論理

で構成される新タイプでは、各機能のフェールセーフ



－ 101－

性を証明し検証する必要がある（２）。ここでは、従来

と同等の安全性を確保するといった議論が難しく、ヨ

ーロッパ流の数値（SIL：安全性インテグリティレベ

ル）の考え方も取り入れざるを得なくなっている。 

３．３．FTA、FMEAによる検証 

 機能のフェールセーフ性の検証の主要な手法とし

て、国内外で FMEA（Failure Mode and Effects 

Analysis）およびFTA（Fault Tree Analysis）が多用

されている。FMEAは各機器、装置、モジュールの故障

モードを抽出し、その影響と対策を評価するボトムア

ップ的な手法である。数値化された故障による危害の

重大さ（ハザードレベル）と発生頻度を乗算してリス

ク評価を行い、設定した閾値以下となるよう対応す

る。図 3 に FMEA の例を示す（１）（２）。一方、FTA は重

大な異常事象（ハザード）を抽出し、その下位事象と

対策（制約ゲート）を評価するトップダウン的な手法

である。図3にFTAの一例を示す（１）。 

表 2 FMEAの一例（１）（２） 
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図3 FTAの一例（１）（２） 

当所では FMEA の実施により最悪事象を特定し、その

最悪事象をTOP事象とするFTAを実施している。さら

に必要に応じてETAや状態遷移図を活用して、故障確

率の算定も行っている。このような手法によって、評

価対象の安全性を数値的に評価して、システムのフェ

ールセーフ性を証明している。ヨーロッパの考え方で

は、フェールセーフ性は、SIL4(1要素当たりの危険事

象発生確率が 10-8～10-9/hr)を確保すれば良いことと

なっているが、当所では、従来システムと同等以上の

安全性を数値化して、それを確保しているか否かの観

点で評価を行ってきた。 

４．安全性評価の国際規格との整合 
４．１．鉄道の安全に関する国際規格 
鉄道に関する主要な国際規格としては、表3に示す

ように、電気系ではIEC（国際電気標準会議）規格、

機械系ではISO（国際標準化機構）規格が挙げられる。

IECには鉄道分野の専門委員会TC9が設置され、効率

的な審議が行われている。その中で、IEC62278（RAMS）

は鉄道の構成要素全般を対象としており、安全性に関

して、その目標設定から維持まで、ライフサイクルの

各段毎に実施事項を規定している。また IEC62425 は

IEC62278の安全性証明手続き（セーフティケース）を

詳細に規定している。一方、ISOにおいても新たに鉄

道専門委員会TC269の設立が決定され、機械系の国際

規格化が活発化していく可能性がある（３）。 

表 3 鉄道の安全に関する主な国際規格 
規格番号 規格の概要

IEC61508-1～7
安全に関連する電気/電子/ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙ電子装置

（全産業）

IEC 62278 鉄道におけるRAMS

IEC 62425
鉄道信号用安全関連電子装置の安全性証明

（セーフティケース）

IEC 62279 鉄道信号システムのソフトウェアの安全性

IEC 62280 鉄道信号システムの通信の安全性

IEC 62236 鉄道システムのEMC  

４．２．国際規格との整合に向けた課題 
４．２．１．リスクの数値管理と妥当性 
国際規格においては、IEC61508-1等により安全性イ

ンテグリティレベル（SIL）が数値で定義されている。

また IEC62278 には社会的に受け入れ可能な許容リス

クの原則について以下のように記述されている（４）。 

・ALARP（英）：現実的に実現可能な限り低いこと 

・GAMAB（仏）：少なくとも既存ｼｽﾃﾑと同等の安全性 

・MEM（独）：死亡事故のリスクが最も少ないこと 

 これらはリスクを数値管理するという考え方で、安

全性の評価を閾値によって判断するものである。これ

２．２．海外案件の増加 
 近年、国内メーカによる自社製品の海外展開が活発

化し、その際に、国際規格への適合性を要求され、ま

た第三者による認証や安全性評価が必要とされるケ

ースが増加してきた。一方、国内の鉄道事業者は主に

国内メーカから調達を行ってきたが、一部ではWTO協

定により調達先の海外への開放が義務付けられ、仕様

は国際規格に準拠することが求められるような例も

増加しつつある。当所の安全性評価も表1に示すよう

に海外案件が増加しており、中でも信号保安システム

の設計段階での事前安全性評価が多くを占めるよう

になっている。従って国内技術の海外展開、および海

外技術の導入の両面から、国際規格との整合性を考慮

した安全性評価手法の標準化が必要となっている。 

３．安全性評価の要点 
３．１．鉄道の安全の確保と技術の変遷 
 一般に、信号保安システムの安全を確保するために

はフェールセーフ性の確保が重要視されてきた。フェ

ールセーフの確保とは、壊れても安全側（停止）に動

作するよう設計することである。しかし、近年では、

信頼性の確保も重要な視点となり、安全確保の考え方

に、予防安全の考え方も取り込まれるようになってき

た。予防安全とは、壊れる前に検知して安全側に制御

することであるが、これは必ずしも列車を停止させる

ことだけではなく、保守時に部品交換等を行って営業

に差し支えないようにすることも含まれる（１）（２）。 

すなわち、フェールセーフは、古くから鉄道の安全

の基本であり、例えば信号保安装置に多用されてきた

リレーの場合、故障や停電の際は機構的に電源が切れ

る側に機能し、本質的に、システムの危険側動作を防

止する構成を取ってきた（２）。また予防安全は、状態

監視システムにより機器状態の変化を検知して故障

に至る前に、安全側に制御することを前提として交換

を指示する等、未然に故障を防止して、安全性だけで

なく信頼性も確保する考え方である。ただし、こうし

た予防安全技術が本質的に安全かどうかを評価しな

ければならない。 

一方、エレクトロニクス技術の飛躍的な発展に伴

い、安全技術もハードウェアからソフトウェアへ、ア

ナログからディジタルへ、有線通信から無線通信へ、

地上主体から車上主体へと、安全を確保しつつ省コス

ト化を図る方向性が主流となっている（１）。特に鉄道

の安全の要となる信号保安システムで、電子部品等を

多用した電子連動装置やディジタル ATC 等において

は、多重化やソフトウェアによるフェールセーフ性を

持たせ、さらに最近開発が進んでいる図1のような無

線式列車制御システム（CBTC）ではソフトウェアと無

線によるフェールセーフ性を担保するような設計と

なっている（１）。したがって、こうしたシステム、技

術の評価が重要となってきている。 
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図1 無線式列車制御システムの概念 

３．２．フェールセーフ性の証明 
 安全技術の評価とは、安全を確保する技術がどの程

度安全かを証明することである。安全技術の評価と

は、安全技術が本当に安全か、どのように安全である

ことを証明するか、という点である。日本では、その

指標を数値ではなく、これまでの日本の鉄道と同等程

度の安全を確保するということで評価してきた。図2

に従来の信号保安（従来タイプ）と新しい概念の信号

保安（新タイプ）に対する安全性評価の要点を示す（２）。 
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図2 信号保安のフェールセーフ性の評価（２） 

 本質的にフェールセーフである軌道回路やリレー

等で構成され、長年の実績がある従来タイプでは、

各々の機能のフェールセーフ性を確認することが評

価の主体である。この評価では、従来並の安全性を確

保することがフェールセーフ性を証明することとな

る。一方、人手が介在するソフトウェアや、データ化

けや接続断のリスクを本質的に持つ無線を使う論理

で構成される新タイプでは、各機能のフェールセーフ
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⑩ 小型レール状態診断装置の開発 
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     株式会社京三製作所     齊藤 嘉久 
 

１．はじめに 
車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にとっ

て、レール側の安全管理は非常に重要である。そのため、

事故に至るリスクが顕在化する前に、軌道状況を把握し

補修するためには、高頻度で監視することが望ましい。

軌道検測車などの検査用車両により、精密な軌道検査が

可能になっているものの、コストや要員などの点から走

行頻度は非常に制限される。さらに地方鉄道では、施設

の経年劣化が著しい一方、費用の確保や技術力の維持が

難しく、十分な検査が行えない事業者も少なくない。 
このような問題に対して、簡便な方法による軌道状態

の診断方法の開発が期待されている。その一つの方法と

して、車両に小型の軌道診断装置を設置し、営業運転を

行いながら軌道診断を行う方法が考えられる。このよう

な車両をプローブ車両 1)と呼び、持ち運びが容易で車両

と非接続で軌道の状態診断の行える、可搬型プローブ装

置を開発 2)した。鉄道事業者の協力のもと長期間の調査

を行い、測定データの再現性、軌道異常の発生箇所の特

定、測定データと軌道状態の相関などを示した 3)。これ

らの成果を受け、独立行政法人科学技術振興機構平成

23 年度研究成果展開事業研究成果最適展開支援プログ

ラムの支援により、日本大学及び株式会社京三製作所と

共同で、地方鉄道向けの実用化を想定した信頼性の高い

小型レール状態診断装置の製作に発展させた。 
本報告では、長期に渡って軌道状態の継続調査を行っ

た結果の一例について述べるとともに、可搬型プローブ

装置の発展型である小型レール状態診断装置の概要に

ついて説明する。 
２．プローブ車両による軌道診断 

２．１．可搬型プローブ装置の構成 
波状摩耗を検出する騒音計、軌道変位を検出する加速

度センサ・レートジャイロ、列車位置を検出するGPS受

信機、各センサの信号をコンピュータに入力するアナロ

グ入力ターミナル等で構成される。（図１） 

図１ プローブ装置の構成 

 

図２ 浮きまくらぎ 

２．２．軌道異常の発見  
プローブ車両は、GPS情報および加速度のRMS値を

測定することで、路線の中で加速度振動が強くでている

区間を特定することができる。RMS 値が高いほど軌道

の状態が悪化していると考えられるため、特に大きな

RMS 値を計測した場所を現地調査したところ、図２に

示すような浮きまくらぎが発見された。 
このような浮きまくらぎを放置すると、車両が通過す

る際のレール沈下によりたわみが発生し、輪重変動が大

きくなるなど、安全上大きな問題が発生する。 
２．３．軌道保守効果の検証  

 プローブ車両により浮きまくらぎが発生した区間を

長期間にわたり計測した結果を図３に示す。この区間に

ついては、事業者が適宜軌道保守を行い、その前後での

プローブデータを収集した。 
 2010 年 1 月初旬にマルチプルタイタンパ（以下マル

タイと略記）による軌道全線の保守作業が行われた。マ

ルタイによる保守後はRMS値の減少が確認され、軌道

GPS受信機

ノート型コンピュータ

A/D変換
ターミナル

A/D変換
ターミナル

3軸加速度
センサ

3軸加速度
センサ

レート
ジャイロ

レート
ジャイロ

軌道状態
軌道異常検出

ソフト

軌道異常検出
ソフト

位置推定・
マップ表示ソフト

位置推定・
マップ表示ソフト

ハードディスクハードディスク

位置・速度

USB

USB

騒音計騒音計

映像記録ソフト映像記録ソフト

カメラAカメラA カメラBカメラB
USB

前方映像記録用 運転状況記録用

に対して、日本では、鉄道事故を限りなくゼロにする

という考え方が一般的であると思われる。 

 ただし、わが国の鉄道は設計上も実績でも、上記の

SIL4 や欧州規定より桁違いに高い安全性を実現して

いる。したがって当所では、計算上の確率を求めると

ともに、SILに拘らずに、日本の鉄道の安全性の実績

と比較・評価することで、高水準の安全性を担保する

という考えである。 

４．２．２．IEC62278（RAMS）との整合 

 IEC62278が規定するRAMSは、適用対象システムが、

信頼性(Reliability)、可用性(Availability)、保守

性(Maintenance)、安全性(Safety)を総合的かつ良好

なバランスで維持することを要求する規格である。

RAMSのライフサイクルは、図4に示すように14段階

に分かれる。表1に示した安全性評価案件のうち、わ

が国の鉄道技術の海外展開を主眼とした開発段階、特

に信号保安／列車制御システムの設計段階における

評価は、主に第1段階から第7段階までに含まれると

考えられる。 
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図4 RAMSに示されるライフサイクルの14段階（４） 

IEC62278には、安全性（RAMSの S）の技術的な概念

形成の基となるハザード、リスク等の概念が定義さ

れ、図4の各段階における安全性業務が定められてい

る（４）。そのため第三者による安全性評価をIEC62278

と整合させるためには、上記の概念や定義を踏まえ、

RAMS各段階に定められた安全性業務と、評価の手順や

結果との対応が明確であることが必要と考える。特に

第3段階でのリスク分析は、場合により他の段階でも

繰り返す必要性が示唆されているため、前述のFMEA、

FTAも、対象とする段階を明確にする必要がある。ま

た第6段階で作成が義務付けられている総合セーフテ

ィケース（信号用安全関連電子装置については

IEC62425で規定）は、安全性要求事項に適合すること

を証明するものであるため、それに含まれるべき諸事

項と、安全性評価結果の内容との対応が重要であると

考えられる。 

これに対し、従来のわが国における設計において

は、包括的には RAMS の内容をほぼ満たしており、ト

ータルの安全性は、規格で規定されている SIL4 以上

を実現しているものの、ここで規定されているような

プロセスを手順通り実行しているとは言い難い部分

もあった。したがって、今後、国際規格への適合を求

められた場合は、手順通りのプロセスの実施、適切な

文書管理を含めた安全性評価が求められると考える。 

４．２．３．その他の国際規格との整合 

IEC 規格としては RAMS 以外にもソフトウェア、通

信、EMC等に関する規格と安全性評価との整合は重要

である。また多くの IEC 規格の母体となった EN 規格

（欧州統一規格）との整合を要求されるケースも見ら

れ、一方、今後は整備が進んでいく鉄道関係のISO規

格への整合も求められることが予想される。 

５．鉄道認証との関係 
これまでは、国内に鉄道認証機関が存在しなかった

ため、安全性評価が「認証に代わるもの」として求め

られるケースもあった。今後は安全性評価が認証前の

過程として必要とされる場合も含め、その結果が海外

にも受け入れられるように、国際規格との整合を図り

ながら手法の標準化を図っていく必要がある。 

６．まとめ 
(1) 交通安全環境研究所が取り組んできた鉄道技術に

関する安全性評価の経緯と現況を総括した。 

(2) 鉄道の安全性に関連する国際規格と整合への課題

を整理し、わが国の鉄道技術の海外展開に資する安全

性評価手法の標準化の方向性を提案した。 
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⑩ 小型レール状態診断装置の開発 
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１．はじめに 
車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にとっ

て、レール側の安全管理は非常に重要である。そのため、

事故に至るリスクが顕在化する前に、軌道状況を把握し

補修するためには、高頻度で監視することが望ましい。

軌道検測車などの検査用車両により、精密な軌道検査が

可能になっているものの、コストや要員などの点から走

行頻度は非常に制限される。さらに地方鉄道では、施設

の経年劣化が著しい一方、費用の確保や技術力の維持が

難しく、十分な検査が行えない事業者も少なくない。 
このような問題に対して、簡便な方法による軌道状態

の診断方法の開発が期待されている。その一つの方法と

して、車両に小型の軌道診断装置を設置し、営業運転を

行いながら軌道診断を行う方法が考えられる。このよう

な車両をプローブ車両 1)と呼び、持ち運びが容易で車両

と非接続で軌道の状態診断の行える、可搬型プローブ装

置を開発 2)した。鉄道事業者の協力のもと長期間の調査

を行い、測定データの再現性、軌道異常の発生箇所の特

定、測定データと軌道状態の相関などを示した 3)。これ

らの成果を受け、独立行政法人科学技術振興機構平成

23 年度研究成果展開事業研究成果最適展開支援プログ

ラムの支援により、日本大学及び株式会社京三製作所と

共同で、地方鉄道向けの実用化を想定した信頼性の高い

小型レール状態診断装置の製作に発展させた。 
本報告では、長期に渡って軌道状態の継続調査を行っ

た結果の一例について述べるとともに、可搬型プローブ

装置の発展型である小型レール状態診断装置の概要に

ついて説明する。 
２．プローブ車両による軌道診断 

２．１．可搬型プローブ装置の構成 
波状摩耗を検出する騒音計、軌道変位を検出する加速

度センサ・レートジャイロ、列車位置を検出するGPS受

信機、各センサの信号をコンピュータに入力するアナロ

グ入力ターミナル等で構成される。（図１） 

図１ プローブ装置の構成 

 

図２ 浮きまくらぎ 

２．２．軌道異常の発見  
プローブ車両は、GPS情報および加速度のRMS値を

測定することで、路線の中で加速度振動が強くでている

区間を特定することができる。RMS 値が高いほど軌道

の状態が悪化していると考えられるため、特に大きな

RMS 値を計測した場所を現地調査したところ、図２に

示すような浮きまくらぎが発見された。 
このような浮きまくらぎを放置すると、車両が通過す

る際のレール沈下によりたわみが発生し、輪重変動が大

きくなるなど、安全上大きな問題が発生する。 
２．３．軌道保守効果の検証  

 プローブ車両により浮きまくらぎが発生した区間を

長期間にわたり計測した結果を図３に示す。この区間に

ついては、事業者が適宜軌道保守を行い、その前後での

プローブデータを収集した。 
 2010 年 1 月初旬にマルチプルタイタンパ（以下マル

タイと略記）による軌道全線の保守作業が行われた。マ

ルタイによる保守後はRMS値の減少が確認され、軌道
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に対して、日本では、鉄道事故を限りなくゼロにする

という考え方が一般的であると思われる。 

 ただし、わが国の鉄道は設計上も実績でも、上記の

SIL4 や欧州規定より桁違いに高い安全性を実現して

いる。したがって当所では、計算上の確率を求めると

ともに、SILに拘らずに、日本の鉄道の安全性の実績

と比較・評価することで、高水準の安全性を担保する

という考えである。 

４．２．２．IEC62278（RAMS）との整合 

 IEC62278が規定するRAMSは、適用対象システムが、

信頼性(Reliability)、可用性(Availability)、保守

性(Maintenance)、安全性(Safety)を総合的かつ良好

なバランスで維持することを要求する規格である。

RAMSのライフサイクルは、図4に示すように14段階

に分かれる。表1に示した安全性評価案件のうち、わ

が国の鉄道技術の海外展開を主眼とした開発段階、特

に信号保安／列車制御システムの設計段階における

評価は、主に第1段階から第7段階までに含まれると

考えられる。 
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と適用条件

第３段階：リスク分析

第４段階：システム要求事項
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図4 RAMSに示されるライフサイクルの14段階（４） 

IEC62278には、安全性（RAMSの S）の技術的な概念

形成の基となるハザード、リスク等の概念が定義さ

れ、図4の各段階における安全性業務が定められてい

る（４）。そのため第三者による安全性評価をIEC62278

と整合させるためには、上記の概念や定義を踏まえ、

RAMS各段階に定められた安全性業務と、評価の手順や

結果との対応が明確であることが必要と考える。特に

第3段階でのリスク分析は、場合により他の段階でも

繰り返す必要性が示唆されているため、前述のFMEA、

FTAも、対象とする段階を明確にする必要がある。ま

た第6段階で作成が義務付けられている総合セーフテ

ィケース（信号用安全関連電子装置については

IEC62425で規定）は、安全性要求事項に適合すること

を証明するものであるため、それに含まれるべき諸事

項と、安全性評価結果の内容との対応が重要であると

考えられる。 

これに対し、従来のわが国における設計において

は、包括的には RAMS の内容をほぼ満たしており、ト

ータルの安全性は、規格で規定されている SIL4 以上

を実現しているものの、ここで規定されているような

プロセスを手順通り実行しているとは言い難い部分

もあった。したがって、今後、国際規格への適合を求

められた場合は、手順通りのプロセスの実施、適切な

文書管理を含めた安全性評価が求められると考える。 

４．２．３．その他の国際規格との整合 

IEC 規格としては RAMS 以外にもソフトウェア、通

信、EMC等に関する規格と安全性評価との整合は重要

である。また多くの IEC 規格の母体となった EN 規格

（欧州統一規格）との整合を要求されるケースも見ら

れ、一方、今後は整備が進んでいく鉄道関係のISO規

格への整合も求められることが予想される。 

５．鉄道認証との関係 
これまでは、国内に鉄道認証機関が存在しなかった

ため、安全性評価が「認証に代わるもの」として求め

られるケースもあった。今後は安全性評価が認証前の

過程として必要とされる場合も含め、その結果が海外

にも受け入れられるように、国際規格との整合を図り

ながら手法の標準化を図っていく必要がある。 

６．まとめ 
(1) 交通安全環境研究所が取り組んできた鉄道技術に

関する安全性評価の経緯と現況を総括した。 

(2) 鉄道の安全性に関連する国際規格と整合への課題

を整理し、わが国の鉄道技術の海外展開に資する安全

性評価手法の標準化の方向性を提案した。 
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No. 事故の種別 原因種別 ( ITTAB ) 原因の内容 ( ITTAB ) 事故発生
頻度(%) ※3

1 搬器落下事故  Vehicles（車両）※1  Failure of grip to clamp on haul rope
（握索装置の不完全握索）

2 (-)

2 搬器落下事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

2 (-)

3 搬器衝突事故  External to lift （外的要因）  Wind（風） 7 (-)

4 搬器衝突事故
 Behavior of operator or mechanic
（運転者あるいは保守係員の挙動）

 Mistake in operation（運転ミス） 4 (-)

5 搬器衝突事故  Vehicles（車両）※1  Grip slipping（握索装置の滑り） 4 (-)

6 搬器衝突事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

2 (-)

7 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Skier falls off chair on line
（線路上でいす式搬器から落下）

60 (33) 24

8 人身障害事故
 Accidents that injure a worker
 （作業員負傷の事故）

 Operating personnel during operation
（運転中の係員事故）

40 16

9 人身障害事故
 Behavior of operator or mechanic
（運転者あるいは保守係員の挙動）

 Mistake in operation（運転ミス） 29 12

10 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動） Skier hit by chair（いす式搬器による打撲） 26 (7) 10

11 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad unloading ( passenger fell down )
（降車時における乗客の転倒、転落）

22 (8) 9

12 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Misloading ( passenger fell down )
（乗車時における乗客の転倒、転落）

12 (3) 5

13 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

10 (3) (-)

14 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad unloading ( passenger not paying attention )
（降車時における乗客の不注意）

7 (1) (-)

15 人身障害事故  External to lift （外的要因）  Wind（風） 3 (-)

16 人身障害事故  Vehicles（車両）※1  Chair damage （いす式搬器の損傷） 2 (-)

94

 ※3：全事故件数（248件）に対する発生頻度（ 5%以上を記載 ）

 ※1：搬器にハンガーおよび握索装置（あるいは接続装置）を取り付けた状態をいう。 ※2：( )内は子供の件数

合　計

事故件数 ※2

4

17

211
(55)

232 (55)

 

 

状態が改善されたことがわかる。一般的に、軌道保守を

行った後半年間は、軌道状態が安定しないことが知られ

ているため、マルタイによる軌道保守の半年後に追跡調

査を行った。試験の結果、上下加速度RMS値はほぼマ

ルタイによる軌道保守前のレベルまで戻ってしまって

いることが確認された。原因として、保守区間が全線と

長区間であったため、作業時間や砕石の補充が不十分で

あった可能性が考えられる。 
そこで、測定データを鉄道事業者に提供し、追加の保

守作業が行われた。作業内容としては、数 m から十数

mに渡って砕石補充と突き固めが行われた。保守後は継

続してプローブ車両による調査を行ったが、RMS 値が

急増せず、半年を過ぎても安定していることがわかる。 
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図３ プローブ測定データ 

 

３．小型レール状態診断装置 
 これまで使用してきた可搬型プローブ装置は、市販の

汎用モジュールを組み合わせた試作品であるため、安定

動作に対する信頼性を確保することが課題であった。さ

らに、設置スペースが限られていることから小型化が望

まれる。一方、軌道診断を必要としている地方鉄道にお

いては、測定・診断の専門員を用意することは難しい。

そのため、鉄道事業者においては軌道状態を診断する装

置を購入あるいは借用し、測定データを診断機関へ送

り、診断結果を受け取るといった運用が望ましいといえ

る。このことから、診断装置に求められるのは、容易に

測定が開始され、データを取り出せるなど、インタフェ

ースの改善が望まれる。 
 そこで、小型レール状態診断装置においては、測定開

始については、電源が車内で確保できる場合は通電と同

時に起動、確保出来ない場合はバッテリー駆動かつ起動

スイッチのみで測定を開始することとした。データにつ

いては、データの損失を防ぐため内蔵フラッシュメモリ

へ記録するとともに、取り出し可能な外部メディア

（microSD カード）に書き込むこととする。また、携帯

電話回線を利用したデータ送信にも対応させる。 
 開発された小型レール状態診断装置を図４に示す。内 

蔵バッテリー駆動型であるが、ディスプレイの省略、一

体型の３軸加速度センサ・レートジャイロの採用、筐体

がヒートシンクの役割も担うなどの結果、既存のプロー

ブ装置と比べ、設置面積比で 40％以上低減し、A4用紙

より一回り小さい程度に収まった。 

 
図４ 小型レール状態診断装置の外観 

 
図５ 既存プローブ装置との比較 

４．まとめ 
 本報告では、これまでに蓄積した軌道状態診断技術の

知見を基に、地方鉄道向けの小型で信頼性の高いレール

状態診断装置を実現したので、その概要について述べ

た。本研究の最終的な目的は、各鉄道事業者に導入した

レール状態診断装置から得られるデータを統一的に解

析、管理することにより、地方鉄道の軌道の保守管理を

一元的に行うことである。現在、経営難にあえぐ地方鉄

道を支援するため、経営資源を運行だけに集中させる上

下分離方式が各地でとりいれられているが、事業者間で

の知識や情報の共有がより活発に行われれば、より効率

的でより安全性の高い保守管理が可能になると考える。 
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No. 事故の種別 原因種別 ( ITTAB ) 原因の内容 ( ITTAB ) 事故発生
頻度(%) ※3

1 搬器落下事故  Vehicles（車両）※1  Failure of grip to clamp on haul rope
（握索装置の不完全握索）

2 (-)

2 搬器落下事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

2 (-)

3 搬器衝突事故  External to lift （外的要因）  Wind（風） 7 (-)

4 搬器衝突事故
 Behavior of operator or mechanic
（運転者あるいは保守係員の挙動）

 Mistake in operation（運転ミス） 4 (-)

5 搬器衝突事故  Vehicles（車両）※1  Grip slipping（握索装置の滑り） 4 (-)

6 搬器衝突事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

2 (-)

7 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Skier falls off chair on line
（線路上でいす式搬器から落下）

60 (33) 24

8 人身障害事故
 Accidents that injure a worker
 （作業員負傷の事故）

 Operating personnel during operation
（運転中の係員事故）

40 16

9 人身障害事故
 Behavior of operator or mechanic
（運転者あるいは保守係員の挙動）

 Mistake in operation（運転ミス） 29 12

10 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動） Skier hit by chair（いす式搬器による打撲） 26 (7) 10

11 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad unloading ( passenger fell down )
（降車時における乗客の転倒、転落）

22 (8) 9

12 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Misloading ( passenger fell down )
（乗車時における乗客の転倒、転落）

12 (3) 5

13 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad loading ( passenger not paying attention )
（乗車時における乗客の不注意）

10 (3) (-)

14 人身障害事故  Behavior of passenger transported （乗客の挙動）
 Bad unloading ( passenger not paying attention )
（降車時における乗客の不注意）

7 (1) (-)

15 人身障害事故  External to lift （外的要因）  Wind（風） 3 (-)

16 人身障害事故  Vehicles（車両）※1  Chair damage （いす式搬器の損傷） 2 (-)

94

 ※3：全事故件数（248件）に対する発生頻度（ 5%以上を記載 ）

 ※1：搬器にハンガーおよび握索装置（あるいは接続装置）を取り付けた状態をいう。 ※2：( )内は子供の件数

合　計

事故件数 ※2

4

17

211
(55)

232 (55)

 

 

状態が改善されたことがわかる。一般的に、軌道保守を

行った後半年間は、軌道状態が安定しないことが知られ
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図３ プローブ測定データ 
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固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 41
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79% ( 15件 )

2人乗り
21% ( 4件 )
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4人乗り
79% ( 15件 )

2人乗り
21% ( 4件 )

No. ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ 事故発生場所 事故発生状況
事故発生

頻度(%) ※2

1  出発後  乗車後の姿勢不安定・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 7 (4) 7 (4) 12

2  線路中・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 8 (4) 13

3  乗客の不注意 7 (4) 12

4  非常停止で落下 1 (1) (-)

5  到着前  降車準備時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 4 (2) 4 (2) 7

6  出発後  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず 4 (1) 4 (1) 7

7  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず 5 (3) 8

8  乗客の不注意 4 7

9  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰと座面の隙間から落下 3 (3) 5

10  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 7 (4) 12

11  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・非常停止による落下 4 (3) 7

12  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ気付かず・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 3 (3) 5

13  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ早く上げ 2 (1) (-)

14  乗客の不注意 1 (-)

100

 到着前

有

17 (11)

 ※1：( )内は子供の件数　※2：線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故の全件数（60件）に対する発生頻度（ 5%以上を記載 ）

 線路中間 12 (6)

合　計

33 (18)

60 (33)

事故件数　※1

27 (15) 線路中間無 16 (9)

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道
55% ( 33件 )
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ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 27

2人乗り
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ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 27
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59% ( 16件 )

1人乗り
41% ( 11件 )
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79% ( 15件 )

2人乗り
21% ( 4件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き自動循環式特殊索道の事故の総件数 : 19

4人乗り
79% ( 15件 )

2人乗り
21% ( 4件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 14

2人乗り
79% ( 11件 )

3人乗り
14% ( 2件 )

4人乗り
7% ( 1件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 14

2人乗り
79% ( 11件 )

3人乗り
14% ( 2件 )

4人乗り
7% ( 1件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道の事故の総件数 : 33

子供の事故
55% ( 18件 )

その他
45% ( 15件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道の事故の総件数 : 33

子供の事故
55% ( 18件 )

その他
45% ( 15件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道の事故の総件数 : 33

線路中間
36% ( 12件 )

出発後
12% ( 4件 )

到着前
52% ( 17件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道の事故の総件数 : 33

線路中間
36% ( 12件 )

出発後
12% ( 4件 )

到着前
52% ( 17件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故の総件数 : 60

固定循環式特殊索道
68% ( 41件 )

自動循環式特殊索道
32% ( 19件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故の総件数 : 60

固定循環式特殊索道
68% ( 41件 )

自動循環式特殊索道
32% ( 19件 )

2人乗り
66% ( 27件 )

1人乗り
27% ( 11件 )

3人乗り
5% ( 2件 )

4人乗り
2% ( 1件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 41

2人乗り
66% ( 27件 )

1人乗り
27% ( 11件 )

3人乗り
5% ( 2件 )

4人乗り
2% ( 1件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 41

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

自動循環式特殊索道の事故の総件数 : 19

4人乗り
79% ( 15件 )

2人乗り
21% ( 4件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

自動循環式特殊索道の事故の総件数 : 19

4人乗り
79% ( 15件 )

2人乗り
21% ( 4件 )

No. ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ 事故発生場所 事故発生状況
事故発生

頻度(%) ※2

1  出発後  乗車後の姿勢不安定・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 7 (4) 7 (4) 12

2  線路中・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 8 (4) 13

3  乗客の不注意 7 (4) 12

4  非常停止で落下 1 (1) (-)

5  到着前  降車準備時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 4 (2) 4 (2) 7

6  出発後  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず 4 (1) 4 (1) 7

7  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず 5 (3) 8

8  乗客の不注意 4 7

9  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰと座面の隙間から落下 3 (3) 5

10  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 7 (4) 12

11  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・非常停止による落下 4 (3) 7

12  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ気付かず・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す 3 (3) 5

13  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ早く上げ 2 (1) (-)

14  乗客の不注意 1 (-)

100

 到着前

有

17 (11)

 ※1：( )内は子供の件数　※2：線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故の全件数（60件）に対する発生頻度（ 5%以上を記載 ）

 線路中間 12 (6)

合　計

33 (18)

60 (33)

事故件数　※1

27 (15) 線路中間無 16 (9)

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道
55% ( 33件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故の総件数 : 60

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し特殊索道
45% ( 27件 )

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ付き特殊索道
55% ( 33件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故の総件数 : 60

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し特殊索道
45% ( 27件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し特殊索道の事故の総件数 : 27

固定循環式特殊索道
100% ( 27件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し特殊索道の事故の総件数 : 27

固定循環式特殊索道
100% ( 27件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 27

2人乗り
59% ( 16件 )

1人乗り
41% ( 11件 )

線路上で乗客がいす式搬器から落下する事故における

ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ無し固定循環式特殊索道の事故の総件数 : 27

2人乗り
59% ( 16件 )

1人乗り
41% ( 11件 )



－ 108－

 

 

 
 

⑫ 省エネルギー運転、回生効果最大化のための 
  オンボード運転支援装置の開発（第２報） 
－営業線における動作確認試験について－ 

 
 

交通システム研究領域 ※長谷川 智紀  竹内俊裕  工藤 希  林田 守正 
理事    水間 毅 
東京大学    古関 隆章 
千葉大学    近藤 圭一郎 
新京成電鉄   濱﨑 康宏 

 
１．はじめに 

鉄道は自動車等に比べて 1 人当たりの CO2 排出量

やエネルギー消費量が格段に少なく、定時性・輸送力

等の面でも優れた交通機関といわれている。しかし、

特に地方部では少子高齢化による沿線の人口減少や

乗用車の利用増加により、輸送人員は昭和 62 年から

減少の一途をたどり、その結果平成 12 年以降 23 路線

532km もの鉄道路線が廃線を余儀なくされた。廃線

に至る理由の一因として、鉄道のランニングコストの

負担が大きいことが挙げられる。そこで、少ない輸送

量でも鉄道の環境・エネルギー面での優位性が確保で

きるよう、一層の省エネルギー化を図る必要がある。 
これに資する技術として、電気鉄道の場合、制動に

よるエネルギー回収を可能とする回生制動の有効活

用が重要である。しかし、回生エネルギーの有効活用

にはさまざまな技術的課題が存在している。 
そこで、安全性、定時性、速達性を保ちつつ回生ブ

レーキを最大限有効に働かせることにより効率的な

運転を行うことを目的とし、省エネルギー運転を実施

するために列車運転士を支援するオンボード運転支

援装置の研究開発を鉄道建設・運輸施設整備支援機構

の「運輸分野における基礎的研究推進制度」の平成

22 年度採択課題「持続可能な低コスト・省エネルギ

ー鉄道のためのパワーマネージメント」において行う

こととした。 
本論文では、開発を行っているオンボード運転支援

装置について、営業線における動作確認試験により有

効性を検証した結果を示す。 
 
 

２．オンボード運転支援装置の概要 
２．１．装置構成 
オンボード運転支援装置の装置構成の概要を図１

に示す。本装置は、低コストでぎ装可能な装置とする

ため汎用技術を用いることとし、GPS 等を利用した

位置検知や、簡易なカメラによるノッチ位置や架線電

圧計の画像解析による列車運転状況の把握、公衆無線

を利用した列車間での運行状況の情報伝送等を用い

て、回生ブレーキが有効に働き、他車両で電力の消費

が可能であるか否か等の解析を行い、必要な運転支援

情報を運転士に伝えるものである。 
ノッチや電圧計を画像解析により把握するとした

理由は、車両の電気回路に手を加えることなく支援装

置をぎ装できるようにすることにより、安全性を損な

わず、低コストで実現できるよう考慮したことによ

る。 

インターネット

交通研
VPNサーバー

VPNサーバー
専用回線
(専用IP)

運転管理センタ

センタ装置

センタ処理装置

GPS衛星

データ通信端末

車上処理装置

カメラ２
（架線電圧計判定用）

カメラ１
（ノッチ位置判定用)

車上装置

GPS受信機
モニタ

データ通信端末

インターネット

交通研
VPNサーバー

VPNサーバー
専用回線
(専用IP)

運転管理センタ

センタ装置

センタ処理装置

GPS衛星

データ通信端末

車上処理装置

カメラ２
（架線電圧計判定用）

カメラ１
（ノッチ位置判定用)

車上装置

GPS受信機
モニタ

データ通信端末

図１ オンボード運転支援装置の構成 

ﾊｰﾄﾞ面 ｿﾌﾄ面

1  出発後  乗車後の姿勢不安定・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

2  線路中・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

3  乗客の不注意 ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

4  非常停止で落下
・前後方向の動揺減衰機構の導入
・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入

・非常停止減速度の適切な設定と調整
・係員の対応の改善（非常停止操作時の案内体制の徹底）

5  到着前  降車準備時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい降車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前の監視体制の徹底）

6  出発後  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰの自動開閉機構の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作位置、操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

7  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰの自動開閉機構の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作位置、操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

8  乗客の不注意
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

9  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰと座面の隙間から落下
・小さい子供等が滑り落ちることのないｾｰﾌ
ﾃｨﾊﾞｰへの構造変更

・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

10  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰが緩やかに上がる機構の導入
・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上昇速度の適切な設定と調整
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

11  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・非常停止による落下 ・前後方向の動揺減衰機構の導入
・非常停止減速度の適切な設定と調整
・係員の対応の改善（非常停止操作時の案内体制の徹底）

12  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ気付かず・ﾊﾞﾗﾝｽ崩し
・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰが開くことを知らせる（音、振
動等）機構の導入

・乗客への注意喚起方法の改善（ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時、同乗者に声をかける操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

13  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ早く上げ ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰの自動開閉機構の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作位置、操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

14  乗客の不注意
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい降車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前の監視体制の徹底）

 到着前

有

 線路中間

 線路中間無

事故防止のための方策例
No. ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ

事故の
発生場所

事故発生状況
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１．はじめに 

鉄道は自動車等に比べて 1 人当たりの CO2 排出量

やエネルギー消費量が格段に少なく、定時性・輸送力

等の面でも優れた交通機関といわれている。しかし、

特に地方部では少子高齢化による沿線の人口減少や

乗用車の利用増加により、輸送人員は昭和 62 年から

減少の一途をたどり、その結果平成 12 年以降 23 路線

532km もの鉄道路線が廃線を余儀なくされた。廃線

に至る理由の一因として、鉄道のランニングコストの

負担が大きいことが挙げられる。そこで、少ない輸送

量でも鉄道の環境・エネルギー面での優位性が確保で

きるよう、一層の省エネルギー化を図る必要がある。 
これに資する技術として、電気鉄道の場合、制動に

よるエネルギー回収を可能とする回生制動の有効活

用が重要である。しかし、回生エネルギーの有効活用

にはさまざまな技術的課題が存在している。 
そこで、安全性、定時性、速達性を保ちつつ回生ブ

レーキを最大限有効に働かせることにより効率的な

運転を行うことを目的とし、省エネルギー運転を実施

するために列車運転士を支援するオンボード運転支

援装置の研究開発を鉄道建設・運輸施設整備支援機構

の「運輸分野における基礎的研究推進制度」の平成

22 年度採択課題「持続可能な低コスト・省エネルギ

ー鉄道のためのパワーマネージメント」において行う

こととした。 
本論文では、開発を行っているオンボード運転支援

装置について、営業線における動作確認試験により有

効性を検証した結果を示す。 
 
 

２．オンボード運転支援装置の概要 
２．１．装置構成 
オンボード運転支援装置の装置構成の概要を図１

に示す。本装置は、低コストでぎ装可能な装置とする
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⑬ モーダルシフト促進に向けた 
公共交通利便性向上のための技術的検討 

 
 

交通システム研究領域   ※大野寛之  林田守正   吉永純   工藤希 
 
 

１．はじめに 
モーダルシフトを促進するために公共交通の利用

を拡大するためには、公共交通の魅力を現状より高め

ることが必要だと考えられる。そのための方策とし

て、速達性の向上や、ドア・トゥ・ドアに近い利便性

を実現させることが考えられる。 
都市内軌道系公共交通の一例である路面電車の速

度向上への取り組みや、軌道系交通とバス交通の長所

を兼ねた新しいシステムの技術開発等を紹介する。 
 

２．路面電車・ＬＲＴの利便性向上策 
２．１．軌道車両の速度向上に向けた動き 
公共交通の魅力を高める手法の一つとして、表定速

度を上げ到達時分を短縮する方法がある。道路信号に

したがって運行する軌道車両（路面電車･LRT）につ

いては、優先信号を導入することで表定速度を上げる

方策があり、一部事業者で採用されている。 
近年開発された LRT 車両については、鉄道線への

乗り入れも考慮して、既存車両と比較して高速走行が

可能となっている。しかし、現在は軌道車両の併用軌

道上における最高速度は軌道運転規則により 40km/h
に制限されており、新型の車両でも車両性能を生かし

た速度向上により表定速度を高める手法をとること

はできない。 
最高速度の制限を変更するには、変更してもこれま

でと同等以上の安全性が担保されることを示す必要

がある。国土交通省では路面電車の速度向上の可能性

を調査するため、平成 22 年より「路面電車の速度向

上に関する調査研究」を開始し、交通安全環境研究所

がこの調査業務を受託した。具体的内容は、路面電車

が運行する路線環境をシミュレーション技術の活用

により再現し、速度向上に伴う事故発生等のリスク分

析及びその対応策等の安全性の評価手法を確立する

ための調査検討を行うものである。 

２．２．速度向上のリスク分析 
事故発生のリスク分析を行うために、インシデント

事象についての検討を行った。対自動車とのインシデ

ントパターンとしては、自動車と路面電車の走行経路

が交錯するパターンとして、図 1 に示すパターンが挙

げられる。同様に対歩行者のインシデントパターンに

ついても、電停や交差点部における歩行者導線につい

て検討を行った。こうしたインシデントパターンを運

転シミュレータ上で再現し（図 2）、軌道事業者の運

転士に実際に操作して貰い、主観評価により事故に至

る恐れが無い状態（レベル 0）から事故寸前（レベル

8）まで、９段階で入力する方法で評価した。 
また、自動車側の視点でもシミュレーションを行

い、タクシー運転手を対象に同様のリスク評価を実施

した。これまでの試験により一定の成果は得られてい

るが、今後は軌道事業者の運転士の参加者数をさらに

増やすとともに、自家用車利用の一般ドライバーも参

加した試験を実施する予定である。 
 

 
図 1 対自動車とのインシデントパターン例 

 
図 2 シミュレータ上のインシデント発生状況 

 

 

また、公衆回線を用いて運行に係る情報をやり取り

するため、VPN 通信により仮想的な専用回線を作り

出しことにより、セキュアな通信回線を確保した。 
２．２．支援機能 
回生ブレーキを最大限有効に働かせることによる

省エネルギー運転を実現するために、運転士を支援す

る方法として、「力行コントロール機能」と「制動コ

ントロール機能」との２つの機能を用意することと

し、また、省エネルギー効果をわかりやすく示すため、

次駅到着時にエネルギー削減量を示すこととした。 
 
３．オンボード運転支援装置の営業線における 

動作確認試験 
今回開発を行っているオンボード運転支援装置に

ついて、昨年度は車庫線において試験を行ったが、今

年度は営業線にて試験を行った。営業線での試験は新

京成電鉄㈱において試運転列車を用いて実施した。 
営業線における現車試験では、オンボード運転支援

装置に東京大学が検討をしている制動支援パターン

（図２）、及び千葉大学が検討している架線側の負荷状

況の推測方法を組み込み、昨年度の車庫線での試験で

課題となったカメラアングルによる画像検知性能へ

の影響に対する対策（図３）の有効性の確認と、運転

士の意見を反映した支援画面の受容性確認を行った

（図４）。 
今回試運転列車に用いた車両は２ハンドル（力行と

制動の２つのハンドルがあるもの）のため、制動時方

法として、支援装置の画面に扇形で制動のステップ位

置を示すことにより、運転中において直感的にわかり

やすい支援画面を作成した。 
 

４．まとめ 
今回、オンボード運転支援装置の開発を昨年に引き

続き実施し、営業線における支援装置の動作確認を行

った。その結果、当初想定していた動作が確認された

とともに、支援画面の運転士への受容性についても十

分確保されていることの確認が得られた。 
今後は本支援装置に従った運転を実施した場合の

省エネルギー効果についてさらに検討を進め、当初目

的としていた省エネルギー効果が得られるよう、運転

支援パターンの調整等をしていくとともに、他の路線

への適用の可能性についても検討を進めていく予定

である。 

 

図２ 支援パターンと実際の運転パターン 
（五香－常盤平間） 

図３ 台形補正等を用いたカメラアングル影響対策 

図４ 制動支援実施中の支援画面 
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法として、支援装置の画面に扇形で制動のステップ位

置を示すことにより、運転中において直感的にわかり

やすい支援画面を作成した。 
 

４．まとめ 
今回、オンボード運転支援装置の開発を昨年に引き

続き実施し、営業線における支援装置の動作確認を行

った。その結果、当初想定していた動作が確認された

とともに、支援画面の運転士への受容性についても十

分確保されていることの確認が得られた。 
今後は本支援装置に従った運転を実施した場合の

省エネルギー効果についてさらに検討を進め、当初目

的としていた省エネルギー効果が得られるよう、運転

支援パターンの調整等をしていくとともに、他の路線

への適用の可能性についても検討を進めていく予定

である。 

 

図２ 支援パターンと実際の運転パターン 
（五香－常盤平間） 

図３ 台形補正等を用いたカメラアングル影響対策 

図４ 制動支援実施中の支援画面 
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１．はじめに 

電子機器の発展に伴い、現在では日常のあらゆると

ころで電気・電子機器が使われるようになった。その

結果、それらの機器から放射される電波雑音が他の機

器に与える影響および他の機器から受ける影響や、放

射される電磁界が人体へ与える影響等が注目される

ようになり、近年では鉄道システムから放射される電

波雑音や電磁界の影響についても取り上げられるよ

うになった。 
鉄道システムでは、変電所施設をはじめ、車両や軌

道、信号システム等あらゆるところで電気・電子機器

が使用され、当然のことながらこれら機器から電波雑

音や電磁界が放射される。そのような環境の中、鉄道

システムから放射される電波雑音が他の機器へ影響

を与えたり、他の機器からの影響を受けたりする電磁

両立性（ＥＭＣ）や、電磁界（ＥＭＦ）が人体へ与え

る影響について、国際規格や防護指針という形で提案

されてきた。日本でも独自に鉄道からの電磁界を測定

し、測定法の検討を行ってきた。 
このような状況の下、当研究所では、鉄道における

磁界測定に注目し、磁界測定のセンサとして交流磁界

のみ測定可能なサーチコイル方式ではなく、直流磁界

から交流まで測定可能な優れた特性を有するフラッ

クスゲート方式について検討を進め、昨年制定された

IEC/TS 625971)へフラックスゲート方式を盛り込む

ことができた。 
一方、経済産業省より電気設備から生じる超低周波

磁界の規制として「電気設備に関する技術基準を定め

る省令」の改正が平成 23 年 3 月 31 日行われ 2)、変電

所、開閉所、変圧器、電線路等の電力設備から発生す

る磁界値を 200μT 以下とする規制が導入された。 
これを受け、鉄道用電力設備については、国土交通

省より「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」が

改正され、変電所、電車線、電気機器設備等において、

人体への健康影響に関する規制が平成 24 年 8 月 1 日

から施行され、新規に施工される施設に適用されるこ

ととなった。3) 
このように、日本国内においても、人体に対する磁

界に関し、注目されるようになった現在、国際規格に

準拠し、直流から交流まで測定可能なフラックスゲー

ト方式の磁界測定機については、実用製品として提供

されていないことが課題となっている。 
このため、本方式の磁界測定機がメーカーから供給

され普及が可能となるよう、開発を担うメーカーと協

調し、実現のための研究を進めているので、IEC/TS 
62597 との関係も含め、報告する。 

 
２．IEC/TS 62597 とは 

IEC/TS 62597 とは、邦題を「鉄道環境における電

子及び電気機器による磁場レベルの人体暴露に関す

る測定手続き」とする、鉄道設備に関連する磁界の測

定手順に関する国際規格であり、平成 23 年 10 月に発

行された。 
本規格は、測定手順を規定している規格であり、規

制値については各国で定めることとしている。 
本規格の測定手順の特徴としては以下のものが挙

げられる。 
・測定対象は磁界とする。 
・対象周波数は DC から 20kHz とする。 
・測定センサ方式は、交流磁界においては最大

100cm2 のサーチコイル方式、又はフラックスゲ

ート方式で 3 軸測定が可能なものとする。 
・サンプリング周波数は 40kHz 以上とする。 
・測定方法として、車両内であれば、Surface 

Method では、床面と必要に応じて 0.5、1.0、1.5m

３．バイモーダル交通システム 
３．１．システムの概要 
バイモーダル交通システム（以下「BMT システム」

という）は、輸送需要が少なく広域な路線にも適する、

低コストでフレキシブルなシステムである。バス車両

を基本とし、専用路の連結走行と一般道路の単独走行

のデュアルモード機能を有する。専用路では、非接触

式の誘導自動操舵と車両連結走行を行い、非常に軽い

インフラ負担と輸送力、速達性、定時性の両立が可能

である。BMT システムの技術要素を図 3 に示す。 
３．２．開発の状況 
平成 16～17 年度にNEDO（新エネルギー・産業技

術総合開発機構）の補助事業として、また平成 20～
23年度に国土交通省の受託事業として開発が行われ、

機能検証が行われた。後者のシステムでは超低床車両

や光学式誘導装置を採用する等、システムの合理化、

簡素化が図られた(1)(2)。昨年度は主に急曲線の連結走

行（図 4）や悪条件下での信頼性に関する機能検証が

行われ、実用化への技術的な見通しが得られた。 
３．３．実用化に向けた課題 
 実用化に当たっては試作車両で得た知見を基に、上

記の開発に引き続いて営業可能なプロトタイプの開

発を進めることが必要である。プロトタイプの開発を

進めるに当たっては、実運用段階において求められる

以下の課題にも取り組むことが前提となる。 

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

 
図 3 BMTシステムの概念 

 
図 4 BMTの急曲線における連結走行実験 

 法令面の課題としては、主に既存自動車交通との共

存に関する道路交通関連の法令や関係省庁との調整

が必要である。道路上における動力車同士の連結走行

は前例が無いので、実運用を前提とした技術的仕様、

要件を整理したうえで、技術基準案を策定することが

必要と考える。一方、専用路に鉄軌道の技術基準を適

用する場合には、鉄軌道の安全確保の考え方（閉塞、

速度制限等）との整合を図ることが必要と考える。 
 事業採算面での課題を考えると、交通事業者は、需

要、採算性を明確にしたいとのニーズを有しているこ

とに留意し、従来の鉄道、路線バスと比較して費用対

効果が優れるメリットを活かし、自治体の街づくりと

連携しながら、地域の総合交通体系の中に組み込むこ

とが重要である。またバスメーカの開発意欲を高める

観点においても、利便性が高い公共交通機関による需

要の喚起が不可欠と考える。 
 

４．超小型モビリティ 
公共交通を補完する末端交通の担い手として、超小

型モビリティの導入機運が高まってきている。国土交

通省も平成 24 年に導入に向けたガイドラインを公表

するとともに、車両の規格について検討を始めてい

る。また、自動車メーカもこれに対応して、新たな車

両モデルの開発を進めている。交通安全環境研究所で

も超小型モビリティが交通流に与える影響を交通流

シミュレーションで検証する等の研究を行っており、

今後も行政と連携を取りつつ、導入に向けた研究を進

めていく予定である。 
 

５．おわりに 
交通安全環境研究所ではこれまで、各種公共交通シ

ステムの安全性評価を行ってきたが、引き続き新たな

システムの技術評価を進め公共交通の活性化に貢献

したい。また、新たな車両のカテゴリーについての技

術基準化等についても貢献したいと考えている。 
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１．はじめに 

電子機器の発展に伴い、現在では日常のあらゆると

ころで電気・電子機器が使われるようになった。その

結果、それらの機器から放射される電波雑音が他の機

器に与える影響および他の機器から受ける影響や、放

射される電磁界が人体へ与える影響等が注目される

ようになり、近年では鉄道システムから放射される電

波雑音や電磁界の影響についても取り上げられるよ

うになった。 
鉄道システムでは、変電所施設をはじめ、車両や軌

道、信号システム等あらゆるところで電気・電子機器

が使用され、当然のことながらこれら機器から電波雑

音や電磁界が放射される。そのような環境の中、鉄道

システムから放射される電波雑音が他の機器へ影響

を与えたり、他の機器からの影響を受けたりする電磁

両立性（ＥＭＣ）や、電磁界（ＥＭＦ）が人体へ与え

る影響について、国際規格や防護指針という形で提案

されてきた。日本でも独自に鉄道からの電磁界を測定

し、測定法の検討を行ってきた。 
このような状況の下、当研究所では、鉄道における

磁界測定に注目し、磁界測定のセンサとして交流磁界

のみ測定可能なサーチコイル方式ではなく、直流磁界

から交流まで測定可能な優れた特性を有するフラッ

クスゲート方式について検討を進め、昨年制定された

IEC/TS 625971)へフラックスゲート方式を盛り込む

ことができた。 
一方、経済産業省より電気設備から生じる超低周波

磁界の規制として「電気設備に関する技術基準を定め

る省令」の改正が平成 23 年 3 月 31 日行われ 2)、変電

所、開閉所、変圧器、電線路等の電力設備から発生す

る磁界値を 200μT 以下とする規制が導入された。 
これを受け、鉄道用電力設備については、国土交通

省より「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」が

改正され、変電所、電車線、電気機器設備等において、

人体への健康影響に関する規制が平成 24 年 8 月 1 日

から施行され、新規に施工される施設に適用されるこ

ととなった。3) 
このように、日本国内においても、人体に対する磁

界に関し、注目されるようになった現在、国際規格に

準拠し、直流から交流まで測定可能なフラックスゲー

ト方式の磁界測定機については、実用製品として提供

されていないことが課題となっている。 
このため、本方式の磁界測定機がメーカーから供給

され普及が可能となるよう、開発を担うメーカーと協

調し、実現のための研究を進めているので、IEC/TS 
62597 との関係も含め、報告する。 

 
２．IEC/TS 62597 とは 

IEC/TS 62597 とは、邦題を「鉄道環境における電

子及び電気機器による磁場レベルの人体暴露に関す

る測定手続き」とする、鉄道設備に関連する磁界の測

定手順に関する国際規格であり、平成 23 年 10 月に発

行された。 
本規格は、測定手順を規定している規格であり、規

制値については各国で定めることとしている。 
本規格の測定手順の特徴としては以下のものが挙

げられる。 
・測定対象は磁界とする。 
・対象周波数は DC から 20kHz とする。 
・測定センサ方式は、交流磁界においては最大

100cm2 のサーチコイル方式、又はフラックスゲ

ート方式で 3 軸測定が可能なものとする。 
・サンプリング周波数は 40kHz 以上とする。 
・測定方法として、車両内であれば、Surface 

Method では、床面と必要に応じて 0.5、1.0、1.5m

３．バイモーダル交通システム 
３．１．システムの概要 
バイモーダル交通システム（以下「BMT システム」

という）は、輸送需要が少なく広域な路線にも適する、

低コストでフレキシブルなシステムである。バス車両

を基本とし、専用路の連結走行と一般道路の単独走行

のデュアルモード機能を有する。専用路では、非接触

式の誘導自動操舵と車両連結走行を行い、非常に軽い

インフラ負担と輸送力、速達性、定時性の両立が可能

である。BMT システムの技術要素を図 3 に示す。 
３．２．開発の状況 
平成 16～17 年度にNEDO（新エネルギー・産業技

術総合開発機構）の補助事業として、また平成 20～
23年度に国土交通省の受託事業として開発が行われ、

機能検証が行われた。後者のシステムでは超低床車両

や光学式誘導装置を採用する等、システムの合理化、

簡素化が図られた(1)(2)。昨年度は主に急曲線の連結走

行（図 4）や悪条件下での信頼性に関する機能検証が

行われ、実用化への技術的な見通しが得られた。 
３．３．実用化に向けた課題 
 実用化に当たっては試作車両で得た知見を基に、上

記の開発に引き続いて営業可能なプロトタイプの開

発を進めることが必要である。プロトタイプの開発を

進めるに当たっては、実運用段階において求められる

以下の課題にも取り組むことが前提となる。 

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
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 法令面の課題としては、主に既存自動車交通との共

存に関する道路交通関連の法令や関係省庁との調整

が必要である。道路上における動力車同士の連結走行

は前例が無いので、実運用を前提とした技術的仕様、

要件を整理したうえで、技術基準案を策定することが

必要と考える。一方、専用路に鉄軌道の技術基準を適

用する場合には、鉄軌道の安全確保の考え方（閉塞、

速度制限等）との整合を図ることが必要と考える。 
 事業採算面での課題を考えると、交通事業者は、需

要、採算性を明確にしたいとのニーズを有しているこ

とに留意し、従来の鉄道、路線バスと比較して費用対

効果が優れるメリットを活かし、自治体の街づくりと

連携しながら、地域の総合交通体系の中に組み込むこ

とが重要である。またバスメーカの開発意欲を高める

観点においても、利便性が高い公共交通機関による需

要の喚起が不可欠と考える。 
 

４．超小型モビリティ 
公共交通を補完する末端交通の担い手として、超小

型モビリティの導入機運が高まってきている。国土交

通省も平成 24 年に導入に向けたガイドラインを公表

するとともに、車両の規格について検討を始めてい

る。また、自動車メーカもこれに対応して、新たな車

両モデルの開発を進めている。交通安全環境研究所で

も超小型モビリティが交通流に与える影響を交通流

シミュレーションで検証する等の研究を行っており、

今後も行政と連携を取りつつ、導入に向けた研究を進

めていく予定である。 
 

５．おわりに 
交通安全環境研究所ではこれまで、各種公共交通シ

ステムの安全性評価を行ってきたが、引き続き新たな

システムの技術評価を進め公共交通の活性化に貢献

したい。また、新たな車両のカテゴリーについての技

術基準化等についても貢献したいと考えている。 
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１．はじめに 
重大事故は夜間運転時において起こりやすく，夜間

に発生する死亡事故は死亡事故全体の中で半数近く

を占める．また夜間事故の特徴として対歩行者の事故

の割合が多く，特に高齢ドライバにおいてその傾向は

顕著になる．こうした夜間時における歩行者事故の増

加は，ドライバの視覚認知能力の低下による要因が大

きいものと考えられる．茨城県警の事故調査によると

夜間運転時の対歩行者事故のうち 9 割超がすれ違い

ビーム（前方 40m が視認可能な光学設計）を使用し

ており，そのうち走行ビーム（前方 100m が視認可能

な光学設計）を使用していれば 5 割近くは回避可能と

いう報告もなされている(1)．夜間時の歩行者事故の低

減を目指すためには，ドライバの歩行者に対する視覚

認知特性を明らかにし，危険な状況の抽出とその改善

方法の検討を進めていくことが重要である． 
本研究では実験参加者による評価実験により，歩行

者の被視認性が前照灯の配光やドライバの年齢層に

よりどのように変化するのかを調べた．また歩行者の

被視認性の定量化を行った． 
 

２．夜間運転時の交通事故 

 自動車が第１当事者となった歩行者の死亡事故に

ついて ITARDA（交通事故総合分析センター）報告な

どの調査(2)-(5)を実施したところ，以下のことが明らか

になった． 

 昼夜別では夜間の歩行者死亡事故の比率が高い．

（図 1） 
 夜間時は，特に高齢ドライバによる歩行者死亡事

故の比率が高い．（図 1） 
 歩行者死亡事故のうち 72％は歩行者横断中に発生

しており（2011年中），単路（横断歩道外）を横断

中のケースが約 50%を占め最も多い（図２）． 
 夜間時は「右側から」の横断者の死亡事故の比率

が高い．（図３） 
夜間時，特に右側からの横断歩行者事故が多い要因

としては，歩行者側では車両到達時間の認知エラー(6)，

そして自動車側では，すれ違いビームの配光特性があ

げられる．すれ違いビームは，対向車へグレア（眩し

さ）を抑制するように設計されているため，右側歩行

者が視認しづらくなるものと考えられる(7)．  
本研究では，前照灯による視認性の変化を調べるた

め実験参加者による評価実験を行うものとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 自動車が第１当事者となった死亡事故の 

被害者の比率 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 歩行者死亡事故における歩行者行動別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

図３ 歩行者横断事故の方向別比率 
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の距離、Volume Method では、0.3、1.0、1.5m
の距離を測定する。 

３．鉄道用磁界測定機の概要 
３．１．装置構成 
鉄道用磁界測定機は、多種多様の状況で測定するこ

とが求められる。特に車内での測定の場合、測定対象

となる車両の力行、惰行、制動といった条件が時々

刻々と変化することから、一連の動作をすべてカバー

する必要がある。また、IEC/TS 62597 では静磁界～

20kHz という幅広い帯域を測定する必要があること

から、サンプリング周波数についても、規格に記載さ

れているように 40kH 以上が必要となる。 
磁界センサとしては当研究所が羽野製作所ととも

に検討を進めてきたフラックスゲート方式のセンサ

を用いることにより、静磁界と交流磁界を同時に測定

することとした。 
一方、記録装置については、センサ開発時には、開

発を目的とした特殊な測定用ソフトウェアを用いて

いたため、速報性の観点では課題が多かった。そこで、

先に述べた幅広い帯域が測定可能で、必要なサンプリ

ング周波数が得られ、磁界測定用として速報性を考慮

に入れた計測器構成について、小野測器とともに検討

を行い、鉄道用磁界測定機として実現を試みた。 
実現を試みている測定装置の概略図を図１に、セン

サ部分を図２に示す。 
３．２．測定装置の特徴 
本磁界測定機の特徴は以下の通りである。 
・センサがフラックスゲート方式であることから、

静磁界～20kHz まで測定可能。 
・センサが 3cm 角程度の大きさの立方体であるた

め、被測定箇所直近における測定が可能 
・リアルタイム FFT 機能を有することから、測定

と同時に周波数解析を行うことが可能 
・測定結果は接続している PC へ取り込まれるため、

測定可能時間の制限は受けない 
・同じくPC へ取り込まれるため、測定終了ととも

に測定結果の解析が可能 
・規制値をデータベースとして取り込むことがで

き、周波数解析結果との比較をその場で確認する

ことが可能 
これらは、限られた時間、条件下で測定しなければ

ならない鉄道における磁界測定では、有効な特徴とい

える。 

３．３．課題 
本磁界測定機は、以下の課題が存在するため、今後、

機能追加により対応していくこととしている。 
・リアルタイム FFT 及び後処理 FFT の結果が X、

Y、Z 軸の各々の結果となっていることから、合

成値を表示する機能を追加する。 
・対象とする規制値や参考値に対し、どの程度の余

裕度を持っているか％表示する機能を追加する。 
 

４．まとめ 
本稿ではIEC/TS 62597に準拠した鉄道用磁界測定

機について検討を行い、その概要について紹介した。

今後鉄道に限らず、磁界への注目が高まると考えられ

ることから、当研究所としては、より簡単に、生じて

いる現象を忠実に測定できる磁界測定機について検

討を進め、世の中のニーズへ対応していきたいと考え

る。 
参考文献 

1) IEC/TS 62597 Ed.1.0 ,”Measurement procedures 
of magnetic field levels generated by electronic and 
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図３ 歩行者横断事故の方向別比率 
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３．２．３．実験参加者 

 実験参加者は，運転免許保有者 12 名（20 代～50
代．平均年齢 38 歳）とした．  
 

４．実験結果 

４．１．屋内視認性実験 

４．１．１．背景輝度による視認性の変化 

 実験結果から歩行者がちょうど見えなくなる背景

と歩行者との輝度比（コントラスト閾値）を算出し，

背景輝度や歩車間距離などとの関係を調べた．その結

果を図 8 に示す．なお，コントラスト閾値は，実験参

加者の中央値を算出した． 
背景輝度の条件や歩車間距離の条件によりコント

ラスト閾値は変化する．背景輝度が低下すると，視認

性は低下するため，その分コントラスト閾値も高くな

ることが示されているが，コントラスト閾値は，0.05
が一般的に使用されている．今回のような夜間の暗い

条件に十分に整合せず，背景条件が暗くなるほど大き

な違いが出ることが明らかになった． 
なお，背景輝度が高い(0.96cd/m２)場合は年齢層に

よる差はほとんど無いが背景輝度が低い(0.14cd/m２)
場合は高齢層のコントラスト閾値が高くなり視認性

が低下している．夜間暗い道路条件ほど高齢層は若齢

層と比較して歩行者を視認しにくいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 背景輝度や年齢層によるコントラスト閾値の変化 

 

コントラスト閾値Ｅt と，歩車間距離 R（m）及び

背景輝度Ｌ（cd/m2）との関係式を重回帰分析により

求めた結果を以下に示す． 

①全員 ：log(Et）＝－0.915＋0.00280R－0.443L  
②若齢者：log(Et）＝－0.971＋0.00293R－0.400L    
③高齢者：log(Et）＝－0.869＋0.00271R－0.480L     

（重相関 R はいずれも 0.97） 

これらの解析結果からも，若齢層より高齢層の方

が，背景輝度がコントラスト閾値（歩行者の被視認性）

に及ぼす影響が大きいことがわかる． 

 

４．１．２．周辺視での視認性の変化 

 注視点の違いが歩行者の被視認性にどのように影

響するのかを実験結果から求めた．周辺視における年

齢層による視認性の違いを図 9 に示す．なお，背景輝

度は 0.33cd/m２の条件である． 

図9の結果と図8の背景輝度0.33cd/m２の条件を比

較すると，高齢層の場合には周辺視において特に視認

性が低下しやすいことがわかる．暗い夜道の歩行者の

飛び出しには，高齢ドライバは対応しづらくなること

が推測され，十分な明るさが要求されるものと考えら

れる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 周辺視におけるコントラスト閾値の変化 
 

４．１．３．近接グレア光源による見え方の変化 

 近接する光源（対向車の前照灯を想定）の影響によ

り歩行者の被視認性がどのように変化するのかを求

めた．その結果を図 10 に示す．なお，背景輝度は

0.33cd/m２，歩車間距離は 60m である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 近接光源によるコントラスト閾値の変化 

 

 

３．歩行者視認性実験 

本研究では，夜間運転時のドライバの視界が前照灯

によりどのように変化するかを明らかにするために，

暗室及び夜間屋外において実験参加者による評価実

験を行った． 
３．１．屋内視認性実験 

３．１．１．視認対象物  
歩行者は，プロジェク

タライトによるスクリー

ン上への投影画像（図４

参照）により模擬する．  図４ 歩行者表示モデル 
 
３．１．２．視認対象物（歩行者）の大きさ 

 視認対象となる歩行者の見かけ上の大きさは，視角

（高さ方向）で最小 20 分，最大４度と条件により変化

させた．なお視角は，歩行者の身長 160cm，歩車間

距離は 30～150m を想定し設定した．実験参加者は歩

行者画像が投影された

スクリーンから 6m 離

れた位置で観測評価

（図５参照）を行うもの

とし，縮尺率からスク

リーン上に映る人体の

見かけ上の全長を算出

し，設定を行った．     図 5 観測状況 
 
３．１．３．背景輝度及びコントラスト 

CIE（国際照明委員会）で規定されている路面の水

平面照度，3lx（交通量の少ない住宅地区）～20lx（交

通量の多い商業地区）に基づき（路面の反射率は 15%
で完全拡散），この条件の路面輝度を背景輝度として

採用し，0.14，0.33，0.96cd/m２と設定した． 
背景と歩行者の輝度コントラストは逆シルエット

で 0.01~0.5 と設定した．  

 
３．１．４．実験参加者 

実験参加者は，運転免許保有者 20 名（若齢層 10
人，高齢層 10 人）である．なお，実験参加者は外部

から派遣されており，当研究所の実験倫理規定に基づ

き実験を開始する前に内容の説明を行い，実験に参加

することの同意を得た．若齢層の平均年齢は 33 歳，

高齢層の平均年齢は 68 歳．視力は若齢層平均（左

0.98，右 0.98），高齢層平均（左 0.98，右 0.90）とほ

ぼ同じであった． 
 

３．１．５．視線方向 

人体表示モデルに対して，中心視または周辺視とな

るように設定した．周辺視の場合にはスクリーン中央

の白い点を注視してもらい，そこから視角 5 度程度離

れたスクリーン右上に歩行者画像を提示した． 
３．１．６．蒸発現象 

対向車の前照灯を想定したグレア光源を近接した

評価実験も実施した（図 6 参照）．グレア光源の設置

位置は歩行者画像の

20cm 左（60m 換算

で 2m を想定）に設

置し，角膜照度は

0.1lx（すれ違いビー

ム相当）になるよう

に設定した． 
          図 6 蒸発現象の評価実験 

３．２．屋外視認性実験 

３．２．１．前照灯の点灯状態 

 実験参加者が乗車する車両（自車両）はすれ違いビ

ームまたは走行ビームの点灯を行った．対向車はすれ

違いビーム，走行ビームの点灯または消灯を行った． 
 
 
 
 
 
 
 (a)自車両:すれ違いビーム    (b)自車両:走行ビーム 
 対向車:すれ違いビーム      対向車:すれ違いビーム 
 
 
 
 
 

 
 (c)自車両:すれ違いビーム   (d)自車両:走行ビーム 
 対向車:走行ビーム          対向車:走行ビーム 
図 7 前照灯による歩行者の視認性評価実験 

 
３．２．２．対向車及び歩行者の設定条件 

対向車の位置は，自車両（実験参加者車両）からの

距離 50m または 100m と設定した． 
歩行者位置は，進行方向については自車両から距離

25m～120m の位置に，横断方向については左側歩道

境界線～右側歩道境界線に設定した．歩行者はグレー

色（模擬マネキン．反射率は 0.28）とした 
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３．２．３．実験参加者 

 実験参加者は，運転免許保有者 12 名（20 代～50
代．平均年齢 38 歳）とした．  
 

４．実験結果 

４．１．屋内視認性実験 

４．１．１．背景輝度による視認性の変化 

 実験結果から歩行者がちょうど見えなくなる背景

と歩行者との輝度比（コントラスト閾値）を算出し，

背景輝度や歩車間距離などとの関係を調べた．その結

果を図 8 に示す．なお，コントラスト閾値は，実験参

加者の中央値を算出した． 
背景輝度の条件や歩車間距離の条件によりコント

ラスト閾値は変化する．背景輝度が低下すると，視認

性は低下するため，その分コントラスト閾値も高くな

ることが示されているが，コントラスト閾値は，0.05
が一般的に使用されている．今回のような夜間の暗い

条件に十分に整合せず，背景条件が暗くなるほど大き

な違いが出ることが明らかになった． 
なお，背景輝度が高い(0.96cd/m２)場合は年齢層に

よる差はほとんど無いが背景輝度が低い(0.14cd/m２)
場合は高齢層のコントラスト閾値が高くなり視認性

が低下している．夜間暗い道路条件ほど高齢層は若齢

層と比較して歩行者を視認しにくいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 背景輝度や年齢層によるコントラスト閾値の変化 

 

コントラスト閾値Ｅt と，歩車間距離 R（m）及び

背景輝度Ｌ（cd/m2）との関係式を重回帰分析により

求めた結果を以下に示す． 

①全員 ：log(Et）＝－0.915＋0.00280R－0.443L  
②若齢者：log(Et）＝－0.971＋0.00293R－0.400L    
③高齢者：log(Et）＝－0.869＋0.00271R－0.480L     

（重相関 R はいずれも 0.97） 

これらの解析結果からも，若齢層より高齢層の方

が，背景輝度がコントラスト閾値（歩行者の被視認性）

に及ぼす影響が大きいことがわかる． 

 

４．１．２．周辺視での視認性の変化 

 注視点の違いが歩行者の被視認性にどのように影

響するのかを実験結果から求めた．周辺視における年

齢層による視認性の違いを図 9 に示す．なお，背景輝

度は 0.33cd/m２の条件である． 

図9の結果と図8の背景輝度0.33cd/m２の条件を比

較すると，高齢層の場合には周辺視において特に視認

性が低下しやすいことがわかる．暗い夜道の歩行者の

飛び出しには，高齢ドライバは対応しづらくなること

が推測され，十分な明るさが要求されるものと考えら

れる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 周辺視におけるコントラスト閾値の変化 
 

４．１．３．近接グレア光源による見え方の変化 

 近接する光源（対向車の前照灯を想定）の影響によ

り歩行者の被視認性がどのように変化するのかを求

めた．その結果を図 10 に示す．なお，背景輝度は

0.33cd/m２，歩車間距離は 60m である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 近接光源によるコントラスト閾値の変化 

 

 

３．歩行者視認性実験 

本研究では，夜間運転時のドライバの視界が前照灯

によりどのように変化するかを明らかにするために，

暗室及び夜間屋外において実験参加者による評価実

験を行った． 
３．１．屋内視認性実験 

３．１．１．視認対象物  
歩行者は，プロジェク

タライトによるスクリー

ン上への投影画像（図４

参照）により模擬する．  図４ 歩行者表示モデル 
 
３．１．２．視認対象物（歩行者）の大きさ 

 視認対象となる歩行者の見かけ上の大きさは，視角

（高さ方向）で最小 20 分，最大４度と条件により変化

させた．なお視角は，歩行者の身長 160cm，歩車間

距離は 30～150m を想定し設定した．実験参加者は歩

行者画像が投影された

スクリーンから 6m 離

れた位置で観測評価

（図５参照）を行うもの

とし，縮尺率からスク

リーン上に映る人体の

見かけ上の全長を算出

し，設定を行った．     図 5 観測状況 
 
３．１．３．背景輝度及びコントラスト 

CIE（国際照明委員会）で規定されている路面の水

平面照度，3lx（交通量の少ない住宅地区）～20lx（交

通量の多い商業地区）に基づき（路面の反射率は 15%
で完全拡散），この条件の路面輝度を背景輝度として

採用し，0.14，0.33，0.96cd/m２と設定した． 
背景と歩行者の輝度コントラストは逆シルエット

で 0.01~0.5 と設定した．  

 
３．１．４．実験参加者 

実験参加者は，運転免許保有者 20 名（若齢層 10
人，高齢層 10 人）である．なお，実験参加者は外部

から派遣されており，当研究所の実験倫理規定に基づ

き実験を開始する前に内容の説明を行い，実験に参加

することの同意を得た．若齢層の平均年齢は 33 歳，

高齢層の平均年齢は 68 歳．視力は若齢層平均（左

0.98，右 0.98），高齢層平均（左 0.98，右 0.90）とほ

ぼ同じであった． 
 

３．１．５．視線方向 

人体表示モデルに対して，中心視または周辺視とな

るように設定した．周辺視の場合にはスクリーン中央

の白い点を注視してもらい，そこから視角 5 度程度離

れたスクリーン右上に歩行者画像を提示した． 
３．１．６．蒸発現象 

対向車の前照灯を想定したグレア光源を近接した

評価実験も実施した（図 6 参照）．グレア光源の設置

位置は歩行者画像の

20cm 左（60m 換算

で 2m を想定）に設

置し，角膜照度は

0.1lx（すれ違いビー

ム相当）になるよう

に設定した． 
          図 6 蒸発現象の評価実験 

３．２．屋外視認性実験 

３．２．１．前照灯の点灯状態 

 実験参加者が乗車する車両（自車両）はすれ違いビ

ームまたは走行ビームの点灯を行った．対向車はすれ

違いビーム，走行ビームの点灯または消灯を行った． 
 
 
 
 
 
 
 (a)自車両:すれ違いビーム    (b)自車両:走行ビーム 
 対向車:すれ違いビーム      対向車:すれ違いビーム 
 
 
 
 
 

 
 (c)自車両:すれ違いビーム   (d)自車両:走行ビーム 
 対向車:走行ビーム          対向車:走行ビーム 
図 7 前照灯による歩行者の視認性評価実験 

 
３．２．２．対向車及び歩行者の設定条件 

対向車の位置は，自車両（実験参加者車両）からの

距離 50m または 100m と設定した． 
歩行者位置は，進行方向については自車両から距離

25m～120m の位置に，横断方向については左側歩道

境界線～右側歩道境界線に設定した．歩行者はグレー

色（模擬マネキン．反射率は 0.28）とした 
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⑯ チャイルドシートの側面衝突試験方法に関する調査 

 

 
自動車安全研究領域   ※田中 良知  細川 成之  山口 大助  松井 靖浩 

 

 

１．はじめに 
2001 年の道路交通法改正によりチャイルドシート

（Child Restraint System：以下 CRS）の装着が義務化さ

れ，子供乗員の車両乗車中の安全は大きく向上してい

る．しかしながら，CRS の安全性能に関する基準

UNECE Regulation No.44 に沿って前面衝突試験は行

われているが，側面衝突試験は行われていない． 
交通事故において側面衝突事故は前面衝突事故に

次いで乗車中の子供の死亡重傷割合が高いことが指

摘されており，欧州では CRS に側面衝突事故対策を

織り込む要望が消費者団体より出されている．現在，

国連の場において議論されている CRS の新しい基準

に側面衝突試験を新規導入することが合意され，その

検討が進められている． 
CRS の衝突試験はスレッド試験機を用いて行われ

る．スレッド試験機には乗員（ダミー）を搭載した台

車（スレッド）を衝突時の加速度で射出する加速式と，

乗員を搭載した台車を剛体壁などに衝突させる減速

式の 2 種類ある．欧州では減速式が主流であるため，

新規導入の試験方法は減速式スレッド試験機を中心

に検討が行われている．一方日米では加速式が主流と

なっており，わが国の認証機関である当研究所も加速

式スレッド試験機を使用して試験を実施している．こ

のため，減速式と加速式，方式の違うスレッド試験機

を使用したときの試験結果の同等性についての検証

が必要となっている． 
今回，加速式スレッド試験機での CRS 側面衝突試

験の実施可能性の確認と問題点の調査を目的として，

(1)実車側面衝突実験とスレッド実験を比較して，実際

の衝突現象が模擬できているかの確認，(2)現在提案さ

れている基準案の側面衝突試験条件を満たすことが

出来るか，(3)加速式スレッド試験機と減速式スレッド

試験機で試験の厳しさに差が無いか，(4)現在提案され

ている試験方法で問題が無いかの4点について調査を

実施した． 
 

２．側面衝突スレッド試験方法 
２．１．試験条件 
現在検討されている側面衝突試験方法の試験条件

では，ドアとトローリー（減速式スレッド試験機にお

いて台車を牽引する部分）の相対速度及びドアとシー

トの相対侵入量のみが定められている．図１に相対速

度の要件を示す．図中のコリドーとは，時間によって

変化する速度や加速度の許容値の上限と下限の線で

囲まれた領域を指す．この試験ではドアとシートの相

対速度がコリドー内に収まる必要がある．一方，ドア

とシートの相対侵入量は 250±50mm である． 
 
 
 
 
 
図１ 相対速度に関する試験条件（コリドー） 

２．２．試験装置 
 図２に加速式スレッド試験機を利用した CRS 側面

衝突試験装置を示す．この装置ではスレッド上に可動

シートを備えたレールを設置し，シートは同じくスレ

ッド上に設置したアルミハニカムからの入力で動く．

ドアはスレッドに固定されており，ドアの動きをスレ

ッドで，シートの動きをアルミハニカムでそれぞれコ

ントロールする． 
 
 
 
 
 

図２ CRS 側面衝突試験装置 
２．３．試験方法 
 図３に試験装置によるドアとシートの速度時間履

歴を示す．ドアパッド面がシート端と一致した時を

t=0 と定義している．ドアを一定速度で動かし，シー

トの速度をコントロールして，ドアとシートの相対速
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すれ違いビーム相当の光源でも近接する場合には

視認性は低下することがわかる．特に高齢者において

は顕著に視認性が低下し，蒸発現象が発生しやすいと

いえる． 

 

４．２．屋外視認性実験 

 自車両及び対向車が，すれ違いビームあるいは走行

ビームの場合，歩行者の被視認性がどのように変化す

るのか（図 11 参照）を実験した．なお，対向車の位

置は自車両から 100ｍ離れている場合である． 
 自車両の前照灯の種類（すれ違いビームまたは走行

ビーム）により視認率が大きく変化するが，それだけ

でなく対向車の前照灯の種類によっても視認率が大

きく変化する．走行ビームを使用すると，その対向車

のドライバの視認率は大きく低下する．また，右側歩

行者の方が視認率の低下が大きく，特に自車両すれ違

いビーム使用時において視認率が低下しやすいこと

がわかる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  (a)左側歩行者 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  (b)右側歩行者 
図 11 前照灯による視認性の変化 

 

5. 最後に 

本研究では実験参加者による評価実験により歩行

者の被視認性が前照灯の配光やドライバの年齢層に

よりどのように変化するのかを調べた．また，歩行者

の視認限界となる各条件でのコントラスト閾値の定

量化を行った．その結果，以下のことが明らかになっ

た． 
(1) 背景輝度が高い(0.96cd/m２)場合は年齢層による

差はほとんど無いが，背景輝度が低い(0.14cd/m２)
場合は高齢層のコントラスト閾値が高くなり視

認性が低下する．夜間暗い条件ほど高齢層は特に

歩行者を視認しづらくなる． 
(2) コントラスト閾値Ｅt と，歩車間距離 R（m）及

び背景輝度Ｌ（cd/m2）との関係式を求めた結果,

コントラスト閾値と歩車間距離や背景輝度の関

係が定量的に明らかになった． 
(3) 高齢層の場合には周辺視において夜間の視認性

は低下しやすい． 
(4) すれ違いビーム相当の光源でも歩行者に近接す

る場合には，その歩行者の被視認性は低下する．

特に高齢者においては顕著に視認性が低下する． 
(5) 右側歩行者の方が視認率の低下が大きく，特に自

車両すれ違いビーム使用時において視認性が悪

化しやすい． 
 今後も被験者実験や CG シミュレーションにより

各種自動車灯火器の評価・改善を行う．また今回の定

式化されたコントラスト閾値の成果は予防安全支援

システム効果評価シミュレータ（ASSESS）への活用

を図り安全性の定量的な評価を目指す． 
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⑯ チャイルドシートの側面衝突試験方法に関する調査 

 

 
自動車安全研究領域   ※田中 良知  細川 成之  山口 大助  松井 靖浩 

 

 

１．はじめに 
2001 年の道路交通法改正によりチャイルドシート

（Child Restraint System：以下 CRS）の装着が義務化さ

れ，子供乗員の車両乗車中の安全は大きく向上してい

る．しかしながら，CRS の安全性能に関する基準

UNECE Regulation No.44 に沿って前面衝突試験は行

われているが，側面衝突試験は行われていない． 
交通事故において側面衝突事故は前面衝突事故に

次いで乗車中の子供の死亡重傷割合が高いことが指

摘されており，欧州では CRS に側面衝突事故対策を

織り込む要望が消費者団体より出されている．現在，

国連の場において議論されている CRS の新しい基準

に側面衝突試験を新規導入することが合意され，その

検討が進められている． 
CRS の衝突試験はスレッド試験機を用いて行われ

る．スレッド試験機には乗員（ダミー）を搭載した台

車（スレッド）を衝突時の加速度で射出する加速式と，

乗員を搭載した台車を剛体壁などに衝突させる減速

式の 2 種類ある．欧州では減速式が主流であるため，

新規導入の試験方法は減速式スレッド試験機を中心

に検討が行われている．一方日米では加速式が主流と

なっており，わが国の認証機関である当研究所も加速

式スレッド試験機を使用して試験を実施している．こ

のため，減速式と加速式，方式の違うスレッド試験機

を使用したときの試験結果の同等性についての検証

が必要となっている． 
今回，加速式スレッド試験機での CRS 側面衝突試

験の実施可能性の確認と問題点の調査を目的として，

(1)実車側面衝突実験とスレッド実験を比較して，実際

の衝突現象が模擬できているかの確認，(2)現在提案さ

れている基準案の側面衝突試験条件を満たすことが

出来るか，(3)加速式スレッド試験機と減速式スレッド

試験機で試験の厳しさに差が無いか，(4)現在提案され

ている試験方法で問題が無いかの4点について調査を

実施した． 
 

２．側面衝突スレッド試験方法 
２．１．試験条件 
現在検討されている側面衝突試験方法の試験条件

では，ドアとトローリー（減速式スレッド試験機にお

いて台車を牽引する部分）の相対速度及びドアとシー

トの相対侵入量のみが定められている．図１に相対速

度の要件を示す．図中のコリドーとは，時間によって

変化する速度や加速度の許容値の上限と下限の線で

囲まれた領域を指す．この試験ではドアとシートの相

対速度がコリドー内に収まる必要がある．一方，ドア

とシートの相対侵入量は 250±50mm である． 
 
 
 
 
 
図１ 相対速度に関する試験条件（コリドー） 

２．２．試験装置 
 図２に加速式スレッド試験機を利用した CRS 側面

衝突試験装置を示す．この装置ではスレッド上に可動

シートを備えたレールを設置し，シートは同じくスレ

ッド上に設置したアルミハニカムからの入力で動く．

ドアはスレッドに固定されており，ドアの動きをスレ

ッドで，シートの動きをアルミハニカムでそれぞれコ

ントロールする． 
 
 
 
 
 

図２ CRS 側面衝突試験装置 
２．３．試験方法 
 図３に試験装置によるドアとシートの速度時間履

歴を示す．ドアパッド面がシート端と一致した時を

t=0 と定義している．ドアを一定速度で動かし，シー

トの速度をコントロールして，ドアとシートの相対速
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すれ違いビーム相当の光源でも近接する場合には

視認性は低下することがわかる．特に高齢者において

は顕著に視認性が低下し，蒸発現象が発生しやすいと

いえる． 

 

４．２．屋外視認性実験 

 自車両及び対向車が，すれ違いビームあるいは走行

ビームの場合，歩行者の被視認性がどのように変化す

るのか（図 11 参照）を実験した．なお，対向車の位

置は自車両から 100ｍ離れている場合である． 
 自車両の前照灯の種類（すれ違いビームまたは走行

ビーム）により視認率が大きく変化するが，それだけ

でなく対向車の前照灯の種類によっても視認率が大

きく変化する．走行ビームを使用すると，その対向車

のドライバの視認率は大きく低下する．また，右側歩

行者の方が視認率の低下が大きく，特に自車両すれ違

いビーム使用時において視認率が低下しやすいこと

がわかる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  (a)左側歩行者 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  (b)右側歩行者 
図 11 前照灯による視認性の変化 

 

5. 最後に 

本研究では実験参加者による評価実験により歩行

者の被視認性が前照灯の配光やドライバの年齢層に

よりどのように変化するのかを調べた．また，歩行者

の視認限界となる各条件でのコントラスト閾値の定

量化を行った．その結果，以下のことが明らかになっ

た． 
(1) 背景輝度が高い(0.96cd/m２)場合は年齢層による

差はほとんど無いが，背景輝度が低い(0.14cd/m２)
場合は高齢層のコントラスト閾値が高くなり視

認性が低下する．夜間暗い条件ほど高齢層は特に

歩行者を視認しづらくなる． 
(2) コントラスト閾値Ｅt と，歩車間距離 R（m）及

び背景輝度Ｌ（cd/m2）との関係式を求めた結果,

コントラスト閾値と歩車間距離や背景輝度の関

係が定量的に明らかになった． 
(3) 高齢層の場合には周辺視において夜間の視認性

は低下しやすい． 
(4) すれ違いビーム相当の光源でも歩行者に近接す

る場合には，その歩行者の被視認性は低下する．

特に高齢者においては顕著に視認性が低下する． 
(5) 右側歩行者の方が視認率の低下が大きく，特に自

車両すれ違いビーム使用時において視認性が悪

化しやすい． 
 今後も被験者実験や CG シミュレーションにより

各種自動車灯火器の評価・改善を行う．また今回の定

式化されたコントラスト閾値の成果は予防安全支援

システム効果評価シミュレータ（ASSESS）への活用

を図り安全性の定量的な評価を目指す． 
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５．試験条件検証 
５．１．相対速度条件調査 
現在提案されている試験条件は，ドアとシートの相

対速度及びドアとシートの相対侵入量の2つの条件に

より規定されている．そこで，相対速度は同一でドア

の速度が異なる 2 つの条件で実験を行い，ダミーの傷

害値に対する相対速度の影響を調査した． 
図 10 に比較する 2 条件のドアとシートの速度時間

履歴を示す．2 条件とは，(1)ドアの速度が一定でシー

トを移動，(2)シートは移動せずに相対速度の試験要件

に合わせてドアの速度のみが変化，である．ドアの速

度が一定の場合が減速式スレッド試験機と比較して

傷害値が同等となる条件である．どちらの条件も相対

速度はコリドー内に収まっており，相対速度はほぼ同

等であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１０ 速度時間履歴 
図 11 にダミー頭部加速度の時間履歴を示す．試験

条件であるドアとシートの相対速度がほぼ同等であ

るにもかかわらず，頭部加速度は大きく異なってい

る．よって，ドアとシートの相対速度のダミー傷害値

への寄与度は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 

図１１ 頭部加速度時間履歴 
５．２．ドア侵入量調査 
試験条件であるドアとシートの相対侵入量を提案

されている試験条件の250mmと200mmの2条件で実

験を行い，ダミーの傷害値に対する相対侵入量の影響

について調査した．今回，ドアとシートの相対侵入量

を変更した場合，ドアとシートの相対速度が変わるた

め，相対速度も異なる．ドアの初期速度は同じとした． 
図 12 にドアとシートの速度時間履歴を示す．どち

らの条件もドアの速度は一定でほぼ同等であった．図

13にドアとシートの相対侵入量の時間履歴を示す．試

験ではシートの移動をアルミハニカムにより行って

おり，ドアが最大侵入に到達後，アルミハニカムから

のリバウンドによりシートが加速され，侵入量が減少

する． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１２ 速度時間履歴 
 
 
 
 
 
 

図１３ ドア侵入量時間履歴 
図 14 にダミー頭部加速度の時間履歴を示す．試験

条件であるドアとシートの相対侵入量が異なるにも

かかわらず，頭部加速度はほぼ同等であった．よって，

今回の実験条件では，ドアとシートの相対侵入量のダ

ミー傷害値への寄与度は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 

図１４ 頭部加速度時間履歴 
５．３．ドア地上基準速度条件調査 
ダミー傷害値への寄与度が大きいパラメータを明

らかにするための調査として，ドアの地上基準速度

（地上から見たドアの速度）を 6.6m/s，6.0m/s，5.3m/s
の 3 条件で実験を実施した． 
図 15 にドアとシートの速度の時間履歴を示す．侵

入量は 250mm で同じとしたため，相対速度の傾きは
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度がコリドー内に入るように調整している． 
図４に t=0 の時の試験装置の模式図を示す．ドアは

スレッドにより動かされ，シートへの入力はアルミハ

ニカムによりコントロールしている． 
 
 
 
 
 

図３ スレッド装置速度時間履歴 
 
 
 
 

図４ 試験装置模式図（t=0） 
３．実車実験との比較 

３．１．実車実験方法 
今回の CRS 側面衝突スレッド実験により，実車で

の側面衝突の状況の再現可能性を確認した． 
比較に用いた実車実験は現在の側面衝突試験の基

準である UNECE Regulation No.95 の条件で行った．実

験車両は小型 Hybrid 乗用車である．実験では後席ド

ア及び反衝突側後席サイドシルの加速度を測定した． 
図５に実験の状況を示す．後席に ISOFIX 固定ユニ

バーサルタイプの前向き CRS を設置し，Q3s ダミー

を座らせて実験を実施した． 
 
 
 
 

図５ 実車衝突実験状況 
３．２．実験結果比較 
図６に実車実験と第2章の方法に基づくスレッド実

験のドア及びシートの加速度の時間履歴を示す．加速

度波形はほぼ一致しており，図２の試験装置は実車の

側面衝突実験を模擬可能であることを確認できた． 
 
 
 
 
 
 

図６ 加速度時間履歴 

図７にスレッド実験及び実車実験でのダミー頭部

加速度の時間履歴を示す．ドア及びシートの加速度が

ほぼ同等であるにもかかわらず，頭部加速度には大き

な差が見られた．これは，今回のスレッド実験で用い

たドアのパッド材が実車のものと異なっており，その

違いの影響が大きいためと考えられる． 
 
 
 
 
 

図７ ダミー頭部加速度比較 
４．スレッド試験機違い比較 

４．１．減速式スレッド試験機 
現在提案されている試験条件は，欧州の減速式スレ

ッド試験機を用いた調査により確認が行われている．

このため，加速式スレッド試験機で試験を行った場合

に，その厳しさが同等であるかの確認が必要である．

そこで，海外研究機関より減速式スレッド試験機での

実験データを入手し，加速式スレッド試験機により試

験条件同一での比較実験を実施した． 
図８に減速式スレッド試験機での実験の様子を示

す．この実験では，ドアは地上に固定されており，ス

レッド上の固定シートに取り付けられた CRS 及び子

供ダミーがそのドアに衝突する方法で実験を行って

いる． 
 
 
 
 
 
図８ 減速式スレッド試験機による実験の様子 

４．２．実験結果比較 
図９に加速式及び減速式スレッド試験機でのダミ

ー頭部加速度の時間履歴を示す．試験機の違いによら

ず，ダミーの頭部加速度はほぼ同等であり，スレッド

試験機の違いによる影響は見られなかった． 
 
 
 
 
 

図９ ダミー頭部加速度比較 
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５．試験条件検証 
５．１．相対速度条件調査 
現在提案されている試験条件は，ドアとシートの相

対速度及びドアとシートの相対侵入量の2つの条件に

より規定されている．そこで，相対速度は同一でドア

の速度が異なる 2 つの条件で実験を行い，ダミーの傷

害値に対する相対速度の影響を調査した． 
図 10 に比較する 2 条件のドアとシートの速度時間

履歴を示す．2 条件とは，(1)ドアの速度が一定でシー

トを移動，(2)シートは移動せずに相対速度の試験要件

に合わせてドアの速度のみが変化，である．ドアの速

度が一定の場合が減速式スレッド試験機と比較して

傷害値が同等となる条件である．どちらの条件も相対

速度はコリドー内に収まっており，相対速度はほぼ同

等であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１０ 速度時間履歴 
図 11 にダミー頭部加速度の時間履歴を示す．試験

条件であるドアとシートの相対速度がほぼ同等であ

るにもかかわらず，頭部加速度は大きく異なってい

る．よって，ドアとシートの相対速度のダミー傷害値

への寄与度は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 

図１１ 頭部加速度時間履歴 
５．２．ドア侵入量調査 
試験条件であるドアとシートの相対侵入量を提案

されている試験条件の250mmと200mmの2条件で実

験を行い，ダミーの傷害値に対する相対侵入量の影響

について調査した．今回，ドアとシートの相対侵入量

を変更した場合，ドアとシートの相対速度が変わるた

め，相対速度も異なる．ドアの初期速度は同じとした． 
図 12 にドアとシートの速度時間履歴を示す．どち

らの条件もドアの速度は一定でほぼ同等であった．図

13にドアとシートの相対侵入量の時間履歴を示す．試

験ではシートの移動をアルミハニカムにより行って

おり，ドアが最大侵入に到達後，アルミハニカムから

のリバウンドによりシートが加速され，侵入量が減少

する． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１２ 速度時間履歴 
 
 
 
 
 
 

図１３ ドア侵入量時間履歴 
図 14 にダミー頭部加速度の時間履歴を示す．試験

条件であるドアとシートの相対侵入量が異なるにも

かかわらず，頭部加速度はほぼ同等であった．よって，

今回の実験条件では，ドアとシートの相対侵入量のダ

ミー傷害値への寄与度は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 

図１４ 頭部加速度時間履歴 
５．３．ドア地上基準速度条件調査 
ダミー傷害値への寄与度が大きいパラメータを明

らかにするための調査として，ドアの地上基準速度

（地上から見たドアの速度）を 6.6m/s，6.0m/s，5.3m/s
の 3 条件で実験を実施した． 
図 15 にドアとシートの速度の時間履歴を示す．侵

入量は 250mm で同じとしたため，相対速度の傾きは
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度がコリドー内に入るように調整している． 
図４に t=0 の時の試験装置の模式図を示す．ドアは

スレッドにより動かされ，シートへの入力はアルミハ

ニカムによりコントロールしている． 
 
 
 
 
 

図３ スレッド装置速度時間履歴 
 
 
 
 

図４ 試験装置模式図（t=0） 
３．実車実験との比較 

３．１．実車実験方法 
今回の CRS 側面衝突スレッド実験により，実車で

の側面衝突の状況の再現可能性を確認した． 
比較に用いた実車実験は現在の側面衝突試験の基

準である UNECE Regulation No.95 の条件で行った．実

験車両は小型 Hybrid 乗用車である．実験では後席ド

ア及び反衝突側後席サイドシルの加速度を測定した． 
図５に実験の状況を示す．後席に ISOFIX 固定ユニ

バーサルタイプの前向き CRS を設置し，Q3s ダミー

を座らせて実験を実施した． 
 
 
 
 

図５ 実車衝突実験状況 
３．２．実験結果比較 
図６に実車実験と第2章の方法に基づくスレッド実

験のドア及びシートの加速度の時間履歴を示す．加速

度波形はほぼ一致しており，図２の試験装置は実車の

側面衝突実験を模擬可能であることを確認できた． 
 
 
 
 
 
 

図６ 加速度時間履歴 

図７にスレッド実験及び実車実験でのダミー頭部

加速度の時間履歴を示す．ドア及びシートの加速度が

ほぼ同等であるにもかかわらず，頭部加速度には大き

な差が見られた．これは，今回のスレッド実験で用い

たドアのパッド材が実車のものと異なっており，その

違いの影響が大きいためと考えられる． 
 
 
 
 
 

図７ ダミー頭部加速度比較 
４．スレッド試験機違い比較 

４．１．減速式スレッド試験機 
現在提案されている試験条件は，欧州の減速式スレ

ッド試験機を用いた調査により確認が行われている．

このため，加速式スレッド試験機で試験を行った場合

に，その厳しさが同等であるかの確認が必要である．

そこで，海外研究機関より減速式スレッド試験機での

実験データを入手し，加速式スレッド試験機により試

験条件同一での比較実験を実施した． 
図８に減速式スレッド試験機での実験の様子を示

す．この実験では，ドアは地上に固定されており，ス

レッド上の固定シートに取り付けられた CRS 及び子

供ダミーがそのドアに衝突する方法で実験を行って

いる． 
 
 
 
 
 
図８ 減速式スレッド試験機による実験の様子 

４．２．実験結果比較 
図９に加速式及び減速式スレッド試験機でのダミ

ー頭部加速度の時間履歴を示す．試験機の違いによら

ず，ダミーの頭部加速度はほぼ同等であり，スレッド

試験機の違いによる影響は見られなかった． 
 
 
 
 
 

図９ ダミー頭部加速度比較 
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⑰ 実車側面衝突実験時のチャイルドシートに搭載された 

子供乗員の挙動に関する調査 
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１．はじめに 
交通事故において側面衝突事故は前面衝突事故に

次いで乗車中の子供の死亡重傷割合が高いことが指

摘されている．一方で，衝突安全基準は大人乗員につ

いては前面衝突と側面衝突の規定があるものの，子供

乗員に対しては前面衝突基準のみとなっている．この

ため，現在，国際会議の場で子供乗員の側面衝突試験

方法について議論が行われているところである１）． 
本研究では，実車を用いた３種類の側面衝突実験を

実施し，後席に設置したチャイルドシート上のダミー

の挙動や傷害値について比較・検討を行った． 
２．実車衝突試験 

２．１ 実験概要 

実験は，現行の側面衝突安全法規として実施されて

いる試験方法をベースに衝突台車（以下，MDB とい

う）及び衝突位置を変えた条件で実施した．なお，現

行の側面衝突試験は MDB を 50km/h の速度で MDB
左右中心軸を前席 SRP（Seating Reference Point ： 
ダミー着座位置の参照点）に合わせて直角に衝突さ

せ，前席に設置した平均的体格の成人男性ダミーの傷

害値で評価している．本調査では，衝突される車両（以

下，側突車という）の後席衝突側に ISOFIX タイプの

チャイルドシート（以下，CRS という）を設置しCRS
に着座させた３歳児ダミーの挙動を高速度カメラで

撮影した．また，頭部傷害基準（HPC），胸部加速度，

腰部加速度等を計測し比較を行った． 
２．２． 実験条件 
 表１に実験条件の概要を示す．それぞれの実験で使

用した側突車は同型同年式の国産の小型車である．衝

突形態は，１）側面衝突法規形態，２）側面衝突法規

のMDB を用い衝突位置を後軸付近とした形態，３）

次期側面衝突試験方法として検討されている試験形

態であり，AE-MDB（Advanced European - MDB：

欧州が主体となり開発している衝突台車）を使用し衝

突位置を前席SRP の後方 250 mm に衝突させる形態 

の３形態とした． 
表１ 実験条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３．実験結果 

３．１．側突車の車体変形状況 
 図１に実験実施前後における側突車の車体変形状

況を示す．計測は JNCAP（日本の自動車アセスメン

ト）の側面衝突試験法に従い，成人男性ダミーの腰部

高さと胸部高さにおいて SRP を中心に車体前後方向

に対して行った．後席付近の変形量は，Test 3 が最も

大きかった．これはTest 3 が後席乗員への加害性も考

慮して策定された試験法であるためと考えられる．

Test 1 とTest 2 は同じMDB を使用しているが，Test 
2の方が車両後方に衝突しているため後席乗員付近の

変形量が大きくなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 実験実施前後における側突車の車体変形状況 
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それぞれ異なっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１５ 速度時間履歴 
図 16 にダミー頭部加速度の時間履歴を示す．ドア

の速度によってダミー頭部の加速度は変化しており，

ドアの地上基準速度のダミー傷害値への寄与度は大

きいと考えられる．衝突時にダミーはドアの速度まで

加速され，速度が速いほど必要なエネルギーは多くな

り，その分ダミーへの入力が大きくなることから，傷

害値も大きくなると考えられる． 
 
 
 
 
 
 

図１６ 頭部加速度時間履歴 
５．４．試験条件検討 
相対速度条件及びドア侵入量の調査より，CRS 側面

衝突の試験条件のうち，ドアとシートの相対速度が同

一の試験条件であっても，傷害値が異なる結果となっ

た．また，ドアの侵入量以外が同一の試験条件で，傷

害値は同等の結果が出ることがあることが分かった．

これらのことから，提案されている試験の条件には不

足があることが確認された．また，ドアの地上基準速

度の傷害値への寄与度が大きいことが分かった．  
図 17 にドアの地上基準速度を変えた条件における

ドアとダミー速度の時間履歴を示す．先の考察の通

り，ドアの速度が速いほどダミーの最大速度も速くな

っていた．ダミーの最大速度が速いほど，ドアからダ

ミーに与えられるエネルギーが大きく，そしてダミー

に与えられる荷重も大きくなるため，結果として傷害

値が悪化したと考えられる．このことより，ドアとシ

ートの相対速度ではなく，ドアとダミーの相対速度が

傷害値を決める条件であると考えられる． 

 
 
 
 
 
 
 

図１７ ドア及びダミーの速度時間履歴 
以上より，試験条件においてドアとダミーの相対速

度を定めるための条件の追加が必要と考えられ，その

ためにはドアの地上基準速度の条件の追加が必要で

ある．また，衝突時にドアの速度を保つには，ドアの

侵入量が最大となる時間までドアの速度を保てば十

分であることも明らかとなった． 
これらのことから，加速式スレッド試験機では，ド

ア速度が図 18 に示すコリドーの範囲内に収まってい

れば，ドアとシートの相対速度が図１に示したコリド

ー内に収まり，減速式スレッド試験機においてドアが

固定された条件での試験と同等の厳しさが保たれる

といえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１８ 追加すべき試験条件（ドアの地上基準速度） 
６．まとめ 

今回の調査において，現在検討中の CRS 側面衝突

試験方法が実際の衝突現象を模擬できていること，ス

レッド試験機の種類によらず試験条件が同等であれ

ば，試験の厳しさもほぼ同等となることを確認でき

た．ただし，現在提案されている試験条件だけでは，

試験条件を厳密に規定できない場合があることも確

認した． 
試験の厳しさを同等とするためには条件の追加が

必要であり，その追加条件の案を作成し，基準案を検

討する国連 GRSP の本会議にて発表した．これについ

ては今後，国連 WP29 会議へ正式に提案予定となって

いる． 
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１．はじめに 
交通事故において側面衝突事故は前面衝突事故に

次いで乗車中の子供の死亡重傷割合が高いことが指

摘されている．一方で，衝突安全基準は大人乗員につ

いては前面衝突と側面衝突の規定があるものの，子供

乗員に対しては前面衝突基準のみとなっている．この

ため，現在，国際会議の場で子供乗員の側面衝突試験

方法について議論が行われているところである１）． 
本研究では，実車を用いた３種類の側面衝突実験を

実施し，後席に設置したチャイルドシート上のダミー

の挙動や傷害値について比較・検討を行った． 
２．実車衝突試験 

２．１ 実験概要 

実験は，現行の側面衝突安全法規として実施されて

いる試験方法をベースに衝突台車（以下，MDB とい

う）及び衝突位置を変えた条件で実施した．なお，現

行の側面衝突試験は MDB を 50km/h の速度で MDB
左右中心軸を前席 SRP（Seating Reference Point ： 
ダミー着座位置の参照点）に合わせて直角に衝突さ

せ，前席に設置した平均的体格の成人男性ダミーの傷

害値で評価している．本調査では，衝突される車両（以

下，側突車という）の後席衝突側に ISOFIX タイプの

チャイルドシート（以下，CRS という）を設置しCRS
に着座させた３歳児ダミーの挙動を高速度カメラで

撮影した．また，頭部傷害基準（HPC），胸部加速度，

腰部加速度等を計測し比較を行った． 
２．２． 実験条件 
 表１に実験条件の概要を示す．それぞれの実験で使

用した側突車は同型同年式の国産の小型車である．衝

突形態は，１）側面衝突法規形態，２）側面衝突法規

のMDB を用い衝突位置を後軸付近とした形態，３）

次期側面衝突試験方法として検討されている試験形

態であり，AE-MDB（Advanced European - MDB：

欧州が主体となり開発している衝突台車）を使用し衝

突位置を前席SRP の後方 250 mm に衝突させる形態 

の３形態とした． 
表１ 実験条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３．実験結果 

３．１．側突車の車体変形状況 
 図１に実験実施前後における側突車の車体変形状

況を示す．計測は JNCAP（日本の自動車アセスメン

ト）の側面衝突試験法に従い，成人男性ダミーの腰部

高さと胸部高さにおいて SRP を中心に車体前後方向

に対して行った．後席付近の変形量は，Test 3 が最も

大きかった．これはTest 3 が後席乗員への加害性も考

慮して策定された試験法であるためと考えられる．

Test 1 とTest 2 は同じMDB を使用しているが，Test 
2の方が車両後方に衝突しているため後席乗員付近の

変形量が大きくなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 実験実施前後における側突車の車体変形状況 
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それぞれ異なっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１５ 速度時間履歴 
図 16 にダミー頭部加速度の時間履歴を示す．ドア

の速度によってダミー頭部の加速度は変化しており，

ドアの地上基準速度のダミー傷害値への寄与度は大

きいと考えられる．衝突時にダミーはドアの速度まで

加速され，速度が速いほど必要なエネルギーは多くな

り，その分ダミーへの入力が大きくなることから，傷

害値も大きくなると考えられる． 
 
 
 
 
 
 

図１６ 頭部加速度時間履歴 
５．４．試験条件検討 
相対速度条件及びドア侵入量の調査より，CRS 側面

衝突の試験条件のうち，ドアとシートの相対速度が同

一の試験条件であっても，傷害値が異なる結果となっ

た．また，ドアの侵入量以外が同一の試験条件で，傷

害値は同等の結果が出ることがあることが分かった．

これらのことから，提案されている試験の条件には不

足があることが確認された．また，ドアの地上基準速

度の傷害値への寄与度が大きいことが分かった．  
図 17 にドアの地上基準速度を変えた条件における

ドアとダミー速度の時間履歴を示す．先の考察の通

り，ドアの速度が速いほどダミーの最大速度も速くな

っていた．ダミーの最大速度が速いほど，ドアからダ

ミーに与えられるエネルギーが大きく，そしてダミー

に与えられる荷重も大きくなるため，結果として傷害

値が悪化したと考えられる．このことより，ドアとシ

ートの相対速度ではなく，ドアとダミーの相対速度が

傷害値を決める条件であると考えられる． 

 
 
 
 
 
 
 

図１７ ドア及びダミーの速度時間履歴 
以上より，試験条件においてドアとダミーの相対速

度を定めるための条件の追加が必要と考えられ，その

ためにはドアの地上基準速度の条件の追加が必要で

ある．また，衝突時にドアの速度を保つには，ドアの

侵入量が最大となる時間までドアの速度を保てば十

分であることも明らかとなった． 
これらのことから，加速式スレッド試験機では，ド

ア速度が図 18 に示すコリドーの範囲内に収まってい

れば，ドアとシートの相対速度が図１に示したコリド

ー内に収まり，減速式スレッド試験機においてドアが

固定された条件での試験と同等の厳しさが保たれる

といえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１８ 追加すべき試験条件（ドアの地上基準速度） 
６．まとめ 

今回の調査において，現在検討中の CRS 側面衝突

試験方法が実際の衝突現象を模擬できていること，ス

レッド試験機の種類によらず試験条件が同等であれ

ば，試験の厳しさもほぼ同等となることを確認でき

た．ただし，現在提案されている試験条件だけでは，
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１． はじめに 

近年では、高速道路等における追突事故が頻繁に発

生し社会的な問題となっている。そのため、追突事故

の回避・被害低減を目的とした衝突被害軽減ブレーキ

システム・衝突回避ブレーキシステムに関する

Advanced Emergency Braking System（AEBS）の国際基

準化が進められている。本研究は、AEBS 性能評価試

験に用いる前方を走行する車両を模擬した障害物の

特性について検討することを目的としている。AEBS
性能評価試験に使用する模擬障害物は、車両が衝突し

ても安全性が確保でき、車両に搭載されているセンサ

から見たときに実際の乗用車と同等の特性を有して

いることが求められる。そこで、本研究では、AEBS
障害物検知センサとして使用されることが多いミリ

波レーダを対象とし、乗用車と模擬障害物のレーダ反

射強度を AEBS の国際基準に規定されている試験方

法に従って計測し、比較検討を行った。 
 

２． AEBS の性能要件 
AEBS の性能確認試験は、警報の作動タイミング、

緊急自動ブレーキの作動タイミング及び速度低減量

を確認する。警報の提示手法は、聴覚・視覚・Haptic
（警報のための自動ブレーキ等）の 3 種類とし、緊急

自動ブレーキの作動指示のタイミングをもとに緊急

自動ブレーキが作動する前に警報を提示することと

なっている。 
まず、第 1 次警報は聴覚または Haptic とし、減速

度 4m/s2 以上の緊急自動ブレーキの作動を指示する

時点から 1.4 秒以上前に提示しなければならない。第

2 次警報は 3 種類の提示手法のうちの 2 種類とし、減

速度 4m/s2以上の緊急自動ブレーキの作動を指示する

時点から 0.8 秒以上前に提示しなければならない。ま

た、警報の手段として自動ブレーキを用いる場合の速

度低減量は 15km/h 以下または全速度低減量の 30％以

下に限られている。 
緊急自動ブレーキの作動は、ドライバへの過信を防

止するために緊急時のみに限定し、衝突予測時間

（TTC）が 3.0 秒より前に作動することを禁止してい

る。 
8 トンを超える大型貨物自動車及び 5 トンを超える

バスにおける AEBS の速度低減量に関する要件は、欧

州で 2013 年 11 月から適用予定のステップ 1 では、前

方車両が移動している場合が 50km/h、前方車両が停

止している場合が 10km/h となっている。また、欧州

で 2016 年 11 月から適用予定のステップ 2 では、前方

車両が移動している場合が 70km/h、前方車両が停止

している場合が 20km/h となっている。なお、8 トン

以下の貨物自動車及び 5 トン以下のバスに関しては、

国際会議にて継続審議となっている。 
 

３． 模擬障害物の種類 
本研究では、車載用として使用されることの多い

FMCW 方式のミリ波レーダ（中心周波数 76.5GHz）を
使用して、1 種類の車両及び 2 種類の模擬障害物から

反射される電波の受信電力を測定し、それらの反射特

性について検討する。使用する車両は、AEBS 試験法

において標準的な車両として定義されている M1AA
サルーン相当の実車両とし、模擬障害物は、衝突被害

軽減ブレーキシステムの技術基準及び ISO にて規定

されているコーナーリフレクタ並びにカメラ方式の

センサに対応させるために開発されている車両の形

状を模擬した風船型模擬障害物とした。 
 
３．１．M1AA サルーン相当車両 
実験は、M1AA サルーン相当の車両として図１に示

す車両を使用して実施した。本車両は、日本国内にお

ける 2010 年度の販売実績数が第１位であった車種の

ものである。 

 

 

３．２．側突車の運動 
図２に衝突時のダミーの挙動を理解するために

Test 1 における車両，CRS 及びダミー各部の衝突方

向の速度履歴を示す．側突車は衝突直後から動き出し

ていることがわかる．CRS は ISO アンカーで車体と

結合されているため車両とほぼ同時刻に動きだして

いる．一方で，ダミーは衝突直後は自らの慣性力によ

り静止状態であるが，30ms 以後に CRS と衝突する

ことにより短時間にドア速度まで加速されることが

わかる．この状況は，Test 2 と Test 3 でもほぼ同様で

あった． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 側突車の速度時間履歴（Test 1） 
 
３．２．ダミーの挙動及び傷害値 
図３に車室内の高速度カメラで撮影した子供ダミ

ーの衝突時の挙動を示す．ダミーの挙動を時系列で見

ると，まずドアのアームレストが CRS の座面付近と

衝突し，さらにダミーの胸部が腕部を介して CRS 及

びドアと衝突している．ダミー頭部については最後に

CRS の側面部材を介してドアの上端付近に衝突して

いる．いずれの実験においても，ダミー頭部が CRS
から逸脱して直接ドアと衝突することはなかった． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 子供ダミーの挙動 

図４にダミー各部の計測結果を示す．いずれの計測

値もTest 3 が最も高く，現行の側面衝突試験法である

Test 1 が最も低い値を示した．また，実験によりダミ

ー各部の加速度波形の立ち上がり時刻や最大加速度

発生時刻に差が生じているが，これは，MDB の仕様

と衝突位置の違いによりダミーの着座位置付近の加

害物（CRS 及びドア）とダミー各部との相対速度の

差異によるものと考えられる．また，胸部変位の最大

値がほぼ同等の値を示しているが，これは胸部変位の

最大値直後に胸部加速度の急激な上昇がみられるこ

とから，胸部変位が測定限界に達しているものと考え

られる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ ダミー各部の加速度測定結果 

 
３．おわりに 

今回の実験により，側面衝突時における後席子供乗

員の傷害発生メカニズムの一部が明らかになった．子

供乗員に対し加害物であるドア等は CRS を介して衝

突するため，特に頭部については加害物との直接接触

を防止するように CRS の構造等を検討することが傷

害低減に有効であると考えられる． 
今後はスレッド試験等も実施しながら，より詳細な

解析を行うことにより，試験法等を通じて，子供乗員

の安全性向上に貢献していきたいと考えている． 
 

参考文献 
１ ） Draft new Regulation on uniform provisions 

concerning the approval of enhanced Child 

Restraint Systems used onboard of motor vehicles

（Informal document No. GRSP-49-39） 
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ける 2010 年度の販売実績数が第１位であった車種の
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図４ ダミー各部の加速度測定結果 
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等の電波反射特性を有するように電波反射体等を貼

付する必要があるといえる。 
次に、受信電力のばらつき（細かい変動）に着目し

て図 4 と図 5 並びに図 6 と図 7 を比較すると、M1AA
サルーン相当車、コーナーリフレクタにより構成した

模擬障害物ともに、静止している場合よりも移動して

いる場合の方が受信電力のばらつきが大きいことが

わかる。これは、M1AA サルーン相当車やコーナーリ

フレクタにより構成した模擬障害物が走行に伴って

振動することで電波が反射する部位や反射面の方向

が不規則に変化し、電波の反射方向がばらつき、受信

アンテナに到達するレーダ受信電力の値も不規則に

変動するためと考えられる。 
また、M1AA サルーン相当車を静止させた図 4 とコ

ーナーリフレクタにより構成した模擬障害物を静止

させた図 6 を比較すると、M1AA サルーン相当車の受

信電力の方が測定回数ごとに明らかにばらついてい

ることがわかる。これは、ミリ波レーダを搭載した試

験車両が 80km/h の一定速度で走行する条件では、試 

 

図 4 M1AA サルーン相当車の測定結果（静止） 
 
 

図 5 M1AA サルーン相当車の測定結果（移動） 
 

験車両が走行に伴ってわずかに振動することにより

レーダの照射方向が変動したためと考えられる。さら

に、M1AA サルーン相当車のレーダ反射面である車両

後面が複雑な形状をしており、レーダの入射位置の変

動や入射方向の変化に伴い、反射方向及び反射電力が

大きく変動したため、M1AA サルーン相当車が静止し

ているにもかかわらず、受信電力の測定結果の再現性

がよくない結果になったと考えられる。一方、コーナ

ーリフレクタにより構成した模擬障害物を静止させ

た状態では、受信電力の推移は安定しており、5 回の

測定によるばらつきは小さい。これは、コーナーリフ

レクタが、入射角が多少変動しても電波が入射した方

向に反射する再帰反射特性を有するためと考えられ

る。 
また、図 8 及び図 9 を見ると、今回使用した風船型

模擬障害物を使用したときの受信電力は非常に小さ

く、測定系のノイズレベルに近い値となっている。こ

れは、今回使用した風船型模擬障害物の材質がミリ波

帯の電波を反射しにくいものであったためと考えら 
  

図 6 コーナーリフレクタによる模擬障害物の 
測定結果（静止） 

 

図 7 コーナーリフレクタによる模擬障害物の 
測定結果（移動） 
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３．２．コーナーリフレクタ 
図 2(a)にコーナーリフレクタにより構成した模擬

障害物を示す。これは、日本の衝突被害軽減ブレーキ

システムの技術基準に規定されているコーナーリフ

レクタを 2 個使用しており、１つのコーナーリフレク

タの寸法は電波反射部である正三角錐内面の 1 辺が

10cm であり、コーナーリフレクタ単体での有効反射

断面積（RCS）はレーダの中心周波数 76.5GHz にお

いて 14.35dBsm である。なお、それぞれのリフレク

タが地上面より700mm及び900mmの高さとなるよ

うに設置した。 
 

 

図 1 M1AA サルーン相当車両 
 

 

(a) コーナーリフレクタ   (b) 風船型模擬障害物 
図 2 模擬障害物 

 
 

図３ ミリ波レーダ搭載状況 

３．３．風船型模擬障害物 
図 2(b)に風船型模擬障害物を示す。風船型模擬障害

物 は 、 HELLY HANSEN 社 製  NAF-Bil GA 
( 2,709mm×1,520mm×780mm )であり、金属テー

プ等の電波反射材は貼付していない。 
 

４． ミリ波レーダ 
実験に使用したミリ波レーダは、ベガ・テクノロジ

ー社製FMCW-12/77/300/10/D.1 であり、検知方式は

FMCW、出力は10mW以下、中心周波数は76.5 GHz、
アンテナ偏波面は垂直偏波、アンテナ利得は 35dB、
ビーム角は 2.5°である。 
ミリ波レーダを試験車両に搭載した状況を図 3 に

示す。 
 

５． 実験条件 
 M1AA サルーン相当車及び模擬障害物は、静止状態

及び 30km/h での移動状態とし、試験車両（ミリ波レ

ーダ搭載車）の速度を 80km/h とした。 
 

６． 実験結果及び考察 
図 4 及び図 5 に M1AA サルーン相当車からの受信

電力の測定結果を、図 6 及び図 7 にコーナーリフレク

タによる模擬障害物からの受信電力の測定結果を、図

8 及び図 9 に風船型模擬障害物からの受信電力の測定

結果を示す。また、これら受信電力の最大値と最小値

を表 1 に示す。 
表 1 より M1AA サルーン相当車とコーナーリフレ

クタによる模擬障害物の受信電力の最大値と最小値

はほぼ同様であった。しかし、電波反射体等を貼付し

ていない風船型模擬障害物からの受信電力は、M1AA
サルーン相当車及びコーナーリフレクタによる模擬

障害物と比較して小さいことがわかる。これは、風船

型模擬障害物が電波を反射しにくい素材でできてい

ることによるものであり、M1AA サルーン相当車と同 
 

表 1 受信電力の最大値と最小値 
静止 移動 (30km/h)

模擬障害物 
受信電力[dBm] 受信電力[dBm]

M1AA サルーン 約－45～－80 約－40～－80 

コーナーリフレクタ 約－45～－80 約－45～－80 

風船型 約－55～－80 約－55～－80 
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いる場合の方が受信電力のばらつきが大きいことが

わかる。これは、M1AA サルーン相当車やコーナーリ

フレクタにより構成した模擬障害物が走行に伴って

振動することで電波が反射する部位や反射面の方向

が不規則に変化し、電波の反射方向がばらつき、受信

アンテナに到達するレーダ受信電力の値も不規則に

変動するためと考えられる。 
また、M1AA サルーン相当車を静止させた図 4 とコ

ーナーリフレクタにより構成した模擬障害物を静止

させた図 6 を比較すると、M1AA サルーン相当車の受

信電力の方が測定回数ごとに明らかにばらついてい

ることがわかる。これは、ミリ波レーダを搭載した試

験車両が 80km/h の一定速度で走行する条件では、試 

 

図 4 M1AA サルーン相当車の測定結果（静止） 
 
 

図 5 M1AA サルーン相当車の測定結果（移動） 
 

験車両が走行に伴ってわずかに振動することにより

レーダの照射方向が変動したためと考えられる。さら

に、M1AA サルーン相当車のレーダ反射面である車両

後面が複雑な形状をしており、レーダの入射位置の変

動や入射方向の変化に伴い、反射方向及び反射電力が

大きく変動したため、M1AA サルーン相当車が静止し

ているにもかかわらず、受信電力の測定結果の再現性

がよくない結果になったと考えられる。一方、コーナ

ーリフレクタにより構成した模擬障害物を静止させ

た状態では、受信電力の推移は安定しており、5 回の

測定によるばらつきは小さい。これは、コーナーリフ

レクタが、入射角が多少変動しても電波が入射した方

向に反射する再帰反射特性を有するためと考えられ

る。 
また、図 8 及び図 9 を見ると、今回使用した風船型

模擬障害物を使用したときの受信電力は非常に小さ

く、測定系のノイズレベルに近い値となっている。こ

れは、今回使用した風船型模擬障害物の材質がミリ波

帯の電波を反射しにくいものであったためと考えら 
  

図 6 コーナーリフレクタによる模擬障害物の 
測定結果（静止） 

 

図 7 コーナーリフレクタによる模擬障害物の 
測定結果（移動） 
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３．２．コーナーリフレクタ 
図 2(a)にコーナーリフレクタにより構成した模擬

障害物を示す。これは、日本の衝突被害軽減ブレーキ

システムの技術基準に規定されているコーナーリフ

レクタを 2 個使用しており、１つのコーナーリフレク

タの寸法は電波反射部である正三角錐内面の 1 辺が

10cm であり、コーナーリフレクタ単体での有効反射

断面積（RCS）はレーダの中心周波数 76.5GHz にお

いて 14.35dBsm である。なお、それぞれのリフレク

タが地上面より700mm及び900mmの高さとなるよ

うに設置した。 
 

 

図 1 M1AA サルーン相当車両 
 

 

(a) コーナーリフレクタ   (b) 風船型模擬障害物 
図 2 模擬障害物 

 
 

図３ ミリ波レーダ搭載状況 

３．３．風船型模擬障害物 
図 2(b)に風船型模擬障害物を示す。風船型模擬障害

物 は 、 HELLY HANSEN 社 製  NAF-Bil GA 
( 2,709mm×1,520mm×780mm )であり、金属テー

プ等の電波反射材は貼付していない。 
 

４． ミリ波レーダ 
実験に使用したミリ波レーダは、ベガ・テクノロジ

ー社製FMCW-12/77/300/10/D.1 であり、検知方式は

FMCW、出力は10mW以下、中心周波数は76.5 GHz、
アンテナ偏波面は垂直偏波、アンテナ利得は 35dB、
ビーム角は 2.5°である。 
ミリ波レーダを試験車両に搭載した状況を図 3 に

示す。 
 

５． 実験条件 
 M1AA サルーン相当車及び模擬障害物は、静止状態

及び 30km/h での移動状態とし、試験車両（ミリ波レ

ーダ搭載車）の速度を 80km/h とした。 
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図 4 及び図 5 に M1AA サルーン相当車からの受信

電力の測定結果を、図 6 及び図 7 にコーナーリフレク

タによる模擬障害物からの受信電力の測定結果を、図

8 及び図 9 に風船型模擬障害物からの受信電力の測定

結果を示す。また、これら受信電力の最大値と最小値

を表 1 に示す。 
表 1 より M1AA サルーン相当車とコーナーリフレ

クタによる模擬障害物の受信電力の最大値と最小値

はほぼ同様であった。しかし、電波反射体等を貼付し

ていない風船型模擬障害物からの受信電力は、M1AA
サルーン相当車及びコーナーリフレクタによる模擬

障害物と比較して小さいことがわかる。これは、風船

型模擬障害物が電波を反射しにくい素材でできてい

ることによるものであり、M1AA サルーン相当車と同 
 

表 1 受信電力の最大値と最小値 
静止 移動 (30km/h)

模擬障害物 
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M1AA サルーン 約－45～－80 約－40～－80 
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風船型 約－55～－80 約－55～－80 



－ 128－

 

 

 
 

⑲ 自動車信号灯火の Sun Road Impact 試験方法の開発 
 
 

自動車安全研究領域   ※塚田 由紀 
 
 

１．はじめに 
Sun Road Impact とは、灯火器に強い太陽光が当

たると、その反射光のために灯火器の点灯が認識でき

ない、あるいは灯火の色が分からない現象をいう。

Phantom 現象、Color Wash 効果ともいう。交通の場

面では、この現象が重大事故に繋がる可能性も高く、

交通信号については光学系の工夫により、既に対策が

なされている。 
自動車灯火についても、10 年ほど前から Sun Road 

Impact による問題が話題となり、自動車基準調和世

界フォーラム(WP29)の灯火器専門部会(GRE)におい

て対策が検討されるようになった。信号灯火器の型式

認証試験において、この現象が起こらない（起こる可

能性が低い）ことを確認することは、認証試験項目を

増やすことになり、自動車業界からの注目も高い。 
昨年、ドイツ・カールスルーエ工科大学(KIT)の光

技術研究所にて在外研究を行う機会を得て、自動車業

界とも情報交換をしながら、Sun Road Impact 試験

方法について検討したので、報告する。 
２． Sun Road Impact 試験方法 

２．１．Sun Road Impact 係数（反射率）の測定 
欧州及び日本のランプメーカーから計 10 個のリア

ランプをテストサンプルとして提供して頂いた。これ

らの信号灯火に対し、上方 10 度の角度から太陽を模

擬する光源（色温度 5,000-6,500K、照度 40,000lx）
で照射し、水平方向から反射した光を測定する。消灯

した灯器に模擬太陽光を照射した時の反射光（Lph）

と灯火器の光のみ（Ls）で光強度の比をとり、これを

Sun Road Impact 係数（Fph）とした。この値は当該

信号灯火器固有の性質を現す値で、大きいほど太陽光

の影響を受けにくいことを示す。 
Sun Road Impact 係数 
 
測定したサンプル灯火器のSun Road Impact係数を

図１に示す。全体の傾向として、ガラスレンズが透明

のものはSun Road Impact係数が小さいことが分かる。

ただし、この係数の測定は、使用する測定器に依存し、

特に画像処理を用いて計測する場合には、発光面のど

のエリアまでを計算するか（例えば、銀色の縁を含め

るか等）によっても値が変化する。型式認証試験のた

めに、従来の輝度計や照度計による測定と同等となる

よう、測定時に注意が必要であることも分かった。 

図1  Sun Road Impact係数の測定結果 

２．２． Sun Road Impact 係数の要件 
次に、各灯火器に対して Sun Road Impact 係数がい

くつまで許容できるかが問題となる。そこでこれらの

サンプル灯火器について、点灯に対する反応時間を測

定し、見えやすさに関するアンケート評価を実施し

た。 
実験条件 
・被験者：20 名（22～39 歳、女性４ 男性 16） 
・サンプル：8 種類の制動灯及び方向指示器 
 （合計 16 種類） 
・手順：①被験者は椅子に座り、正面のリアランプ

全体を観察する。 
②実験者の合図後、5~10 秒後のランダム

なタイミングでランプが点灯する。
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図 8 風船型模擬障害物の測定結果（静止） 
 

図 9 風船型模擬障害物の測定結果（移動） 
 

れる。AEBSの試験時に使用する模擬障害物としては、

試験車両との衝突を考慮したときに、柔軟性を持った

軽量の材料を使用することが望ましく、ミリ波帯の電

波を反射しにくい材質の場合には、金属箔や金網を貼

付することにより、M1AA サルーン相当車と同等の反

射特性を持たせる必要があると考えられる。 
さらに、実際に路上を走行している車両のレーダ反

射面は、今回使用した M1AA サルーン相当車と同様

に一様ではなく、複雑な形状をもつ場合が多いと考え

られる。このため、AEBS（ミリ波レーダ）を搭載し

た車両の走行による振動やレーダ照射角度の変化に

伴い、車両後面の反射部位は不規則に変動し、受信電

力の変動の原因となることを認識しておく必要があ

る。 
 
 
 
 
 
 
 

７． あとがき 
先進緊急ブレーキシステム（AEBS）の障害物検知

センサとして使用されることが多いミリ波レーダに

ついて、M1AA サルーン相当車、コーナーリフレクタ

により構成した模擬障害物及び風船型模擬障害物を

対象としてレーダ反射強度を AEBS の国際基準に規

定されている試験方法に従って計測し、比較検討を行

った。 
その結果、コーナーリフレクタにより構成した模擬

障害物では、試験実施時の受信電力データの再現性は

いいものの M1AA サルーン相当車のミリ波帯におけ

る電波の反射特性を十分に反映しているとは言えな

いというデータが得られた。また、今回使用した風船

型模擬障害物はミリ波帯の電波を反射しにくい材料

で構成されているものと考えられ、ミリ波レーダの模

擬障害物としては不十分な特性であったが、カメラを

使用した車両検知システムでは有効に作動すると考

えられること、ミリ波帯の電波を反射する材料を貼付

することにより特性を改善できる可能性があると考

えられる。 
受信電力の測定という観点からは、今回使用した 2

種類の模擬障害物にはそれぞれ一長一短があるが、ミ

リ波レーダによる障害物検知能力については、その測

定原理から受信電力に比例するものではなく、今回の

受信電力測定から得られる近似的なレーダ開口断面

積特性による評価のみならず、電波の路面による反射

特性、カメラを使用した車両検知システムに対応でき

るか等その他の要因も含めて検討を実施する必要が

あると考える。 
なお、昨今欧米を中心に、車体形状をより詳細に模

擬しており、かつ、ミリ波の電波反射特性が M1AA
サルーン相当となるような標準ターゲットの作成が

急ピッチで行われており、今後はこの動向に注目する

必要がある。 
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⑲ 自動車信号灯火の Sun Road Impact 試験方法の開発 
 
 

自動車安全研究領域   ※塚田 由紀 
 
 

１．はじめに 
Sun Road Impact とは、灯火器に強い太陽光が当

たると、その反射光のために灯火器の点灯が認識でき

ない、あるいは灯火の色が分からない現象をいう。

Phantom 現象、Color Wash 効果ともいう。交通の場

面では、この現象が重大事故に繋がる可能性も高く、

交通信号については光学系の工夫により、既に対策が

なされている。 
自動車灯火についても、10 年ほど前から Sun Road 

Impact による問題が話題となり、自動車基準調和世

界フォーラム(WP29)の灯火器専門部会(GRE)におい

て対策が検討されるようになった。信号灯火器の型式

認証試験において、この現象が起こらない（起こる可

能性が低い）ことを確認することは、認証試験項目を

増やすことになり、自動車業界からの注目も高い。 
昨年、ドイツ・カールスルーエ工科大学(KIT)の光

技術研究所にて在外研究を行う機会を得て、自動車業

界とも情報交換をしながら、Sun Road Impact 試験

方法について検討したので、報告する。 
２． Sun Road Impact 試験方法 

２．１．Sun Road Impact 係数（反射率）の測定 
欧州及び日本のランプメーカーから計 10 個のリア

ランプをテストサンプルとして提供して頂いた。これ

らの信号灯火に対し、上方 10 度の角度から太陽を模

擬する光源（色温度 5,000-6,500K、照度 40,000lx）
で照射し、水平方向から反射した光を測定する。消灯

した灯器に模擬太陽光を照射した時の反射光（Lph）

と灯火器の光のみ（Ls）で光強度の比をとり、これを

Sun Road Impact 係数（Fph）とした。この値は当該

信号灯火器固有の性質を現す値で、大きいほど太陽光

の影響を受けにくいことを示す。 
Sun Road Impact 係数 
 
測定したサンプル灯火器のSun Road Impact係数を

図１に示す。全体の傾向として、ガラスレンズが透明

のものはSun Road Impact係数が小さいことが分かる。

ただし、この係数の測定は、使用する測定器に依存し、

特に画像処理を用いて計測する場合には、発光面のど

のエリアまでを計算するか（例えば、銀色の縁を含め

るか等）によっても値が変化する。型式認証試験のた

めに、従来の輝度計や照度計による測定と同等となる

よう、測定時に注意が必要であることも分かった。 

図1  Sun Road Impact係数の測定結果 

２．２． Sun Road Impact 係数の要件 
次に、各灯火器に対して Sun Road Impact 係数がい

くつまで許容できるかが問題となる。そこでこれらの

サンプル灯火器について、点灯に対する反応時間を測

定し、見えやすさに関するアンケート評価を実施し

た。 
実験条件 
・被験者：20 名（22～39 歳、女性４ 男性 16） 
・サンプル：8 種類の制動灯及び方向指示器 
 （合計 16 種類） 
・手順：①被験者は椅子に座り、正面のリアランプ

全体を観察する。 
②実験者の合図後、5~10 秒後のランダム

なタイミングでランプが点灯する。
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図 8 風船型模擬障害物の測定結果（静止） 
 

図 9 風船型模擬障害物の測定結果（移動） 
 

れる。AEBSの試験時に使用する模擬障害物としては、

試験車両との衝突を考慮したときに、柔軟性を持った

軽量の材料を使用することが望ましく、ミリ波帯の電

波を反射しにくい材質の場合には、金属箔や金網を貼

付することにより、M1AA サルーン相当車と同等の反

射特性を持たせる必要があると考えられる。 
さらに、実際に路上を走行している車両のレーダ反

射面は、今回使用した M1AA サルーン相当車と同様

に一様ではなく、複雑な形状をもつ場合が多いと考え

られる。このため、AEBS（ミリ波レーダ）を搭載し

た車両の走行による振動やレーダ照射角度の変化に

伴い、車両後面の反射部位は不規則に変動し、受信電

力の変動の原因となることを認識しておく必要があ

る。 
 
 
 
 
 
 
 

７． あとがき 
先進緊急ブレーキシステム（AEBS）の障害物検知

センサとして使用されることが多いミリ波レーダに

ついて、M1AA サルーン相当車、コーナーリフレクタ

により構成した模擬障害物及び風船型模擬障害物を

対象としてレーダ反射強度を AEBS の国際基準に規

定されている試験方法に従って計測し、比較検討を行

った。 
その結果、コーナーリフレクタにより構成した模擬

障害物では、試験実施時の受信電力データの再現性は

いいものの M1AA サルーン相当車のミリ波帯におけ

る電波の反射特性を十分に反映しているとは言えな

いというデータが得られた。また、今回使用した風船

型模擬障害物はミリ波帯の電波を反射しにくい材料

で構成されているものと考えられ、ミリ波レーダの模

擬障害物としては不十分な特性であったが、カメラを

使用した車両検知システムでは有効に作動すると考

えられること、ミリ波帯の電波を反射する材料を貼付

することにより特性を改善できる可能性があると考

えられる。 
受信電力の測定という観点からは、今回使用した 2

種類の模擬障害物にはそれぞれ一長一短があるが、ミ

リ波レーダによる障害物検知能力については、その測

定原理から受信電力に比例するものではなく、今回の

受信電力測定から得られる近似的なレーダ開口断面

積特性による評価のみならず、電波の路面による反射

特性、カメラを使用した車両検知システムに対応でき

るか等その他の要因も含めて検討を実施する必要が

あると考える。 
なお、昨今欧米を中心に、車体形状をより詳細に模

擬しており、かつ、ミリ波の電波反射特性が M1AA
サルーン相当となるような標準ターゲットの作成が

急ピッチで行われており、今後はこの動向に注目する

必要がある。 
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⑳ カント路を用いたコンテナセミトレーラの横転検知手法の可能性 
 
 

 

自動車安全研究領域   ※波多野 忠 児島 亨 廣瀬 敏也 

 

 

１．はじめに 

国内の国際海上コンテナの貨物量は、10年前と比べ

て増加している。これらコンテナの輸送手段は、輸出

入コンテナとも95%以上がトレーラによる自動車輸送

である(1)。また、近年において輸送効率向上のために、

国内の陸上輸送でもコンテナは、20ft/40ftコンテナ

に加え40ft背高及び45ftコンテナが取り入れられ大

型化する傾向にある。一方、このコンテナセミトレー

ラを含む大型貨物自動車の交通事故件数のうちの横

転事故等の車両単独事故は、交通事故件数全体から見

ると少ない(2)が、ひとたび事故が発生すると他者への

被害の甚大さ、長時間の交通流の妨害等の大きな社会

的影響を発生させる。また、大型貨物自動車の特徴と

して、乗用車と比較して積載物の車両に対する質量比

が大きいため、横転特性は搭載される積載物の重心位

置等により大きく変化する(3)。特に、今回注目してい

る国際海上コンテナセミトレーラでは、コンテナの扉

が封印されているため、運転者が現場でコンテナ内の

積載物の積載状況や総質量、性状等について確認する

ことが困難であり、トレーラの横転特性を判断できな

い状況にある。 

以上の状況を踏まえて、連結車両用にいろいろな横

転検知手法が開発されている。しかし、ほとんどが車

両本体に計測器等を装着した方式(4)～(6)である。今回

のカント路を用いた横転検知手法は、車両外部から行

える計測で横転特性を把握できるものである。これに

使用する走行コースは、120mの直線路に左右別々の傾

斜のカント路に横加速度1m/s2相当となる片勾配5.83

度を直列に配置し、この直線路に連結車を極低速で進

行させ(所要時間2分程度)、直線路の最後に表示装置

を設置し、運転者には、ここで横転特性を伝える方式

である。図1に試験路の概要を示す。左右別々の傾斜

のカント路上を進行中に、車外からトレーラのばね上

ロール角等を計測し、その検出データからニューラル

ネットワークを使った非線形回帰式で最低横転横加

速度を推定する。但し、最低横転横加速度は、積載物

の搭載条件ごとに事前に把握する必要がある。 

以上のことを目的に、PC上において走行模擬試験を

実施し、横転検知手法としての可能性を検討した。 

２．シミュレーションの概要 

シミュレーションソフトは、TruckSim Ver.7 

(Mechanical Simulation)を使用した。走行模擬試験

のための連結車両の諸元は、TruckSim のトラクタ 2

軸車、フラットベットトレーラ2軸車のデフォルトデ

ータを使用し、トラクタとトレーラのホイールベース

を、40ft国際海上コンテナを搭載する連結車両相当に

変更した(トラクタ軸距; 3.18m、トレーラ軸距; 

8.0+1.5m)。積載物の搭載条件は、重心位置方向と積

載荷重を変化させそれぞれの条件を表1へ示す。 

図１ カント路を用いた横転検知用直進走行模擬試験路

表１ 積載物の搭載条件 

3 0 1.5 6
6 0.2 2 12
8 0.4 2.5 18

9 0.6

前後方向
(キングピン
軸を原点;m)

左右方向
(中心位置を

原点;m)

上下方向
(地面を原

点;m)

積載荷重
(t)
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 （１）模擬太陽光の照射なし                （２）模擬太陽光照射 
図２ 実験結果 Sun Road Impact 係数と点灯反応時間

③被験者は点灯を確認したらすぐにペダル

で応答する。 
④ランプの見え方について、5 段階評主観価

を行う。 
実験結果を図２に示す。模擬太陽光を照射すると、

Sun Road Impact 係数が小さい灯火器に対して、反

応時間が遅れる場合もあることが分かる。 
図２（２）を対数軸に変換し、「見えやすさ」に関

する評価を合わせたものを図３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 見えやすさ評価と Sun Road Impact 係数 

 
図３より、Sun Road Impact 係数が 2.0 以上の灯火

器に対しては、模擬太陽光による反射があっても「ふ

つう」以上の見えやすさと評価していることが分か

る。これより、Sun Road Impact 係数の要件として、

2.0 以上であることを型式認証試験として提案するこ

ととしている。 
２．３．審査機関で測定するために 
審査機関では、この試験を実施するために太陽光を

模擬する照明光が必要となる。カールスルーエ工科大

学では、屋外用の HID を用いて、照射距離 10m で実

験を行った。しかし、どの審査機関でもこのような大

型装置を用いて測定することは現実的ではない。そこ

で、光学系の小型化を目指して、小型の HID やLED
アレイを用いた光学系も検討している。 

 
 

 
 
 
 
 

図４ 大型照明による実験室風景 
３．おわりに 

本実験において「とても見えにくい」と評価されて

も、いわゆる点灯が分からないようなSun Road 
Impact現象は起きず、光色がうすく（白っぽく）見

えるだけであった。反応時間の遅れは、見えにくいこ

とを現しているものの、この現象がおきるメカニズム

やシーンについて、根本的な調査も必要と考えている。 
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⑳ カント路を用いたコンテナセミトレーラの横転検知手法の可能性 
 
 

 

自動車安全研究領域   ※波多野 忠 児島 亨 廣瀬 敏也 

 

 

１．はじめに 

国内の国際海上コンテナの貨物量は、10年前と比べ

て増加している。これらコンテナの輸送手段は、輸出

入コンテナとも95%以上がトレーラによる自動車輸送

である(1)。また、近年において輸送効率向上のために、

国内の陸上輸送でもコンテナは、20ft/40ftコンテナ

に加え40ft背高及び45ftコンテナが取り入れられ大

型化する傾向にある。一方、このコンテナセミトレー

ラを含む大型貨物自動車の交通事故件数のうちの横

転事故等の車両単独事故は、交通事故件数全体から見

ると少ない(2)が、ひとたび事故が発生すると他者への

被害の甚大さ、長時間の交通流の妨害等の大きな社会

的影響を発生させる。また、大型貨物自動車の特徴と

して、乗用車と比較して積載物の車両に対する質量比

が大きいため、横転特性は搭載される積載物の重心位

置等により大きく変化する(3)。特に、今回注目してい

る国際海上コンテナセミトレーラでは、コンテナの扉

が封印されているため、運転者が現場でコンテナ内の

積載物の積載状況や総質量、性状等について確認する

ことが困難であり、トレーラの横転特性を判断できな

い状況にある。 

以上の状況を踏まえて、連結車両用にいろいろな横

転検知手法が開発されている。しかし、ほとんどが車

両本体に計測器等を装着した方式(4)～(6)である。今回

のカント路を用いた横転検知手法は、車両外部から行

える計測で横転特性を把握できるものである。これに

使用する走行コースは、120mの直線路に左右別々の傾

斜のカント路に横加速度1m/s2相当となる片勾配5.83

度を直列に配置し、この直線路に連結車を極低速で進

行させ(所要時間2分程度)、直線路の最後に表示装置

を設置し、運転者には、ここで横転特性を伝える方式

である。図1に試験路の概要を示す。左右別々の傾斜

のカント路上を進行中に、車外からトレーラのばね上

ロール角等を計測し、その検出データからニューラル

ネットワークを使った非線形回帰式で最低横転横加

速度を推定する。但し、最低横転横加速度は、積載物

の搭載条件ごとに事前に把握する必要がある。 

以上のことを目的に、PC上において走行模擬試験を

実施し、横転検知手法としての可能性を検討した。 

２．シミュレーションの概要 

シミュレーションソフトは、TruckSim Ver.7 

(Mechanical Simulation)を使用した。走行模擬試験

のための連結車両の諸元は、TruckSim のトラクタ 2

軸車、フラットベットトレーラ2軸車のデフォルトデ

ータを使用し、トラクタとトレーラのホイールベース

を、40ft国際海上コンテナを搭載する連結車両相当に

変更した(トラクタ軸距; 3.18m、トレーラ軸距; 

8.0+1.5m)。積載物の搭載条件は、重心位置方向と積

載荷重を変化させそれぞれの条件を表1へ示す。 

図１ カント路を用いた横転検知用直進走行模擬試験路

表１ 積載物の搭載条件 
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 （１）模擬太陽光の照射なし                （２）模擬太陽光照射 
図２ 実験結果 Sun Road Impact 係数と点灯反応時間

③被験者は点灯を確認したらすぐにペダル

で応答する。 
④ランプの見え方について、5 段階評主観価

を行う。 
実験結果を図２に示す。模擬太陽光を照射すると、

Sun Road Impact 係数が小さい灯火器に対して、反

応時間が遅れる場合もあることが分かる。 
図２（２）を対数軸に変換し、「見えやすさ」に関

する評価を合わせたものを図３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 見えやすさ評価と Sun Road Impact 係数 

 
図３より、Sun Road Impact 係数が 2.0 以上の灯火

器に対しては、模擬太陽光による反射があっても「ふ

つう」以上の見えやすさと評価していることが分か

る。これより、Sun Road Impact 係数の要件として、

2.0 以上であることを型式認証試験として提案するこ

ととしている。 
２．３．審査機関で測定するために 
審査機関では、この試験を実施するために太陽光を

模擬する照明光が必要となる。カールスルーエ工科大

学では、屋外用の HID を用いて、照射距離 10m で実

験を行った。しかし、どの審査機関でもこのような大

型装置を用いて測定することは現実的ではない。そこ

で、光学系の小型化を目指して、小型の HID やLED
アレイを用いた光学系も検討している。 

 
 

 
 
 
 
 

図４ 大型照明による実験室風景 
３．おわりに 

本実験において「とても見えにくい」と評価されて

も、いわゆる点灯が分からないようなSun Road 
Impact現象は起きず、光色がうすく（白っぽく）見

えるだけであった。反応時間の遅れは、見えにくいこ

とを現しているものの、この現象がおきるメカニズム

やシーンについて、根本的な調査も必要と考えている。 
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３．シミュレーション結果 

３．１．Ｊターン走行模擬試験結果 

積載物の搭載条件の中で車両のヨー運動が発散傾

向にあるものを除いた141の搭載条件の連結車両につ

いて解析した。図3は、積載荷重別に全搭載条件での

試験結果を示したものである。横軸は横転推定横加速

度で、原点に近くなるほど横転しやすいことを示して

いる。また、参考として、図の上部に曲率半径20mの

横転推定速度を示す。縦軸はトレーラ重心位置での車

両バネ上ロール角で、片勾配がない水平路面の極低速

時での値である。全体をみると横軸上に点在している

ものと左上がりに散在しているものがある。横軸上の

ものは搭載条件の左右方向がゼロの中心位置にある

もので、それ以外のものは左右方向に偏荷重状態とな

っている。 

積載荷重別にみると、積載荷重が小さいものは全体

の分布が横転推定横加速度の大きい部分にあり、分布

も小さく、横転に対して有利であり、トレーラのロー

ル角も小さい。積載荷重が大きくなるに従って横転推

定横加速度が小さい方向に分布し、トレーラのロール

角も大きくなる。図の①は、搭載条件の中で横転推定

横加速度が最大であり、横転に対して最も有利な搭載

条件になった。搭載条件は前後方向が後方より、左右

方向がゼロ、上下方向及び積載荷重が最小である。②

は搭載条件の左右方向ゼロの中で横転推定横加速度

が最小になる条件で、搭載条件は前後方向が最前方、

上下方向及び積載荷重が最大である。①に比較して横

転推定横加速度が半分以下になり、運転者が停止時に

トレーラのロール角を見てゼロ付近にあっても搭載

条件により横転特性がかなり異なることがわかる。③

は、②の搭載条件に加えて左右方向へ大きく偏荷重に

した条件であり、図の中で横転推定横加速度が最小に

なり、トレーラのロール角も大きい。 

運転者は運行開始前後にトレーラのロール角を確

認することができることから、トレーラに大きくロー

ル角が発生していると気が付き対処するものと考え

られる。このため、図3で注目する領域は、運転者が

気付きにくいトレーラのロール角が小さい範囲とな

り、具体的には、搭載条件が前後方向は前方より、上

下方向は高く、左右方向は若干ずれていて、積載荷重

は大きいものになる。 

次に、どの搭載条件の因子が横転推定横加速度に対

して影響が大きいか検討するために、重回帰分析を行

った標準偏回帰係数を表3に示す。回帰方程式の自由

度修正済み決定係数R2は 0.9512 であった。表3のと

おり、影響が大きい順番は搭載条件の上下方向、左右

方向、積載荷重、前後方向となった。これは、積載物

の搭載条件の中で上下方向と左右方向の因子が横転

推定横加速度に大きく寄与することを示している。な

お、前後方向の符号が正になっているのは、設定条件

の範囲内では積載物を後方に搭載するほど横転推定

横加速度が大きくなり、横転しにくくなることを示し

ている。 

 

３．２．カント路を用いた直進走行模擬試験結果 

Jターン走行模擬試験の中で車両のヨー運動が発散

傾向にあるものを除いた141の搭載条件の連結車両に

ついて、カント路を用いた直進走行模擬試験を実施し

た。カント路の傾斜角の 5.83 度は、横加速度 1m/s2

相当にあたるため、Jターン走行模擬試験結果で横転

推定横加速度がこれ以下の値を示す車両は直進走行

模擬試験中に横転した。上記の横転した車両を除いた

140の搭載条件の連結車両について、直進走行模擬試

験結果の出力データから表2のような説明変数を算出

した。この説明変数に対して目的変数はJターン走行

模擬試験結果の横転推定横加速度である場合のニュ

搭載条件 前後方向 左右方向 上下方向 積載荷重

標準偏回帰係数 0.1991 -0.5937 -0.6056 -0.5092

表 3 搭載条件の影響度合い 

搭載条件 X (m) Y (m) Z (m) Load (t)
① 8 0 1.5 6
② 3 0 2.5 18
③ 3 0.6 2.5 18

図 3 J ターン走行模擬試験結果 
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走行模擬試験については、J ターン走行模擬試験と

直進走行模擬試験を行った。 

はじめに今回使用する連結車両の最低横転横加速

度を把握するために、半径50mの Jターン走行模擬試

験を行った。図2に試験路の概要を示す。一般道を模

擬したために横断勾配はつけていない。また、一般道

では曲線部に入る前に緩和曲線区間が存在するが、こ

の走行路にはないため横転に関しては実際より厳し

い条件になる。走行速度は常に一定になるように、ア

クセル操作はクローズドループ制御のデフォルトシ

ステムを用いた。今回の最低横転横加速度の求め方

は、曲線区間に入る前の直線部分での初速度を始めに

設定し１回走行する。この速度で横転しない場合には

初速度を徐々に上げて、横転するまで走行模擬試験を

行う。この最初に横転した時の初速度と旋回半径から

求めた横加速度を最低横転横加速度とし、これを横転

推定横加速度とした。 

図1に示した横転検知用に左右別々の傾斜のカント

路(片勾配5.83度{横加速度1m/s2相当})を直列に配置

した直線路を用いた直進走行模擬試験を行った。この

直線路の全長は120mで、片勾配+5.83度と-5.83度の

定常域がそれぞれ30mと、これを滑らかに繋ぐための

遷移域 20m を 3 ヶ所設けている。片勾配+5.83 度と

-5.83 度の定常域の長さは、連結車両の最遠軸距の 2

倍程度あり、トラクタとトレーラの連接角ができるだ

け小さい範囲の中でトレーラのロール角を出力でき

るようにした。なお、今回はトレーラの前端部と後端

部で、ばね上ロール角が同時に出力できたと仮定し、

出力位置は片勾配が定常域の直線路後半部分の一定

点とした。また、直進走行模擬試験のロール角データ

は0.5度単位とした。より正確性を確保するために、

この直線路に進入する前に連結車の軸荷重を出力と

した。この直進走行模擬試験での出力項目は、片勾配

+5.83 度のカント路と-5.83 度のカント路でのそれぞ

れのトレーラの前端と後端のバネ上ロール角と路面

水平時のトラクタ前･後軸の軸荷重、トレーラ軸荷重

であり計7項目である。 

両走行模擬試験とも走行軌跡を指定し、それを運転

者が車両を忠実に走行させるようにした。なお、ドラ

イバモデルはデフォルトシステムを使用し、Jターン

走行模擬試験ではドライバ予見時間を1.5秒、直進走

行模擬試験では5秒とした。 

データ解析は、J ターン走行模擬試験結果からの重

回帰分析と、直進走行模擬試験結果からの非線形回帰

分析を行った。 

始めに積載物の重心位置の前後方向、左右方向、上

下方向及び積載荷重の 4 つの搭載条件の因子につい

て、どの因子が横転推定横加速度に対して影響が大き

いかJターン走行模擬試験結果から検討した。この影

響度合いは、重回帰分析の標準偏回帰係数で比較し

た。但し、積載物の重心位置の方向変数は、40ft背高

コンテナの内寸を参考に正規化した変数で比較した。

前後方向については12m、左右方向については1.2m、

上下方向については 2.7m で正規化し、積載荷重につ

いては24tで正規化した。原点はコンテナ内の最前方、

左右中央、床面とした。 

次に、カント路を用いた横転検知手法が成立するか

どうか、直進走行模擬試験結果で得られたデータから

横転推定横加速度を推定する場合の精度について検

討した。説明変数は、直進走行模擬試験結果の変数の

うちロール角については表2に示すような変数に変換

し、合計7項目とした。目的変数は、Jターン走行模

擬試験結果で得られた横転推定横加速度とした。144

の搭載条件のうちJターン走行模擬試験及び直進走行

模擬試験で不安定になる搭載条件や、直進走行模擬試

験で横転してしまう搭載条件を除いた搭載条件でニ

ューラルネットワークを使用した非線形回帰分析を

実施した。 

 

図 2 J ターン走行模擬試験路 

表 2 説明変数 

5. トラクタの前軸荷重
6. トラクタの後軸荷重
7. トレーラの軸荷重

1. トレーラ前端部のばね上ロール角の左右カント路での差
2. トレーラ前端部のばね上ロール角の左右カント路での和
3. トレーラ後端部のばね上ロール角の左右カント路での差
4. トレーラ後端部のばね上ロール角の左右カント路での和
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３．シミュレーション結果 

３．１．Ｊターン走行模擬試験結果 

積載物の搭載条件の中で車両のヨー運動が発散傾

向にあるものを除いた141の搭載条件の連結車両につ

いて解析した。図3は、積載荷重別に全搭載条件での

試験結果を示したものである。横軸は横転推定横加速

度で、原点に近くなるほど横転しやすいことを示して

いる。また、参考として、図の上部に曲率半径20mの

横転推定速度を示す。縦軸はトレーラ重心位置での車

両バネ上ロール角で、片勾配がない水平路面の極低速

時での値である。全体をみると横軸上に点在している

ものと左上がりに散在しているものがある。横軸上の

ものは搭載条件の左右方向がゼロの中心位置にある

もので、それ以外のものは左右方向に偏荷重状態とな

っている。 

積載荷重別にみると、積載荷重が小さいものは全体

の分布が横転推定横加速度の大きい部分にあり、分布

も小さく、横転に対して有利であり、トレーラのロー

ル角も小さい。積載荷重が大きくなるに従って横転推

定横加速度が小さい方向に分布し、トレーラのロール

角も大きくなる。図の①は、搭載条件の中で横転推定

横加速度が最大であり、横転に対して最も有利な搭載

条件になった。搭載条件は前後方向が後方より、左右

方向がゼロ、上下方向及び積載荷重が最小である。②

は搭載条件の左右方向ゼロの中で横転推定横加速度

が最小になる条件で、搭載条件は前後方向が最前方、

上下方向及び積載荷重が最大である。①に比較して横

転推定横加速度が半分以下になり、運転者が停止時に

トレーラのロール角を見てゼロ付近にあっても搭載

条件により横転特性がかなり異なることがわかる。③

は、②の搭載条件に加えて左右方向へ大きく偏荷重に

した条件であり、図の中で横転推定横加速度が最小に

なり、トレーラのロール角も大きい。 

運転者は運行開始前後にトレーラのロール角を確

認することができることから、トレーラに大きくロー

ル角が発生していると気が付き対処するものと考え

られる。このため、図3で注目する領域は、運転者が

気付きにくいトレーラのロール角が小さい範囲とな

り、具体的には、搭載条件が前後方向は前方より、上

下方向は高く、左右方向は若干ずれていて、積載荷重

は大きいものになる。 

次に、どの搭載条件の因子が横転推定横加速度に対

して影響が大きいか検討するために、重回帰分析を行

った標準偏回帰係数を表3に示す。回帰方程式の自由

度修正済み決定係数R2は 0.9512 であった。表3のと

おり、影響が大きい順番は搭載条件の上下方向、左右

方向、積載荷重、前後方向となった。これは、積載物

の搭載条件の中で上下方向と左右方向の因子が横転

推定横加速度に大きく寄与することを示している。な

お、前後方向の符号が正になっているのは、設定条件

の範囲内では積載物を後方に搭載するほど横転推定

横加速度が大きくなり、横転しにくくなることを示し

ている。 

 

３．２．カント路を用いた直進走行模擬試験結果 

Jターン走行模擬試験の中で車両のヨー運動が発散

傾向にあるものを除いた141の搭載条件の連結車両に

ついて、カント路を用いた直進走行模擬試験を実施し

た。カント路の傾斜角の 5.83 度は、横加速度 1m/s2

相当にあたるため、Jターン走行模擬試験結果で横転

推定横加速度がこれ以下の値を示す車両は直進走行

模擬試験中に横転した。上記の横転した車両を除いた

140の搭載条件の連結車両について、直進走行模擬試

験結果の出力データから表2のような説明変数を算出

した。この説明変数に対して目的変数はJターン走行

模擬試験結果の横転推定横加速度である場合のニュ

搭載条件 前後方向 左右方向 上下方向 積載荷重

標準偏回帰係数 0.1991 -0.5937 -0.6056 -0.5092

表 3 搭載条件の影響度合い 

搭載条件 X (m) Y (m) Z (m) Load (t)
① 8 0 1.5 6
② 3 0 2.5 18
③ 3 0.6 2.5 18

図 3 J ターン走行模擬試験結果 
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走行模擬試験については、J ターン走行模擬試験と

直進走行模擬試験を行った。 

はじめに今回使用する連結車両の最低横転横加速

度を把握するために、半径50mの Jターン走行模擬試

験を行った。図2に試験路の概要を示す。一般道を模

擬したために横断勾配はつけていない。また、一般道

では曲線部に入る前に緩和曲線区間が存在するが、こ

の走行路にはないため横転に関しては実際より厳し

い条件になる。走行速度は常に一定になるように、ア

クセル操作はクローズドループ制御のデフォルトシ

ステムを用いた。今回の最低横転横加速度の求め方

は、曲線区間に入る前の直線部分での初速度を始めに

設定し１回走行する。この速度で横転しない場合には

初速度を徐々に上げて、横転するまで走行模擬試験を

行う。この最初に横転した時の初速度と旋回半径から

求めた横加速度を最低横転横加速度とし、これを横転

推定横加速度とした。 

図1に示した横転検知用に左右別々の傾斜のカント

路(片勾配5.83度{横加速度1m/s2相当})を直列に配置

した直線路を用いた直進走行模擬試験を行った。この

直線路の全長は120mで、片勾配+5.83度と-5.83度の

定常域がそれぞれ30mと、これを滑らかに繋ぐための

遷移域 20m を 3 ヶ所設けている。片勾配+5.83 度と

-5.83 度の定常域の長さは、連結車両の最遠軸距の 2

倍程度あり、トラクタとトレーラの連接角ができるだ

け小さい範囲の中でトレーラのロール角を出力でき

るようにした。なお、今回はトレーラの前端部と後端

部で、ばね上ロール角が同時に出力できたと仮定し、

出力位置は片勾配が定常域の直線路後半部分の一定

点とした。また、直進走行模擬試験のロール角データ

は0.5度単位とした。より正確性を確保するために、

この直線路に進入する前に連結車の軸荷重を出力と

した。この直進走行模擬試験での出力項目は、片勾配

+5.83 度のカント路と-5.83 度のカント路でのそれぞ

れのトレーラの前端と後端のバネ上ロール角と路面

水平時のトラクタ前･後軸の軸荷重、トレーラ軸荷重

であり計7項目である。 

両走行模擬試験とも走行軌跡を指定し、それを運転

者が車両を忠実に走行させるようにした。なお、ドラ

イバモデルはデフォルトシステムを使用し、Jターン

走行模擬試験ではドライバ予見時間を1.5秒、直進走

行模擬試験では5秒とした。 

データ解析は、J ターン走行模擬試験結果からの重

回帰分析と、直進走行模擬試験結果からの非線形回帰

分析を行った。 

始めに積載物の重心位置の前後方向、左右方向、上

下方向及び積載荷重の 4 つの搭載条件の因子につい

て、どの因子が横転推定横加速度に対して影響が大き

いかJターン走行模擬試験結果から検討した。この影

響度合いは、重回帰分析の標準偏回帰係数で比較し

た。但し、積載物の重心位置の方向変数は、40ft背高

コンテナの内寸を参考に正規化した変数で比較した。

前後方向については12m、左右方向については1.2m、

上下方向については 2.7m で正規化し、積載荷重につ

いては24tで正規化した。原点はコンテナ内の最前方、

左右中央、床面とした。 

次に、カント路を用いた横転検知手法が成立するか

どうか、直進走行模擬試験結果で得られたデータから

横転推定横加速度を推定する場合の精度について検

討した。説明変数は、直進走行模擬試験結果の変数の

うちロール角については表2に示すような変数に変換

し、合計7項目とした。目的変数は、Jターン走行模

擬試験結果で得られた横転推定横加速度とした。144

の搭載条件のうちJターン走行模擬試験及び直進走行

模擬試験で不安定になる搭載条件や、直進走行模擬試

験で横転してしまう搭載条件を除いた搭載条件でニ

ューラルネットワークを使用した非線形回帰分析を

実施した。 

 

図 2 J ターン走行模擬試験路 

表 2 説明変数 

5. トラクタの前軸荷重
6. トラクタの後軸荷重
7. トレーラの軸荷重

1. トレーラ前端部のばね上ロール角の左右カント路での差
2. トレーラ前端部のばね上ロール角の左右カント路での和
3. トレーラ後端部のばね上ロール角の左右カント路での差
4. トレーラ後端部のばね上ロール角の左右カント路での和
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● リチウムイオン電池の安全性評価試験における発生事象について 
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１．はじめに 
近年、リチウムイオン電池を搭載した電気自動車

等が使用され始めている。この電池については、小

型民生機器において、発熱や発火の事故が報告[1]さ

れている。これは、何らかの原因により電池内部の

特定部が発熱し、その発熱が電池内部の反応を引き

起こして更なる発熱を招き、電池全体が温度上昇し

て発熱・発火・発煙などを引き起こす「熱暴走」と

呼ばれる現象が原因と考えられる。自動車に使用さ

れるリチウムイオン電池についても、熱暴走現象を

把握しつつ、安全性を評価する方法を早急に確立

し、車両の安全が確保されるよう措置していく必要

がある。 
本報告では、リチウムイオン電池搭載車両の基準

策定のための基礎資料を得ることを目的として、単

セルに対してリチウムイオン電池が熱暴走に至る

要因(外部加熱、過充電)を模擬した加熱試験、過充

電試験を行い、熱暴走に至る条件や熱暴走時の状況

の把握と定量的データの取得、更に、釘刺し試験に

より、熱暴走時に発生するガスの成分分析を行った

結果について報告する。 
２．試験セル 

 今回の試験では、リチウムイオン電池に使用され

ている代表的な4種の正極材料により試験セルを試

作した。これらのセルは、正極材料以外のセル材料

（負極、セパレータ、電解液）及びセル構造を同一

とした。図 1 にセルの外観を示す。正極材料は、マ

ンガン酸リチウム、ニッケル-コバルト-マンガン酸 

 
図 1 セルの外観 

リチウム、リン酸鉄リチウム、コバルト酸リチウム

を使用した。以後、これらを LMO、LNCM、LFP、
LCO という。また、負極材料は天然黒鉛を使用し、

電解液は六フッ化リン酸リチウムを使用した。セパ

レータは、ポリオレフィン系の材料を使用した。セ

ル構造は、積層型アルミラミネートとし、その寸法

は長さ 210mm、幅 118mm、厚さ最大 9.5mm、セ

パレータの厚さは 25μm とした。電池の容量は

15Ah とし、LMO、LNCM、LCO を 4.2V、LFP を

4.0V で充電した。 
３．加熱試験 

３．１．試験概要 

 本試験では、リチウムイオン電池の単セルに対し

て、ヒータによる加熱試験を行い、セル表面の温度

及び噴出したガスの温度を測定する。また、4 種の

正極材料のセルでの発生事象の相違点を把握する。

これらの結果から、車両火災時に数百度の高温状態

に曝される[2]リチウムイオン電池が熱暴走を起こす

可能性について検討する。 
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ーラルネットワークによる非線形回帰分析を行った。

ニューラルネットワークは 20 個の正接シグモイド伝

達関数をもつ隠れ層が1層と、1個の線形伝達関数を

もつ出力層からなるフィードフォワードネットワー

クである。試験結果のデータを、学習データ126個及

びテストデータ 14 個に分け、学習データを用いてネ

ットワークを構築し、このネットワークを用いてテス

トデータを検証した。その結果を図 4～7 に示す。テ

ストデータでの目的変数であるターゲットデータと

ネットワークの出力値との相関関数は 0.97 であり、

また、誤差に関しても最大で 0.32m/s2、標準偏差で

0.153 m/s2であった。以上により、カント路を用いた

直進走行模擬試験結果のデータから横転推定横加速

度をほぼ推定できることが明らかにできた。 

４．まとめ 

国際海上コンテナセミトレーラの運転者は、容易に

積荷の積載状態(積荷の重心位置、積み付け)の 判別

ができないため、運転者は車両横転特性が把握しにく

い。そのため、短時間で簡便に推定することができる

カント路を用いたコンテナセミトレーラの横転検知

手法を提案した。これについて、コンピュータ･シミ

ュレーションにより検討した結果、ほぼ成立すること

がわかった。 

今後は、コンテナセミトレーラのばね上ロール角を

車外から計測する方法、説明変数の選択等の非線形回

帰式の精度向上及び実車との相関性等のシミュレー

ションの再現性について検討する。 
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１．はじめに 
近年、リチウムイオン電池を搭載した電気自動車

等が使用され始めている。この電池については、小

型民生機器において、発熱や発火の事故が報告[1]さ

れている。これは、何らかの原因により電池内部の

特定部が発熱し、その発熱が電池内部の反応を引き

起こして更なる発熱を招き、電池全体が温度上昇し

て発熱・発火・発煙などを引き起こす「熱暴走」と

呼ばれる現象が原因と考えられる。自動車に使用さ

れるリチウムイオン電池についても、熱暴走現象を

把握しつつ、安全性を評価する方法を早急に確立

し、車両の安全が確保されるよう措置していく必要

がある。 
本報告では、リチウムイオン電池搭載車両の基準

策定のための基礎資料を得ることを目的として、単

セルに対してリチウムイオン電池が熱暴走に至る

要因(外部加熱、過充電)を模擬した加熱試験、過充

電試験を行い、熱暴走に至る条件や熱暴走時の状況

の把握と定量的データの取得、更に、釘刺し試験に

より、熱暴走時に発生するガスの成分分析を行った

結果について報告する。 
２．試験セル 

 今回の試験では、リチウムイオン電池に使用され

ている代表的な4種の正極材料により試験セルを試

作した。これらのセルは、正極材料以外のセル材料

（負極、セパレータ、電解液）及びセル構造を同一

とした。図 1 にセルの外観を示す。正極材料は、マ

ンガン酸リチウム、ニッケル-コバルト-マンガン酸 

 
図 1 セルの外観 

リチウム、リン酸鉄リチウム、コバルト酸リチウム

を使用した。以後、これらを LMO、LNCM、LFP、
LCO という。また、負極材料は天然黒鉛を使用し、

電解液は六フッ化リン酸リチウムを使用した。セパ

レータは、ポリオレフィン系の材料を使用した。セ

ル構造は、積層型アルミラミネートとし、その寸法

は長さ 210mm、幅 118mm、厚さ最大 9.5mm、セ

パレータの厚さは 25μm とした。電池の容量は

15Ah とし、LMO、LNCM、LCO を 4.2V、LFP を

4.0V で充電した。 
３．加熱試験 

３．１．試験概要 

 本試験では、リチウムイオン電池の単セルに対し

て、ヒータによる加熱試験を行い、セル表面の温度

及び噴出したガスの温度を測定する。また、4 種の

正極材料のセルでの発生事象の相違点を把握する。

これらの結果から、車両火災時に数百度の高温状態

に曝される[2]リチウムイオン電池が熱暴走を起こす

可能性について検討する。 
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ーラルネットワークによる非線形回帰分析を行った。

ニューラルネットワークは 20 個の正接シグモイド伝

達関数をもつ隠れ層が1層と、1個の線形伝達関数を

もつ出力層からなるフィードフォワードネットワー

クである。試験結果のデータを、学習データ126個及

びテストデータ 14 個に分け、学習データを用いてネ

ットワークを構築し、このネットワークを用いてテス

トデータを検証した。その結果を図 4～7 に示す。テ

ストデータでの目的変数であるターゲットデータと

ネットワークの出力値との相関関数は 0.97 であり、

また、誤差に関しても最大で 0.32m/s2、標準偏差で

0.153 m/s2であった。以上により、カント路を用いた

直進走行模擬試験結果のデータから横転推定横加速

度をほぼ推定できることが明らかにできた。 

４．まとめ 

国際海上コンテナセミトレーラの運転者は、容易に

積荷の積載状態(積荷の重心位置、積み付け)の 判別

ができないため、運転者は車両横転特性が把握しにく

い。そのため、短時間で簡便に推定することができる

カント路を用いたコンテナセミトレーラの横転検知

手法を提案した。これについて、コンピュータ･シミ

ュレーションにより検討した結果、ほぼ成立すること

がわかった。 

今後は、コンテナセミトレーラのばね上ロール角を

車外から計測する方法、説明変数の選択等の非線形回

帰式の精度向上及び実車との相関性等のシミュレー

ションの再現性について検討する。 
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と考えられる。 
表 1 より、熱暴走開始と見られる時点のセル表面

温度は、184℃から 283℃であった。一方、我々の

行った車両火災の実験[2]において、駆動用蓄電池の

設置想定部分の温度の継続時間の平均（指標の温度

以上となる時間）は、150℃以上で約 28 分、200℃
以上で約 24 分、250℃以上で約 20 分、300℃以上

で約 18 分であり、350℃以上についても数分から数

十分間継続した。今回の試験と車両火災時とでは熱

の入力の方法などが異なり、また、電池の構造等も

実際には様々であるため単純に比較はできないが、

我々の行った実験[2]から車両火災時の温度は、熱暴

走の開始温度よりも高くなるとともに数十分程度

継続するため、これらの正極材料のリチウムイオン

電池が搭載された車両が火災に遭遇した場合、リチ

ウムイオン電池が熱暴走に至る可能性があると考

えられる。 
 表 1 より、セル表面及び周囲のガス温度の最高温

度は、熱暴走開始と見られる時点のセル表面温度を

上回る場合が多かった。また、車両火災では、電池

パック全体が熱せられているため、各セルが熱暴走

を起こしやすい状態になっていると考えられる。そ

のため、１つのセルが熱暴走に至った場合、そのセ

ルの発熱や噴出したガスの熱によって、その周囲の

セルも熱暴走に至る可能性がある。このように連鎖

的にセルが熱暴走した場合、発生したガスの噴出の

タイミングが一致し、多量のガスによる電池パック

内部の圧力上昇により、電池パックが破裂すること

も懸念される。 
４．過充電試験 

４．１．試験概要 

本試験では、4 種類の正極材料のリチウムイオン

電池セルを過充電状態とし、熱暴走発生の有無、熱

暴走現象（セル表面温度、セル周囲でのガス温度、

各正極材料での現象の差異）を把握することを目的

とする。 
４．２．試験方法 

本試験は、図 2 及び図 3 において示した加熱試験時

の構造からリボンヒータと断熱材を取り去り、銅板を

ベークライトに変更した構成とした。また、セルの表

面温度の測定位置は、図 2 及び図 3 と同等とした。セ

ル周囲でのガス温度の測定位置（①から⑫）を図 6 に

示す。SOC100%まで充電した供試セルに 3C に当た

る 45A の定電流で過充電した。過充電のスタート後

は、熱暴走発生まで充電し続けた。試験の安全確保

のため、目視により激しい発煙又は発火を確認した

直後に手動で充電を停止した。 
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図 6  過充電試験構成（上面図） 

４．３．試験結果 

  過充電試験の結果のまとめを表 2 に示す。LNCM
及び LCO では発煙後に発火した。また、LMO では

激しい発煙が発生した。LFP は穏やかな発煙のみと

なった。 
表 2 過充電試験の結果のまとめ 

熱暴走開始と

見られる時点

のセル表面温

度 [℃] 

最高温度 [℃] 
正極 
材料 

試験

時の

セル

の現

象 10 
mm 

30 
mm 

10 
mm 

30 
mm 

周囲

ガス 
LMO 発煙 103 101 555 519 504 
LN 
CM 

発煙 
発火 105 110 606 559 712 

LFP 発煙 109 110 179 173 24 

LCO 発煙 
発火 110 109 317 244 999 

以上 *1 
*1:計測可能な上限を超えたため、測定不能 

４．４．考察 
一般に過充電時の電池内部では、始めに電解液と

負極との還元反応が起こり、電解液の熱分解、電解

液と正極との酸化分解、負極の熱分解、正極の熱分

解、最後にセパレータの溶融流動による内部短絡の

順で反応が進むとされている[6]。 
今回の結果では、LFP を除き、熱暴走時にはセル

表面が高温になるとともに高温の煙又は火炎が発

生した。そのため、これらを正極材とするリチウム

イオン電池が過充電状態になった場合、車両火災を

引き起こす危険性があると考えられる。また、セル

表面温度が高温であり、発生するガスも高温である

ことから、連鎖的なセルの熱暴走による電池パック 

 

 

３．２．試験方法 
図 2 及び図 3 に本試験の試験構成を示す。本構成

では、実際の使用状況を模擬するため、単セルを銅

板で挟んだ。そして、加熱のためのリボンヒータを

それらの上から巻き、入力した熱を保持してセルの

温度上昇を効率的に行うために、リボンヒータを含

めて全体を断熱材で巻いた。図 2 及び図 3 にセル表

面の温度を測定する熱電対の設置位置を示す。セル

表面の温度測定の熱電対は、セル中央から 10mm と

30mm の位置に設置した。また、セルから吹き出す

ガスの温度（以後、セル周囲でのガス温度という）

を測定するため、図 3 に示す位置に熱電対（①から

⑩）を設置した。同時に試験状況を撮影し、端子電

圧も測定した。初期充電条件は、各々のセルにおい

て SOC(State of charge)を 100%とした。加熱パター

ンは、室温から 100℃まで上昇させ、30 分間 100℃
を保持後、熱暴走が発生するまで 1 分で 5℃を目標

に昇温させた。 
３．３．試験結果 

100℃からの昇温開始時刻をスタートとし、スタ

ートから 3 分～11 分の間に各セルで緩やかな発煙

が確認された。これは、電解液が加熱されてガス化

し、セル内部の圧力の高まりにより噴出したと考え

られる。その後しばらくして、LMO では 13 秒間程

度煙の激しい噴出が発生した。また、LNCM 及び

LCO では、穏やかな発煙後に数秒程度、激しい火

炎が発生した。一例として、図 4 に LNCM の場合

の火炎発生の状況を示す。一方、LFP では、発煙後

に煙の噴出が増加したが、その噴出状態は LMO と

比較して緩やかであった。 
図 5 に LMO のセルの表面温度、セル周囲でのガ

ス温度、端子電圧、雰囲気温度の測定結果を示す。

スタートより約 10 分後に端子電圧が低下し始め、

約 16 分間かけて電圧が約 1.6V まで低下した後、急

激に 0V 近くまで降下した。他のセルについても、

ほぼ同様の現象となり、急激に降下し始める直前の

端子電圧は、LNCM で約 2.7V、LFP で約 3V、LCO
で約 2.7V であった。 
これらのセルにおいて、この急激な電圧降下の直

後にセル表面温度及びセル周囲でのガス温度が急

激に上昇しており、端子電圧の急激な降下の前後に

熱暴走と見られる現象が発生したと考えられる。な

お、熱暴走の開始時点を特定するのは困難であるた 

 
図 4  加熱試験の状況の一例(LNCM) 
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図 5 加熱試験の測定結果(LMO) 

表 1 加熱試験の測定結果のまとめ 

熱暴走開始と

見られる時点

のセル表面温

度 [℃] 

最高温度 [℃] 
正極 
材料 

試験

時の

セル

の現

象 10 
mm 

30 
mm 

10 
mm 

30 
mm 

周囲 
ガス 

LMO 発煙 283 273 474 437 285 

LNCM 発煙 
発火 242 238 429 402 536 

LFP 発煙 186 186 267 254 141 

LCO 発煙 
発火 188 184 527 443 631 

め、端子電圧が急激に降下した時を「熱暴走開始と

見られる時点」とした。 
加熱試験の測定結果のまとめとして、試験時のセ

ルの現象、熱暴走開始と見られる時点のセル表面の

温度、セル表面及びセル周囲でのガスの最高温度の

測定結果を表 1 に示す。 
３．４．考察 
 リチウムイオン電池が外部加熱されると、電池内

部で正極材料、電解液、負極材料が単独及び相互に

発熱反応[3]を起こす。この反応熱と外部加熱により

セパレータが溶融[4]して電極が短絡し、短絡時のジ

ュール熱により熱暴走に至ると考えられる。正極材

料により熱暴走開始と見られる時点のセル表面温

度が異なるのは、正極材料の熱安定性[5]に起因する



－ 137－

 

 

と考えられる。 
表 1 より、熱暴走開始と見られる時点のセル表面

温度は、184℃から 283℃であった。一方、我々の

行った車両火災の実験[2]において、駆動用蓄電池の

設置想定部分の温度の継続時間の平均（指標の温度

以上となる時間）は、150℃以上で約 28 分、200℃
以上で約 24 分、250℃以上で約 20 分、300℃以上

で約 18 分であり、350℃以上についても数分から数

十分間継続した。今回の試験と車両火災時とでは熱

の入力の方法などが異なり、また、電池の構造等も

実際には様々であるため単純に比較はできないが、

我々の行った実験[2]から車両火災時の温度は、熱暴

走の開始温度よりも高くなるとともに数十分程度

継続するため、これらの正極材料のリチウムイオン

電池が搭載された車両が火災に遭遇した場合、リチ

ウムイオン電池が熱暴走に至る可能性があると考

えられる。 
 表 1 より、セル表面及び周囲のガス温度の最高温

度は、熱暴走開始と見られる時点のセル表面温度を

上回る場合が多かった。また、車両火災では、電池

パック全体が熱せられているため、各セルが熱暴走

を起こしやすい状態になっていると考えられる。そ

のため、１つのセルが熱暴走に至った場合、そのセ

ルの発熱や噴出したガスの熱によって、その周囲の

セルも熱暴走に至る可能性がある。このように連鎖

的にセルが熱暴走した場合、発生したガスの噴出の

タイミングが一致し、多量のガスによる電池パック

内部の圧力上昇により、電池パックが破裂すること

も懸念される。 
４．過充電試験 

４．１．試験概要 

本試験では、4 種類の正極材料のリチウムイオン

電池セルを過充電状態とし、熱暴走発生の有無、熱

暴走現象（セル表面温度、セル周囲でのガス温度、

各正極材料での現象の差異）を把握することを目的

とする。 
４．２．試験方法 

本試験は、図 2 及び図 3 において示した加熱試験時

の構造からリボンヒータと断熱材を取り去り、銅板を

ベークライトに変更した構成とした。また、セルの表

面温度の測定位置は、図 2 及び図 3 と同等とした。セ

ル周囲でのガス温度の測定位置（①から⑫）を図 6 に

示す。SOC100%まで充電した供試セルに 3C に当た

る 45A の定電流で過充電した。過充電のスタート後

は、熱暴走発生まで充電し続けた。試験の安全確保

のため、目視により激しい発煙又は発火を確認した

直後に手動で充電を停止した。 
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図 6  過充電試験構成（上面図） 

４．３．試験結果 

  過充電試験の結果のまとめを表 2 に示す。LNCM
及び LCO では発煙後に発火した。また、LMO では

激しい発煙が発生した。LFP は穏やかな発煙のみと

なった。 
表 2 過充電試験の結果のまとめ 

熱暴走開始と

見られる時点

のセル表面温

度 [℃] 

最高温度 [℃] 
正極 
材料 

試験

時の

セル

の現

象 10 
mm 

30 
mm 

10 
mm 

30 
mm 

周囲

ガス 
LMO 発煙 103 101 555 519 504 
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３．２．試験方法 
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図 4  加熱試験の状況の一例(LNCM) 
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図 5 加熱試験の測定結果(LMO) 

表 1 加熱試験の測定結果のまとめ 
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材料 
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時の

セル

の現

象 10 
mm 

30 
mm 

10 
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周囲 
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LNCM 発煙 
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LCO 発煙 
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め、端子電圧が急激に降下した時を「熱暴走開始と

見られる時点」とした。 
加熱試験の測定結果のまとめとして、試験時のセ

ルの現象、熱暴走開始と見られる時点のセル表面の

温度、セル表面及びセル周囲でのガスの最高温度の

測定結果を表 1 に示す。 
３．４．考察 
 リチウムイオン電池が外部加熱されると、電池内

部で正極材料、電解液、負極材料が単独及び相互に

発熱反応[3]を起こす。この反応熱と外部加熱により

セパレータが溶融[4]して電極が短絡し、短絡時のジ

ュール熱により熱暴走に至ると考えられる。正極材

料により熱暴走開始と見られる時点のセル表面温

度が異なるのは、正極材料の熱安定性[5]に起因する
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の破裂についても懸念される。 
このことから、リチウムイオン電池の使用におい

ては、いかなる場合にも過充電を防止する機能が確

実に作動することが重要であり、過充電防止機能の

不具合時には速やかにそれを検知し安全を確保す

ることが必要と考える。 
５．釘刺し試験 

５．１．試験概要 

リチウムイオン電池は、様々な電池材料を使用し

ているため、発生するガスも多様であると考えられ

る。本試験は、熱暴走時に発生するガスの分析を行

い、そのガスの可燃性及び有毒性について調査する

ことを目的とする。 
５．２．試験方法 
本試験は、ガス分析を行うため、アルゴンを満た

した小型チャンバー内で行った。釘を刺す位置はセ

ルの中央とした。なお、小型のチャンバー内で試験

を行うため、設置スペースの関係により、セルをベ

ークライト等で挟まずに試験を行った。 
５．３．試験結果 

 表3に釘刺し試験で発生したガスの成分分析結果

を示す。なお、LMO 及び LFP では、釘刺しにより

熱暴走が起きていないか又は電池全体に発熱反応

が拡大しなかったため、分析に必要なガス量を回収

できなかった。 
表 3 ガスの成分分析結果 

        試 料 名 

 分 析 成 分 

LMO 
[L] 

LNCM 
[L] 

LCO 
[L] 

LFP 
[%] 

水素 (H2) － 21  10  0.16  
一酸化炭素 (CO) － 9.8  4.9  < 0.1 
二酸化炭素 (CO2) － 9.2  12  0.10  
フッ化水素 (HF) 0.00022  0.011  0.014  0.019  

合計検出量 0.0015 43 30 － 
ガス発生全量 － 49 35 － 

５．４．考察 
本結果から、多量に発生している可燃性のガスと

して、水素の発生が確認された。また、有毒性のガ

スとして、一酸化炭素とフッ化水素の発生が確認さ

れた。これらのことから、熱暴走により発生したガ

スが車室内に滞留して、それらの濃度が高くなる

と、車両の火災や爆発、乗員が避難できなくなる事

態等が懸念される。従って、発生したガスを適切に

車室外へ排出させることや車室内に滞留させない

ことなどについて、検討と対策が必要と考える。 

６．まとめ 
 本報告では、リチウムイオン電池搭載車両の基準策

定のための基礎資料を得ることを目的として、加熱試 
験、過充電試験、釘刺し試験を実施した。 
 加熱試験の結果より、今回試作したリチウムイオ

ン電池と同じ正極材料のリチウムイオン電池を搭

載した車両が火災に遭遇した場合、リチウムイオン

電池が熱暴走に至る可能性があり、1 つのセルに熱

暴走が発生することにより、他のセルが連鎖的に熱

暴走に至り電池パックが破裂することも懸念され

る。 
過充電試験の結果より、リチウムイオン電池が過

充電された場合には、車両火災に繋がる危険性や連

鎖的なセルの熱暴走により電池パックが破裂する

懸念があることが示され、これらを防止するために

は、過充電防止機能がいかなる場合にも確実に作動

することが重要であり、その機能に不具合が発生し

た場合には速やかにそれを検知し安全を確保する

ことが必要と考える。 
ガス分析の結果より、可燃性の水素並びに有毒な

一酸化炭素及びフッ化水素の発生が確認された。こ

れらのガスが車室内に滞留して濃度が高くなると、

車両の火災や爆発、乗員への影響が懸念される。そ

のため、熱暴走時に発生したガスを適切に車外へ排

出させることや車室内に滞留させないことなどに

ついて、今後、検討と対策が必要と考える。 
本調査は、国土交通省の 2011 年度の委託事業「リ

チウムイオン蓄電池搭載車両の安全性評価に関す

る調査・検討」により実施したものである。 
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